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ま  え  が  き 

 

 近年、フリーターやニート（若年無業者）の増加など、若者の教育から職業への移行行動

の変化が社会的関心を集めている。これまで労働政策研究・研修機構は若者の就業について

の調査分析を積み重ね、特に近年は移行が困難な若者についての調査をすすめてきた。 

「普通の若者」を含んだ若者全体を射程とした調査研究は 2001 年２月の「若者のワーク

スタイル調査」が最後となっている。同調査から５年が経過し、大都市の若者の移行はドラ

スティックな変容を遂げた。それに伴って、研究の枠組みも変化しつつある。 

近年の研究においては、就業・家庭・学校・ソーシャル・ネットワークなど、就業だけで

はない、包括的なアプローチの重要性が認識されている。現代の若者の状況を把握するため

に、若者の移行の実態がどのように変化しているのかについて包括的に検討し、今後の日本

における移行支援政策について論じることが求められている。 

 こうした問題意識から、労働政策研究・研修機構では 2005 年度より「若者の包括的移行支

援研究会」を設置し、研究を進めてきた。本報告書にさきだち、『就業構造基本調査』（2002

年）の再集計を元に、JILPT 資料シリーズ№15『若者の包括的な移行支援に関する予備的検

討』を 2006 年夏にとりまとめている。 

本報告書は、2006 年２月に実施した「第２回 若者のワークスタイル調査」の結果に基づ

き、若者の就業を中心とした移行過程を捉えることを心がけながら、包括的な移行のあり方

について検討し、支援の可能性を探ったものである。 

最近ようやく労働市場の状況は改善しつつあると言われているが、移行の不安定化がどん

な帰結を日本社会にもたらすのかについて考察することの重要性はむしろ高まっている。本

報告書は、若者の就業を中心とした移行過程をできるだけトータルに捉えることを心がけな

がら、この５年間の変化をスナップショットとして切り取った記録である。 

 本報告書がこの問題に関心のある方々の参考になれば幸いである。 

 

 

2006 年 11 月 

独立行政法人 労働政策研究・研修機構 

理事長 小野 旭 
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序章 問題設定と調査の概要 

 
１．研究の目的、背景 

 本報告書は 2006 年２月にあらたに実施した「第２回 若者のワークスタイル調査」の結

果に基づき、若者の移行を包括的に捉え、支援のあり方を探ることを目的としている。 
1990 年代後半より、日本の若者の状況は大きく変化した。これまで国際的に見て低くおさ

えられていた若年失業率が上昇し、フリーターと呼ばれる若年のパート・アルバイト労働者

やニートと呼ばれる若年無業者が増加した。 
 こうした現象に対して、当機構の前身である日本労働研究機構はいちはやく研究を開始し、

調査分析を進めてきた。研究成果は『フリーターの意識と実態』（2000b）、『大都市の若者の

就業行動と意識』（2001）などにとりまとめられてきたが、いずれの研究にも「若者の教育

から職業への移行」が変化しているという問題意識が存在していた。 
 ヨーロッパではすでに若者の教育から職業への移行の変容が生じており、様々な政策も実

施されていたため、その後諸外国の若者就業支援政策へ研究が広がった。イギリス、スウェ

ーデン、ドイツ、アメリカなどの調査研究を行なうなかで、若者の移行の変容は就業だけで

はなく、様々な領域で起こっているという認識に基づいた「包括的移行支援」政策が行なわ

れていることを知ることになった。 
大人になるということは、本来様々な変化を伴う。しかしこれまで日本社会では学校から

職業への移行、すなわち正社員になることによって、生まれ育った家族から独立して家族形

成できるだけの収入を獲得でき、また社員寮や社宅の存在によって住宅を得て、企業による

年金や健康保険の提供によって社会保障の問題を、企業による教育訓練や長期の雇用保証に

よってキャリア形成の問題を回避することが可能になっていたと考えられる。つまり、これ

らの問題の多くは企業によって保障されていたのである。広井（2006）は、OECD の資料に

基づき、人生前半に関係した社会保障給付費の国際比較を行なっているが、日本は若年者に

対する社会保障給付費の割合がもっとも低い国として位置づけることができるという。この

公的支援の手薄さを補ってきたのが、企業と家族であったと言えよう。宮本は、日本では職

域福祉（企業福祉）・家族・公共事業および保護・規制そのものが福祉国家に代替してきたと

把握している（宮本ほか 2003）。さらに、渋谷（2004）は「日本では〈人間としての権利〉

を実質的に保証するものは、法的な市民権というよりも、労働市場における地位、つまり企

業社会におけるその人の地位である」と端的に表現している。 
したがって、「大人になる」際に生じる様々な問題について論じるとき、これまで日本に

おいては教育から職業への移行に焦点をあてた枠組みで十分であった。しかし、フリーター

など不安定な就業状態にある若者の増加によって、教育から職業への移行の変容から派生す

る問題の大きさを日本社会は痛感することになった。こうした中で、どのような研究枠組み

と支援が求められるのだろうか。 
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 「大人になること」に関わる問題は、未婚化の進展や、まだ日本ではあまり顕在化してい

ない若年ホームレス問題1、年金や健康保険などの問題など多岐にわたっている。本報告書は、

家族形成、住宅問題などにまで広がった、領域横断的問題として把握することを目指すもの

である。 
また移行支援が、すべての若者を対象とすることも重要である。これまで学校を離れたあ

との支援機関はきわめて限られてきた。2003 年の「若者自立・挑戦プラン」によるジョブカ

フェの設置や日本版デュアルシステムなどは大きな意義があった。しかし現在の若者支援制

度は、若者に対して働きかけをする機能はあまり備えていないため、利用者は高学歴者に偏

る傾向があり、対象となるすべての若者を取り込むまでには機能していない。また正社員の

長時間労働や離職率の高さなどの問題が示すように、正社員はフリーターに比べて様々な面

で問題が希薄なのではなく、「地続きの問題」として捉える必要があるとも指摘されており（熊

沢 2006）、フリーターだけを対象としては、移行問題の広がりを捉えきれないと考えられる。 
本報告書では、教育から職業への移行を中心とし、家族形成、福祉、住居、ソーシャル・

ネットワークなどにおいても展開される移行過程を視野に入れた研究枠組みに基づき、すべ

ての若者に対してトータルに行なわれる支援を、「包括的移行支援」とさしあたり定義したい。 
包括的移行支援の枠組みを適用することは、以下のようなメリットがあると考えられる。 
第一に、移行問題を包括的に捉えることで、若者の教育から職業への移行問題が就業問題

にとどまらず、様々な問題に波及していることを明確にすることができる。就業状態と家族

形成、住宅などとの強い関連などが典型例であろう（以下の先行研究の検討を参照）。しかし

就業は移行においてはもっとも重要な変数であるものの、その作用は一方向ではなく、就業

以外の分野からの働きかけ（例えばソーシャル・ネットワーク）が結果的に就業につながる

こともあり、相互作用も想定される。 
第二に、これまで十分に想定されてこなかった、就業以外の分野で特に問題を抱える若者

層への支援がある。例えばホームレスの場合には、住所不定で仕事を得ることは困難であり、

就業に先立ってまず住宅問題が解決される必要がある。就業以前の問題を抱える層にクロー

ズアップすることが可能である。 
第三に、すべての若者層を対象とすることで、移行過程の中で、正社員、失業、フリータ

ーなど様々な状態を経験する層や、正社員でありながらも問題を抱える層を射程に入れるこ

とができる。のちの分析に見るように、ジグザグ化した移行を経験する若者や、長時間労働

の若者は少なくない。 
包括的に移行を捉えることは大変困難であり、本報告書だけでなしえる作業ではないが、

本報告書はその第一段階として、まず若者の教育から職業への移行を２時点の比較に基づき

検討し、さらに就業と他領域との関連について検討することとした。２時点のデータを用い

                                                 
1 2005 年７月 11 日の『朝日新聞』によれば、友人の家や漫画喫茶を転々とする若者に対して、日払

いの請負アルバイトと寮の斡旋をするビジネスが成長しているという。 
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るのは、１時点だけの数値では、判断が難しい知見も少なくないからである。 
本報告書では２つの調査を比較することを通じて、移行を多面的に捉えることを試みる。 

 
次節で調査の概要について説明するが、その前に非典型雇用の変化の傾向をつかむため、

総務省『労働力調査』を用いて、この間の 15-24 歳層の就業状況の推移を示そう（図表序－

１）。2002 年まではパート・アルバイトを含め非典型雇用が増加していたが、近年はパート・

アルバイト比率が伸び悩み、かわりに派遣・契約などのその他の非典型雇用の割合が増加し

ていることがうかがえる。しかし 2006 年はやや非典型雇用比率が停滞しており、雇用面か

ら見ても景気の改善がうかがえる。 

 
図表序－１ 15-24 歳層の就業状況（役員を除く雇用者に占める割合） 
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注：非農林業雇用者数（役員を除く）を 100 としたもの。 

 
 
２．調査の概要 

本報告書は２つの調査の比較を通じて分析を進める。  
「第１回 若者のワークスタイル調査」は 2001 年２月に実施された。調査対象者は東京

都（島嶼除く）の 18-29 歳の若者のうち、正社員 1000 人、フリーター1000 人の計 2000 人

（正規課程の学生、専業主婦のぞく）を対象とした。 
 東京都の若者を調査対象としたのは、2001 年当時、東京都の若者の就業状況は日本におけ

る先端的な事象であるため、日本全体の若者の動向を占う上で重要であると見なされていた

ためである。 
対象者の選定には、住民基本台帳の閲覧が困難なことから、確率比例抽出法に基づくエリ
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アサンプリングを行なった。まず各地点の人口に比例した確率を与えて地点を抽出し、抽出

された地点から、母集団の構成比と標本が同じになるように同数の対象者を抽出する手法で

ある。すなわち、東京都の該当年齢の若者がひとつの名簿に掲載されているとみなし、これ

らに通し番号をつけたと仮定して、無作為に 100 地点を選び出す。 
さらに、選び出された地点において調査員が時計と反対周りに２軒のインターバルをおい

た家庭を訪問し（同一世帯から複数の対象者は選ばれない）、現地にて調査への協力を依頼し、

協力が得られるまで訪問を続け、性別・年齢に層化された母集団を反映するように（本調査

の場合には性別と 18-19 歳層、20 代前半層、20 代後半層に層化されている）、20 標本を抽

出した。したがって回収率は測定されない。 
「第１回 若者のワークスタイル調査」では、これを｢就業構造基本調査｣（1997）の就業

状態と「国勢調査」（1995）に基づき、実際の性別・年齢別に層化された正社員とフリータ

ーの出現数に合うようにウエイトバックして分析した。 
「第２回 若者のワークスタイル調査」は 2006 年２月に実施された。調査対象者は東京

都（島嶼除く）の 18-29 歳の若者計 2000 人（正規課程の学生、専業主婦を除く）を対象と

した。第１回調査とは異なり、ウエイトバックは行なっていない。対象者の選定は、第１回

調査と全く同じ手法を用いている。 
したがって、第１回調査と第２回調査を比較する際には、「正社員」と「フリーター」を

それぞれカテゴリーとして比較することは一定程度可能であるが、若者全体の母集団の中で

の割合を推定する際には、第１回調査のウエイトバックの根拠となった 1997 年の「就業構

造基本調査」1995 年「国勢調査」の特性のため、第１回調査の正社員比率がやや高く出てい

る可能性があることに注意する必要がある。これらの調査実施手順の違いに注意しながら、

以下では分析を進めていく。 

 
本報告書で用いる２つの調査の対象者概要を図表序－２、３に示した。 
2001 年から 2006 年にかけて大学の進学率は上昇したが、2006 年の調査対象者の学歴が

2001 年調査よりも全体として低くなっており、特に 20 代前半層の大学進学率が低い。した

がって２つの調査を比較する際には、全体の分析に調査対象の差が及ぼす影響に留意し、性

別・学歴ごとの分析を重視すべきである。 
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図表序－２ 2006 年調査対象者の概要（最後に在学した学校別、中退者も含む） 

 
中学 高校 専門・

各種学 短大 高専 大学 大学院 その他 合計 N

男性 18-19 歳 6.1 87.8 4.3 0.0 1.7 0.0 0.0 0.0 100.0 115
20-24 歳 3.7 43.1 23.5 1.2 1.5 26.7 0.0 0.2 100.0 404
25-29 歳 1.9 32.6 22.9 1.2 1.9 37.0 2.3 0.2 100.0 519
計 3.1 42.8 21.1 1.1 1.7 28.9 1.2 0.2 100.0 1038

女性 18-19 歳 6.3 84.7 8.1 0.0 0.9 0.0 0.0 0.0 100.0 111
20-24 歳 1.3 34.2 23.6 18.8 0.8 21.0 0.0 0.3 100.0 377
25-29 歳 1.5 23.2 25.1 19.6 0.8 27.6 2.1 0.0 100.0 474
計 2.0 34.6 22.6 17.0 0.8 21.8 1.0 0.1 100.0 962

 
 

図表序－３ 2001 年調査対象者の概要（最後に在学した学校別、中退者も含む） 

中学 高校
専門・
各種

短大 高専 大学 大学院 予備校 その他 無回答 合計

男性 18-19歳 1.7 23.2 25.1 2.5 1.3 46.1 0.0 0.1 0.0 0.0 100.0
20-24歳 2.6 20.6 18.5 0.6 1.4 53.0 3.2 0.0 0.0 0.0 100.0
25-29歳 2.5 30.4 25.4 0.8 0.7 37.9 2.3 0.0 0.0 0.0 100.0
計 2.5 25.3 22.5 0.9 1.1 45.3 2.4 0.0 0.0 0.0 100.0

女性 18-19歳 0.1 17.4 21.4 21.3 0.1 38.2 0.0 1.4 0.0 0.0 100.0
20-24歳 0.7 19.4 22.6 21.0 0.5 34.3 1.0 0.0 0.5 0.0 100.0
25-29歳 0.2 35.5 22.0 20.6 0.1 20.4 0.5 0.0 0.4 0.4 100.0
計 0.4 26.2 22.2 20.8 0.3 28.7 0.6 0.2 0.4 0.2 100.0  

 
３．先行研究の検討 

 本研究に関わる領域は若者と就業、家族、住宅、福祉など、膨大かつ多岐にわたっている。

本稿では先行研究の中でも、特に若者の移行に焦点をあてた研究に限って、（１）教育から職

業への移行、（２）若者と家族、住宅などの福祉に関する研究、（３）若者のソーシャル・ネ

ットワーク、についてレビューする。 

 
（１）若者の教育から職業への移行に関する実証研究 

2001 年、「第１回若者ワークスタイル調査」を企画した時代、経済の閉塞状況が続く中で

15-24 歳の失業率は９％を超える高い状況が続いていた。当時の議論は、若者において特徴

的な自発的失業の多さや早期離職傾向に注目したものが多く、「フリーター問題」はそうした

若者の就業意識の問題として語られることが多かった。 
「第１回若者ワークスタイル調査」は、学校を離れる時点からの就業・職業キャリアの実

態とその背後にある意識の実態を明らかにしようというものだった。「フリーター」に焦点を

当て、誰がなぜフリーターになり、またフリーターとしてどのような職業経験をし、さらに、

どうその状況から離脱しているのかの実態把握に努めた。「やむを得ず」あるいは「モラトリ

アム」期間としてフリーターになるが「やりたいこと」に関わる職業経験はほとんど得られ

ていないこと、労働時間は正社員に近いが賃金は大幅に低く、その損な立場や年齢的な限界

からフリーターを離脱しようとするものも多いこと、さらに、フリーター期間が長いほどそ
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の離脱は難しくフリーターになった後のキャリア形成には大きな問題があること、などが明

らかになった。 
90 年代初めまで、我が国においては、学校から職業生活への移行は、失業を経験すること

のないスムーズなものだった。新規学卒採用を採用の基本とする日本型の雇用慣行の下で、

学校卒業と同時に安定的な雇用が当然得られると考えられてきた。第１回調査の結果は、そ

の移行の形が大きく変わり、卒業直後に正社員ではなくフリーターになる者が少なからずい

ること、そして、その経路にはキャリア形成上の大きな問題があることを明らかにした。そ

して、そこから、一方ではフリーターの実態について適切な情報提供を行って、若者が不利

な選択をすることを回避させること、また、フリーターになった場合のキャリア形成支援（そ

こでの労働の正当な評価や職業能力開発の機会の充実、正社員への移行経路の整備）などの

政策提案を行った（日本労働研究機構、2001）。 
 社会的視点からフリーター問題に迫る実証研究は、この前後に集中して公表された。まず、

高校卒業後の職業への移行がスムーズに進まなくなり「高卒無業者」が増加する事態に注目

した研究に、苅谷他（1997）、日本労働研究機構（2000a）、耳塚他（2000）などがある。こ

れらは学校への聞き取りや生徒への質問紙調査からなる調査で、「無業」にいたる生徒の進路

選択の背景には、学校進路指導における「実績関係」などの日本型の斡旋の仕組みがあるこ

となど、学校教育の問題としての議論が展開された。後に行われる統計分析では、フリータ

ー・無業者には高等教育卒業者は少なく、高校卒業･高校中退の者が多いことが指摘されるが

（小杉編 2002、小杉 2004、労働政策研究･研修機構 2005）、高校教育の視点からのフリータ

ー問題へのアプローチは早かった。この当時の議論での「無業」は「学校基本調査」の上で

の就職でも進学でもない進路を「無業」と分類しているところから使用されてきた言葉であ

り、卒業後にフリーターになると認識されていた。あるいは、学校現場では卒業後就職も進

学もしない状態を「フリーター」と呼んでおり、ほぼ同義で使われていた。 
一方で、フリーターの実態に迫るためのインタビュー調査もこの頃から少なからず実施さ

れている。「第１回ワークスタイル調査」と連動して日本労働研究機構が取り組んだモニター

として募集したフリーターへのインタビュー調査（2000b）、さらに対象をほとんど就業して

いない無業の若者へ広げた労働政策研究･研修機構（2005 前出）調査、社会的に不利な立場

の若者の実態にせまった部落解放・人権研究所（2004）、高校在学中からの縦断的調査でも

ある乾編（2006）など、それぞれ、個人の成育歴にさかのぼり、家族背景、学校歴、その社

会関係を丹念に聞き取る調査で、どの段階で学校を離れたかで背景要因が大きく異なること、

親の経済状況・社会階層、そこからくる文化的要因の影響も大きく、社会的排除の問題とし

て把握すべきことなどの指摘がされている。 
フリーターになる若者の社会的背景については、｢第１回ワークスタイル調査｣においても

検討し、学卒直後の正社員率に、若い世代ほど父親の職業や学歴、生家の豊かさが影響して

いることを指摘した。 
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一方、フリーターの量的把握は、『労働白書』（1991）以来、「就業構造基本調査」および

「労働力調査」を用いて『労働経済白書』が継続的に行っており、最新版（2005）では、2003
年の 217 万人に対して 213 万人と増加の趨勢が止ったことを示唆している2。 

また、フリーターの就労実態については、「第１回ワークスタイル調査」のほか、リクル

ートワークス研究所（2001）の独自調査、小杉編（2002）における｢就業構造基本調査｣から

の分析結果があるが、ほぼ前述の「損な働き方」が裏付けられている。 
フリーターから正社員への移動実態を探る調査もある。まず、厚生労働省「雇用管理調査」

（2001）は企業に対して正社員採用にあたってフリーター経験の評価を問うているが、これ

をマイナスに評価する企業が３割に達することを明らかにした。同調査では継続してこの質

問をしているが、ほとんど変化のないまま推移している。また、内閣府（2001 前出）では、

「労働力調査」を用いて、若年者において非正規社員を辞めた後に正社員に採用される比率

が減少していることを示した。これに対して、2006 年３月に公表されたの「労働力調査・詳

細集計」は、2005 年には非正社員から正社員への移動が拡大したことを示しており、最近に

なって正社員への移行が増えた可能性がある。 
フリーターから正社員への経路の特徴を企業の実態調査から明らかにした調査も蓄積さ

れてきた。まず、東京都産業労働局（2002）はアルバイトから正社員に内部登用を行ってい

る企業の事例を紹介しその拡大が重要だと指摘した。連合総研（2004）は「未経験者歓迎」

の求人広告を出している企業を対象にした「未経験者採用」および「内部登用」のアンケー

ト調査およびヒアリング調査で、正社員として採用されているのはフリーター経験３年未満

の場合が多いし、内部登用は１年以内に決定されていることなどを明らかにした。労働政策

研究・研修機構（2005）は、「第２新卒（学卒３年以内の者）」を採用する企業は多いが、採

用されている者の中に、他企業の正社員経験のない第２新卒（＝フリーター経験しかない者）

は 16％しかいないと指摘する。フリーターから正社員への経路は存在し、拡大している可能

性もあるが、その経路に乗れる者と乗れない者がいることが考えられる。 
さて、就業しないという意味での「無業」が強く意識されるようになったのは、移行の国

際比較研究において紹介された労働市場に参加しない「ニート」の議論を経てである（日本

労働研究機構 2003、小杉・堀 2003、玄田･曲沼 2004）。実態調査としては「就業構造基本調

査」に基づく把握を内閣府（2005a）、労働政策研究研修機構（2005 前出）、内閣府（2005b）
がある。さらに、ニート議論は「社会的引きこもり」の議論と重なり、精神医学や心理学か

らのアプローチ（斎藤 2005、白井編 2005）あるいは、支援の現場からの発信も活発になっ

た（工藤 2005）。個人と向き合う立場の人からの発信は、個人の行動を変えることで現状を

乗り越えようとするのが支援の中心であることから、意識に注目した議論が中心になってい

る。若者の就業問題は、社会の構造的な問題としての側面と個人の意識問題の側面との間を

                                                 
2 内閣府（2003）では、フリーター数を 417 万人とするが、これは定義が異なる。 
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行き来する両面性のある課題である。政策立案にあたっては、その両面への対応が議論され

る必要があるだろう。 
 政策の上では、2003 年に「若者自立･挑戦プラン」が省庁横断的な視点をもって立案され、

若者の就業への移行は政府を挙げて支援する問題となった。2000 年の初めごろまでは、若者

対象の政策と言えばその就業意識の啓発に力点があったものが、この自立挑戦プランでは「若

者はチャンスに恵まれていない」という認識が示され、職業相談の充実や能力開発の仕組み

の拡充に加えて、雇用機会拡大のための産業界への働きかけも政策群に含まれている。 
 そして、昨今、状況は一変した。景気は持続的な拡大をつづけ戦後最長になろうかとして

いる。大学卒業予定者への求人は大幅に増加し、売り手市場化が進行し、最近ではむしろ企

業側が新卒の確保がままならず人材確保に苦しんでいるという。われわれが第１回目の「若

者ワークスタイル調査」を実施した 2001 年と比べれば、フリーター・若年無業者支援の政

策は本格化したし、経済状況も様変わりした。 
では、若者たちの就業への移行過程は変ったのか。好転する経済情勢の中で、多くの若者

たちがかつてのようなスムーズな移行経路に乗るようになったのか。フリーターは労働条件

の悪い、損な働き方ではなくなったのか。小杉（2005）は、景気回復下にも残される若者の

就業問題として、社会に不利な若者がフリーター･無業者として残される形での格差の拡大、

卒業時の就職環境の悪さを引きずる団塊ジュニア世代の世代問題、選択の先延ばしで進学し

てきた大卒者の就職問題の３つを指摘したが、果たして、景気回復や就業支援政策の恩恵は

若者たちのどの範囲に及んでいるのだろうか。 
 こうした変化についても、本報告書では分析を加えていく。 

 
（２）若者と家族、住宅などの福祉に関する研究 

 すでに述べたように、これまで日本社会においては、学校から職業へスムーズに移行する

ことによって、家族、住宅、福祉などの問題も同時に解決されてきた。この分野でもっとも

参照されるのが、親元での同居が若者の移行を妨げていると批判する「パラサイトシングル」

論（山田 1999）である。 
けれどもこうした問題設定は、スムーズな移行状態にない若者層の増加の中では、３つの

点で疑問が指摘できる。 
第一に、パラサイトシングル論はかつてはあてはまったのかもしれないが、現在はあては

まらず、時代の制約を受けているのではないかという点である。坂本・北村（2004）は、両

親のもとで優雅な生活を送る「パラサイトシングル」像は変容しつつあり、親同居未婚者の

生活がかつてほど楽ではなくなっていることを指摘し、親との同居が自立を妨げるという認

識に疑義を投げかけている。 
第二に、日本社会においてはヨーロッパ諸国とは異なり、住宅手当や寮・社宅などの利用

は企業から支給される場合を除くと、公的にはほとんど存在しておらず、若者が利用できる
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公的支援はきわめて限られてきたという背景は無視できないのではないかという点である。 
そもそも豊かな親との同居に焦点を当てたパラサイトシングルという問題設定は、宮本

（2004）が指摘するように日本特有と言ってよい。諸外国における若者と住宅問題の焦点は、

豊かでない家庭から生じるヤングホームレスである。 
岩田（2006）は、日本では親との同居率が高いだけでなく、非正規雇用であっても中高年

層よりも仕事がみつかりやすいことが若者のホームレス化を防いでいることを指摘しながら

も、生育家族の貧困化や若者向け労働住宅（職場が提供する住宅）の出現などは、これまで

の日本のホームレスが労働住宅を主な供給源としていたことを考えると、ヤングホームレス

が路上にあらわれる可能性は否定できないと述べる3。ヤングホームレスの支援については本

稿の範囲を超えているものの、今後若者と住宅問題が重要な課題として浮上してくる可能性

を指摘しておきたい。 
第三に、性別によってその要因や状況は違うであろうが、男女とも不安定な立場にあると

結婚しにくい状況をどう考えるのかという点である。 
生育家族から結婚家族への移行についての研究として代表的な研究として、樋口・酒井

（2004）らの研究がある。樋口・酒井はパネル調査を通じて女性の結婚について検討してい

るが、正社員と比較して、女性フリーター経験者の有配偶率が低いことが見出されている。

男性については、労働政策研究・研修機構（2005）の『就業構造基本調査』特別集計による

と、男性で正社員の方が非典型雇用よりも有配偶率が高いだけでなく、個人年収でみても、

年収が高いほど有配偶率が高くなっている。 
 以上のように、学校から職業へスムーズに移行でき、同時に様々な問題が解決されるとの

前提から、スムーズに移行できない状態を経験する若者層においては何が起こっているのか

という問題設定による分析が求められるのである。そこで本稿は、移行状態と家族形成など

の領域横断的問題を含めた分析を行なうことにする。 

 
（３）若者のソーシャル・ネットワーク 

若者の移行過程に「包括的に」注目するという本書の観点から、ここで注目するのは若者

のソーシャル・ネットワークである。ソーシャル・ネットワークは、若者の生活全般を就業

や仕事とは別の形で浮かび上がらせているといえ、「包括性」を意識した着眼点の一つとなり

うるものだと考えられる。 
 若者の移行過程への関心と、ソーシャル・ネットワークへの注目を結びつけて考察する試

みは、必ずしも多くなされてきたとはいえない。ソーシャル・ネットワークに関しては、都

市社会学や高齢者研究などを中心に多彩な実証研究が蓄積されているが、若者に特に着眼し

                                                 
3 なお岩田によれば、ホームレス自立支援は、施設で就業支援を受けたホームレスが就労し、施設を

でて住宅に住むというステップアップ方式から、まず住宅を提供するというハウジング・ファースト

が注目されているという。これはアパートへの直接誘導策であり、地域生活移行事業と呼ばれている。 
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たものや、さらにその就業との関わりを主題化した例は決して多くなかったといえる。若者

の友人関係への注目も新しいものではないが、それはネットワークのあり方への関心という

よりは、むしろ友人関係の質やコミュニケーションのあり方への関心に由来するものが中心

であり、2006 年に出た新しい成果（浅野編 2006; 岩田他編 2006）も、その流れに位置づ

けられよう。 
 若者の移行過程への関心と、ソーシャル・ネットワークへの注目が結びつくのは、いわゆ

るフリーターやニートへの関心が高まってからのことであり、例えば玄田・曲沼（2004: 
44-48）では、「ニート」に困ったことの相談相手をたずねた調査結果が示されている。沖田

（2004）・堀（2004）・内田（2005）は移行期に困難に直面した若者や「社会的排除」層の

若者への聞き取りに基づいた研究であり、樋口（2005）・堀（2006）・内田（2006）は計量

的な調査データに基づいてソーシャル・ネットワークと若者の進路・就業の関係を検討して

いる。 
 しかし、典型雇用の若者と非典型雇用の若者の間でのソーシャル・ネットワークの比較な

ど、若者の就業状況とソーシャル・ネットワークの状況の間の関連を直接主題化しているも

のは、決して多くない。以上の諸研究の中では、高校生への調査データからフリーターを高

卒後の進路として展望する層の人間関係を分析している内田（2006）は、そうした観点に近

い貴重な例である。しかしそこでのデータは高校生を対象としているため、既に学校を離れ

た者に関して、就業状況とソーシャル・ネットワークの関連を扱うことは今なお課題として

残されているといえる。そこで第４章では、本調査のデータを用いて、現在の就業状況とソ

ーシャル・ネットワークの関連について分析を試みることとする。 

 
４．報告書の構成 

以上から、「若者が大人になること」が困難さを増していることが予想されるが、その困

難さはどのように起こっているのだろうか。若者自立・挑戦プランなどの就業支援は近年充

実しつつあるものの、就業以外の領域についてはどのように移行が進んでいるのだろうか。

また景気回復期の若者の移行の様態は変化しつつあるだろうが、どのような変化を遂げてい

るのだろうか。 
 報告書は、就業を中心に住居や家族形成にまで広げて、すべての若者の移行をできるだけ

包括的に把握すること、不安定な移行状態にあるフリーターに焦点づけて、フリーター経験

の変化についてすくいあげること、さらに若者の生きる“世界”をソーシャル・ネットワー

クから包括的に捉えること、の３つの分析から構成されている。 
 第１章では、すべての若者層を対象として、若者の教育から職業への移行パターンを中心

に、移行パターンによる住居や家族形成の意向の相違についても分析を行なう。 
 第２章、第３章ではフリーターを取り上げ、第２章ではフリーター経験について、第３章

ではフリーターから正社員への離脱について論じる。 
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 第４章では、相談ネットワークから捉えた、若者のソーシャル･ネットワークについて検討

され、正社員と非典型雇用者が生きる“世界”の差異が浮き彫りにされる。 
 終章では、本報告書の要約と政策提言が示される。 
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第１章 教育から職業への移行の変容 

 
１．はじめに 

本章のねらいは、序章で述べた問題意識に従い、経済環境や政策的対応が変わる中で、大

都市の若者たちの就業への移行がこれまでとはどのように変わったのかについて、新たに行

った第２回「若者ワークスタイル調査」の結果を用いて明らかにすることである。また、そ

の上で、今後に残された若者キャリア形成支援の課題は何かを考える。分析は次の手順で行

う。 

 
①現在の大都市の若者の就業状況が、2001 年の状況と比べてどのように変わったかを明ら

かにする。この際、正社員（典型就業）とそれ以外の形態での働き方（非典型就業）の

比較から把握する。 
②離学時の就業状況が 2001 年調査結果に比べてどのように変わったかを明らかにする。 
③離学時からの移行の経路を明らかにし類型化する。さらに、それが 2001 年と比べてど

のように変わったかを明らかにする。 
④20 歳代後半の若者（年長世代）に注目して、その移行経路を詳細に検討する。特に、非

典型就業と典型就業間の移動実態を明らかにする。 
⑤年長世代のキャリアについて意識や収入などから評価を試み、キャリア形成上の課題を

検討する。 
⑥キャリア形成の現状を踏まえて、今後の若者就業支援政策のあり方を検討する。 

 
２．若者の現在の就業状況 

（１）現在の就業状況 

調査対象は学生でも専業主婦でもない 18-29 歳の若者だが、現在（調査時点の最近１週間）、

ほとんどが就業している。就業形態別には、正社員が約半数を占めており、最も多い。正社

員以外の働き方では、アルバイト･パートが約３割を占める。これに契約社員や派遣社員を含

めると女性では 46.5％に達し、正社員より多い（図表１－１）。男性ではそこまで達しない

もののやはり正社員以外の雇用者は３分の１を超えている。 
一方、働いていない者は５％程度にとどまった。うち約半数は｢無職で仕事を探している｣

者であり、「失業者」といっていいだろう。無職の者については、自由回答欄を設け状況を具

体的に記載してもらった。表の下段はこの回答を分類・整理したものだが、｢何もしていない｣

無職者が 1.3％とこの中では多かった。進学準備や資格試験の準備で勉強をしている者はあ

わせて１％程度である。この調査で把握できた無業者はわずかであり、これ以上の詳細な分

析はできない。 
さて、では５年前の 2001 年に比べるとどう変化したのか。2001 年調査は学生や専業主婦
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が含まれているので、これを除いた時の就業状況の分布を図表の右欄に示した。この結果と

今回調査結果を比較すると、正社員の減少とアルバイト・パートの増加が著しい。以降、随

時 2001 年調査結果と比較するが、図表が煩雑になるのを避けるため、今後、比較結果は、

構成比に大きな変化（構成比 10％ポイント以上の変化）があった場合に表中の数字を斜体に

することで示すことにする（太字が増加、下線が減少）。なお、ここで用いる 2001 年調査結

果は、今回の分析にあわせて再集計したものであり、詳細は巻末資料に掲載している。 

 
図表１－１ 現在(調査時点の最近１週間)の就業状況 

  単位；％、太字は実数 単位；％

男女計 男性 女性
合計 2000 1038 962

100.0 100.0 100.0
正社員 49.3 53.7 44.5 正社員 67.9
公務員 1.5 1.4 1.6 公務員 3.6
契約社員・嘱託 5.1 4.1 6.1 契約社員・嘱託 3.1
派遣社員 4.0 2.4 5.6 派遣社員 2.0
アルバイト･パート 30.5 26.5 34.8 アルバイト・パート 14.8
自営業・自由業 2.0 3.3 0.5 自営業・自由業 2.5
家族従業者 2.5 3.5 1.4 家族従業員 4.0
見習い・その他の就業 0.3 0.3 0.2
無職計 4.8 4.5 5.1 無職 2.2

無職で仕事を探している 2.3 2.5 2.1
無職で何もしていない 1.3 1.2 1.4
家事・結婚準備 0.2 0.0 0.4
在学（夜間等） 0.1 0.1 0.1
無職で進学準備 0.5 0.6 0.3
無職で資格試験等準備 0.4 0.2 0.5
内定 0.2 0.0 0.3

無回答 0.3 0.3 0.2
(

内
訳

）

2001調査・男女計

 
注)斜体下線は 2001 年調査の構成比に比べて 10%ポイント以上減少したもの。斜体太字は、10%

ポイント以上増加したもの。 
なお、ここで比較している 2001 年調査結果は、今回の分析に対応した形に再集計したもので
あり、詳細は巻末資料の図表１を参照のこと。 

 
2001 年から 2006 年の５年間の若者の就業形態の変化は、大規模な全国統計である総務省

「労働力調査」でも確かめられる。われわれの調査と調査時期が近い 2006 年１～３月の詳

細集計と、2001 年２月の「労働力調査特別調査」から、15-24 歳層での労働力人口（在学中

を除く）に占める正社員の比率を見ると、2001 年の 64％から 06 年の 57％と大幅に低下し

ている。全国で起こったこうした変化が東京都内で実施したわれわれの調査でも観察された

とういことである。ただし、われわれの調査のほうが低下の幅は大きい1。 
                                                 
1 2001 年の「若者ワークスタイル調査」において、専業主婦と学生を除いた時の正社員･公務員比率

は 71.5％、アルバイト･パート比率は 14.8％であり、正社員の減少幅は 20％程度と大きい。「労働力

調査」での構成比変化と異なるのは、第一に、「労働力調査」が全国集計であるのに対して本調査は

東京のみを対象としていること、第二に、2001 年調査の設計上の問題があることが考えられる。す

なわち、2001 年調査は、「フリーター」と「非フリーター」をそれぞれ 1000 サンプルずつ抽出した

調査であり、分析時に、東京都における年齢･性別のアルバイト･パート比率を別の調査から求めてこ

れに従って復元する手法を用いた。そこで参照したのが、1997 年の「就業構造基本調査」、1995 年の

「国勢調査」であるが、これらの調査時点が「ワークスタイル調査」より古いことから、正社員比率
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（２）若者の典型就業・非典型就業の実態 

次に、正社員とそれ以外の働き方の諸条件の違いについて検討する。なお、以下では、正

社員及び公務員を典型的な就業形態、それ以外の働き方を非典型的な就業形態という捉え方

から、｢典型就業｣｢非典型就業｣という表現を随時用いる。 

 
図表１－２ 現職就業職種（就業形態別） 

 単位；％、太字は実数

正社員(公
務含む)

アルバイ
ト･パート

契約・派
遣

自営・家
業

合計

男性 専門・技術的な仕事 30.8 12.0 29.4 25.7 25.0
管理的な仕事 1.2 0.0 0.0 0.0 0.7
事務の仕事 8.2 2.9 8.8 1.4 6.3
販売の仕事 21.7 29.5 8.8 21.4 22.9
サービスの仕事 13.1 32.0 16.2 12.9 18.5
生産工程・建設の仕事 15.2 9.8 16.2 32.9 15.0
運輸・通信・保安の仕事 8.7 12.4 19.1 1.4 9.9
その他 0.9 0.7 0.0 4.3 1.0
無回答 0.2 0.7 1.5 0.0 0.7
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

572 275 68 70 988
女性 専門・技術的な仕事 28.7 8.4 14.2          - 19.1

管理的な仕事 0.9 0.3 0.0          - 0.5
事務の仕事 45.6 12.2 44.2          - 32.5
販売の仕事 11.5 26.6 22.1          - 18.7
サービスの仕事 9.3 46.0 9.7          - 23.1
生産工程・建設の仕事 2.9 5.4 3.5          - 4.1
運輸・通信・保安の仕事 0.5 0.6 2.7          - 0.8
その他 0.7 0.6 1.8          - 0.9
無回答 0.0 0.0 1.8          - 0.4
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

443 335 113 18 911  
注)斜体下線は 2001 年調査の構成比に比べて 10％ポイント以上減少したもの。斜体太字は、

10％ポイント以上増加したもの。なお、合計にはその他の就業形態を含む。2001 年調査
の詳細は巻末資料の図表２を参照のこと。 

 
ア．現職･就業職種 
 まず、就業職種の分布を見る（図表１－２）。合計欄に注目すると、男性では専門・技術的 
な仕事と販売の仕事が多く、女性では事務の仕事に次いでサービスの仕事が多い。サービス 
産業・知識集約型産業が多い大都市部の就業職種の特徴といえるだろう。 
就業形態別には、正社員では男女とも３人に１人が専門・技術的な仕事に就いている。女

性では事務職も多く半数近くを占める。2001 年と比べて変化の大きい部分を斜体の数字で示

したが、男性の専門・技術職の増加幅が大きい。 
アルバイト･パートではサービスと販売の仕事が多い。これは 2001 年と変わらない。派遣･

契約では、女性では事務、男性では専門・技術職が多いが、2001 年と比べると事務が男女と

                                                                                                                                                         
が高めに推計された可能性がある。したがって、2001 年調査と 2006 年調査を比較したときの増減の

幅は母集団より大きめに出ていると思われるが、10％ポイント以上の大きな変化については問題なく

差があるといえよう。 
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も減少傾向にある。自営及び家業従事者では、男性で、生産工程･建設の仕事と専門・技術職

が多く、特に専門・技術職が増えている。 
全体としては、正社員や自営･家業で専門・技術職が増える傾向があるのに対して、アルバ

イト・パートはサービスと販売が特に多い傾向が変わらず、就業形態と職種との一定の関係

が明確になってきている。 

 
イ．現職・勤務先規模 

勤務先の企業規模は、全体として、29 人以下の小規模企業に勤務する者が男性の 43.5％、

女性の 33.9％と最も多い。就業形態別には、正社員では 1000 人以上規模の大企業に勤める

者が男女とも２割前後を占めている。一方、アルバイト・パートでは、男女とも約半数が 29
人以下の小規模企業に勤務する。こうした正社員とアルバイト・パートの勤務先の違いは

2001 年時点と変わらない。契約・派遣社員では、女性で大企業が多く、男性では 30～299
人規模の企業が多い。2001 年と比べると、男性でこの規模での就業者が増えている。 

 
図表１－３ 現職・勤務先企業規模（就業形態別） 

  単位；％、太字は実数

正社員(公
務含む)

アルバイ
ト・パート

契約・派
遣

自営・家
業

合計

男性 公務 2.6 0.7 0.0 0.0 1.7
1000人以上 18.7 8.4 16.2 0.0 14.3
300～999人 16.3 8.0 17.6 1.4 13.0
30～299人 26.0 29.1 39.7 8.6 26.5
29人以下 36.2 52.4 25.0 88.6 43.5
無回答 0.2 1.5 1.5 1.4 1.0
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

572 275 68 70 988
女性 公務 3.4 0.9 7.1          - 2.9

1000人以上 22.8 13.7 34.5          - 20.4
300～999人 20.5 7.8 18.6          - 15.1
30～299人 26.4 28.4 23.0          - 26.2
29人以下 26.9 47.5 13.3          - 33.9
無回答 0.0 1.8 3.5          - 1.4
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

443 335 113 18 911  
注)斜体下線は 2001 年調査の構成比に比べて 10％ポイント以上減少したもの。斜体太字は、

10％ポイント以上増加したもの。なお、合計にはその他の就業形態を含む。2001 年調査
の詳細は巻末資料の図表３を参照のこと。 

 
ウ．現職・採用経路 
 現在の仕事にどのような経路で採用されたかを尋ねた。結果を図表１－４に示したが、こ

の回答には男女の差はあまりない。まず左の合計をみると、およそ３分の１が民間企業の新 
卒採用によっている。公務員や教員試験での採用者を合わせると４割弱になる。なお、この

質問は 2001 年調査とは選択肢が異なり、そのまま比較することはできない。 
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図表１－４ 現職・採用経路（就業形態別） 

   単位；％、太字は実数

正社員
(公務含

む)

アルバイ
ト・パート

契約・派 
遣等 

自営・家 
業 合計

男性計 572 275 68 70 988
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

民間新卒採用 54.0 9.5 19.1 0.0 35.2
公務員･教員試験 2.6 0.0 1.5 0.0 1.6

インターネットや情報誌、求人広告などを見て応募した 19.2 58.2 29.4 2.9 29.6
公的な就職支援機関で紹介された 2.4 0.7 0.0 1.4 1.7
民間の職業紹介機関・人材派遣会社で紹介された 0.0 1.1 13.2 0.0 1.2
学校・学校の先生からの紹介 0.2 0.0 0.0 0.0 0.1
アルバイト・契約社員・派遣社員から正社員になった 3.5 0.0 4.4 1.4 2.4
企業からの誘いを受けた、スカウトされた 0.7 0.7 1.5 1.4 0.8
自分から飛び込みで求人の有無を聞いた 0.7 0.7 2.9 0.0 0.8
家業の手伝い・親の経営する会社に入った 2.3 0.4 0.0 41.4 4.4
その他の個人的なつてを利用した 11.9 20.7 17.6 21.4 15.4
自分で企業を起こした／自営を始めた 0.0 0.0 0.0 20.0 1.4
その他の入職経路･不明・無回答 2.4 8.0 10.3 10.0 5.4

女性計 443 335 113 18 911
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

民間新卒採用 59.1 10.4 22.1          35.3
公務員･教員試験 5.4 0.3 0.9          2.9

インターネットや情報誌、求人広告などを見て応募した 16.5 56.7 25.7          32.1
公的な就職支援機関で紹介された 2.9 1.5 0.9          2.1
民間の職業紹介機関・人材派遣会社で紹介された 0.2 0.6 26.5          3.6
学校･学校の先生からの紹介 2.0 0.6 0.9          1.3
アルバイト・契約社員・派遣社員から正社員になった 4.1 0.3 0.9          2.2
企業からの誘いを受けた、スカウトされた 0.9 0.0 1.8          0.8
自分から飛び込みで求人の有無を聞いた 0.2 2.1 0.9          1.0
家業の手伝い・親の経営する会社に入った 0.2 0.6 0.9          1.0
その他の個人的なつてを利用した 5.2 18.5 8.8          10.6
自分で企業を起こした／自営を始めた 0.0 0.0 0.0          0.3
正社員から契約社員・アルバイトへ 0.0 0.3 0.9          0.3
その他の入職経路･不明・無回答 3.2 8.1 8.8          6.5

そ 
の 
他 

そ 
の 
他 

 

注）合計にはその他の就業形態を含む。 

 
「その他」の採用経路については、自由回答で答えてもらったものを分類・整理して示し

している。多いのは、まず「インターネットや情報誌、求人広告を見て応募した」で約３割

を占める。次いで、「個人的なつて」が 11～15％と多い。 
就業形態別には、現在正社員である者では「民間企業の新卒採用」が多く、公務員試験等

と併せるとおよそ６割を占める。新卒で採用されてそのまま定着してきた者は少なくない。

また、契約・派遣社員の約２割、アルバイト・パートでも約１割が、やはり「民間企業の新

卒採用」と答えている。新卒派遣や契約社員など、新規学卒時点での正社員以外の採用は広

がっており、これを反映したものだろう。 
アルバイト・パートでは「インターネットや情報誌、求人広告を見て応募した」が特に多

く、また「個人的なつて」も多い。この点は 2001 年調査結果でも同様の傾向があった。 
 さて、先行研究によれば、アルバイト等から正社員に内部登用する制度･慣行をもつ企業が

少なからずあること指摘されている。図表１－４の採用経路のうち、｢アルバイト･契約社員･
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派遣社員から正社員になった｣が内部登用にあたるが、現在正社員である者のうち、この経路

で正社員になった者の比率は、男性で 3.5％、女性で 4.1％と少ない。また、現在、契約･派

遣社員である場合は、「アルバイトから契約社員になった」という経路を示しているが、これ

も男性で 4.4％、女性で 0.9％と少ない。2001 年調査でも正社員への登用に当たる経路が分

かるが、これは男性 3.9％女性 2.9％であった。若者側から見れば、内部登用で正社員になる

道は実態としては大きくないし、また、この５年の間に内部登用が増えているわけでもない。 

 
エ．収入・労働時間 
 調査では、現在のおよその年収と１週間の労働時間(残業含む)を尋ねている。 
年収については、男女とも正社員（公務含む）の年収が最も高く、アルバイト・パートが

最も低い。アルバイト･パートの年収は、正社員に対して、男性で 52.5%、女性で 49.0％と

半分程度の水準であり、契約・派遣はこの両者の中間程度、男性の自営・家業従事は正社員

より少し低い（女性の自営・家業は対象数が少ないので省いた）。図では、男女それぞれにつ

いて、2001 年調査結果も示したが、アルバイト・パートが正社員の約半分の年収である点（男

性は 50.4％、女性は 49.0％）は変わらない（図表１－５）。 

 
図表１－５ 就業形態別の年収（2006 年、2001 年） 

0
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2006年・男性 200１年・男性 2006年・女性 200１年・女性

万円

正社員(公務含む)

アルバイト・パート

契約・派遣

自営・家業

 
注）2006 年・女性の「自営・家業」は対象数が少ないので省いた。 

 
次の図表１－６では、これに労働時間と１時間あたりの収入（年収と労働時間から算出）

を加えて就業形態間で比較したものである。 
まず、労働時間は、男性では自営･家業と正社員が 50 時間を超えており非常に長い。これ

に対してアルバイト･パートは 39.8 時間と短い。しかし、短いと言っても週５日、一日８時

間働くのに相当する労働時間であり、残業のない正社員並という労働時間である。この点は、

先行研究での指摘と一致している。 
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女性でもやはり正社員の労働時間が長く 45.7 時間となっている。短いのはアルバイト･パ

ートでおよそ 33 時間である。この２つの数字から一時間あたりの収入を推計してこれを比

較すると、正社員 100 に対して、アルバイト･パートは男性で 70、女性で 68 と低い。次い

で、自営･家業が低く、契約･派遣社員の場合は 90～94 と正社員との差は小さい。 

 
図表１－６ 年収と労働時間 

 
昨年の年

収 *1)

週労働時

間
*1)

時間当た
り収入

*2）

(万円） (時間） (千円）

正社員(公務含む) 331.4 53.4 1.19   
アルバイト・パート 173.8 39.8 0.84 52 70 ＞ 65 
契約・派遣 256.1 46.1 1.07 77 90 ＞ 84 
自営・家業 313.9 58.0 1.04 95 87 ＞ 74 
正社員(公務含む) 274.2 45.7 1.15   
アルバイト・パート 134.3 32.9 0.79 49 68 ＞ 62 
契約・派遣 230.6 40.7 1.09 84 94 ＞ 85 
自営・家業 ＊6)                                  

注 *1)上下 5%の数値を除いた平均値。
*2)時間当たり収入は （およその年収）／（週労働時間×52 週）でもとめた。
*3)正社員(公務含む)を100 としたときのおよその年収の比。
*4)正社員(公務含む)を100としたときの時間当たり収入の比。
*5)２００１年調査結果を同様の手順で再計算した値。
*6)女性の自営・家業は対象数が少ないので省いた。

年収の対
正社員比

*3）

時間あた
り収入の
対正社員

比
*4)

2001 年調
査での同 

比 *5) 

男 
性 

女 
性 

 

 
（参考表 2001 年調査における年収･労働時間） 

 昨年の年収
*1)

週労働時間
*1)

時間当たり

収入 
*2）

(万円） (時間） (千円）

正社員(公務含む) 342.4 51.0 1.29   
アルバイト・パート 172.6 39.8 0.83 50 65 
契約・派遣 239.3 42.5 1.08 70 84 
自営・家業 237.4 48.0 0.95 69 74 
正社員(公務含む) 282.5 44.6 1.22   
アルバイト・パート 138.5 35.1 0.76 49 62 
契約・派遣 205.2 38.0 1.04 73 85 
自営・家業 146.5 33.1 0.85 52 70 

注 *1)上下 5%の数値を除いた平均値。
*2）時間当たり収入は （およその年収）／（週労働時間×52 週）でもとめた。
*3)正社員(公務含む)を100 としたときのおよその年収の比。
*4)正社員(公務含む)を100 としたときの時間当たり収入の比。

時間あたり 
収入の対正 
社員比  *4) 

年収の対
正社員比

*3）

男 
性 

女 
性 

 
 
図表１－６の下段（参考表）は、2001 年調査結果について、同様の方法で年収、労働時間、

１時間あたりの収入の格差を計算したものである。その収入格差を示す比の値のみを上段の

表の右端に示した2。これと比較すると、2006 年はアルバイト･パートにしろ、契約･派遣に

しろ、自営･家業にしろ、数値は大きくなっている。すなわち、１時間あたりの収入について

                                                 
2上下５％の数値を除いた平均を用いているため、2001 年調査報告書に掲載したものとは若干数値が

異なる。 



－ 21 － 

は正社員との格差が縮まっていると考えられる。 
 しかし、これをより詳細に検討すると、この縮小はむしろ正社員の働き方の変化によると

ころが大きいことがわかる。2001 年調査結果と比べると、男性・正社員においては、収入が

年間およそ 11 万円減少し、労働時間は週平均 2.4 時間増えている3。そのために、一時間あ

たりの収入は 2001 年の 1.29 千円から 2006 年の 1.19 千円に減少している。女性･正社員で

も幅は小さいが同様の減少が見られる。 
ここから正社員においては、景気拡大とともに残業時間が増えているが、その割には収入

が伸びない状況が広がっている状況が推測される。こうした事情で労働条件における正社員

の優位性が低下し、その結果として格差が縮小していると解釈される。ただ一方で、年収レ

ベルではその格差は縮まっていない。後の章で検討するように、アルバイト・パートの収入

の低さが家族形成などの障壁となる可能性を考えると、単位時間収入とは別の観点から年収

そのものが低いという事態が問題だと考えられる。さらに、アルバイト・パートでは労働時

間が個人の選択によるのかといえば、企業側の事情や選択によって個々の労働者の労働時間

が決まる面も強い。単位時間当たり収入の比の縮小をもって、格差の縮小と一概に言うこと

はできない。 
 

（３）年齢・学歴と就業状況の関係 

次に、こうした現在の就業状況と、年齢・学歴の関係を分析する。2001 年調査の報告書に

おいても同様な分析を行い、学歴が低い者や中途退学者で正社員が少なく、アルバイト・パ

ートが多いことや 20 歳代後半（＝年長世代）の男性ではどの学歴でも正社員が多いことな

どを指摘した。年長世代で正社員が多いのは、学卒時に就職しやすかった世代であるという

要因と、年齢的に 20 歳代後半なれば正社員に移動する者が増えるという要因の２つが考え

られることも言及した。今回の結果から、再度、これらの点を吟味する。 

 
ア．年齢・学歴と就業状況  

まず、図表１－７では、今回の回答者の年齢・学歴別分布を示した。中途退学者は少ない

ものの、男性ではある程度いるのでその年齢階層別の検討をすることが可能だろう。2001
年調査でも、男性の中退者は一定数おり、やはり年齢階層別に分析した。ただし女性の中途

退学者は、今回調査も 2001 年調査も少なく、女性については年齢階層別の分解はせずに扱

うことにする。 

 
 
 

                                                 
3 2001 年調査では収入は「昨年の年収」をたずねており、本調査での｢現在の年収｣とは違っているが、

調査時点は２月であることから、それほど大きな差ではないと考えられる。 
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図表１－７ 対象者の性別の年齢・学歴分布 

   単位；％、太字は実数 
男性 女性

高卒 18-19 歳 7.6 7.8 7.7
高卒 20-24 歳 14.8 11.5 13.3
高卒 25-29 歳 14.3 10.0 12.2 (計 33.2 ) 
高校中退等 18-19 歳 2.8 2.6 2.7
高校中退等 20-24 歳 3.4 2.4 2.9
高校中退等 25-29 歳 3.0 2.2 2.6 (計 8.2 ) 
短大専卒 24 歳以下 9.2 16.2 12.6
短大専卒 25-29 歳 11.7 21.2 16.3 (計 28.8 ) 
大卒 24 歳以下 9.1 7.5 8.3
大卒 25-29 歳 18.2 14.1 16.3 (計 24.6 ) 
高等教育中退 24 歳以下 3.1 2.5 2.8
高等教育中退 25-29 歳 2.8 1.8 2.3 (計 5.1 ) 
その他不明 0.2 0.2 0.2
合計 100.0 100.0

1038 962

男女計

100.0
2000  

 
図表１－８ 性別・学歴別の現在の就業状況 

 単位；％、太字は実数 
全体 高卒

短大・高専
/専門卒

大学・大学
院卒

中卒・高校 
中退 

高等教育 
中退 

正社員(公務含む) 55.1 45.1 60.6 73.1 35.8 44.3 
アルバイト・パート 26.5 34.1 21.8 13.1 38.9 39.3 
契約・派遣等 6.8 8.1 6.5 5.3 7.4 6.6 
自営・家業 6.7 6.3 9.7 4.6 10.5 1.6 
失業 2.5 3.4 0.9 1.8 2.1 6.6 
無職で何もしていない 1.2 1.3 0.5 0.7 3.2 1.6 
無職で進学準備・結婚 0.8 1.0 0.0 1.1 1.1 0.0 
その他・無回答 0.4 0.5 0.0 0.4 1.1 0.0 

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
男性合計 1038 381 216 283 95 61 
正社員(公務含む) 46.0 27.0 56.4 69.7 11.6 26.8 
アルバイト・パート 34.8 53.2 24.2 13.0 73.9 46.3 
契約・派遣等 12.0 9.2 13.6 14.4 1.4 19.5 
自営・家業 1.9 2.1 2.5 1.0 0.0 2.4 
失業 2.1 3.9 0.6 1.0 7.2 0.0 
無職で何もしていない 1.4 1.8 0.8 0.0 4.3 4.9 
無職で進学準備・結婚 1.2 2.1 1.4 0.5 0.0 0.0 
その他・無回答 0.6 0.7 0.6 0.5 1.4 0.0 

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
女性合計 962 282 360 208 69 41 

男 
性 

女 
性 

 
注)斜体下線は 2001 年調査の構成比に比べて 10％ポイント以上減少したもの。斜体太字は、10％

ポイント以上増加したもの。2001 年調査の詳細は巻末資料の図表４を参照のこと。 
 

次の図表１－８には男女別にまず学歴ごとの現在の就業状況を示した。この表からは、ま

ず、2001 年調査でのファインディングスと同じ点、すなわち、男女とも学歴が低い者や中途

退学者での正社員が少なく、アルバイト・パートが多いことが確認される。この２つの就業

形態の比率は学歴によって大きく異なる｡男女の間でもその差異は 10％程度あるが、学歴別

の差異は、例えば女性の大学･大学院卒の正社員比率 69.7％に対して、中卒･高校中退の正社

員比率は 11.6％と、50％以上も異なり学歴間の差のほうがはるかに大きいといえる。学歴が

就業形態に及ぼす影響は非常に大きなものになっている。 
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この他、この表からは、中途退学者には男女とも「失業」や「無職で何もしていない」が

比較的多く出ていること、あるいは、女性の高等教育中退者には契約･派遣社員が比較的多い

が中卒･高校中退者ではごく少ないことなども指摘できよう。学校中退が労働市場参入に壁に

なりがちであること、そこにも学歴間の差があるということである。 
さらに、年齢別の要素を加えたのが、図表１－９である。ここでは、差の大きい正社員とア

ルバイト･パート比率について注目したが、年齢階層別の差異も明らかにある。大卒男性及び

短大・専門学校卒女性を除いて、年齢が低いほど正社員比率は低くアルバイト･パート比率が

高くなっている。高卒や中途退学者（男性）での差異が大きい。若くて学歴が低いほど正社員

が少なく、アルバイト･パートが多いという傾向は、2001 年調査と同じである。また、20 代

後半の男性は、どの学歴でも正社員比率が高いという点も 2001 年調査と同じ傾向である。 
では、2001 年とほぼ同じ状況なのだろうか。図表１－８、図表１－９においても、これま

でと同様に、2001 年時点での分布との違いが斜体の数字で示されている（増えている場合は

太字、減っている場合は下線）。アルバイト・パート比率、正社員比率のほとんどの数字が斜

体になり、前者が太字、後者が下線になっている。その中で一部、斜体になっていないグル

ープがある。それが、男性の大卒であり、女性の大卒及び短大・専門学校卒である。すなわ

ち 2001 年段階から正社員比率の高かった大卒男女や短大・専門学校卒の女性は、2006 年で

もあまり変わらずに正社員が多いが、一方、高卒や学校中退者はもともとアルバイト・パー

ト比率が高かったものがさらに大幅に高くなり、正社員が減る傾向が進んでいる。学歴によ

る差異が大きくなっているということで、ここから見えるのは、学歴が就業形態を規定する

傾向が強まるという変化である。 

 
図表１－９ 性・年齢・学歴別現在の就業状態 

 ①男性 単位；％、太字は実数

高卒
18-19 
歳 

高卒 
20-24 
歳 

高卒 
25-29
歳 

高校
中退
等 18-
19 歳

高校
中退
等 20-
24 歳

高校
中退
等 25-
29 歳

短大
専卒
24 歳
以下

短大
専卒
25-29
歳

大卒 
24 歳 
以下 

大卒 
25-29 
歳 

高等 
教育 
中退 
24 歳 
以下 

高等
教育
中退
25-29
歳

79 154 148 29 35 31 95 121 94 189 32 29
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

正社員(公務含む) 22.8 42.9 59.5 17.2 31.4 58.1 56.8 63.6 73.4 73.0 28.1 62.1
アルバイト・パート 55.7 43.5 12.8 62.1 40.0 16.1 29.5 15.7 16.0 11.6 50.0 27.6  

 ②女性 単位；％、太字は実数

高卒 18- 
19 歳 

高卒 20-
24 歳 

高卒 25-
29 歳

高校中
退等

短大専
卒 24 歳
以下

短大専
卒 25-29
歳

大卒 24 
歳以下 

大卒 25- 
29 歳 

高等教
育中退

75 111 96 69 156 204 72 136 41
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

正社員(公務含む) 22.7 27.0 30.2 11.6 60.9 52.9 68.1 70.6 26.8
アルバイト・パート 61.3 54.1 45.8 73.9 22.4 25.5 16.7 11.0 46.3  

注)斜体下線は 2001 年調査の構成比に比べて 10％ポイント以上減少したもの。斜体太字は、10％ポ
イント以上増加したもの。なお、2001 年調査の集計では専業主婦も対象としていたため、これを
除いた構成比を改めて計算して比較した。2001 年調査の詳細は巻末資料の図表５を参照のこと。 
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また、20 代後半の男性の正社員比率を見ると、すべて下線付きの斜体で、年齢が高い者で

も正社員比率が低下していることを示している。つまり、20 代後半の男性の正社員比率は現

状でも若い年齢層より高いが、その水準は 2001年時点の年長世代より大幅に低下している。

ここから 2001 年時点の年長世代は、比較的景気のよい時期に就業に移行した者を多く含ん

でいたから正社員比率が高かったという解釈ができる。 
図表１－10 には、高卒と大卒に限って、年齢階層別の正社員比率及びアルバイト・パート

比率を図示した。2006 年と 2001 年を比べると、高卒男女で、正社員が減りアルバイト・パ

ートが大幅に増えていること、大卒男女ではその変化があまりないことがわかる。学歴によ

りこの間の変化の程度は大きく異なる。また、高卒男性に注目すると、2001 年も 2006 年も、

年齢階層間の差が大きく、年齢が高いほどアルバイト・パートが減り正社員が多くなる傾向

が明らかにある。同じ傾向は、男性の学校中退者にもみられる。ここから低学歴の男性では、

年齢が高くなれば正社員に移動するという行動をとる者が少なからずいることがうかがわれ

る。これに対して、高卒女性では 2001 年の年少層では、年齢が高いとアルバイト・パート

が増えるという逆の動きも見られる。女性の場合、主婦パートになる動きもあることから複

雑な変化となっているのだろう。 

 
図表１－10 高卒・大卒男女の年齢階層別正社員比率・アルバイト・パート比率 

（2006 年・2001 年） 
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一方、図表１－10 は、コーホートとして解釈して検討することができる。すなわち、2001

年の 20-24 歳層は 2006 年には 25-29 歳層になっていることから、この両者を比べることで

アルバイト・パートから正社員への移行状況を検討できる。高卒男性について、2001 年 20-24
歳と 2006 年 25-29 歳を比べるとアルバイト・パートの比率は減って入るものの、正社員比

率も低下している。増えたのは、この図表では省略した自営・家業や派遣・契約社員である。

ここからは、正社員から独立して自営する動きや契約社員に変わるケースなども多いことが

推測される。年齢上昇とともに進むキャリア形成を反映した動きは多様なものが複合されて

おり、アルバイト・パートから正社員への移行が進んでいると一概には言えない。 
ただ、少なくともこうした雇用形態間の移動が多いのは低学歴者で、大卒男性ではコーホ

ートとしてみるとほとんど変化がない。すなわち、2006 年の 25-29 歳層での高い正社員比

率は、2001 年の 24-25 歳での高い正社員比率がそのまま推移してきているのであって、途

中から正社員になったものが増えた結果ではない。 

 
イ．年齢・学歴が収入の雇用形態間格差におよぼす影響 

学歴が就業形態を規定する傾向の強まりが確認された一方、正社員と非典型就業の間の収

入格差が縮小する傾向も確認された。収入などの労働条件が就業形態により違わなくなるの

なら、学歴により就業形態が規定されることも問題でないかもしれない。より立ち入って、

性・年齢・学歴別に細分した上で、就業形態によって収入（年収および１時間当たり収入）

にどれだけ差があるか、データで確認してみよう。 
なお、2001 年調査でも同様な分析を行い、非典型就業では年齢や学歴が高くても１時間あ

たり収入はそれほど変わらないため、若い低学歴者では正社員との差があまりないか逆転し
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ているが、高学歴者や年長層では差が大きいことを指摘した。 
図表１－11 には、今回の調査結果から、性・学歴・年齢別に、正社員とアルバイト・パー

トの年収および、これと労働時間から算出した１時間あたりの収入を示した。さらに年収お

よび１時間当たり収入について正社員に対するアルバイト・パートの比も掲載した。これを

見ると、まず、年収の平均値については、全般に同じ学歴の中では年齢が高くなるほど高く

なっているが、女性のアルバイト・パートの 25-29 歳層では低い。ここには労働時間の短い

既婚の女性が含まれていることによる。正社員に対する年収の比については、女性のこの層

を除いては、およそ 60％前後となっている。 
１時間当たり収入の正社員に対するアルバイト・パートの比は、大まかには年齢が高まる

と数値が小さくなっており、2001 年調査結果と同じく、年齢が高いほど格差が大きくなる傾

向がみえる。男性大卒・年少層ではアルバイト・パートの収入が特に低いことから、年長層

のほうが差は小さくなっているが、大卒男性・年少層のアルバイト・パートは、対象数が少

ないことが影響していると思われる。 

 
図表１－11 年収および１時間当たり収入＊２の正社員とアルバイト・パートの比較 

（性・学歴・年齢別） 
 

およその年 
収(万円） ＊１ 

１時間当た
り収入（千

円）
＊2

およその年

収(万円）
＊１

１時間当た

り収入（千

円）
＊2

高卒 18-19 歳 214.5 0.83 128.2 0.73 60 88

高卒 20-24 歳 288.4 1.07 169.8 0.87 59 81
高卒 25-29 歳 368.5 1.26 224.0 0.94 61 75

短大専卒 24 歳以下 269.4 0.93 160.9 0.87 60 93
短大専卒 25-29 歳 332.1 1.18 208.7 0.96 63 81
大卒 24 歳以下 310.4 1.17 158.2 0.73 51 62
大卒 25-29 歳 377.8 1.38 234.5 0.99 62 72
高卒 18-19 歳 200.4 0.88 120.7 0.76 60 86

高卒 20-24 歳 240.4 1.19 145.5 0.82 61 69

高卒 25-29 歳 278.2 1.23 133.7 0.89 48 72

短大専卒 24 歳以下 239.1 0.96 149.8 0.74 63 77
短大専卒 25-29 歳 288.3 1.21 129.5 0.79 45 66
大卒 24 歳以下 282.8 1.20 191.3 0.96 68 80
大卒 25-29 歳 322.9 1.32 135.9 0.89 42 67

男 
性 

女 
性 

１時間当たり
年収の比 (ア

ルバイト･パート

／正社員） ＊3

*4 

アルバイト･パート正社員
年収の比 (ア 
ルバイト・パー 
ト／正社員) *3 

＊4 

 
注）*１ 年収は上下５%の数値を除いた平均値を用いた。      

*２ 時間当たり収入は（およその年収）／（週労働時間×52 週）でもとめた。なお、年収及び労 
働時間は上下５%の数値を除いた平均値を用いた。      

*３ 正社員(公務含む)を 100 としたときのアルバイト・パートの収入・１時間当たり収入の比。 
*４ 2001 年調査結果を同様の手順で再計算したときの値との差が 10 ポイント以上ある場合を斜 
体（増加が太字、減少が下線）で示した。2001 年調査の詳細は巻末資料の図表６を参照のこと。 

       
また、2001 年調査で同様の処理をしたときの比較を、変化の大きい場合に数字を斜体にす

ることで示した4が、全般に高学歴層で太字の斜体になっている数字が多いことがわかる。つ

                                                 
4 2001 年調査報告書とは異なり、上下５％の数値を除いたときの平均値を元に計算している。 
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まり、2001 年当時は学歴が高いほど格差が大きい状況があったものが、その差が小さくなっ

てきているということを示している。 
ここから次の変化が指摘できる。すなわち、高学歴者ほど正社員にはなりやすく、低学歴

者では正社員になりにくい傾向は進んだ。ただし、正社員のアルバイト・パートに対する相

対的な収入の有利さは、特に高学歴者において小さくなってきており、2001 年時点では高学

歴者ほど正社員にならないとデメリットが大きかったのだが、そのデメリットは減ったとい

うことである。 

 
（４）家族形態と就業状況 

2001 年調査では、パラサイト・シングル5の議論を下敷きに、若者がアルバイト・パート

に多く就いているのは、家族との同居によって経済的に支えられていることに影響されてい

るのではないかという観点からの分析を行った。その結果は、未婚で親元にいる若者と未婚

で一人暮らしの若者を比較したとき、アルバイト・パート比率も正社員比率もほとんど変わ

らず、どちらかといえば親元にいる若者のほうがアルバイト・パート比率は低いというもの

だった。 
図表１－12 世帯状況別の就業状況 

  単位；％、太字は実数

単身
無配偶・

親元

配偶者ま
たは子供

同居
その他 合計

正社員(公務含む) 61.4 47.7 77.4 46.3 55.1
アルバイト・パート 27.7 32.4 2.3 33.3 26.5
契約・派遣等 6.5 6.9 6.2 9.3 6.8
自営・家業 2.7 5.8 14.1 7.4 6.7
失業 1.1 3.7 0.0 1.9 2.5
無職で何もしていない 0.0 1.9 0.0 0.0 1.2
無職で進学準備・結婚準備等 0.0 1.3 0.0 0.0 0.8
その他・無回答 0.5 0.3 0.0 1.9 0.4

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
男性合計 184 623 177 54 1038
正社員(公務含む) 60.4 48.4 30.8 32.1 46.0
アルバイト・パート 24.2 30.8 59.4 37.7 34.8
契約・派遣等 13.2 13.2 2.8 18.9 12.0
自営・家業 1.1 1.6 4.2 0.0 1.9
失業 0.0 2.2 1.4 5.7 2.1
無職で何もしていない 0.0 1.5 1.4 1.9 1.4
無職で進学準備・結婚準備等 1.1 1.5 0.0 1.9 1.2
その他・無回答 0.0 0.7 0.0 1.9 0.6

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
女性合計 91 675 143 53 962

男
性

女
性

 
注)斜体下線は 2001 年調査の構成比に比べて 10％ポイント以上減少したもの。斜体太字は、10％

ポイント以上増加したもの。なお、2001 年調査の集計では専業主婦も対象としていたため、こ
れを除いた構成比を改めて計算して比較した。2001 年調査の詳細は巻末資料の図表７を参照の
こと。 

 

                                                 
5 山田（1999）。 
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今回の調査結果（図表１－12）では、未婚で親元にいる若者も単身の若者も、2001 年時

に比べて、アルバイト・パートの比率が高まり正社員の比率が低下した。変化は親元にいる

若者のほうが大きく、正社員比率は男女ともに５割を切り、特に男性ではアルバイト・パー

ト比率が高まった。その結果、前回結果と異なり、親元にいる若者のほうがアルバイト・パ

ート比率は高いという結果になった。 
アルバイト・パートは低賃金だから親元にいるのか、親元にいるから低賃金労働に就いて

いるのか、因果はわからないが、今回調査では相互の関係が強くなっていることが窺われた。 

 
３．離学直後の就業状況 

 次に、卒業や中退で学校を離れた直後の就業状態について検討する。2001 年時点との違い

を見るが、2001 年調査結果では、離学直後の就業状態には社会階層の影響が色濃くなってい

ることをファインディングスのひとつとして指摘した。今回調査でも同じ結果が得られるか、

その点も検討する。 

 
（１）離学直後の就業状況 

 卒業や中途退学で学校を離れた直後の状況を見ると（図表１－13）、男女とも正社員が約

半数を占めている。学歴別には、中卒・高校中退と高等教育中退で、正社員比率が特に低い。

また、学歴が高いほど正社員比率が高い傾向がある。さらに中途退学では「無職で迷ってい

た、何もしていない」も一定程度高い。学歴別のこうした傾向はほとんど 2001 年調査と変

わらない。 
図表１－13 離学直後の状況 

   単位；％、太字は実数

合計 男性 女性 高卒 専門卒
短大・高

専卒

大学・ 
大学院 

卒 

中卒・ 
高校中 

退 
高等教
育中退

正社員（公務含む） 50.0 49.8 50.1 40.6 61.0 65.2 68.0 12.8 14.7
アルバイト・パート 29.8 28.8 30.8 37.4 23.2 20.1 15.1 50.6 59.8
契約・派遣等 6.8 5.3 8.4 5.9 8.2 7.1 7.5 4.3 6.9
自営・家業 2.3 3.8 0.6 2.0 3.1 1.1 1.6 4.3 2.0
失業 3.3 3.9 2.5 3.8 2.6 2.2 2.2 6.1 4.9
無職で迷っていた・何もしていない 3.9 4.3 3.4 4.2 0.8 1.6 1.6 16.5 8.8
無職で進学準備・結婚準備等 3.4 3.5 3.3 5.4 0.5 2.2 3.5 3.7 2.9
その他・無回答 0.7 0.6 0.8 0.8 0.8 0.5 0.4 1.8 0.0

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
2000 1038 962 663 392 184 491 164 102  

注)斜体下線は 2001 年調査の構成比に比べて 10％ポイント以上減少したもの。斜体太字は、10％ポ
イント以上増加したもの。なお、学歴不明は省いた。2001 年調査の詳細は巻末資料の図表８を参
照のこと。 
 
ただし、その比率は変化している。構成比が 10％ポイント以上変化した場合に数値を斜体

にしているが、全般に正社員比率が大きく下がっている。その中で、大卒･大学院卒のみは正

社員比率はあまり低下していないし、またアルバイト・パートの比率も上がっていない。大
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学・大学院卒と他の学歴の間で、離学直後の就業状態に大きな差が出てきているといえる。

この理由の一つに、大学･大学院卒では相対的に最近の学卒者の比率が高いため、昨今の新卒

採用市場の改善の影響を強く受けていることも考えられる。 
この点を明らかにするため、図表１－14 では、年齢･学歴別に分解して正社員とアルバイ

ト･パート比率を比べてみた。確かに大卒･大学院卒の男性では、24 歳以下のほうが正社員比

率は高く、学卒時期が最近であるために景気回復の影響が出ているのではないかと思われる。 
一方、ほぼ同じ時期に就職市場に登場している高卒 18-19 歳では、逆に、男女とも年長世

代に比べて大幅に正社員比率は低くアルバイト・パート比率が高い。大卒 24 歳以下とほぼ

同じ時期に就職市場に登場しているのだが、全く求人回復の影響の影響は出ていない。中退

者や短大･専門学校卒の若い世代を見ても、正社員比率は年長世代より低い。特に学校中退層

や低学歴者ではその低下幅は大きい。 
世代の効果（＝卒業が最近である）より、明らかに、学歴の効果が大きい。現職について

の検討で、低学歴層で正社員が減りアルバイト･パートが大幅に増えていることを見たが、低

学歴層では新たに労働市場に参加する時点からアルバイト･パートが増えていたのである。離

学直後から、学歴が就業形態を決める大きな要因になってきているといえる。 

 
図表 1－14 離学直後の正社員及びアルバイト･パート比率（性・年齢･学歴別） 

①男性 単位；％、太字は実数

高卒
18-19
歳

高卒
20-24
歳

高卒
25-29
歳

高校中
退等
18-19
歳

高校中
退等
20-24
歳

高校中
退等
25-29
歳

短大専
卒24歳
以下

短大専
卒25-
29歳

大卒24
歳以下

大卒
25-29
歳

高等教
育中退
24歳以
下

高等教
育中退
25-29
歳

男性計 79 154 148 29 35 31 95 121 94 189 32 29
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

正社員（公務含む） 20.3 40.9 58.1 10.3 20.0 29.0 53.7 63.6 70.2 67.7 9.4 24.1
アルバイト・パート 46.8 33.8 25.0 51.7 51.4 25.8 30.5 19.0 13.8 15.9 62.5 58.6  
②女性 単位；％、太字は実数

高卒
18-19
歳

高卒
20-24
歳

高卒
25-29
歳

高校中
退等

短大専
卒24歳
以下

短大専
卒25-
29歳

大卒24
歳以下

大卒
25-29
歳

高等教
育中退

女性計 75 111 96 69 156 204 72 136 41
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

正社員（公務含む） 24.0 34.2 50.0 2.9 60.9 66.7 63.9 69.1 12.2
アルバイト・パート 49.3 47.7 33.3 60.9 23.1 19.6 18.1 13.2 58.5  

 
 次の図表１－15 は、この離学直後の正社員比率と調査時点現在の正社員比率を重ねて図示

したものである。大卒や短大･専門学校卒では、離学直後から正社員比率が高く、それが調査

時点現在まで続いている。高卒者の場合は、年長世代と年少世代で正社員比率の水準は大き

く異なるが、離学直後の水準が調査時点現在まで続いていることに変わりはない。高卒の離

学直後の就業形態が大きく変化しており、これが調査時点での学歴差につながっているとい

うことである。 
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一方、学校中退の場合は、離学時点正社員比率は低いが、調査時点には、特に男性年長層

で高くなっている。ここには、次第に正社員に移っているという移動がある。女性の高卒お

よび短大･専門学校卒の年長層では、逆に調査時点には正社員比率は下がっている。性別の役

割を意識した就業形態の移動があると思われる。 

 
図表１－15 離学直後と現在の正社員比率（性･年齢･学歴別） 
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（２）離学直後の就業と階層 

 さて、2001 年調査においては、離学直後の就業状況に対する出身階層の影響を検討し次の

結論を得た。①生家の経済的豊かさとの弱い関連があったものの、全体としては関連が確認
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されなかった。②ただし、低学歴の若い世代（18-19 歳層）においては親の学歴、父親の職

業、家計の経済的豊かさとの関係が見られた。ここから、低学歴の若いコーホートに社会階

層の影響が濃くなってきていることを指摘した。 
そこで、今回のデータから、同様の傾向が確認されるか否か検討する。離学直後の就業形

態に学歴格差が大きくなっていることは、階層格差の拡大を示しているのだろうか。ここで

は、正社員比率を指標にして社会階層の影響を測ってみよう。なお、サンプルサイズ確保の

ために、この分析では性別は分けて扱わない。女性のほうが正社員比率は低い特徴があるが、

図表１－14 でみたとおり、学歴・年齢の影響は同じ傾向を示しており、性別を除いての議論

も可能だと思われる。 
 まず、図表１－16 は、本人の学歴・年齢で分けた上で、父親の学歴が異なることが離学直

後の正社員比率に影響を与えているかを見たものである。前回調査では、全体の結果には父

親の学歴の影響は見られなかったが、低学歴若年層については父学歴が低い者で正社員比率

が低い傾向があった。今回のデータでは、高卒 18-19 歳層において、父親が中学卒、専門学

校・各種学校卒である者が少なかったので（10 ケース以下）、これを除いて正社員比率を示

した。この高卒 18-19 歳では、父学歴「高卒」と「大学等」との比較が出来るが、ここでは

むしろ「大学等」のほうが正社員比率は低い。あるいは、前回の 18-19 歳層はコーホートと

みれば今回の 20-24 歳層に当たるのでこれを見ても、父学歴が高い者のほうが正社員比率は

低かった。さらに、中卒・高校中退の者でも父学歴が低い場合のほうが正社員比率は高かっ

た。低学歴の若いコーホートで社会階層の影響が顕著になっているという、前回調査のファ

インディングスは、ここでは確認することはできない。 

  
図表１－16 本人の年齢・学歴及び父親の学歴別 離学直後の正社員比率 

 単位：％、太字は実数

高卒
18-19

歳

高卒
20-24

歳

高卒
25-29

歳

中卒・
高校中

退

短大専
卒 24 歳
以下

短大専 
卒 25- 
29 歳 

大卒 24 
歳以下 

大卒
25-29

歳

高等教
育中退

中学 49.0 (N=145)    － 61.1 67.7 20.8 75.0 52.2    － 33.3    －

高校 52.1 (N=714) 30.2 43.2 60.5 14.7 62.1 70.2 66.7 70.3 11.1

専門学校・各種学校 47.5 (N=141)    － 25.0 60.0    － 53.6 60.0    － 66.7    －

短大・高専・大学・大学院 51.3 (N=813) 10.0 28.4 30.4 3.0 59.4 68.5 69.0 70.5 17.0

わからない 37.4 (N=171） 21.4 38.7 63.6 16.1 25.0 52.4    － 66.7 14.3

注）父親なし、及び、無回答は省いた。 
  －印は、母数が 10 人に満たない場合。 

全体 父親の学歴 
本 人 の 学 歴 ・ 年 齢

 
次の図表１－17 は、同様に母親の学歴と正社員比率の関係を見たものである。全体に対し

ての母学歴の影響は、学歴の高いほうが正社員比率は高い傾向を緩やかに示しているといえ

る。年齢・学歴に分解してそれぞれの効果を検討すると、低学歴の若いコーホートで母学歴

の影響はむしろマイナスを示すという、父学歴の場合と同様の影響が見られる。母学歴が子
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供の正社員獲得に対してプラスの効果を持つのは、子供が高学歴の場合である。 

  
図表１－17 本人の年齢・学歴及び母親の学歴別 離学直後の正社員比率 

 単位：％、太字は実数

高卒
18-19

歳

高卒
20-24

歳

高卒
25-29

歳

中卒・
高校中

退

短大専
卒 24 歳
以下

短大専 
卒 25- 
29 歳 

大卒 24 
歳以下 

大卒 
25-29 

歳 
高等教
育中退

中学 42.5 (N=87)    － 36.4 68.8 13.0    － 60.0    －    －    －

高校 50.2 (N=941) 29.1 39.1 57.0 19.5 57.0 64.7 61.2 66.4 18.4

専門学校・各種学校 48.6 (N=280) 3.7 37.2 56.0 0.0 65.0 68.9 63.3 66.7 15.8

短大・高専・大学・大学院 56.3 (N=535) 17.1 32.6 31.3 4.3 65.3 70.0 76.9 73.8 12.5

わからない 34.4 (N=154）    － 43.3 68.4 6.7 26.7 47.4    － 52.9 10.0

注）母親なし、及び、無回答は省いた。 
  －印は、母数が 10 人に満たない場合。 

母親の学歴 

本 人 の 学 歴 ・ 年 齢

全体 

 

 
図表１－18 本人の年齢・学歴及び生家の経済的豊かさ別 離学直後の正社員比率 

 単位：％、太字は実数

高卒 
18-19 

歳 

高卒
20-24

歳

高卒
25-29

歳

中卒・
高校中

退

短大専
卒 24 歳
以下

短大専
卒 25-
29 歳

大卒 24 
歳以下 

大卒 
25-29 

歳 
高等教
育中退

豊かである 48.3 (N=149) 27.3 46.2 60.0 21.4 47.8 65.0 62.5 65.4 14.3

やや豊か 52.5 (N=793) 14.3 35.5 50.6 12.2 60.4 66.4 72.2 69.3 11.1

あまり豊かでない 46.5 (N=600) 18.9 34.1 52.4 7.8 58.1 62.1 60.5 66.7 24.0

豊かでない 43.0 (N=193) 23.5 40.0 58.1 14.3 52.4 69.6 － 38.5 7.1

わからない 56.2 (N=265) 41.7 48.8 67.9 16.7 62.5 68.2 63.2 79.5 －

注) －印は母数が 10 以下の場合。

全体 生家の豊かさ 

本 人 の 学 歴 ・ 年 齢

 
 

次の図表１－18 では、生家の経済的豊かさと子供の正社員比率の関係を見た。まず、全体

としては緩やかな相関を示すが、これは 2001 年調査と同じ傾向である。表の右欄は、これ

を学歴・年齢別に分解して検討したものだが、この表からは顕著な傾向は読み取れない。 
以上見てきたように、2001 年調査において示唆された低学歴層の若いコーホートにおける

就業機会の階層格差拡大は、今回の調査結果では確認できなかった。 
一方、学歴によって離学直後の就業形態が違うことは、図表 1－14 で見たとおりひどく鮮

明になっている。近年、高等教育進学率が専門学校まで含めれば７割を超えるまでに高まる

中で、高等教育進学を支える家計の余裕があるかいなかが学歴を分ける重要な要素になって

いると考えられ、社会階層の影響はむしろ高等教育への進学に現れるのではないかと推測さ

れる。そこで、図表１－19 では、本人の学歴と親の学歴や経済的豊かさの関係を見た。その

相関は明らかである。 
ここから、社会階層と離学直後の就業形態の間には次のような関係があることが指摘でき

よう。すなわち、本人学歴をコントロールしてその影響を除外したときには、社会階層と就

業形態の関係は明らかにならないが、これを加えれば、社会階層は本人学歴を規定し、本人
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学歴は就業形態を規定するという関係であり、社会階層は学歴を経由して本人の就業形態を

規定する関係になったということである。 
また、家族との同居形態の分析（図表１－12、P27）においては、親元同居の場合は単身

者に比べて、正社員比率が低くアルバイト・パートが多いことを見たが、この経済的豊かさ

との関連を考えれば、パラサイトしているからアルバイト・パートに就いているというより、

低賃金だから親と同居しているというケースのほうが多いのではないかと推測される。 

  
図表１－19 本人の学歴･年齢と親の学歴及び生家の経済的豊かさの関係 

対象
数

父学歴(大
学等卒業
率、％）

母学歴(大
学等卒業
率、％）

経済的豊
かさ＊１

高卒18-19歳 154 39.0 22.7 -0.10
高卒20-24歳 265 30.6 16.2 -0.08
高卒25-29歳 244 23.0 13.1 -0.29
高校中退等18-19歳 54 18.5 14.8 -0.19
高校中退等20-24歳 58 25.9 17.2 -0.17
高校中退等25-29歳 52 15.4 9.6 -0.35
短大専卒24歳以下 251 42.2 29.9 0.12
短大専卒25-29歳 325 40.0 27.7 0.13
大卒24歳以下 166 69.9 47.0 0.30
大卒25-29歳 325 56.3 38.8 0.32
高等教育中退24歳以下 56 48.2 35.7 0.14
高等教育中退25-29歳 46 43.5 26.1 0.26

注*1　｢豊かである｣=2点、｢やや豊かである｣=1点、｢分からない」=0点、｢あま
り豊かでない｣=-1点、｢豊かでない｣=-2点としたときの平均値。  

 
４．これまでの就業経験とキャリアの類型化  

 次に、この離学時から調査時点現在までのキャリアを整理する。その上で、キャリア類型

と性別･学歴･年齢の関係を検討する。 

 
（１）これまでの就業経験 

 まず、離学時点から調査時点現在までの就業経験についてみる。これまで経験した就業形

態や、無職経験を複数回答で尋ねた結果が、図表１－20 である。 
正社員経験者が 55.3％と最も多いが、2001 年と比べるとこの数値は大きく減った。アル

バイト・パート経験者は 50.5％で、これは 2001 年より少し増加し、１ヶ月以上の無職を経

験した者は 30.3％で、これは 2001 年調査の水準とほとんど変わらない。 
この質問は複数回答の形式であり、一人の人が正社員とアルバイト・パートなどの非典型

就業の両方を経験していることがある。それを勘案して整理しなおすと、正社員のみを経験

した者は全体の 37.0％、非典型就業のみを経験した者は 33.4％、正社員と非典型就業の両方

を経験した者が 28.1％（不明 1.5％）で、2001 年がそれぞれ 50.7％、18.5％、30.8％であっ

たのに対して、正社員のみ経験が大きく減り、非典型就業のみ経験が大きく増えた（図表１

－21）。 
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図表１－20 これまで経験した働き方（複数回答） 
 単位；％、太字は実数

男性 女性 男女計
１ヶ月以上無職だったことがある（学
生や主婦ではなく）

30.8 29.7 30.3

働いたことはない 0.9 0.7 0.8
正社員 56.9 53.4 55.3
公務員 1.2 1.8 1.5
契約社員・嘱託 7.2 10.0 8.6
派遣社員 5.6 10.4 7.9
アルバイト・パート 48.4 52.8 50.5
自営業・自由業 3.4 1.2 2.4
家族従業者 4.7 2.2 3.5
その他の働き方 1.1 0.6 0.9
無回答 0.3 0.5 0.4
合計 100.0 100.0 100.0

1038 962 2000  
注)斜体下線は 2001 年調査の構成比に比べて 10％ポイント以上減少したもの。2001 年調査

の詳細は巻末資料の図表９を参照のこと。 
 

図表１－21 これまでの就業経験 

37.0%

50.7%

28.1%

30.8%

33.4%

18.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２００６年

２００１年

正社員のみ経験

正社員と非典型経験

非典型就業のみ経験

 
（２）キャリアの類型化 

 離学直後の状況とこれまでの就業経験、現在の就業状況の３つの状態を示す変数に、非正

社員の場合にその後正社員になったかどうかを尋ねた質問を加えて、キャリアの類型化を試

みた。そのもっとも詳細な分類が、図表１－22 の左の「キャリア類型１」である。 
ここでは、これを離学直後の就業状態と調査時点の就業状況によって集約した右側の「キ

ャリア類型２」を検討する6。 
離学直後に正社員になり、その後企業間移動することなく調査時点現在も正社員である

「正社員定着」型は、29.9％である。これより多いのが、｢非典型一貫｣（＝離学直後が非典

型雇用や失業･無業、あるいは自営･家業従事であり、かつ、調査時点現在も非典型雇用であ

                                                 
6 「キャリア類型２」は、離学直後に正社員（含む公務員）であったかと現在の就業形態を重視して

集約した。また、アルバイト・パート、契約・派遣の働き方を「非典型」、これに、自営・家業従事

者も含めたとき「他形態」と表現している。なお、「非典型一貫」は、離学時点で正社員ではなく、

かつ、現在非典型雇用の者であり、この中には一時的に正社員経験がある者（56 人、8％）が含まれ

ている。 
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る者）で、31.8％を占める。また、離学直後は「他形態」であったが調査時点では「正社員」

に変わった「他形態から正社員」型は 11.2％で、「非典型一貫」の３分の１に過ぎない。す

なわち、離学直後に非典型就業や無職だった場合、その後正社員に移行する経路に移るのは

４人に１人ということである。後から正社員に変わる経路は、大きなものとは言えない。 
このほか、比較的多いのが「正社員から非典型」で、8.0％を占める。いったん就職したも

のが早期に離職し、その後フリーターになるといった移動だと思われる。 

 
図表１－22 キャリアの類型化 

「キャリア類型１」 「キャリア類型２」　
 度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ  度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ
正社員定着 598 29.9 正社員定着 598 29.9
正社員→正社員 123 6.2 正社員転職 123 6.2
正社員→失業･無業 7 0.4 正社員から非典型 160 8.0
正社員→非典型→正社員 75 3.8 正社員一時他形態 75 3.8
正社員→非典型 160 8.0 非典型一貫 635 31.8
正社員→自営･家業 26 1.3 他形態から正社員 224 11.2
正社員→非典型→失業･無業 9 0.5 自営・家業 88 4.4
非典型のみ 457 22.9 現在無業 93 4.7
非典型→正社員 173 8.7 その他 4 0.2
非典型→正社員→非典型 41 2.1 合計 2000 100.0
非典型→正社員→自営･家業 7 0.4
非典型→正社員→失業･無業 3 0.2
非典型→自営･家業 15 0.8
非典型→失業･無業 34 1.7
自営･家業のみ 28 1.4
自営･家業→正社員 4 0.2
自営･家業→正社員→非典型 1 0.1
自営･家業→正社員→自営･家業 5 0.3
自営･家業→非典型→正社員 1 0.1
自営･家業→非典型 6 0.3
失業･無業→自営･家業 1 0.1
失業･無業のみ 19 1.0
失業・無業→正社員 15 0.8
失業･無業→正社員→非典型 11 0.6
失業･無業→正社員→自営･家業 3 0.2
失業・無業→正社員→失業･無業 1 0.1
失業･無業→非典型→正社員 25 1.3
失業･無業→非典型 112 5.6
失業･無業→非典型→自営･家業 2 0.1
失業･無業→非典型→失業･無業 19 1.0
失業・無業→自営・家業→正社員 1 0.1
失業･無業→自営･家業→失業･無業 1 0.1
その他→正社員 3 0.2
その他→正社員→非典型 3 0.2
その他→非典型→正社員 2 0.1
その他→非典型 5 0.3
その他のキャリア 4 0.2
合計 2000 100.0  
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（３）性･学歴･年齢別のキャリア類型 

次の図表１－23 は性別や学歴別でキャリア類型の分布がどのように異なるかを見たもの

である。右の合計欄で性別の特徴をみると、女性のほうが「非典型一貫」が少し多いが、男

性でもこの類型は「正社員定着」に並ぶほど多く、２番目に多い類型になっている。この２

つの類型が多い点は男女で変わらない。第３位が男性では「他形態から正社員」、女性では「正

社員から非典型」であり、ここに男女の行動の違いが出ている。 

 
図表１－23 キャリア類型の分布（性･学歴別） 

 単位；％、太字は実数 

高卒 専門卒 短大・
高専卒 

大学・
大学院 

卒

中卒・
高校中 

退

高等教 
育中退 合計 

正社員定着 21.3 33.2 39.1 53.0 5.3 9.8 30.4 
正社員転職 6.0 10.9 4.3 7.8 3.2 1.6 6.8 
正社員から非典型 8.1 5.7 4.3 4.2 6.3 0.0 5.9 
正社員一時他形態 4.7 5.2 4.3 2.5 4.2 4.9 4.1 
非典型一貫 34.1 22.3 26.1 14.1 40.0 45.9 27.5 
他形態から正社員 13.1 10.9 17.4 10.2 24.2 27.9 13.9 
自営・家業 6.3 10.9 0.0 4.6 10.5 1.6 6.7 
現在無業 5.8 1.0 4.3 3.5 6.3 8.2 4.4 
その他 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
381 193 23 283 95 61 1038 

正社員定着 19.1 29.6 39.8 49.5 0.0 4.9 29.3 
正社員転職 2.5 8.0 8.1 7.7 0.0 0.0 5.4 
正社員から非典型 11.3 15.1 13.0 5.3 2.9 7.3 10.3 
正社員一時他形態 1.8 6.5 3.7 3.8 0.0 0.0 3.3 
非典型一貫 51.1 26.1 19.9 22.1 72.5 58.5 36.4 
他形態から正社員 3.5 9.0 9.9 9.1 11.6 22.0 8.3 
自営・家業 2.1 3.0 1.9 1.0 0.0 2.4 1.9 
現在無業 8.2 2.0 3.7 1.4 13.0 4.9 4.9 
その他 0.4 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
282 199 161 208 69 41 962 

男 
性 

女 
性 

男性合計

女性合計  
注)斜体下線は 2001 年調査の構成比に比べて 10％ポイント以上減少したもの。斜体太字は、10％

ポイント以上増加したもの。なお、合計には学歴不明を含む。2001 年調査の詳細は巻末資料の
図表 10 を参照のこと。 

 

次に、表の左側の性・学歴別の分布を見ると、「非典型一貫」は高卒および学校中途退学者

に多く、男性で４割前後、女性で５～７割を占める。一方、大学や短大・高専、専門学校卒

ではこれより「正社員定着」のほうが多く、３～５割を占めている。この差異の程度は、性

別の違いより大きく、職業キャリアは学歴で大きく異なることがわかる。 
 次の図表１－24 は、「正社員定着」「他形態から正社員」「非典型一貫」の３つのキャリア

類型に注目して、性・年齢・学歴別の分布を図示したものである。「正社員定着」が高等教育

卒業者、「非典型一貫」が高卒者および中途退学者の特に年少層、また「他形態から正社員」

が中途退学や低学歴の年長層、特に男性に多いことが明らかである。 
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図表１－24 ｢正社員定着｣｢他形態から正社員｣｢非典型一貫｣の３キャリア類型の分布 
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さて、このキャリア類型別の分布を 2001 年調査におけるそれと比較してみよう7。図表１

－23 では、これまでと同様、数字を斜体にすることで変化の大きかった類型を示している。

ここにみるように、全体として「非典型一貫」のキャリアが増えている。10％ポイントを超

えるほどの大きな変化ではないが、減っているのは、全体に正社員から始まるキャリアと他

形態から正社員に変わるキャリアである。すなわち、離学時点で正社員が減ったことと、そ

                                                 
7 2001 年においては、調査対象に専業主婦を含んでいたため、ここでは、これを除いて再計算した値

と比較している。 



－ 38 － 

の後正社員に移動する者も減ったことから「非典型一貫」が増えているのである。 
学歴別に注目すると、その違いは大きい。「非典型一貫」が増えているのは、まず、高等

教育中退と高卒の男女、中卒･高校中退の男性である。この変化の結果、学校中退者では男性

の４～５割、女性の６～７割が、また、高卒では男性の３分の１、女性の５割が「非典型一

貫」キャリアになった。さらに、高卒や中退者では「他形態から正社員」キャリアの減少も

みられる。男性の中退者の場合、図表１－24 のとおり、年長世代においては４割程度は途中

で正社員になっているが、2001 年時点では高等教育中退･男性ではその６割を占めるほど大

きな経路であった。これが縮小している。 
これに対して大学･大学院卒では、女性で「非典型一貫」の増加があるものの、約半数が

「正社員定着」キャリアを歩んでいる。短大･高専卒男性の「正社員定着」の減少や専門卒者

の「非典型一貫」キャリアの増加があるが、結果としての「正社員定着｣や「非典型一貫」が

占める比率は、高卒と大卒におけるそれぞれの比率の間に位置する数値になっている。つま

り、学歴の高さ・長さによってキャリアが分かれる傾向が明らかである。 
高卒者では男女とも「非典型一貫」が増え、正社員に移行する者が減る傾向を指摘したが、

これを年齢別にみると（図表１－25）、25-29 歳の年長者では変化が小さく、24 歳以下の年

少者で変化が大きかった。年少層では加えて「正社員定着」が減る変化も見られる。より若

い、より最近学校を卒業した世代のほうが正社員にならないままの者が多い。 
ところが、大卒についてみると、男性の 24 歳以下の年少層で「正社員定着」キャリアは

逆に増加している。大卒の新卒採用の拡大の影響だろう。 
また、「他形態から正社員」への移動は高卒の男女ともに減っているが、男性の年長層以

外のすべての年齢層で 10％ポイント以上の減少を見せている。年齢の若い層の正社員への移

動は、５年前8より減っているのだ。この移行を円滑にするための政策はこれまでのところ十

分効果を発揮していないと言うことだろうか。 
最近の雇用情勢の変化は、大卒者に対しては学卒直後の正社員就職を増やし、またその定

着を促していると考えられるが、高卒や中途退学者に対しての正社員採用は拡大していない

し、また、非正社員から正社員への移動も広がっていず、結果として「非典型一貫」キャリ

アが増えているのではないかと思われる。 

 
 
 
 
 
 

                                                 
8 正確には５年前の調査で確認できる卒業後１－10 年間程度の期間の移動に比べて、現在の調査で確

認できる卒業後１－10 年間程度の移動が減っているということである。 
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図表１－25 キャリア類型の分布と変化（性･学歴･年齢別） 

 単位；％、太字は実数 

高卒 18-
19 歳

高卒 20-
24 歳

高卒 25-
29 歳

短大専
卒 24 歳
以下

短大専
卒 25-29

歳

大卒 24 
歳以下 

大卒 25- 
29 歳 

男性計 79 154 148 95 121 94 189 
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

  (離学直後の正社員比率） 20.3 40.9 58.1 53.7 63.6 70.2 67.7 
正社員定着 16.5 23.4 21.6 40.0 28.9 63.8 47.6 
正社員転職 1.3 3.2 11.5 4.2 14.9 3.2 10.1 
正社員から非典型 2.5 10.4 8.8 3.2 7.4 3.2 4.8 
正社員一時他形態 0.0 2.6 9.5 2.1 7.4 0.0 3.7 
非典型一貫 57.0 40.9 14.9 32.6 14.9 16.0 13.2 
他形態から正社員 5.1 13.6 16.9 10.5 12.4 7.4 11.6 
自営・家業 2.5 1.9 12.8 4.2 14.0 1.1 6.3 
現在無業 13.9 3.9 3.4 3.2 0.0 5.3 2.6 
その他 1.3 0.0 0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 

女性計 75 111 96 156 204 72 136 
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

  (離学直後の正社員比率） 24.0 34.2 50.0 60.9 66.7 63.9 69.1 
正社員定着 22.7 18.9 16.7 48.1 23.5 58.3 44.9 
正社員転職 0.0 1.8 5.2 5.8 9.8 2.8 10.3 
正社員から非典型 1.3 9.9 20.8 4.5 21.6 2.8 6.6 
正社員一時他形態 0.0 1.8 3.1 1.3 8.3 0.0 5.9 
非典型一貫 64.0 52.3 39.6 30.8 17.6 25.0 20.6 
他形態から正社員 0.0 4.5 5.2 6.4 11.8 8.3 9.6 
自営・家業 0.0 1.8 4.2 1.3 3.4 0.0 1.5 
現在無業 12.0 8.1 5.2 1.9 3.4 2.8 0.7 
その他 0.0 0.9 0.0 0.0 0.5 0.0 0.0  

注)斜体下線は 2001 年調査の構成比に比べて 10％ポイント以上減少したもの。斜体太字は、10％
ポイント以上増加したもの。2001 年調査の詳細は巻末資料の図表 11 を参照のこと。 

 
 
５．20 歳代後半層（年長世代）のキャリア 

 次に、焦点を 20 歳代後半の若者に絞ってその過程や意識を詳細に検討する。この年齢層

に限るのは、第一に、学校を離れてから間もない段階ではキャリアは変動のさなかであり、

キャリア形成の問題の検討には適さないからであり、また、第二には、20 代前半までが正社

員登用などの行われやすい年齢だと指摘されている中で、非正社員でいることの課題が大き

くなっている年齢層であり、彼らこそが今後の政策課題になるのではないかと思われるから

である。 

 
（１）20 歳代後半の男性のキャリア 

まず、20 歳代後半の男性のこれまでの就業の過程を詳細な「キャリア類型１」で見てみよ

う。図表１－26 では、離学直後の就業状況別にこのキャリア類型の分布をみた。最初に正社

員（公務含む）で就職した者のうち、53.4%が同じ企業に定着している。半数弱が最初の仕

事をやめ、そのさらに半数弱が非典型雇用を経験し、その後またその半数は正社員に戻って

いる。正社員と非典型雇用の間を行き来しているケースは少なくない。 
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図表１－26 離学直後の就業状況別のキャリア類型（25-29 歳・男性） 
 単位：％、太字は実数

キャリア類型１

正社
員（公
務含
む）

アルバ
イト・
パート

契約・
派遣
等

自営・
家業

失業・
無業
等

合計

正社員定着 53.4 31.6
正社員→正社員 18.2 10.8
正社員→失業･無業 0.3 0.2
正社員→非典型→正社員 11.4 6.7
正社員→非典型 10.7 6.4
正社員→自営･家業 5.5 3.3
正社員→非典型→失業･無業 0.3 0.2
非典型のみ 37.4 42.9 10.6
非典型→正社員 45.2 42.9 12.3
非典型→正社員→非典型 5.2 3.6 1.3
非典型→正社員→自営･家業 3.5 3.6 1.0
非典型→自営･家業 4.3 3.6 1.2
非典型→失業･無業 3.5 3.6 1.0
自営･家業のみ 68.0 3.3
自営･家業→正社員 4.0 0.2
自営･家業→正社員→自営･家業 12.0 0.6
自営･家業→非典型 16.0 0.8
失業･無業→自営･家業 2.3 0.2
失業･無業のみ 2.3 0.2
失業・無業→正社員 20.5 1.7
失業･無業→正社員→非典型 6.8 0.6
失業･無業→正社員→自営･家業 4.5 0.4
失業・無業→正社員→失業･無業 2.3 0.2
失業･無業→非典型→正社員 20.5 1.7
失業･無業→非典型 25.0 2.1
失業･無業→非典型→自営･家業 4.5 0.4
失業･無業→非典型→失業･無業 6.8 0.6
その他→正社員 4.5 0.4
その他のキャリア 0.9 0.2
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

307 115 28 25 44 519  
 

最初が非典型雇用の場合はどうか。アルバイト・パートであった者では、45.2％が調査時

点までに正社員になっていた。いったんは正社員を経験した者まで広げれば５割以上になる。

契約社員･派遣社員であった場合も正社員に変わっている者が 42.9％、いったんは正社員に

なった者まで広げればやはり５割を超える。最初が失業･無業であったケースでもいったんは

正社員になっている者は、あわせれば５割を超える。 
学校を離れたときに正社員になっていない者でも、20 歳代後半には約半数がいったんは正

社員になっている。逆に言えば、半数は一度も正社員にはならないまま 20 歳代後半までき

ている。どちらを重く見るかだが、いくつかの先行研究からは、20 歳代後半まで全く正社員

経験がない者への採用側の厳しい評価が明らかになっている。としたら、この先 30 歳代、

40 歳代と問題は大きくなり続けるだろう。一度も正社員にならないままのキャリアを歩んで

きた者の今後が、これから大きな課題となるのではないだろうか。 
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次の、図表１－27 は、これを現在の就業状況別にとらえなおしたものである。現在正社員

の者のうち、当初から正社員だった者は７割を超える。一方、遅れて正社員になった者、す

なわち、離学直後は非典型雇用だった者が 18.9％、失業・無業状態だった者も 5.1％いる。 
また、現在アルバイト・パートの者では、７割が離学時点から非典型雇用か失業・無業だ

った。さらに、現在失業・無業の者でも同じく７割が非典型雇用か失業・無業だった。 
 非典型雇用や失業・無業から始めても正社員になる経路は確かにある。しかし、その経路

を実際にたどっているのは少数派である。20 代後半で、失業していたりアルバイトに就いて

いる男性のうち、約７割は学校を離れる時点から失業やアルバイトだった。20 代後半での就

業形態は、７割方が学卒時点で決まっているともいえる。年長世代の男性のキャリアを検討

すると、学校を離れた時点ですでにキャリアは分断されているようにみえる。 

 
図表１－27 現在の就業状況別のキャリア類型（25-29 歳・男性） 

 単位：％、太字は実数

キャリア類型１
正社員
(公務
含む)

パート・
アルバ
イト

契約・
派遣等

自営・
家業

失業・
無業等

合計

正社員定着 48.4 31.6
正社員→正社員 16.5 10.8

正社員→非典型→正社員 10.3 6.7
非典型→正社員 18.9 12.3

自営･家業→正社員 0.3 0.2
失業・無業→正社員 2.4 1.5

失業･無業→非典型→正社員 2.7 1.7
その他→正社員 0.6 0.4

非典型のみ 53.4 40.0 10.6
正社員→非典型 26.0 35.0 6.4

非典型→正社員→非典型 6.8 5.0 1.3
自営･家業→非典型 1.4 7.5 0.8

失業･無業→正社員→非典型 1.4 5.0 0.6
失業･無業→非典型 11.0 7.5 2.1

自営･家業のみ 32.1 3.3
正社員→自営･家業 32.1 3.3
非典型→自営･家業 11.3 1.2

非典型→正社員→自営･家業 9.4 1.0
自営･家業→正社員→自営･家業 5.7 0.6

失業･無業→自営･家業 1.9 0.2
失業･無業→正社員→自営･家業 3.8 0.4
失業･無業→非典型→自営･家業 3.8 0.4

失業･無業のみ 7.1 0.2
正社員→失業･無業 7.1 0.2

正社員→非典型→失業･無業 7.1 0.2
非典型→失業･無業 35.7 1.0

失業・無業→正社員→失業･無業 7.1 0.2
失業･無業→非典型→失業･無業 21.4 0.6

その他のキャリア 14.3 0.4
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

339 73 40 53 14 519  
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（２）20 歳代後半の女性のキャリア 

 同様に、20 代後半の女性についてみてみよう（図表１－28）。 
離学直後に正社員（公務含む）で就職した者のうち、44.3％が同じ企業に定着している。

残りの 55.7％が最初の職場を辞めており、約４割は非典型雇用にいったんは移っている。そ

の後もう一度正社員になるケースも１割ほどいるが、そのまま非典型雇用という者がその約

３倍いる。男性より非典型雇用に移る者は多い。 

 
図表１－28 離学直後の就業状況別のキャリア類型（25-29 歳・女性） 

 単位：％、太字は実数

キャリア類型１

正社
員（公
務含
む）

アルバ
イト・
パート

契約・
派遣
等

失業・
無業
等

合計

正社員定着 44.3 26.4
正社員→正社員 13.8 8.2
正社員→失業･無業 1.1 0.6
正社員→非典型→正社員 9.9 5.9
正社員→非典型 27.3 16.2
正社員→自営･家業 1.8 1.1
正社員→非典型→失業･無業 1.4 0.8
非典型のみ 53.5 45.7 17.3
非典型→正社員 21.9 37.0 8.9
非典型→正社員→非典型 14.9 10.9 4.6
非典型→正社員→自営･家業 1.8 0.4
非典型→正社員→失業･無業 0.9 2.2 0.4
非典型→自営･家業 3.5 2.2 1.1
非典型→失業･無業 3.5 2.2 1.1
失業･無業→正社員→非典型 12.5 0.8
失業･無業→非典型→正社員 25.0 1.7
失業･無業→非典型 56.3 3.8
失業･無業→非典型→失業･無業 3.1 0.2
その他→正社員 3.1 0.2
その他のキャリア 0.4 0.2
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

282 114 46 32 474  
 

 非典型からキャリアを始めた場合はどうか。アルバイト・パートで始めた場合は 21.9％が、

契約･派遣で始めた者では 37.0％が正社員に変わっていた。現状は非典型雇用に戻っている

にしても、いったんは正社員になった者を加えると、アルバイト・パートの場合はおよそ４

割、契約・派遣の場合はおよそ５割が正社員経験がある。この数は男性より少ない。その分、

非典型雇用しか経験してこなかった者が多い。 
学校を離れた直後には失業・無業状態であった者ではどうか。現在正社員である者は

25.0％、いったんは正社員になっている者を加えても４割程度で、これも男性より低い。 
次の、図表１－29 は、現在の就業状況別にキャリアを整理しなおしたものである。現在正

社員である女性の８割は、離学時点から正社員であった。非典型雇用や失業・状態から正社

員への経路は男性以上に細い。 



－ 43 － 

図表１－29 現在の就業状況別のキャリア類型（25-29 歳・女性） 
 単位：％、太字は実数

キャリア類型１

正社
員(公
務含
む)

パー
ト・ア
ルバ
イト

契約・
派遣
等

自営・
家業

失業・
無業
等

合計

正社員定着 51.2 1.4 26.4
正社員→正社員 16.1 8.2

正社員→非典型→正社員 11.6 5.9
非典型→正社員 17.4 8.9

失業･無業→非典型→正社員 3.3 1.7
その他→正社員 0.4 0.2

非典型のみ 42.9 35.7 17.3
正社員→非典型 37.6 38.6 16.2

非典型→正社員→非典型 10.5 11.4 4.6
失業･無業→正社員→非典型 0.8 2.9 7.7 0.8

失業･無業→非典型 8.3 10.0 3.8
正社員→自営･家業 38.5 1.1

非典型→正社員→自営･家業 15.4 0.4
非典型→自営･家業 38.5 1.1
正社員→失業･無業 18.8 0.6

正社員→非典型→失業･無業 25.0 0.8
非典型→失業･無業 31.3 1.1

非典型→正社員→失業･無業 12.5 0.4
失業･無業→非典型→失業･無業 6.3 0.2

その他のキャリア 6.3 0.2
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

242 133 70 13 16 474  
 
現在アルバイト・パートである場合、及び、契約・派遣社員である場合とも、離学時点で

非典型雇用者や失業・無業者であった比率はおよそ６割で、男性より少ない。正社員経験が

あるかという観点から見ると、約半数は正社員を経験した者である。男性より非典型雇用と

正社員の壁が薄いように見えるが、ただし、それは一方通行が多いだけである。正社員から

非典型雇用へと変わる者は少なくないが逆の移動は少ない。 
また、失業・無業状態の者では、離学直後に非典型雇用か失業・無業だった者が５割を占

める。 
以上をまとめると、年長世代においては、現在の働き方が正社員である場合は、離学直後

から正社員であった者が男性では７割、女性では８割を占める。一方、非典型雇用者であれ

ば、学卒直後に非典型雇用や失業・無業状態だった者が男性の７割、女性の６割を占める。

失業・無業状態であれば、離学直後に非典型雇用か失業・無業だった者が、男性では７割、

女性では５割を占める。離学直後の就業形態がキャリアを規定するところは大きい。 
なお、男女の比率の違いは、女性の方が、正社員から非典型雇用や無業・失業に移動する

者が多いことからくる。 
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６．年長世代のキャリア別の特徴と意識 

 次に、年長世代についてキャリア類型別に諸属性を確認し、その上で、キャリア類型ごと

の仕事や生活への意識、労働条件の違いを検討して、それぞれのキャリアの問題点を検討す

る。ここでは、離学直後に正社員になったかどうか、後に正社員に変わったかどうかが重要

だと考え、まず、次の３つの類型を抽出して比較検討する。すなわち、離学直後から正社員

でかつ定着してきたキャリア（＝正社員定着）、離学直後は非典型雇用や無業などだが現在は

正社員であるキャリア（＝他形態から正社員）、離学直後は非典型雇用や無業などで、現在も

非典型雇用であるキャリア（＝非典型一貫）の３つの類型である。 
さらに、比較的量が多く、また、若者の早期離職者問題の検討材料ともなることから、正

社員から非典型雇用に移動するキャリア（＝正社員から非典型）についても、あわせて取り

上げていくことにする。 

 
（１）キャリア類型別の特徴 

４つのキャリア類型の特徴を最初に記述しておく。まず、性別には、「正社員定着」および

「他形態から正社員」は、男性が多く、それぞれ 56.7％、62.5％を占める。一方、「非典型

一貫（自営除く／以降、記述は省略する）」には女性が多く、61.0％を占める。 
学歴別には、図表１－30 に示すとおり、男性の場合、「正社員定着」には大学・大学院卒

が特に多い。「他形態から正社員」は、高卒者が３割近くを占め、学校中退者も中等教育と

高等教育レベルを合わせれば３割前後になる。「非典型一貫」は高卒者も大卒者も少なくな

いし、また学校中退者も少なからずいる。この両者の学歴背景はあまり変わらない。最初に

正社員以外の働き方からキャリアを始めた場合、正社員に移るか移らないかには、男性の場

合は学歴はあまり関係ないのかもしれない。 

 
図表１－30 キャリアの類型別の特徴（学歴別／25-29 歳） 

 単位：％、太字は実数

高卒 専門卒
短大・高

専卒
大学・大 
学院卒 

中卒・高 
校中退 

高等教
育中退

正社員定着 164 100.0 19.5 18.3 3.0 54.9 1.2 3.0
他形態から正社員 85 100.0 29.4 14.1 3.5 25.9 14.1 12.9
非典型一貫 80 100.0 27.5 17.5 5.0 31.3 6.3 12.5
正社員から非典型 33 100.0 39.4 24.2 3.0 27.3 6.1 0.0
正社員定着 125 100.0 12.8 18.4 20.0 48.8 0.0 0.0
他形態から正社員 51 100.0 9.8 21.6 25.5 25.5 9.8 7.8
非典型一貫 125 100.0 30.4 16.8 12.0 22.4 11.2 7.2
正社員から非典型 77 100.0 26.0 33.8 23.4 11.7 1.3 3.9

合計

男 
性 

女 
性 

 
注)合計には学歴不明を含む。 

 
女性でも、「正社員定着」には大卒・大学院卒が多い。「他形態から正社員」には、高卒は

少なく短大、専門学校、大学・大学院卒があわせて７割を超える。これに対して「非典型一

貫」には、高卒が比較的多い。女性では、非正社員の働き方から正社員に移る者には高学歴
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者が多い傾向がある。正社員への移行で壁になるものは男女で異なるのかもしれない。 
「正社員から非典型」のキャリアは女性に多く、男性では少ない。ここで取り上げてない

が、正社員から正社員に移動するケースは男性に多く、いったん離職した後の行動に性差が

ある。学歴構成は、男性では高卒者が４割を占め、女性では専門学校卒が３分の１と多い。 
 次に、家族状況を見ると、男性では、「正社員定着」及び「他形態から正社員」で結婚して

配偶者や子どもと同居している者が３割前後いる。これに対して、「非典型一貫」では結婚し

ている者は少なく、未婚で親元にいる者が６割と多い。｢正社員から非典型｣も比較的既婚者

は少ないが、「非典型一貫」より単身の者が多い。非典型雇用と未婚との関連は明らかだが、

非典型雇用だから結婚しないのか、結婚しないから非典型雇用のままなのか、どちらもあり

うる。 

 
図表１－31 キャリアの類型別の特徴（家族状況別／25-29 歳） 

  単位：％、太字は実数 

単身
無配偶
親元

配偶者・
子供同

居
その他 

正社員定着 164 100.0 15.2 54.3 26.8 3.7 
他形態から正社員 85 100.0 30.6 31.8 32.9 4.7 
非典型一貫 80 100.0 25.0 58.8 8.8 7.5 
正社員から非典型 33 100.0 33.3 39.4 18.2 9.1 
正社員定着 125 100.0 12.0 72.8 11.2 4.0 
他形態から正社員 51 100.0 13.7 68.6 13.7 3.9 
非典型一貫 125 100.0 8.0 54.4 28.0 9.6 
正社員から非典型 77 100.0 3.9 45.5 45.5 5.2 

女 
性 

合計

男 
性 

 

 
女性では、逆に「正社員から非典型」と「非典型一貫」で結婚している者が多く３割から

５割を占める。一方、現在正社員であるキャリアでは結婚している者は１割程度で、親元で

未婚の者が７割程度と多い。ここには、性別役割分業観に基づく男女の行動の違いが現れて

いると思われる。 

 
（２）キャリアと意識 

ア．望ましい就業形態（現在の就業形態別） 
 こうした就業形態に対しての本人の意識を「望ましい働き方」として調査では尋ねている。

この質問は、2001 年調査でも同じ形で聞いている。すなわち、現在最も望ましい働き方と３

年後に実現していたい働き方はどのようなものか選択肢から選んでもらう質問である。2001
年調査では、現在の就業形態によって回答が大きく異なっていたが、今回調査でもその点は

同様だった。 
 図表１－32 は、現在の就業形態別に、最も望ましい就業形態と３年後に実現したい就業形

態を整理したものである（年長世代のみ）。これをみると、正社員（公務含む）である男性の

90.0％、女性の 89.3％が現在最も望ましい働き方を正社員・公務員だとし、男性の 73.5％、
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女性の 72.7％が３年後に実現したい働き方も同じだとしている。ここにはほとんど性差がな

い。また、自営・家業従事者では、男性の 84.9％が現在最も望ましいのが自営・家業である

とし、88.7％が３年後に実現していたい働き方も同じだとしている。 
これに比べれば、アルバイト・パート及び契約・派遣社員では、今の就業形態を望む者の

比率は低い。男女で違いが大きいのだが、男性の場合、非典型雇用者では、現在の就業形態

を望ましいとする比率も３年後に実現したいとする比率も小さい。特に３年後に実現したい

働き方として今の働き方を選ぶ者は、それぞれ 5.5％、7.5％と少ない。３年後に希望が多い

のは、正社員か自営・家業で、合わせて８割を超えている。 

 
図表１－32 現在の就業形態別望ましい働き方（現在、３年後／25-29 歳） 

単位：％、太字は実数

合計 
正社員
(公務
含む)

アルバ
イト・

パート

契約・
派遣等

自営・
家業

合計
正社員 
(公務 
含む) 

アルバ 
イト・ 

パート 
契約・
派遣等

519 339 73 40 53 474 242 133 70
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

自営・家業 15.8 7.1 9.6 12.5 84.9 5.5 3.7 1.5 5.7
アルバイト・パート 6.6 0.6 34.2 2.5 1.9 21.1 2.9 62.4 5.7
派遣・契約 5.2 1.8 5.5 42.5 0.0 12.9 2.9 11.3 51.4
正社員・公務員 71.1 90.0 49.3 37.5 11.3 58.4 89.3 21.8 35.7
専業主婦・その他 1.3 0.6 1.4 5.0 1.9 2.1 1.2 3.0 1.4
自営・家業 34.1 25.1 39.7 30.0 88.7 10.5 6.6 9.8 12.9
アルバイト・パート 1.2 0.3 5.5 2.5 0.0 18.1 7.4 42.9 7.1
派遣・契約 1.3 0.3 4.1 7.5 0.0 8.6 3.7 7.5 27.1
正社員・公務員 61.3 73.5 45.2 52.5 9.4 53.8 72.7 30.8 44.3
専業主婦・その他 2.1 0.9 5.5 7.5 1.9 8.9 9.5 9.0 8.6

望ましい就業形態 

現 在 の 就 業 形 態
女  性 

現在もっ 
とも望まし 
い働き方 

3 年後に 
実現した 
い働き方 

男  性

 
注)斜体下線は 2001 年調査の構成比に比べて 10％ポイント以上減少したもの。斜体太字は、10％ポ

イント以上増加したもの。失業・無業、及び女性の自営･家業は省いた。2001 年調査の詳細は巻末
資料の図表 12 を参照のこと。 

 
 女性では、この点はかなり異なる。アルバイト・パート就業者のうち、この就業形態を現

在望ましいとするものが 62.4％、３年後も実現したいとする者が 42.9％、契約・派遣社員で

はそれぞれ 51.4％、27.1％と、男性に比べて今の就業形態を肯定的に受け止めている者が多

い。ただし、３年後の希望として正社員を希望している者も少なくなく、それぞれ 30.8％、

44.3％を占める。３年後の希望で男性より少ないのは、自営･家業の希望である。 
 また、この表には、2001 年調査での同じ項目との比較も加えている。構成比で 10％を超

える変化があった場合に斜体の数字にすることで示しているが（減少は下線、増加は太字で

示している）、女性のアルバイト・パート、契約・派遣社員の場合、どちらも今の働き方を望

ましいとするものが増えているし、さらに、３年後も同じ形態がよいという者が増えている。

その分減っているのは、自営・家業や専業主婦の希望である。一方、女性の正社員でも、３

年後も正社員であることを望ましく思う者が増えている。その分減っているのは、特に「専

業主婦・その他｣の希望である。 



－ 47 － 

女性の場合、現在のそれぞれの雇用形態を継続したい者が増えている傾向がある。ただし、

非典型雇用者で正社員雇用を望む者は、前述のとおり少なくなく、その移行経路を築くこと

は相変わらず重要な課題であると考える。 
男性の場合、2001 年と比較しての変化には、はっきりした傾向は読み取れない。すなわち、

契約・派遣では、現在の就業形態については望ましいと思う者が増えているが、アルバイト・

パートでは減っている。確かなのは、３年後の希望に非典型雇用を挙げるものはごく少ない

という変わらない傾向である。 

 
イ．望ましい就業形態（キャリア類型別） 

では、これまでの経歴を含むキャリア類型別でみると、どのような違いがあるのか（図表

１－33）。「正社員定着」と「他形態から正社員」はいずれも現在は正社員であり、先に見た

雇用形態別の特徴そのままに、現在も将来も正社員希望が多い。これまでの経歴による違い

は、男性の場合にあり、「他形態から正社員」型の正社員希望は 61.2％と「正社員定着」よ

り 20％以上少なく、その分自営・家業希望が多い。学卒で入社して定着してきた者とは定着

志向の程度は異なるだろう。 

 
図表１－33 キャリア類型別望ましい働き方（現在、3 年後／25-29 歳） 

単位：％,太字は実数

望ましい就業形態
正社員
定着

他形態
から正
社員

非典型
一貫

正社員
から非
典型

正社員
定着

他形態
から正
社員

非典型
一貫

正社員
から非
典型

164 85 80 33 125 51 125 77

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

自営・家業 5.5 9.4 11.3 9.1 2.4 3.9 4.0 1.3
アルバイト・パート 1.2 0.0 26.3 15.2 1.6 3.9 44.8 40.3
派遣・契約 0.6 4.7 20.0 15.2 5.6 2.0 20.8 31.2
正社員・公務員 92.1 85.9 40.0 57.6 90.4 88.2 28.8 23.4
専業主婦・その他 0.6 0.0 2.5 3.0 0.0 2.0 1.6 3.9
自営・家業 15.9 37.6 35.0 39.4 4.8 2.0 11.2 10.4
アルバイト・パート 0.6 0.0 6.3 0.0 4.8 11.8 32.0 28.6
派遣・契約 0.0 1.2 7.5 0.0 6.4 3.9 11.2 18.2
正社員・公務員 82.9 61.2 45.0 54.5 76.0 80.4 36.8 33.8
専業主婦・その他 0.6 0.0 6.3 6.1 8.0 2.0 8.8 9.1

男性 女性

現在もっと
も望ましい
働き方

3年後に実
現したい
働き方

 
注)斜体下線は 2001 年調査の構成比に比べて 10％ポイント以上減少したもの。斜体太字は、10％ポ

イント以上増加したもの。2001 年調査の詳細は巻末資料の図表 13 を参照のこと。 
 

「非典型一貫」や「正社員から非典型」では、やはり現在非典型雇用であることの特徴が

そのまま出ており、現在はアルバイト･パートや契約・派遣を望ましいとする者が男女とも少

なくない。この中で「正社員から非典型」の男性では正社員を希望する者が半数を超えてお

り、当初から非典型であった者との違いがあることがうかがわれる。３年後の希望は男女の

差が大きい。男性の場合、正社員・公務員や自営・家業が多く、その比率は「他形態から正

社員」型に近い。すなわち、すでに正社員に移行した者（=他形態から正社員）との間に将
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来の希望の差はあまりないということである。これに対して女性では、この差はかなり大き

い。女性では、すでにこの段階で、正社員に移行する者としない者の将来への希望は分かれ

ているということだろう。学歴背景の検討で、男性では「他形態から正社員」と「非典型一

貫」の２つのキャリアの間の学歴の違いはあまりなかったが、女性では、「他形態から正社員」

には短大、専門・専門学校卒以上の高学歴の者が多く、「非典型一貫」には高卒が多い特徴が

あった。将来展望への差はこの時点ですでにあったのかもしれない。 
2001 年調査との違いという点から検討するために、表中には構成比で変化が大きかった項

目について、数字を斜体にすることで示した（増加が太字、減少が下線）。変化は女性の３年

後の希望に特に多いことがわかる。すなわち、「正社員定着」で３年後も正社員を希望する者

が増え、専業主婦等が減っている。また、「非典型一貫」で３年後のアルバイト・パート希望

が増え、自営・家業希望が減っている。やはりそれぞれの職業キャリアをそのまま継続する

方向が強まっているように見える。 
女性の就業形態への希望には、就業以外の役割、すなわち結婚して妻や母親としての役割

を引き受けるかどうか関係しよう。そこで、女性についてのみ、結婚しているか否かに分け

て、就業形態と働き方の希望の関係を検討する。 
図表１－34 には、４つのキャリアごとに独身か既婚かによって働き方の希望が異なるかど

うかを見た。「正社員定着」型の既婚者では「契約・派遣」の働き方への希望が比較的高い

が、他の働き方や専業主婦への希望はほとんどなく、独身者との違いは小さい。これに対して、

「非典型一貫」及び「正社員から非典型」型の既婚者ではアルバイト・パートを希望する者が

非常に多く、独身者との違いが大きい。「非典型一貫」でも独身の場合は、３年後に実現した

い希望に正社員・公務員を挙げる者が 43.3％いて、この比率は男性の「非典型一貫」と変わら

ない。「正社員から非典型」の女性の場合、３年後に正社員・公務員を挙げる者は 35.7％と最

も少ない。独身であっても性役割分業を予期しての非典型雇用の選択である可能性がある。 

 
図表１－34 キャリア別の婚姻状況との望ましい働き方（現在、３年後／25-29 歳・女性） 

単位：％、太字は実数

望ましい働き方 独身 既婚 独身 既婚 独身 既婚 独身 既婚

111 14 44 7 90 35 42 35
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

自営・家業 2.7 0.0 4.5        - 5.6 0.0 2.4 0.0
アルバイト・パート 0.9 7.1 0.0        - 31.1 80.0 16.7 68.6
派遣・契約 3.6 21.4 2.3        - 26.7 5.7 52.4 5.7
正社員・公務員 92.8 71.4 93.2        - 35.6 11.4 26.2 20.0
専業主婦・その他 0.0 0.0 0.0        - 1.1 2.9 2.4 5.7
自営・家業 4.5 7.1 2.3        - 14.4 2.9 11.9 8.6
アルバイト・パート 4.5 7.1 13.6        - 18.9 65.7 16.7 42.9
派遣・契約 4.5 21.4 4.5        - 12.2 8.6 26.2 8.6
正社員・公務員 78.4 57.1 77.3        - 43.3 20.0 35.7 31.4
専業主婦・その他 8.1 7.1 2.3        - 11.1 2.9 9.5 8.6

正社員から非典
型

3年後
に実現
したい
働き方

非典型一貫正社員定着
他形態から正社

員

現在
もっとも
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方

 



－ 49 － 

ウ．「非典型一貫」キャリアの具体的な将来展望 
 さて、非典型雇用者にはこれから働き方を変えたいという希望を持つ者が多いが、ここで

離学時点で正社員として就業していない（できなかった）「非典型一貫」型に焦点を当てて、

今後の展望・希望についてみてみたい。まず、図表１－35 は、「非典型一貫」の場合の、男

女が現在と３年後に望ましいとする就業形態について、図示したものである。現在はアルバ

イト・パートや派遣・契約の働き方を望ましいとする者は５～７割を占めるが、３年後は正

社員や自営業・自由業を望むものが男性及び独身の女性には多い。 

 
図表１－35 ｢非典型一貫｣キャリアの者が望む就業形態（現在、３年後） 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

現在 3年後 現在 3年後 現在 3年後

男性 女性 うち独身

専業主婦・その他

正社員・公務員

派遣・契約

アルバイト・パート

自営・家業

 
 
そこで、このキャリアの人たちがどのような働き方を望んでいるのか、将来の働き方につ

いては自由回答欄にも具体的な考えを記入してもらっているのでそれを見てみよう（図表１

－36）。 
まず、男性のケースについて整理した表を見ると、正社員になる希望としては、今のアル

バイト先での正社員登用や、同業他社での就業希望などなど今のバイト先で職業能力を身に

着けてそれを生かして正社員になる道を見つけたいとする記述が多い。先行研究によれば、

正社員としての採用は 25 歳未満、正社員登用は入職から１年未満の早い時期に決まること

が多いのだが、その厳しい現実と彼らの希望とはすれ違っている可能性がある。 
自営業・自由業の希望の内訳は、「芸術・芸能・趣味など」への強い関心からきているもの

と、独立・開業への希望とに大きく分けることが出来る。この欄への短い記述によっては判

断できないが、すでに一定の活動をしている者、自営に向かっての準備を進めていると思わ

れる者もいるが、それが伴っていない者も少なくないのではないかと思われる。 



－ 50 － 

図表１－36 ｢非典型一貫｣型キャリアにおける将来展望（自由回答／25-29 歳） 

●男性

将来について具体的に考えていること
現在、望ましい

働き方
3年後に実現して

いたい働き方
年齢

既婚
○

◎正社員(今の会社で、他の会社で）
1年後、今のアルバイト先で正社員になる。 アルバイト・パート正社員 25
なるべく早く今のアルバイトで正社員になる。 正社員 正社員 25
今の職場でスキルを身につけ、別の会社で正社員になる。 派遣社員 正社員 26
今年度中に他業種での就職を考えています。 正社員 正社員 26
市立大学の職員の契約職員だが早く正社員になりたい。 契約社員・嘱託 正社員 27
現在、派遣社員ですが正社員になろうかと思います。 自営業・自由業 正社員 27
半年後、現在のバイトをやめて、経理事務所に入る。（正社員） 正社員 正社員 28
正社員になる。 正社員 正社員 28
早い段階で現在の職場で正社員になる。 契約社員・嘱託 正社員 29 ○
1・２年のうちにバイト先で。 正社員 正社員 29
航空業界を志望しておりまして、現在も航空業界に間接的に関わる仕事をして
ます。

派遣社員 正社員 29

◎芸術・芸能・趣味を生かした生活など
マンガ家 アルバイト・パートその他の働き方 25
役者を目指して勉強中です。 アルバイト・パートその他の働き方 25
ミュージシャン 派遣社員 その他の働き方 25
ミュージカル　ダンサー。 その他の働き方 その他の働き方 25
趣味を生かした仕事につく。 アルバイト・パート自営業・自由業 25
目標があるので、他の事、将来の不安はありません。フリーターでいいと思う。 アルバイト・パート自営業・自由業 25
ミュージシャン アルバイト・パートその他の働き方 26
1年以内にレコード会社と契約。 自営業・自由業 自営業・自由業 26
各地を旅して自分にあった土地で生活してみたい。 アルバイト・パート自営業・自由業 27

派遣社員ｏｒ契約社員として働きつつ、自分の将来やりたいことと両立させる形
をとりたい。

派遣社員 派遣社員 28

教育者、指導者（アドバイザー）になりたい。（サッカー） 正社員 自営業・自由業 29 ○
◎自営・開業など

飲食店経営。 正社員 自営業・自由業 25
自分で城をかまえる。自営業をしたい。資格を取りたい。 正社員 自営業・自由業 26
自営業をしたい。 自営業・自由業 家族従業者 26
家の仕事を継ぐ。 正社員 自営業・自由業 27
3年後に店をもちたい。レンタルビデオ。 アルバイト・パート自営業・自由業 28
会社を立ち上げる。 アルバイト・パート自営業・自由業 28
オンラインショップを開業し、軌道に乗せ安定した売上を確保させる。 アルバイト・パート自営業・自由業 29
インターネットでの仕事をしたい。 自営業・自由業 自営業・自由業 29
半年後にフリーのインストラクター。 契約社員・嘱託 自営業・自由業 29
他業種にて独立。 契約社員・嘱託 自営業・自由業 29 ○
音楽関係の仕事に就きたいです。 自営業・自由業 自営業・自由業 29
人脈を作り、仲間を募って仕事をしたい。 契約社員・嘱託 正社員 29

◎資格試験、公務員試験
国家公務員を目指している。 アルバイト・パート公務員 25
保育士の資格を取って働きたい。 アルバイト・パート公務員 27

◎現在の就業形態をつづける
今の仕事を続ける。 派遣社員 派遣社員 27
今の仕事を続けていたい。 派遣社員 正社員 27  

 
注)記述のなかった者や｢特になし｣などの記述については省いた。 
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●女性

将来について具体的に考えていること
現在、望ましい

働き方
3年後に実現して

いたい働き方
年齢

既婚
○

◎正社員(今の会社で、他の会社で）
現在の職場で正社員になる。 正社員 正社員 25
来年度には別の会社の正社員になろうと思っている。外資系の企業が希望。 正社員 正社員 25
正社員の仕事に転職する。 正社員 正社員 25
今は、アルバイトだがいずれは正社員になりたい。 アルバイト・パート正社員 26
30歳までにはきちんとした仕事に就きたい。 正社員 正社員 26

自分の1年後、3年後、５年後、1０年後…が想像できません。このまま年老いて
いくのかと思うと、情けなくて悔しくて。今のアルバイト先で正社員になれたらい
いなあと思います。

正社員 正社員 27

新たな職場で正社員として就職したい。 正社員 正社員 27
安定する。 派遣社員 正社員 27
フリーターは楽だがお金になんないので、いつかは正社員になろう…！ 正社員 正社員 27
1年後には希望職種で正社員として働いている。 正社員 正社員 29
具体的にどこの会社で働きたいとは、特に考えていないのですが、出来れば正
社員として働きたい。

アルバイト・パート正社員 29

◎芸術・芸能・趣味を生かした生活など
日本語教師をしながら、子供たちに海外交流をひろめていく仕事。 派遣社員 契約社員・嘱託 25 ○
トップモデルになる。 自営業・自由業 自営業・自由業 26
お金を貯めて海外で自由に働きながら暮らす。 アルバイト・パート自営業・自由業 27

興味のある資格を取得して、それらを活かせる仕事に就きたい。 (音楽が好きな
ためそれにまつわる仕事）

契約社員・嘱託 その他の働き方 28

教員とか公務員になりたいと考えていたが自分の人生なので今まで通り好きな
バレーボールは続けていると思う。

公務員 公務員 29

◎自営・開業など
一年以内に、めざす職のアシスタントになる。三年以内にプロになる。 アルバイト・パート自営業・自由業 25
店を持ちたい。 アルバイト・パート正社員 27
今は漠然としか考えていませんが起業してみたいと考えています。 派遣社員 自営業・自由業 27
飲食店を開きたい。 アルバイト・パート自営業・自由業 29
自分でお店をやりたい。 自営業・自由業 アルバイト・パート 29

◎資格試験、公務員試験
今のアルバイトで得た技術や知識を活かした職業に就きたい。 アルバイト・パート公務員 25
保育士の資格を取得して、公務員か正社員になる。 アルバイト・パート公務員 25
保育士の資格をとり、働く。 アルバイト・パート正社員 25 ○
カウンセラーの資格をとり、カウンセラーになりたい。 アルバイト・パート正社員 25
資格をとるために勉強中なので、現在はアルバイトですが、資格がとれれば、そ
れを生かし正社員になりたい。

アルバイト・パート正社員 28 ○

資格を取得し、それを生かして働く。 派遣社員 正社員 28
◎現在の就業形態をつづける、専業主婦希望

給料が上がる事。 契約社員・嘱託 契約社員・嘱託 25
結婚して、パートをして、家計のたしにしたい。 派遣社員 アルバイト・パート 25
子供と遊ぶ時間を持ちながらパート、アルバイト。 働かない アルバイト・パート 25 ○
アルバイトでリーダーになる事。 アルバイト・パートアルバイト・パート 25 ○
いろんな会社に行っていろんな仕事をしてみたい。 派遣社員 派遣社員 26
三年以内に子育てと両立して仕事をする。 正社員 アルバイト・パート 27 ○
パートの時給が千円以上になる。 アルバイト・パートアルバイト・パート 28 ○
できれば、結婚したい。（3年後に） アルバイト・パート働かない 28
もうすぐ結婚する。子育てする。 働かない 働かない 28
今パート社員なので今後もパート社員でいいと思っています。 アルバイト・パートアルバイト・パート 29 ○
今、パート社員なので、この先もパート社員でいいと思います。 アルバイト・パートアルバイト・パート 29 ○
今の状態で良い。 アルバイト・パートアルバイト・パート 29 ○
収入が多くなる。 アルバイト・パートアルバイト・パート 29
気ままに働きたい。 アルバイト・パートアルバイト・パート 29  

 
 
 

注)記述のなかった者や｢特になし｣などの記述については省いた。
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一方、女性のケースでも、正社員への希望が多く記入されていた。男性同様、現在の職場

での正社員登用を望んでいる者もいるが、「いずれは」とか「いつかは」「できれば」と言う

言葉が並び、男性とは若干のニュアンスの差を感じる。より現実の壁を知っているのか、そ

れとも、性別役割分業を背景に男性より正社員希望度が低いのかもしれない。 
自営業・自由業の希望も男性と同様、「芸術・芸能・趣味など」の関係と「お店を持つ」タ

イプの記述があった。現実的なステップを歩んでいることを感じさせるものと危うさを感じ

させるものが混在している。 
保育士、カウンセラーなどの資格志向の記述は女性のほうが多かった。 
「現在の就業形態を続ける」傾向が女性で強まっていることを前節では指摘したが、自由

記述でこの方向の記載をした者には女性の既婚者が多かった。記述内容にも「結婚」や「子

育て」という言葉が目に付く。未婚の場合も結婚や子育てを前提として現在の就業形態を希

望しているのではないかと思われる。 

 
エ．キャリアと生活の評価 
 職業キャリアは職業以外の生活の諸側面とも関連して築かれてきたし、また、今後の希望

もその中で意識されるものだろう。次に、職業から少し幅を広げて生活全般にかかわる意識・

展望などとの関連から、それぞれの職業キャリアを考えてみたい。この質問の内容は、図表

１－37 に示すとおりだが、最後の「現在の職業生活に満足している」を除いて、2001 年調

査と同じ質問にしているので、比較の形で検討する。 
 図表１－37 では、男女それぞれについて、上段に今回調査結果下段に 2001 年調査結果を配

している。まず、男性について検討する。今回調査結果を見ると、ここで取り上げた４つのキ

ャリア類型の間で違いが大きいのは、「これまでの進路選択は順調であった」「自分の生活は周

囲の人からうまくいっていると思われている」「将来の見通しは明るい」「経済的に自立してい

る」及び「現在の生活に満足している」である。「正社員定着」キャリアでは、このいずれに

ついても「あてはまる」という肯定的な見方をしている者が多い。これに対して、「あてはま

る」が最も少ないのが「非典型一貫」「正社員から非典型」キャリアである。ただし、「仕事以

外に生きがいがある」という項目に対しては、差は小さいが「非典型一貫」が最も高い数値に

なっている。「非典型一貫」キャリアをたどってきた者は、生活全般に関わる意識からみても

順調な歩みと言う感覚を持っていないし、経済的自立も果たしていない。さらに将来の見通し

ももてないでいるが、仕事以外の何らかに自分の生きがいを見出し、自己意識のバランスを保

っているのではないかと窺える。こうした状態から正社員へと移行したのが「他形態から正社

員」キャリアだと見ることができるが、彼らには順調感はないものの、経済的自立に自信がも

てるようになり、生活への満足感は高まっているのではないかと思われる。 
これを、2001 年調査結果と比べると、大きな違いは、まず、2001 年当時は全体にマイナ

スの値になる項目が多かったことである。デフレ下で、社会全体の閉塞感がずっと大きかっ
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たのだろう。「将来の見通し」については、「正社員定着」キャリアですらマイナスの値を示

した。中でもマイナスが多いのは、やはり「非典型一貫」と「正社員から非典型」キャリア

である。差の大きい項目は今回調査と変わらないが、順調さへの自己の評価も周囲の評価も

「正社員定着」との違いは今よりさらに大きかった。学校を卒業して正社員になる経路から

外れたことの重さをもっと強く感じていたのかもしれない。 
昨今は、非典型雇用がより一般化して学卒就職の経路に乗らない者が増えたために、それ

を「順調でない」と捉えなくとも良くなったと言う見方もできる。キャリア形成に失敗した

思いを引きずり見通しを失った状態であったものが前向きになったと肯定的に受け止めるこ

ともできるし、また、一方で 20 歳代後半からさらに問題が先送りされていると危惧すべき結

果かもしれない。先行研究の事業所調査などからは、20 歳代後半の正社員経験がない者への

厳しい見方が指摘されているが、個人の側は、厳しい事態だとは認識しなくなっているのか。 

 
図表１－37 キャリア別生活への評価の変化（2001 年・2006 年調査／25-29 歳） 

①男性（上；今回調査、下：2001 年調査） 

0.0 0.5 1.0 1.5

これまでの進路選択は順調で
あった

周囲の人からうまくいっていると
思われている

将来の見通しは明るい

経済的に自立している

努力次第で将来は切り開けると
思う

仕事以外に生きがいがある

現在の生活に満足している

正社員定着

他形態から正社員

非典型一貫

正社員から非典型

-1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0 1.5

これまでの進路選択は順調であった

周囲の人からうまくいっていっていると思われている

将来の見通しは明るい

経済的に自立している

努力次第で将来は切り開けると思う

仕事以外に生きがいがある

 
注）｢かなりあてはまる｣＝２点、｢ある程度あてはまる｣＝１点、｢あまりあてはまらない｣＝－１点、 

｢ほとんど当てはまらない｣＝－２点としたときの相加平均。 
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②女性（上；今回調査、下：2001 年調査） 

-0.5 0.0 0.5 1.0 1.5

これまでの進路選択は順調であった

周囲の人からうまくいっていると思われている

将来の見通しは明るい

経済的に自立している

努力次第で将来は切り開けると思う

仕事以外に生きがいがある

現在の生活に満足している

正社員定着

他形態から正社員

非典型一貫

正社員から非典型

-0.5 0.0 0.5 1.0 1.5

これまでの進路選択は順調であった

周囲の人からうまくいっていっていると思われてい
る

将来の見通しは明るい

経済的に自立している

努力次第で将来は切り開けると思う

仕事以外に生きがいがある

 
注）｢かなりあてはまる｣＝２点、｢ある程度あてはまる｣＝１点、｢あまりあてはまらない｣＝－１点、

｢ほとんど当てはまらない｣＝－２点としたときの相加平均。 
 

一方で「努力次第で将来は切り開けると思う」という質問項目に対して、2001 年時点も

現在も、どのキャリアの若者においても、「あてはまる」とする者が多い点も注目にあたう

だろう。「努力をすれば将来を切り開ける」という意識を持つ若者がどのキャリアでも多い

ことは、若者における格差拡大が指摘される中で興味深い。ここでは掲載していない現在

無業の若者たちの回答をみると、彼らには経済的自立や順調感などほとんどの項目で「当

てはまらない」が多いのだが、この項目だけは「あてはまる」が多かった。「努力をすれば

将来を切り開ける」と言うのは、社会に対する基本的な信頼があるということだろうか。

若者のたちがチャレンジできる機会を増やす政策によって、若者が活性化するための基盤

はあるのではないかと思われる。 
 女性の場合はどうか。まず、今回調査結果に注目すると、男性に比べて、これらの４つの

キャリアの間の差が小さいことが指摘できる。「経済的自立」については「非典型一貫」で特

に低いものの、男性では差があった「周囲の人からうまくいっていると思われている」「現在
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の生活に満足している」については、女性の場合、差はごくわずかなものである。生活の諸

側面の満足感や肯定的な見方について、女性では男性に比べて、職業キャリアによって違い

が出ることは少ないのではないか。生活における職業の位置づけの違いがあろう。 
さらに、2001 年調査と比べてみる。女性の場合、2001 年調査でも「経済的自立」以外は

肯定的な見方をすることが多かったが、それでも「非典型一貫」キャリアの場合、自分でも

順調感はもてないし、周囲からも認められていないという思いが強かったことが窺われる。

それが、この５年で大きく変わり、今回の調査では正社員になった女性たちとの差は小さな

ものになった。そうした意識変化の背景には、若者が非典型雇用に就くことが一般化し、学

卒時に就職しない者・できない者が大幅に増えたという環境の変化があろう。基本的にはこ

れは男性と同じ構造だが、女性のほうが学卒時の正社員就職のハードルが高いために変化が

大きかったのかもしれない。 

 
オ．職業キャリアと性別役割分業観 
 この年代の男女の職業キャリアの選択や意識には、性別役割についての考え方が大きく影

響していよう。それは、図表１－36 の記述にも現れていたが、特に女性でその影響が大きい

と思われる。そこで、図表１－38 には、女性の結婚への意識と働き方についての意見をキャ

リア類型ごとにみた。 
 「非典型一貫」と「正社員から非典型」型では、既婚者が３～４割を占めることはすでに

見たが、未婚の場合、半数近くが「いずれはしたい」という意思を持っている。さらに、も

し結婚したら、子育て等でいったん仕事をやめ、後に再就職する生きかたを支持する者が半

数を超えている。これまでの職業キャリアの選択とこの意識の関係は強いだろう。ただし、

どちらが先かはここではわからない。 
 「他形態から正社員」に移行した者では、既婚者は少なく、未婚の場合に「よい相手がい

ればしてもよいが必ずしもしなくてもよい」という意見を持つ者が３分の１を占める。「他形

態」のままでいる者と比べると、「他形態から正社員」型の結婚観は少し違いがあるのではな

いかと窺われる。なお、結婚後の生き方としては、いったん離職後再就職する生き方を支持

する者が半数を占め、これは「非典型一貫」と変わらない。 
「正社員定着」も未婚者が多い。結婚への意思は「今はしたくないがいずれはしたい」と

いう者が半数を越え、また結婚後の生き方としては「仕事も一生続ける」を支持する者が４

割近いという特徴がある。結婚も仕事もの両立型を支持する者が多いが、一方で、次に見る

ような長い労働時間の現実があり、親元に独身でいる生活から踏み出せないのではないかと

窺われる。 
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図表１－38 女性のキャリアと結婚の意志・意見 

 
① 婚姻状況と結婚への意思 

単位：％、太字は実数

女性計
正社員定

着
他形態か
ら正社員

非典型一
貫

正社員か
ら非典型

461 125 51 125 77
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
22.6 11.2 11.8 28.0 44.2

未婚者計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

まもなく結婚する 8.1 7.2 11.1 8.9 7.0

すぐにでもしたい 12.0 10.8 11.1 10.0 16.3

今はしたくないが、いずれは
したい

46.2 52.3 35.6 46.7 46.5

よし相手がいればしてもよい
が、必ずしもしなくてもよい

21.3 17.1 33.3 18.9 25.6

結婚するつもりはない 2.5 1.8 0.0 4.4 2.3

わからない 9.8 10.8 8.9 11.1 2.3

合計

すでに結婚している

 

 
②結婚と仕事との関係への意見（結婚意思がないものを除く） 

   単位：％、太字は実数 
女性計

正社員定
着

他形態か
ら正社員

非典型一 
貫 

正社員か 
ら非典型 

417 111 47 111 75 
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

結婚し子供を持ち、退職してその後は
仕事を持たない

11.5 15.3 6.4 8.1 14.7 
結婚し子供を持ち、退職して子育て後
再び仕事を持つ

48.7 37.8 48.9 50.5 58.7 
結婚し子供を持つが、仕事も一生続け
る 26.4 35.1 23.4 27.0 17.3 
結婚するが子供を持たず、仕事を一生
続ける 3.8 3.6 6.4 5.4 1.3 
わからない 9.4 8.1 12.8 9.0 8.0 
無回答 0.2 0.0 2.1 0.0 0.0 

合計 

 
 
（３）キャリアと労働時間・収入 

 最後に、収入、労働時間をキャリア類型別にみる。正社員とアルバイト・パートの賃金格

差がかなりあることはすでに見たが、図表１－39 には、４つのキャリア類型ごとに年収、労

働時間の平均を掲載した。現時点で正社員であっても、学卒直後から正社員として勤続して

いる「正社員定着」に比べて、後から正社員になった「他形態から正社員」は年収が低く、

労働時間が長い。そこで１時間当たりの収入に置き換えると、男性では「正社員定着」の 100
に対して「他形態から正社員」は 87、女性は同 83 となり、学卒直後から正社員で定着して

きた者に比べて、労働条件の面では恵まれない。もちろん勤続年数の違いや、学歴の違いな

どの種々の要素が組み合わされた結果であるわけだが、違いがあるのは事実である。さらに、

正社員に移行していない「非典型一貫」及び「正社員から非典型」では、年収はさらに 100
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万円程度低くなっている。労働時間は相対的に短いので、１時間当たり収入では正社員 100
に対して、男性の場合 76、73、女性の場合 70、74 である。 

 
図表１－39 キャリア類型と収入（25-29 歳）（上：今回調査、下：2001 年調査） 

 およその

年収
*1)

週労働時

間*1)

時間当たり

収入 
*2）

(万円） (時間） (千円）

正社員定着 369.8 52.6 1.35
他形態から正社員 335.6 54.8 1.18 90.8 87 
非典型一貫 235.3 43.9 1.03 63.6 76 
正社員から非典型 253.1 49.1 0.99 75.4 73 
正社員定着 314.5 45.6 1.33
他形態から正社員 262.8 46.0 1.10 83.6 83 
非典型一貫 166.2 34.4 0.93 52.9 70 
正社員から非典型 168.4 33.1 0.98 64.1 74 

注 *1)上下５％の数値を除いた平均値。

*2）時間当たり収入は （およその年収）／（週労働時間×52 週）でもとめた。

*3)正社員定着を 100 としたときの「およその年収」の比。

*4)正社員定着を 100 としたときの時間当たり収入の比。

男 
性 

女 
性 

年収の対
「正社員定

着」比 
*3）

時間あたり収入 
の対「正社員定 

着」比  *4) 

 

 (参考表 2001 年調査におけるキャリア類型別収入・労働時間）

昨年の年

収
*1)

週労働時

間
*1)

時間当たり

収入 
*2）

(万円） (時間） (千円）
正社員定着 384.8 49.2 1.50
他形態から正社員 342.1 52.7 1.25 88.9 83 
非典型一貫 221.3 41.5 1.03 57.5 68 
正社員から非典型 268.8 45.3 1.14 78.6 76 
正社員定着 306.4 42.8 1.38
他形態から正社員 287.9 44.4 1.25 93.9 91 
非典型一貫 161.0 36.8 0.84 52.5 61 
正社員から非典型 174.2 34.7 0.97 60.5 70 

注 *1)上下５％の数値を除いた平均値。

*2）時間当たり収入は （昨年の年収）／（週労働時間×52 週）でもとめた。

*3)正社員定着を 100 としたときの「昨年の年収」の比。

*4)正社員定着を 100 としたときの時間当たり収入の比。

男 
性 

女 
性 

年収の対
「正社員定

着」比 
*3）

時間あたり収入 
の対「正社員定 

着」比  *4) 

 

 
 2001 年調査結果についても同様の手順で１時間あたりの収入を計算して、「正社員定着」

に対する比を求めると、男性の場合、「他形態から正社員」が 83、｢非典型一貫｣が 68、「正

社員から非典型」が 76、女性の場合は同 91、61、70 であった。２時点のこの数字を比べる

と、男性では、前２つの類型では 2006 年のほうが大きくなっている。すなわち、正社員で

定着してきた者との収入の上での格差はいずれも縮まり、「他形態」から職業キャリアをスタ

ートしたことのデメリットが減っている。女性では、「非典型一貫」の数値は大きくなり、「他

形態から正社員」は小さくなっている。すなわち後から正社員になったときの正社員定着者

との違いは大きくなったと言うことで、他形態から正社員になるメリットが少なくなったと

いうことができる。女性で正社員への移行を希望するものが減っているのは、後から正社員

になってもメリットが少ないと言うことを反映しているのかもしれない。 
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７．まとめ 

学校から職業生活への移行に注目して、2001 年調査と比較する形で、今回の調査結果を

検討してきた。この検討で明らかになったことは、おおまかには次の７つにまとめられる。 
①2001 年と比べて、大都市の若者では、アルバイト・パートなどの非典型就業者が増え、正

社員が減った。アルバイト・パートの年収が正社員の半分程度であることは変わらないが、正

社員の労働時間が長くなっているため、１時間あたりの収入にすると差は小さくなっている。 
②学歴によって就業形態が規定される傾向が強まった。高等教育卒業者では正社員比率が高

い傾向は変わらず、高卒や学校中退者ではアルバイト・パート比率が大幅に高まった。この

傾向は、離学時点から始まっており、最近の景気拡大の影響は大卒採用には及んでいるが、

高卒や学校中退者には及んでいないといえる。 
③低学歴の若い世代で、生家の豊かさや親の学歴が子どもの就業形態を規定するという 2001
年調査結果は検証されなかった。しかし、これらの階層的要因は子どもの学歴に直結してお

り、学歴を通じて就業形態に影響していることが示唆された。 
④離学以降の就業経験からキャリアを類型化し、これを 2001 年と比べると、離学時も現在

も正社員ではない「非典型一貫」型が増えた。「非典型一貫」は学校中退や高卒で特に多く、

またこの特徴は強まった。さらに、正社員以外の他の就業形態から正社員に移行する者が減

少した。特に高卒の若い層で正社員への移行が大きく減った。 
⑤20 歳代後半層に注目すると、現在、非典型雇用の者のうち、離学直後に非典型雇用や失業・

無業状態だった者が男性で７割、女性で６割を占める。現在失業・無業状態であれば、離学

直後に非典型雇用か無業・失業状態だった者が、男性で７割、女性で５割を占める。現在正

社員であれば、離学直後に正社員であった者が男性の７割、女性の８割を占める。中途で正

社員になりにくい状況があることが示唆される。 
⑥20 歳代後半層において、「非典型一貫」に注目すると、現在の就業形態として非典型雇用

を望ましいとする比率は、男性で５割弱・女性で６割強と多いが、３年後に希望する就業形

態は正社員か自営である者が男性では８割を超え、女性では独身者に限れば６割近くいた。

将来の希望は、自由回答によれば、アルバイト先での正社員登用や店の経営などの自営、芸

能系の仕事でのプロなどが多い。ただし、必ずしも目標に向かって着実に進んでいるとはい

えない。 
⑦20 歳代後半層の将来の見通しやこれまでの進路の順調感については、キャリア別の差異が

大きく、「非典型一貫」型が将来の見通しや経済的自立、生活満足感などにおいて特に低い。

しかし、2001 年時に比べて全体に肯定的な傾向に変わっており、｢正社員定着」との差は縮

小している。若年層における非典型雇用が一般化するなかで、「正社員定着」型でないことを

問題とは受け止めなくなったと推察される。 
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 これらのファインディングスから今後の若者の就業をめぐる政策展開においては、次のよ

うな点に留意することが重要だと思われる。 
① 教育・職業能力開発機会の充実とドロップアウトの予防 

低学歴や学校中退者では正社員としての就業機会が減り、高等教育終了が正社員の就業機

会獲得に必要な条件となってきている。一方、高等教育進学の制約になっているのが親の経

済力･階層である。それだけに、親の経済力に関わりなく職業につながる能力を向上させる機

会の充実が重要である。また、高等教育非進学の背景には文化的要因もあることから、伝統

的な高等教育ばかりでなく、産業界と連携した職業能力開発など幅広い教育機会の充実が必

要であり、また効果的だと思われる。同時に、高校や高等教育機関からの中途退学が就業機

会を制限しているため、その予防と中退後の就業への移行支援も必要である。 
② 正社員への登用、新卒枠の柔軟な運用 

非典型雇用から正社員への登用制度や慣行をもつ企業は少なくないが、実際に登用される

人員は限られている。本調査では、高卒者において正社員登用がむしろ減っている傾向が見

られた。一方、「非典型一貫」型キャリアの若者には内部登用を期待している者が少なくない

ことが窺われた。今後、正社員経験のない 20 代後半以降の者の増加が予想されるが、その

正社員への経路の設計･拡充のために、正社員登用や中途採用に積極的な企業、新卒枠を柔軟

に運用し正社員経験のない既卒者の採用を進める企業などを支援することも効果的だと思わ

れる。 
③ 非典型雇用者の均衡待遇の推進と労働時間の短縮 

正社員への経路を広げる一方、若年アルバイト・パートの年収が正社員の半分の水準であ

る事態への対応も必要である。雇用形態による格差は、収入以外にも、能力開発機会、将来

展望などさまざまな面に及ぶと思われる。家族形成期でもある若い時期に収入や将来展望に

欠ける状態が長引くことは、少子化の進展にも拍車を掛けかねない。これを補う均衡待遇の

推進や企業外での技能形成できる枠組みなどの対策が重要であろう。また、今回の調査では、

１時間あたりの収入に計算しなおすと、正社員との格差の縮小が見られたが、そこには、若

年正社員の労働時間の長時間化があった。非典型雇用者の待遇の問題は正社員の待遇の問題

でもある。景気拡大基調の中で、総合的に公正な労働条件の実現とその改善を図っていくこ

とが重要である。 
④ 非典型雇用･無業者のキャリア形成支援・若年女性のキャリア形成支援 

若年期の非典型雇用が一般化する中で、20 歳代後半の非典型雇用者のなかにも、正社員で

ないことをキャリア形成上の危機だとは受け止めない傾向が出てきている。現実には、非典

型雇用から正社員への移行の経路が整備されているとはいえない中で、本人の想いと社会の

現実との不整合状況が拡大しているように思われる。それだけに、この先 30 歳代、40 歳代

と課題を先送りすることなく職業的自立を促す支援が改めて重要である。職業･生活キャリア

の始点としての若年期であるという視点から、そのスタートをスムーズに切るための幅広い
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支援の充実が期待される。特に、若年女性においては、職業的な展望を持たずに非典型雇用

を受け入れる者と、正社員就業を続けながら親元で独身の生活を続けるものに早くから分か

れる傾向が見られた。育児･家事に関わる個々の女性の意思を尊重しながらも、職業能力の発

揮と家族形成が両立できる選択肢を用意し、選択の幅を広げることが、今後少子高齢化社会

の進展とともに期待される女性の職業能力発揮を促すために必要だと思われる。 

 
 
引用文献 

日本労働研究機構，2001，「大都市の若者の就業行動と意識――広がるフリーター経験と共

感」調査研究報告書 No.138，日本労働研究機構．  
山田昌弘，1999，『パラサイト・シングルの時代』ちくま新書． 
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第２章 フリーターへの経路 

 
１．はじめに 

 本章の目的は、フリーター経験者に焦点をあて、誰がどのようにフリーターになっている

のか、フリーター理由、フリーター３類型、フリーター経験の評価について検討することで

ある。分析の際には、第１回の 2001 年調査と比較可能な点について特に言及する。本報告

書におけるフリーター経験とは、学校を離れたあとのパート・アルバイト就業の経験である。 
 第２節では、フリーター経験者と属性について、第３節ではフリーター理由について分析

する。第４節では、フリーター経験をとりあげて、期間、職種、フリーター経験の評価につ

いて検討する。 
 
２．フリーター経験者の属性 

 本節では就業経験としてのパート・アルバイト（学校在学中の経験を除く）の経験率と属

性との関連を検討する。本節で対象となるのは、就業経験を持たない若者 19 名を除いた、

男性 1028 名、女性 953 名である。 
 フリーター経験率についてみると、東京都の 18-29 歳層のフリーター経験率はおよそ半数

に達しており、第２回調査の方が全体として低学歴層が多く含まれているという調査上の問

題はあるものの、2001 年には全体で約 36％だったことを考えると、大きく上昇している。 
 

図表２－１ フリーター経験率 
  2001 年

フリーター経
験率

2006 年
フリーター経

験率

計 35 48.7
年齢別 18-19歳 55 72.5

20-24歳 41 51.9
25-29歳 31 41.3

本人学歴 高卒以下 49 62.2
高卒超 26 37.5
計 36 53.2

年齢別 18-19歳 43 77.4
20-24歳 35 50.4
25-29歳 36 50.0

本人学歴 高卒以下 52 74.4
高卒超 26 41.1

女性 

男性 

 
注：2001 年については在学中やその他、不明を省略。 

ウエイトバックしているため小数点以下は示していない。 
2006 年については学歴その他を省略。 

 
 続いて、属性との関連について検討する。 
 まず年齢との関連を見ると、若い世代ほどフリーター経験率が高くなっている。こうした

傾向は 2001 年でも確認できたが、2001 年のフリーター経験率は男性 10 代で約 55％、女性
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10 代で 43％程度であった。しかし今回調査では、男性 10 代では 72.5％、女性で 77.4％と

ともに７割を超えており、高等教育に進学しない場合のフリーター経験はきわめて一般化し

ている。 
 学歴を考慮しても、よりこの傾向がはっきりする。高卒以下だと、男性で６割、女性で７

割のフリーター経験率があるが、高卒超の学歴だと男女共に４割程度に低下する。前回調査

は男女とも、高卒以下では半数、高卒超学歴では３割に満たなかったフリーター経験率はと

もに上昇したが、いぜんとして高卒以下の若者と高卒超の若者のフリーター率の差は大きい。 
 家庭的背景とフリーター率について検討したところ、父学歴・母学歴による差はあまり見

られなかった。生家の経済的豊かさについては、2001 年でも、豊かであると３割、豊かでな

いと４割がフリーターを経験していたが、2006 年調査でも、経済的に豊かでないとフリータ

ー経験率は高まった。 
 

図表２－２ 経済的豊かさとフリーター経験率 

フリーター経験
なし

フリーター経験
あり

無回答 N

男性 豊か 58.4 41.4 0.2 464
豊かでない 42.4 57.2 0.5 425
該当者なし・わからない 52.5 47.5 0.0 139
合計 51.0 48.7 0.3 1028

女性 豊か 50.7 48.8 0.4 469
豊かでない 40.6 58.9 0.6 360
該当者なし・わからない 46.8 53.2 0.0 124
合計 46.4 53.2 0.4 953  

 
 以上のように、フリーター経験率は全体として上昇したが、特にフリーター経験率が上昇

したのは、10 代、本人が高卒以下の学歴の者、生家が豊かでない者たちであった。 
 
３．フリーターになる理由 

 本節では、フリーター経験があると回答した 998 名について、フリーター理由の分析を行

なう。 
 フリーター理由について前回と比較してみると、「仕事以外にしたいことがあるから」「つ

きたい仕事のための勉強、準備、修行期間として」「なんとなく」が増加した。「自分に合う

仕事をみつけるため」「学費稼ぎなど、生活のため一時的に働く必要があったから」「自由な

働き方をしたかったから」については減少した。 
さらに、年齢・学歴・家庭の経済的豊かさとフリーター理由の関連を検討した。 

 年齢別に見ると、年齢ないしは世代によって理由が異なっている。 
 男性では年齢が上がると、「仕事以外にしたいことがあるから」「つきたい仕事のための勉

強、準備、修行期間として」「自分に合う仕事を見つけるため」が増加し、「学費稼ぎなど、

生活のため一時的に働く必要があったから」「なんとなく」の割合が低下する。 
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 女性は 10 代では「つきたい仕事のための勉強、準備、修行期間として」「学費稼ぎなど、

生活のため一時的に働く必要があったから」が多いが、20 代前半で「自分に合う仕事をみつ

けるため」が４割を占めるようになり、20 代後半でも３割を占める。 
 

図表２－３ フリーター理由（年齢別） 

 
仕事以外にし 
たいことがあ 

るから 

つきたい仕事
のための勉強
や準備、修行
期間として

自分に合う仕
事を見つける

ため

正社員として
採用されな
かったから

学費稼ぎな 
ど、生活のた 
めに一時的に 
働く必要が 
あったから 

なんとなく

計 24.2 27.5 36.3 11.8 18.6 28.9
18 - 19 歳 16.7 20.5 25.6 7.7 25.6 38.5
20 - 24 歳 25.1 27.5 38.6 13.0 14.5 29.0
25 - 29 歳 26.2 29.9 37.9 12.1 20.1 25.2
計 20.2 21.6 35.1 12.0 16.6 24.6
18 - 19 歳 21.5 29.1 25.3 6.3 22.8 21.5
20 - 24 歳 20.7 17.0 41.5 13.8 17.6 26.1
25 - 29 歳 19.4 22.8 33.2 12.5 13.8 24.6

正社員はいや 
だったから 家庭の事情で

自由な働き方
をしたかった

から
その他 N 

計 7.2 5.0 18.8 4.4 499 
18 - 19 歳 3.8 6.4 17.9 2.6 78 
20 - 24 歳 6.3 4.3 21.3 5.3 207 
25 - 29 歳 9.3 5.1 16.8 4.2 214 
計 12.4 12.8 27.5 5.4 499 
18 - 19 歳 8.9 10.1 19.0 5.1 79 
20 - 24 歳 14.4 10.1 33.5 5.3 188 
25 - 29 歳 12.1 15.9 25.4 5.6 232 

女性 

男性 

女性 

男性 

 
 

図表２－４ フリーター理由（学歴） 

仕事以外にし
たいことがあ

るから

つきたい仕事
のための勉強
や準備、修行
期間として

自分に合う仕
事を見つける

ため

正社員として
採用されな
かったから

学費稼ぎな
ど、生活のた
めに一時的に
働く必要が
あったから

なんとなく

計 24.2 27.5 36.3 11.8 18.6 28.9
高卒以下 26.1 25.7 36.3 11.1 20.8 27.0
高卒超 22.9 30.3 39.8 11.9 17.4 28.9
該当者なし・わからない 22.9 24.3 27.1 12.9 15.7 35.7
無回答 0.0 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0
計 20.2 21.6 35.1 12.0 16.6 24.6
高卒以下 20.7 19.2 37.5 12.0 17.8 22.6
高卒超 19.2 24.1 33.5 11.8 15.9 24.5
該当者なし・わからない 24.4 20.0 33.3 13.3 13.3 35.6
無回答 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

正社員はいや
だったから

家庭の事情で
自由な働き方
をしたかった

から
その他 N

計 7.2 5.0 18.8 4.4 499
高卒以下 8.4 7.1 17.7 5.8 226
高卒超 5.5 4.0 18.4 2.0 201
該当者なし・わからない 8.6 1.4 22.9 5.7 70
無回答 0.0 0.0 50.0 50.0 2
計 12.4 12.8 27.5 5.4 499
高卒以下 11.1 13.9 27.4 6.3 208
高卒超 12.2 10.6 28.2 5.7 245
該当者なし・わからない 20.0 20.0 24.4 0.0 45
無回答 0.0 0.0 0.0 0.0 1

女性

男性

女性

男性
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 学歴別にみると、男性でも女性でも「つきたい仕事のための勉強、準備、修行期間として」

「正社員として採用されなかったから」が高卒超で高くなる。女性で「家庭の事情」を挙げ

る割合が高い。 
 父学歴・母学歴についてはあまり差が見られなかったので、経済的豊かさについて結果を

示した。 
 

図表２－５ フリーター理由（経済的豊かさ） 

仕事以外にし
たいことがあ

るから

つきたい仕事
のための勉強
や準備、修行
期間として

自分に合う仕
事を見つける

ため

正社員として
採用されな
かったから

学費稼ぎな
ど、生活のた
めに一時的に
働く必要が
あったから

なんとなく

計 24.2 27.5 36.3 11.8 18.6 28.9
豊か 22.8 32.6 36.3 9.8 19.2 30.6
豊かでない 26.6 23.7 36.5 14.5 19.9 27.0
該当者なし・わからない 20.0 26.2 35.4 7.7 12.3 30.8
計 20.2 21.6 35.1 12.0 16.6 24.6
豊か 19.2 22.4 34.7 11.9 15.5 24.7
豊かでない 18.4 17.9 34.4 13.7 20.3 25.5
該当者なし・わからない 29.4 30.9 38.2 7.4 8.8 22.1

正社員はいや
だったから

家庭の事情で
自由な働き方
をしたかった

から
その他 Ｎ

計 7.2 5.0 18.8 4.4 499
豊か 7.3 2.1 20.2 2.6 193
豊かでない 8.3 7.5 18.7 6.2 241
該当者なし・わからない 3.1 4.6 15.4 3.1 65
計 12.4 12.8 27.5 5.4 499
豊か 11.4 11.0 27.9 7.3 219
豊かでない 11.8 17.0 28.8 3.3 212
該当者なし・わからない 17.6 5.9 22.1 5.9 68

女性

男性

女性

男性

 
 
 男女とも豊かでない層で「仕事以外にしたいことがあるから」が高く、豊かな層で「つき

たい仕事のための勉強、準備、修行期間として」の割合が高い。また女性では「学費稼ぎな

ど、生活のため一時的に働く必要があったから」「家庭の事情で」を上げる割合が、豊かでな

い層で高く、家庭の経済的状況が女性を直撃していることがうかがえる。 
 次に、もっとも重要な理由をひとつあげてもらった。 
 一部項目を変更したため、連続しない項目がある（第２回調査では、「つきたい仕事のため」

という一連の項目を、「つきたい仕事への準備や勉強、修行期間のため」に統合した）。 
 全体としては「仕事以外にしたいことがあるので」が増加し、項目が変更されているため

単純には比較できないが、「つきたい仕事への準備や勉強、修行期間のため」が増加した。「正

社員として採用されなかったから」などはほとんど変わっていない。 
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図表２－６ フリーター最大理由 

仕事以外に
したいこと
があるので

つきたい仕
事への準備
や勉強をす
るため

つきたい仕
事の就職機
会を待つた

め

つきたい仕
事がアルバ
イト・パー
トでできる

から

自分に合う
仕事を見つ
けるため

正社員とし
て採用され
なかったか

ら

学費稼ぎな
ど、生活の
ために一時
的に働く必
要があった

から
2001 6.6 7.3 6.8 1.7 21.9 6.4 13.8
2006 13.5 15.9 19.1 7.1 9.4
2001 8.3 7.0 5.8 0.1 24.1 5.0 15.5
2006 15.4 18.2 20.4 6.6 10.4
2001 4.9 7.7 7.8 3.2 19.6 7.8 12.1
2006 11.6 13.6 17.8 7.6 8.4

なんとなく
正社員はい
やだったか

ら

家庭の事情
で

自由な働き
方をした

かったから
その他 無回答 計

2001 8.8 3.0 2.5 14.9 3.4 2.8 100.0
2006 12.6 2.0 4.8 9.9 5.1 0.4 100.0
2001 9.7 1.1 2.6 12.6 5.2 2.9 100.0
2006 14.4 1.6 1.4 7.6 3.6 0.2 100.0
2001 7.9 4.9 2.5 17.3 1.7 2.6 100.0
2006 10.8 2.4 8.2 12.2 6.6 0.6 100.0

男性

女性

女性

男性

全体

全体

 
 
 続いて、フリーター３類型について検討した。 
 第１回調査の分析を行なった調査研究報告書№146（日本労働研究機構 2001）において、

「フリーターになった契機」「フリーターになった当初の意識」に着目し、類型化を行なうこ

とを通じて、フリーターの実態を把握しようと試みてきた。ヒアリング調査から導き出され

たフリーター３類型は、次のようなものである。 
 （ａ）夢追求型 仕事以外にしたいことがあるため、当面の生活の糧を得るためにフリー

ターになったタイプ。第１回調査 14％→第２回調査 25％。 
 （ｂ）モラトリアム型 やりたいことを探したい、正社員になりたくないなどの理由から

フリーターになったタイプ。第１回調査 47％→第２回調査 44％。 
（ｃ）やむを得ず型 正社員になれない、または家庭の事情などで、やむなくフリーター

になったタイプ。第１回調査 39％→第２回調査 31％。 
 なお類型の作成については、2001 年調査と同様の手順で行なった。なお無回答に分類され

る者がいるため、類型に分類されたのは、男性で 456 名、女性で 442 名となった。まず選ば

れた選択肢によって分類したが、相互に矛盾する回答が 898 名のうち 109 名存在した。これ

らの回答については、回答間の関連を検討し、2001 年と同様のシンタックスを用いて類型を

作成した。 
2001 年調査と 2006 年調査を比較してみると、夢追求型が全体として増加し、やむを得ず

型が減少した。より詳しく見てみると、2001 年調査では、男女とも年齢が上がると夢追求型

が減少していたが、男性では夢追求型は年齢があがるほど増加し、女性においても年齢によ

って大きく変化しなくなった。 
この調査は５年ごとであるので、前回調査の擬似的な世代別分析とも見立てることができ
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る。前回の 10 代後半層は現在 20 代前半に相当するが、この世代の 10 代では夢追求型が男

性は 22.2％、女性では 24.4％であったのが、年齢があがっても減少しなくなった。20 代前

半から 20 代後半は、男性で 16.5％、女性で 15.8％であったのが、20 代後半になってむしろ

夢追求型が増加している。若い層で増えたのが男性ではモラトリアム型であり、女性ではモ

ラトリアム型が減少して、やむを得ず型が増加した。 
  

図表２－７ フリーター３類型（年齢別） 

 夢追求型 モラトリアム型 やむを得ず型 合計 N 
18 - 19歳 17.8 49.3 32.9 100.0 73 
20 - 24歳 26.8 47.4 25.8 100.0 190 
25 - 29歳 29.0 39.4 31.6 100.0 193 
計 26.3 44.3 29.4 100.0 456 
18 - 19歳 24.6 41.5 33.8 100.0 65 
20 - 24歳 22.7 46.5 30.8 100.0 172 
25 - 29歳 22.0 42.4 35.6 100.0 205 
計 22.6 43.9 33.5 100.0 442 

女性 

男性 

 
 

 学歴別には、男性高学歴層でやむを得ず型が多いという傾向には変化はないが、女性では

ほとんど学歴による差は見られない。 
 

図表２－８ フリーター３類型（学歴） 
夢追求型 モラトリアム型 やむを得ず型 計 N

高卒以下 25.5 48.3 26.2 100.0 267
高卒超 27.1 38.8 34.0 100.0 188
その他 100.0 0.0 0.0 100.0 1
計 26.3 44.3 29.4 100.0 456
高卒以下 22.6 43.5 33.9 100.0 230
高卒超 22.3 44.5 33.2 100.0 211
その他 100.0 0.0 0.0 100.0 1
計 22.6 43.9 33.5 100.0 442

女性

男性

 
 
 家庭的背景については、親学歴による差はあまり見られなかった。経済的豊かさについて

は第１回調査ではほとんど差が見られなかったが、第２回調査では男女とも豊かでない層で

やむを得ず型の割合が高くなり、豊かな層では夢追求型が増加した。 
 

図表２－９ フリーター３類型（経済的豊かさ） 

夢追求型 モラトリアム型 やむを得ず型 計 N
豊か 24.4 48.9 26.7 100.0 176
豊かでない 28.8 38.3 32.9 100.0 222
該当者なし・わからない 22.4 53.4 24.1 100.0 58
計 26.3 44.3 29.4 100.0 456
豊か 21.8 47.7 30.6 100.0 193
豊かでない 20.2 38.3 41.5 100.0 193
該当者なし・わからない 33.9 50.0 16.1 100.0 56
計 22.6 43.9 33.5 100.0 442

男性

女性
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図表２－10 2001 年調査：フリーター３類型（経済的豊かさ） 
夢追求型 モラトリアム型 やむを得ず型 計

豊かである 15.5 43.2 41.3 100.0
豊かでない 15.9 46.4 37.7 100.0
わからない 13.1 55.2 31.7 100.0
計 15.4 46.3 38.2 100.0
豊かである 11.5 47.8 40.7 100.0
豊かでない 11.3 45.8 42.9 100.0
わからない 14.0 54.0 32.0 100.0
無回答 50.0 0.0 50.0 100.0
計 11.8 47.5 40.7 100.0

女性

男性

 
 
 学歴変数で統制しても、豊かでない層ではやむを得ず型の割合が高く、豊かな層ではモラ

トリアム型の割合が高くなる。 
 

図表２－11 フリーター３類型（学歴、経済的豊かさ） 
夢追求型 モラトリアム型 やむを得ず型 N

高卒以下 計 24.1 46.1 29.8 497
豊か 20.6 52.2 27.2 180
豊かでない 25.8 39.3 34.9 252
該当者なし・わからない 27.7 55.4 16.9 65

高卒超 計 24.6 41.9 33.6 399
豊か 25.4 44.4 30.2 189
豊かでない 23.3 36.8 39.9 163
該当者なし・わからない 25.5 48.9 25.5 47  

 
さらにフリーター３類型に基づき、現在の悩みと自己評価について分析を加えた。 

 現在の悩みについては、悩みの内容に関わらず、モラトリアム型で一貫して低く、夢追求

型で高くなっている。 
 

図表２－12 現在の悩みについて「ある」と回答した割合 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

今の自分の仕事や
働き方について

これからの生き方や
働き方について

人間関係について 経済的な問題に
ついて

夢追求型 モラトリアム型 やむを得ず型  
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さらにフリーター３類型に基づき、現在の状況に対する自己評価を類型ごとにみると（「か

なりあてはまる」｢ある程度あてはまる｣の合計）、「これまでの進路選択は順調であった」「自

分の生活は周囲の人からうまくいっていると思われている」「経済的に自立している」などは

全体として低かった。 
夢追求型は、「努力次第で将来は切り開けると思う」など将来に対する意欲がフリーター

の中では高く、また仕事以外に生きがいがあると回答する割合が高くなっている。モラトリ

アム型は現在の生活に満足している割合が最も高く、やむを得ず型で現在の状況に対する自

己評価が特に低くなっている。 
図表２－13 現在の状況に対する自己評価（フリーター３類型） 

0

20

40

60

80

100

これまでの進路選択は
順調であった

自分の生活は周囲の人から
うまくいっていると
思われている

経済的に
自立している

努力次第で将来は
切り開けると思う

仕事以外に
生きがいがある

現在の生活に
満足している

夢追求型 モラトリアム型 やむを得ず型  
 
このように、現在悩みはあるものの、総じて将来の見通しがフリーターの中では比較的明

るいのが「夢追求型」であり、モラトリアム型は中間に位置しているが、やむを得ず型は現

在の生活への満足度や将来の見通しについて悲観的な傾向が見られる。 
 以上から、フリーター３類型については、夢追求型が増加し、やむを得ず型は減少した。

年齢があがると、2001 年調査は夢追求型が減少したが、2006 年調査ではむしろ増加傾向に

なった。家庭的背景との関連をみると、豊かでない層でやむを得ず型の割合が高く、豊かな

層ではモラトリアム型が高い。 
 
４．フリーター経験 

 本節ではフリーター経験をとりあげ、フリーター期間、職種、感じたことについて分析す

る。 
 フリーター期間について検討したところ、３年以上フリーター経験がある者が４分の１を
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占めた。前回調査では、３年を超える者は２割程度であった。また６ヶ月以内の者は、前回

調査では男性で 22％、女性で 15％程度であったが、特に男性で６ヶ月以内の割合が低下し

ている。なおこのフリーター期間には、現在フリーターの者とすでに離脱した者の両方が含

まれていることには注意が必要である。 
年齢別に見ると、男性の 20 代後半層では 37.9％が、女性では 35.1％が３年以上になって

いる。 
 

図表２－14 フリーター期間（年齢別） 

1.3

16.0

37.9

5.1

21.3

35.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18－20歳

20－24歳

25－29歳

18－20歳

20－24歳

25－29歳

男
性

女
性

6ヶ月以内 7ヶ月から1年 1年から2年 2年から3年 3年超
 

 
図表２－15 フリーター期間（学歴） 

6ヶ月以内 7ヶ月から1年 1年から2年 2年から3年 3年超 Ｎ
計 12.9 20.1 26.1 17.9 23.1 498
高卒以下 11.8 22.3 23.7 18.1 24.0 287
高卒超 14.3 16.7 29.5 17.6 21.9 210
その他 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 1
計 11.6 23.7 22.1 17.5 25.1 498
高卒以下 6.4 23.7 20.1 17.7 32.1 249
高卒超 16.9 23.8 24.2 16.9 18.1 248
その他 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 1

女性

男性

 
 
 学歴別には、男性ではあまり差は見られないが、女性では学歴が低いとフリーター期間が

長い傾向がはっきりしている。 
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 次に、フリーターの職種について検討した。 
 

図表２－16 フリーター職種（性別計） 
 ファーストフー 

ドの店員やウエ 
イトレス 

コンビニやスー 
パーの店員 

ガソリンスタン
ド店員

雑貨小物屋・本
屋等の店員

お弁当・総菜
屋・パン屋等の

店員

ゲーセン・カラ 
オケ 

アパレル・洋服
販売

18 - 20 歳 41.4 33.8 7.0 3.8 9.6 3.8 14.0
20 - 24 歳 30.9 34.7 8.1 7.6 9.9 6.6 12.4
25 - 29 歳 28.8 28.3 8.8 8.1 7.4 6.5 15.5

調理・コック 皿洗い・洗い場 出前・配達
チラシ・ビラ配

り
イベントスタッ

フ
遊園地・球場 風俗関係

18 - 20 歳 8.3 4.5 10.2 8.3 7.0 1.3 1.3
20 - 24 歳 11.9 7.8 8.4 9.1 8.9 2.8 3.3
25 - 29 歳 13.0 7.6 7.9 8.3 12.8 3.1 1.8

清掃・ビルメン 
テナンス 土木・建設現場 製造・組立 事 務 塾・予備校教師 その他 Ｎ

18 - 20 歳 3.8 6.4 3.8 0.6 0.6 7.6 157
20 - 24 歳 5.8 6.6 5.3 9.9 1.8 19.5 395
25 - 29 歳 5.6 11.0 6.7 16.6 2.5 17.3 445  

 
 年齢別に見ると、年齢ないしは世代によって経験職種が変化していることがわかる。ファ

ーストフードの店員やウエイトレス、コンビニやスーパーの店員を経験した割合は、年齢と

共に下降する。年齢が上がると、事務、土木・建設現場などが増加している。 
 より詳しく男女別に見ると、18-19 歳層は男女ともファーストフードの店員やウエイトレ

ス、コンビニやスーパーの店員を経験した割合は、男性が７割、女性は 8 割を占める。しか

し 20 代後半層になるとその割合は下がり、かわりに男性は土木・建設現場、女性は事務や

雑貨小物屋・本屋等の店員が増加する。 
 

図表２－17 フリーター職種（年齢別） 

 ファーストフー 
ドの店員やウエ 

イトレス 
コンビニやスー 

パーの店員 ガソリンスタン
ド店員

雑貨小物屋・本
屋等の店員

お弁当・総菜
屋・パン屋等の

店員

ゲーセン・カラ 
オケ アパレル・洋服

販売

計 25.3 33.9 12.9 6.0 6.0 9.2 2.8
18 - 19 歳 32.1 37.2 12.8 1.3 2.6 7.7 2.6
20 - 24 歳 24.2 36.7 11.1 6.3 6.3 8.7 1.4
25 - 29 歳 23.9 30.0 14.6 7.5 7.0 10.3 4.2
計 40.7 30.9 3.6 13.6 12.6 6.4 6.8
18 - 19 歳 55.7 30.4 1.3 8.9 17.7 1.3 5.1
20 - 24 歳 41.5 34.0 4.8 13.3 14.4 7.4 8.5
25 - 29 歳 34.9 28.4 3.4 15.5 9.5 7.3 6.0

調理・コック 皿洗い・洗い場 出前・配達
チラシ・ビラ配

り
イベントスタッ

フ
遊園地・球場 風俗関係

計 16.3 9.6 17.1 6.6 8.8 2.2 2.4
18 - 19 歳 11.5 7.7 19.2 6.4 3.8 1.3 1.3
20 - 24 歳 16.9 9.7 16.4 5.8 7.2 2.9 3.4
25 - 29 歳 17.4 10.3 16.9 7.5 12.2 1.9 1.9
計 7.4 4.8 1.0 10.6 11.8 3.2 2.6
18 - 19 歳 5.1 1.3 3.8 10.1 10.1 1.3 1.3
20 - 24 歳 6.4 5.9 0.5 12.8 10.6 2.7 4.3
25 - 29 歳 9.1 5.2 0.4 9.1 13.4 4.3 1.7

清掃・ビルメン 
テナンス 土木・建設現場 製造・組立 事 務 塾・予備校教師 その他 Ｎ

計 9.2 16.1 6.6 7.2 2.4 12.4 498
18 - 19 歳 7.7 11.5 3.8 2.6 1.3 9.0 78
20 - 24 歳 7.2 12.1 5.3 6.3 2.4 14.5 207
25 - 29 歳 11.7 21.6 8.9 9.9 2.8 11.7 213
計 1.6 1.0 4.8 22.4 1.6 14.0 499
18 - 19 歳 0.0 1.3 3.8 5.1 0.0 3.8 79
20 - 24 歳 4.3 0.5 5.3 21.3 1.1 17.6 188
25 - 29 歳 0.0 1.3 4.7 29.3 2.6 14.7 232

女性 

男性 

男性 

女性 

女性 

男性 
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 これを 2001 年の傾向と比べてみると（図表２－17）、かつてファーストフードの店員やウ

エイトレスを経験した割合は、年齢が上がると下がっていたわけではなかった。男性は年齢

を問わず土木・建設現場の割合が高く、年齢が上がると清掃・ビルメンの割合が高いなど、

2006 年とは異なっていた。ただし女性 20 代後半の事務が増加することは共通しており、ま

た 2006 年においては、ファーストフードの店員やウエイトレスなどのサービス職に男性の

進出が進んでいる。 
 年齢があがると、以前経験した職種を忘れてしまうことも多いと考えられるという問題は

あるものの、2001 年から 2006 年にかけてフリーターが増加するなかで、フリーターの職種

が広がりつつあると考えられる。 
 

図表２－18 2001 年：フリーター職種（年齢別） 
ファーストフー
ド店員やウエイ

トレス

コンビニやスー
パーの店員

ガソリンスタン
ド店員

雑貨小物屋・本
屋等の店員

お弁当・総菜
屋・パン屋等の

店員

ゲームセン
ター・カラオケ

その他の販売

18-19歳 12.6 31.5 6.3 0.0 4.5 11.7 1.8
20-24歳 13.7 32.5 19.5 5.7 4.7 14.9 3.6
25-29歳 17.4 28.5 11.2 7.9 12.2 8.9 9.9
18-19歳 37.4 51.1 2.3 1.1 9.1 21.6 5.7
20-24歳 38.0 47.5 2.8 13.4 10.6 7.0 9.2
25-29歳 43.8 27.7 6.3 9.9 11.1 5.8 13.5

調理・コック 皿洗い・洗い場 出前・配達
チラシ・ビラ配

り
イベントスタッ

フ
遊園地・球場 風俗関係

18-19歳 9.0 10.8 36.9 6.3 4.5 0.0 1.8
20-24歳 10.4 12.7 21.0 3.4 3.4 0.4 4.1
25-29歳 19.9 12.7 19.9 4.7 6.2 8.7 4.1
18-19歳 2.3 18.2 1.1 6.8 3.4 0.0 3.4
20-24歳 2.0 2.8 3.1 7.3 9.5 2.0 2.8
25-29歳 6.3 2.7 1.8 4.3 9.1 0.8 0.3

清掃・ビルメン 土木・建設現場 製造・組立 事　務 塾・予備校講師

18-19歳 2.7 26.1 7.2 0.9 0.0
20-24歳 16.3 14.7 8.4 1.6 0.5
25-29歳 22.2 27.7 12.1 7.1 2.2
18-19歳 4.5 1.1 2.3 5.7 1.1
20-24歳 2.0 2.8 5.6 18.2 1.1
25-29歳 1.8 0.6 0.8 34.1 0.9

女性

男性

女性

男性

女性

男性

 
 

図表２－19 フリーター職種（学歴） 

ファーストフー
ドの店員やウエ

イトレス

コンビニやスー
パーの店員

ガソリンスタン
ド店員

雑貨小物屋・本
屋等の店員

お弁当・総菜
屋・パン屋等の

店員

ゲーセン・カラ
オケ

アパレル・洋服
販売

計 25.4 34.0 12.9 6.0 6.0 9.3 2.8
高卒以下 27.5 37.6 14.6 4.9 5.9 9.1 3.1
高卒超 22.4 29.0 10.5 7.6 6.2 9.5 2.4
計 40.8 30.7 3.6 13.7 12.7 6.4 6.8
高卒以下 49.4 36.5 6.0 10.8 16.9 9.2 5.2
高卒超 32.1 24.9 1.2 16.5 8.4 3.6 8.4

調理・コック 皿洗い・洗い場 出前・配達
チラシ・ビラ配

り
イベントスタッ

フ
遊園地・球場 風俗関係

計 16.3 9.7 17.1 6.6 8.9 2.0 2.4
高卒以下 17.4 11.8 19.5 7.7 9.4 2.1 2.8
高卒超 14.8 6.7 13.8 5.2 8.1 1.9 1.9
計 7.4 4.8 1.0 10.6 11.8 3.2 2.6
高卒以下 8.4 5.6 1.6 14.5 10.8 2.4 4.4
高卒超 6.4 4.0 0.4 6.8 12.9 4.0 0.8

清掃・ビルメン
テナンス

土木・建設現場 製造・組立 事　務 塾・予備校教師 その他 Ｎ

計 9.3 16.1 6.6 7.2 2.4 12.5 497
高卒以下 11.8 19.2 8.0 5.6 1.4 10.5 287
高卒超 5.7 11.9 4.8 9.5 3.8 15.2 210
計 1.6 1.0 4.8 22.5 1.6 14.1 498
高卒以下 2.4 1.2 4.8 18.1 0.4 10.8 249
高卒超 0.8 0.8 4.8 26.9 2.8 17.3 249

男性

女性

女性

男性

女性

男性
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 学歴別にみると、差が大きいのはファーストフードの店員やウエイトレス、コンビニやス

ーパーの店員、男性では土木・建設現場では高卒以下の若者の割合が高く、女性では事務で

高卒超の割合が高くなる。 
 続いて、フリーター経験の評価について検討した。第１回調査と比較してみると、ほとん

ど変化は見られなかった。 
 

図表２－20 フリーター経験評価（年齢別） 

 
やりたい仕事 
に直接役立つ 
能力が身につ 

いた 

急に日数を減
らされたり、
来なくていい
といわれて

困った

アルバイト先
がなかなか見
つからなくて

困った

やりたい仕事
に就くための
人脈やチャン

スを得た

人間関係に関 
する能力（人 
とうまく話せ 
る等）が身に 

ついた

やりたい仕事 
がはっきりし 

た 
将来に不安を

感じた

計 20.8 5.6 10.6 14.4 41.9 15.6 34.9
18 - 19 歳 16.7 3.8 15.4 9.0 32.1 5.1 20.5
20 - 24 歳 17.9 4.8 11.6 14.0 44.0 15.5 33.3
25 - 29 歳 25.2 7.0 7.9 16.8 43.5 19.6 41.6
計 17.6 9.0 13.0 11.8 41.9 17.2 31.1
18 - 19 歳 11.4 8.9 13.9 10.1 41.8 16.5 25.3
20 - 24 歳 17.6 11.2 16.5 12.2 47.9 17.0 40.4
25 - 29 歳 19.8 7.3 9.9 12.1 37.1 17.7 25.4

いろいろな経 
験をすること 

ができた 
社会的に認め
られていない

と思った

生活が不安定
だった

自由な時間が
持てた

正社員に比べ 
て収入が少な 

かった
無回答 N

計 54.9 16.6 28.9 42.9 31.9 0.6 499
18 - 19 歳 43.6 11.5 17.9 29.5 24.4 2.6 78
20 - 24 歳 55.1 14.0 26.6 41.5 31.9 0.5 207
25 - 29 歳 58.9 21.0 35.0 49.1 34.6 0.0 214
計 59.7 14.6 20.0 51.1 31.3 0.6 499
18 - 19 歳 55.7 6.3 10.1 34.2 21.5 1.3 79
20 - 24 歳 61.7 16.5 23.9 55.3 32.4 0.0 188
25 - 29 歳 59.5 15.9 20.3 53.4 33.6 0.9 232

女性 

男性 

女性 

男性 

 
続いて、年齢別にフリーター経験評価について検討した。 
男性では、「やりたい仕事に直接役立つ能力が身についた」「やりたい仕事につくための人

脈やチャンスを得た」「人間関係に関する能力が身についた」「いろいろな経験をすることが

できた」「自由な時間を持てた」などのプラス面は年齢が上がると上昇している。 
「将来に不安を感じた」「社会的に認められていないと思った」「生活が不安定だった」な

どのマイナス面については、年齢があがると高くなる。しかし「アルバイト先がなかなか見

つからなくて困った」については、年齢が上がると低くなる。 
女性については、「やりたい仕事に直接役立つ能力が身についた」は年齢が上がると上昇

している。「人間関係に関する能力が身についた」「自由な時間を持てた」については 20 代

前半で高くなるが、「将来に不安を感じた」も 20 代前半で高くなっている。「社会的に認め

られていないと思った」「生活が不安定だった」は、10 代と 20 代では大きな差が見られる。 
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図表２－21 フリーター経験評価（学歴） 

やりたい仕事
に直接役立つ
能力が身につ

いた

急に日数を減
らされたり、
来なくていい
といわれて
困った

アルバイト先
がなかなか見
つからなくて

困った

やりたい仕事
に就くための
人脈やチャン
スを得た

人間関係に関
する能力（人
とうまく話せ
る等）が身に

ついた

やりたい仕事
がはっきりし

た

将来に不安を
感じた

合計 20.8 5.6 10.6 14.4 41.9 15.6 34.9
高卒以下 23.0 6.6 9.3 17.3 43.8 17.7 32.7
高卒超 18.4 3.5 9.5 12.9 42.3 14.9 37.3
該当者なし・わからない 21.4 8.6 17.1 10.0 34.3 11.4 34.3
無回答 0.0 0.0 50.0 0.0 50.0 0.0 50.0
合計 17.6 9.0 13.0 11.8 41.9 17.2 31.1
高卒以下 18.8 10.6 14.9 10.1 40.9 17.8 32.7
高卒超 17.1 9.4 10.6 13.5 44.1 17.6 28.6
該当者なし・わからない 15.6 0.0 17.8 11.1 33.3 13.3 37.8
無回答 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

いろいろな経
験をすること
ができた

社会的に認め
られていない
と思った

生活が不安定
だった

自由な時間が
持てた

正社員に比べ
て収入が少な

かった
無回答 N

合計 54.9 16.6 28.9 42.9 31.9 0.6 499
高卒以下 62.8 16.8 28.8 44.2 31.4 0.9 226
高卒超 48.3 17.9 28.9 43.8 32.3 0.5 201
該当者なし・わからない 50.0 11.4 30.0 37.1 32.9 0.0 70
無回答 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2
合計 59.7 14.6 20.0 51.1 31.3 0.6 499
高卒以下 56.7 14.9 24.5 51.9 38.5 1.0 208
高卒超 62.9 14.7 16.3 51.4 26.5 0.4 245
該当者なし・わからない 57.8 13.3 20.0 46.7 24.4 0.0 45
無回答 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1

女性

男性

女性

男性

 
 
学歴別に見ると、高卒超学歴は「やりたい仕事に直接役立つ能力が身についた」「やりた

い仕事がはっきりした」「自由な時間を持てた」と評価するが、「将来に不安を感じた」「社会

的に認められていないと思った」「生活が不安定だった」というマイナス面も強く感じている。

高卒以下学歴では男性で「いろいろな経験をすることができた」という割合が高く、女性で

は「正社員に比べて収入が少なかった」が高くなっている。 
 
父学歴・母学歴についてはあまり差が見られなかったので、経済的豊かさについて検討し

た。 
図表２－22 フリーター経験評価（経済的豊かさ） 

やりたい仕事
に直接役立つ
能力が身につ

いた

急に日数を減
らされたり、
来なくていい
といわれて
困った

アルバイト先
がなかなか見
つからなくて

困った

やりたい仕事
に就くための
人脈やチャン

スを得た

人間関係に関
する能力（人
とうまく話せ
る等）が身に

ついた

やりたい仕事
がはっきりし

た

将来に不安を
感じた

計 20.8 5.6 10.6 14.4 41.9 15.6 34.9
豊か 21.8 4.7 6.2 15.5 46.6 18.7 38.9
豊かでない 20.7 7.1 14.9 14.1 39.4 11.6 34.4
該当者なし・わからない 18.5 3.1 7.7 12.3 36.9 21.5 24.6
計 17.6 9.0 13.0 11.8 41.9 17.2 31.1
豊か 16.4 8.7 7.3 13.2 36.5 15.1 27.9
豊かでない 17.9 9.4 18.9 10.4 46.7 18.4 32.5
該当者なし・わからない 20.6 8.8 13.2 11.8 44.1 20.6 36.8

いろいろな経
験をすること
ができた

社会的に認め
られていない
と思った

生活が不安定
だった

自由な時間が
持てた

正社員に比べ
て収入が少な

かった
無回答 Ｎ

計 54.9 16.6 28.9 42.9 31.9 0.6 499
豊か 50.8 21.2 30.6 43.5 34.2 1.0 193
豊かでない 57.7 14.5 30.7 43.6 30.7 0.4 241
該当者なし・わからない 56.9 10.8 16.9 38.5 29.2 0.0 65
計 59.7 14.6 20.0 51.1 31.3 0.6 499
豊か 60.7 14.2 18.3 50.7 29.2 0.5 219
豊かでない 58.5 14.6 22.6 50.9 33.0 0.9 212
該当者なし・わからない 60.3 16.2 17.6 52.9 32.4 0.0 68

女性

男性

女性

男性
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「アルバイト先がなかなかみつからなくて困った」という割合が、男女とも豊かでない層

で高い。これはアルバイト先を見つけなくてはいけないというプレッシャーが豊かでない層

で特に高いため、こうした評価が多くなっていると推測される。また「人間関係に関する能

力が身についた」が男性では豊かな層で、女性では豊かでない層で高い。「社会的に認められ

ていないと思った」割合が特に男性の豊かな層で高かった。 
以上から、2001 年と 2006 年を比較すると、フリーター期間が長い者の割合が増加し、フ

リーター職種も広がりを見せていた。しかしフリーター経験者のフリーター経験に対する評

価は変化しなかった。 
 
５．まとめ 

 本章では、フリーター経験率とフリーター理由、フリーター３類型、フリーター経験評価

について、2001 年からの変化に留意しながら分析した。 
 ①東京都の 18-29 歳層においては、2001 年の約 36％から 2006 年にはおよそ半数がフリ

ーターを経験するようになった。特に 10 代では男女とも７割を超え、高卒以下学歴で

は男性で６割、女性で７割を超えている。 
 ②フリーター理由を 2001 年と 2006 年で比較すると、「仕事以外にしたいことがあるから」

「つきたい仕事のための勉強、準備、修行期間として」「なんとなく」が増加した。「自

分に合う仕事をみつけるため」「学費稼ぎなど、生活のため一時的に働く必要があった

から」「自由な働き方をしたかったから」については減少した。年齢・学歴・家庭の経

済的豊かさによって、フリーター理由は異なっていたが、特に経済的な豊かさについて

は、男女とも豊かでない層で「仕事以外にしたいことがあるから」が高く、豊かな層で

「つきたい仕事のための勉強、準備、修行期間として」の割合が高い。また女性では「学

費稼ぎなど、生活のため一時的に働く必要があったから」「家庭の事情で」を上げる割

合が豊かでない層で高く、家庭の経済的状況が特に女性を直撃している。 
③フリーター３類型について検討したところ、2001 年に比べて夢追求型が増加し、やむを

得ず型は減少した。特に夢追求型は年齢が高い層で増加した。10 代後半層の女性ではや

むを得ず型が増加し、男性ではモラトリアム型が増加した。フリーター３類型について

は、年齢ではなく、世代からも解釈できると考えられるが、かつて年齢があがると減少

していた夢追求型は、年齢があがっても減少しなくなった。また生家が経済的に豊かで

ないと、やむを得ず型が多いという傾向が強まった。 
④フリーター期間について検討したところ、３年以上フリーター経験がある者が４分の１

を占め、年齢別に見ると、男性の 20 代後半層では 37.9％が、女性では 35.1％が３年以

上のフリーター経験があった。また半年以内の割合は減少した。学歴別には、男性では

あまり差は見られないが、女性では学歴が低いとフリーター期間が長い。 
 ⑤年齢によって経験職種は変化しており、18-19 歳層は男女とも店員やウエイトレスを経



－ 75 － 

験した割合は、男性が７割、女性は８割を占めるが、20 代後半層になるとその割合は下

がり、かわりに男性は土木・建設現場、女性は事務や雑貨小物屋・本屋等の店員が増加

する。学歴別にみると男性では土木・建設現場では高卒以下の若者の割合が高く、女性

では事務で高卒超の割合が高くなる。 
 ⑥フリーター経験の評価についての変化は見られず、「いろいろな経験をすることができ

た」「自由な時間を持てた」「人間関係に関する能力が身についた」が上位を占め、「や

りたい仕事に直接役立つ能力が身についた」「やりたい仕事に就くための人脈やチャン

スを得た」「やりたい仕事がはっきりした」などは低い水準でとどまっている。 
  この点については５年間で変化はなく、フリーター経験の評価は、この５年間であまり

変化はなかったことがうかがえる。 
ただし詳しく見てみると、「アルバイト先がなかなかみつからなくて困った」という

割合が男女とも豊かでない層で高く、「人間関係に関する能力が身についた」が男性で

は豊かな層で、女性では豊かでない層で高い。また「社会的に認められていないと思っ

た」割合が特に男性の豊かな層で高かった。経済的豊かさは、フリーター経験の評価を

左右している。 
 

大都市の若者においては、この５年間でフリーター経験は一般化したが、特に若い低学歴

層においては、フリーターを経験しない方が珍しくなった。これほどまでにフリーター経験

が一般化すると、かつてのフリーター経験と今日のフリーター経験は同じではありえないこ

とが予想される。かつてのフリーターは「選択」の様相を見せていたが（実際はそうでなく

とも）、今日、高校以降の進学をしない若者にとって、フリーターになることは「選択」の結

果ではなくなっている。本調査だけではうかがい知ることはできないが、フリーターの分析

にあたっては、こうした変化にも留意することが必要である。 
直近の１、２年を除くと、この５年間労働市場の状況はよいとは言えなかった。フリータ

ー３類型については、2001 年調査では年齢が上がると夢追求型は減少していたが、2006 年

調査では年齢を問わず一定数を占めるようになった。この点についての解釈は難しいが、仮

説としては、第１章で見たように、正社員の労働条件が悪化し、特に長時間労働になったこ

とから、仕事に中心の正社員と、仕事以外にも力を注げるフリーターとの二者択一を迫られ

るようになったということなのだろうか。他方で、生家の経済的豊かさがフリーター３類型

の分布に影響を及ぼすようになっており、豊かでない層でやむを得ず型が多く分布するよう

になった。 
また経験職種については年齢と世代を区別するのは難しいが、年齢から検討すると、若い

ときはサービス・販売職が中心であるが、年齢を経ると異なる仕事に変化していた。日本労

働研究機構が 1999 年にインタビュー調査を行なった際には、フリーターは若くないと仕事

が見つからないとの意見が見られたが、フリーターの需要が高まっている今日においては、
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年齢が 20 代後半になっても仕事はある。これは「アルバイト先がなかなか見つからなくて

困った」という割合は、年齢があがると減少していることからも確認できる。しかし年齢が

あがってもフリーターとしての仕事に困らないという状況は、フリーターから離脱しようと

する志向を弱めるように働くことも予想される（次章参照）。 
同様に、フリーター期間が半年以内という、短期のフリーター経験者は少なくなり、長期

化したフリーターが増加しているということは、フリーター期間が長期化すると離脱が難し

くなるという前回調査の知見と照らし合わせると、次章で検討するフリーターから正社員へ

の離脱を困難化させることが予想される。 
こうしたフリーター経験の一般化、フリーター理由、フリーターとしての職種、フリータ

ー期間についての変化が、フリーターから正社員への離脱に大きな影響をもたらしている点

については、次章で検討される。 
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第３章 フリーターから正社員への離脱 

 
１．はじめに 

本章ではフリーターから正社員への離脱について検討する。 
第１回調査においては特にフリーターに焦点を当てて調査を行なったため、本調査（第２

回調査）と比較が可能である。本章では、フリーター経験がある者 998 名を対象に、年齢、

本人学歴、家庭的背景、フリーター３類型（前章参照）を中心に分析する。なお本章ではフ

リーターから正社員になろうとすることを離脱行動と呼ぶ。 
 
２．正社員になろうとした経験（離脱行動）の有無 

 本節ではフリーターから正社員への離脱行動について分析する。 
 第１回調査では、正社員になろうとした割合は男性で 74％、女性で 53％と性別で大きな

差が見られた。第２回調査で正社員になろうとした割合をみると（図表３－１）、男性で

50.5％、女性では 36.3％であり、この５年でフリーターが正社員になろうとした割合は男女

問わず大きく低下したことがわかる。 
 年齢についてみると、年齢が高いほど正社員になろうと試みる割合が男女共に高くなる。

参考までに 2001 年調査と比較してみると、2006 年の 20 代後半の比率と、2001 年の 20 代

前半の比率は同程度の水準となっていることが読み取れる。 
 

図表３－１ フリーターから正社員への離脱行動 

  2001年：正社員 
になろうとした 

ことがある 

2006年：正社員
になろうとした

ことがある 
計 74 50.5
18 - 19 歳 38 16.7
20 - 24 歳 64 45.9
25 - 29 歳 86 67.3
高卒以下 75 45.5
高卒超 77 57.6
計 53 36.3
18 - 19 歳 30 15.2
20 - 24 歳 41 34.0
25 - 29 歳 63 45.3
高卒以下 51 29.3
高卒超 58 43.4

男性 

女性 

 
-注：2001 年については在学中やその他、不明を省略。 

ウエイトバックしているため小数点以下は示していない。 
2006 年については学歴その他を省略。 

 
学歴との関連を見ると、第１回調査では、学歴別には男性ではそれほど差が見られなかっ

た（男性高卒以下：73.7％、高卒超 73.6％）が、女性ではおおむね学歴が高いほど正社員に
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なろうとした割合が高い（女性高卒以下 50.5％、高卒超 60.4％）傾向が見られた。 
第２回調査では、本人学歴別（高卒以下、高卒以上）に見ると、男性高卒以下が 45.5％、

男性高卒超 57.6％、女性は高卒以下 29.3％、高卒超は 43.4％であり、男性においても女性

においても、本人学歴が高いほど正社員になろうとした割合が高い傾向が見られた。 
 

図表３－２ フリーターから正社員への離脱行動 

正社員に
なろうと

した

正社員にな
ろうとして

いない
無回答 Ｎ

計 50.5 49.5 0.0 499
高卒以下 45.5 54.5 0.0 288
高卒超 57.6 42.4 0.0 210
その他 0.0 100.0 0.0 1
計 36.3 63.3 0.4 499
高卒以下 29.3 70.7 0.0 249
高卒超 43.4 55.8 0.8 249
その他 0.0 100.0 0.0 1

女性

男性

 
                          
 フリーター期間との関連を見ると、男性については有意な差がなかった。女性では６ヶ月

以内だと半数が正社員になろうとしているが、３年を超えるフリーター期間だと 31.2％に下

がる。 
 

図表３－３ フリーターから正社員への離脱行動（フリーター期間） 

正社員に
なろうと
したこと
がある

正社員に
なろうと
したこと
はない

無回答 計 N

男性 6ヶ月以内 50.0 50.0 100.0 64
7ヶ月から1年 42.0 58.0 100.0 100
1年から2年 53.8 46.2 100.0 130
2年から3年 49.4 50.6 100.0 89
3年超 54.8 45.2 100.0 115
計 50.4 49.6 100.0 498

女性 6ヶ月以内 53.4 44.8 1.7 100.0 58
7ヶ月から1年 28.8 70.3 0.8 100.0 118
1年から2年 38.2 61.8 0.0 100.0 110
2年から3年 39.1 60.9 0.0 100.0 87
3年超 31.2 68.8 0.0 100.0 125
計 36.1 63.5 0.4 100.0 498  

 
 続いて３類型との関連を検討した。 
 フリーター３類型との関連を検討すると、夢追求型で離脱しようとする割合が低くなって

いる。夢追求型の離脱行動割合が低いという知見は、2001 年調査と共通しており、夢追求型

が増加したことが、離脱行動の減少を招いている部分もあると解釈できる。 
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図表３－４ フリーター３類型と離脱行動 
正社員にな
ろうとした
ことがある

正社員にな
ろうとした
ことはない

無回答 計 N

男性 夢追求型 41.7 58.3 100.0 120
モラトリアム型 50.5 49.5 100.0 202
やむを得ず型 56.7 43.3 100.0 134
計 50.0 50.0 100.0 456

女性 夢追求型 27.0 73.0 0.0 100.0 100
モラトリアム型 33.5 66.5 0.0 100.0 194
やむを得ず型 43.9 55.4 0.7 100.0 148
計 35.5 64.3 0.2 100.0 442  

 
 なお第１回調査では、経済的豊かさと離脱行動との関連は見られなかったが、第２回調査

についても同様であった。また親学歴については、第１回調査では差が見られたが、第２回

調査ではほとんどみられなくなった1。 
 

それでは、年齢・学歴・フリーター期間・フリーター類型以外で、離脱行動の有無を分け

るものは何だろうか。本分析では、過去のフリーター経験を含めているため、フリーター当

時の将来展望について確かめることはできないが、第１章で検討されたように、現在フリー

ターでも、３年後には正社員や自営などを希望している割合は高い。 
また現在について、今の仕事や働き方、これからの生き方や働き方についての悩みと離脱

行動の関連を検討すると、正社員になろうとしたことがある者で悩みがあると回答する割合

が高くなっている。フリーターから正社員へ離脱しようとした者は、その成功の可否に関わ

らず、「今の仕事や働き方」ないしは「これからの生き方や働き方」に現在疑問を感じている

割合が高いわけだが、正社員になろうとしたことがない者も、悩みがあると回答する割合は

半数を超えており、けっして低くはない。 
 
 
 
 
 
 

                                                 
1 報告書に掲載されていないため、参考までに、2001 年の結果を掲載しておく。 
 

図表 2001 年調査：離脱行動割合 
 父学歴 母学歴

男性 高卒以下 79 75
高卒超 67 65

女性 高卒以下 60 57
高卒超 50 55  
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図表３－５ 離脱行動と「今の仕事や働き方」「これからの生き方や働き方」についての悩み 

 今の自分の仕事や
働き方について

これからの生き方
や働き方について

悩みがある 悩みがある

正社員になろうとした
ことがある

65.9 75.8

正社員になろうとした
ことはない

50.2 59.1

合計 58.1 67.5
正社員になろうとした
ことがある

75.1 87.3

正社員になろうとした
ことはない

57.9 70.6

合計 64.1 76.8

女性

男性

 

 
 では悩みがある場合の相談相手は異なるのだろうか。差が見られる項目に着目すると、職

場やバイト先の上司、友人・同僚、または恋人・配偶者、男性では親・保護者の数値が高い

と正社員になろうとしており、女性では学校で知り合った友人や趣味を共にする友人で高い

と正社員へなろうとしていない。こうした傾向は、将来の働き方や生き方についての相談相

手でも確認できる。 
 したがって、現在は離脱行動を起こしていない者でも、いずれは正社員になろうと考えて

いる（いた）ことから、具体的な離脱行動に結びつくような働きかけが求められる。職場や

バイト先でのソーシャル・ネットワークが、フリーターから正社員への離脱行動を促すので

あれば、フリーターを雇う際には相談機能もあわせて設置することを求めていくことも検討

されてよい。ソーシャル・ネットワークについては、第４章で詳しく検討される。 
  

図表３－６ 離脱行動と今の仕事や働き方について悩みがある場合の相談相手 

親
・
保
護
者

兄
弟
姉
妹

職
場
や
バ
イ
ト
先
の

上
司

職
場
や
バ
イ
ト
先
の

友
人
・
同
僚

学
校
で
知
り
合
っ
た

友
人

学
校
の
先
生
・
職
員

・
相
談
員

趣
味
を
と
も
に
す
る

友
人

恋
人
・
配
偶
者

カ
ウ
ン
セ
ラ
ー

等
の

専
門
家
や
公
的
な

支
援
機
関

そ
の
他

誰
も
い
な
い

N

正社員になろうと
した

38.6 15.7 30.1 41.0 30.1 0.0 27.1 27.7 1.2 3.6 3.0 166

正社員になろうと
していない

31.5 16.1 18.5 33.1 28.2 2.4 27.4 17.7 0.8 4.8 7.3 124

正社員になろうと
した

47.1 22.1 21.3 44.9 31.6 1.5 25.7 47.1 1.5 8.1 2.9 136

正社員になろうと
していない

45.9 20.2 16.4 39.3 36.1 2.2 29.0 37.7 1.6 4.9 3.3 183
女性

男性
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図表３－７ 離脱行動と将来の働き方や生き方についての相談相手 

親
・
保
護
者

兄
弟
姉
妹

職
場
や
バ
イ
ト
先
の

上
司

職
場
や
バ
イ
ト
先
の

友
人
・
同
僚

学
校
で
知
り
合
っ

た

友
人

学
校
の
先
生
・
職
員

・
相
談
員

趣
味
を
と
も
に
す
る

友
人

恋
人
・
配
偶
者

カ
ウ
ン
セ
ラ
ー

等
の

専
門
家
や
公
的
な

支
援
機
関

そ
の
他

誰
も
い
な
い

N

正社員になろうと
した

54.4 10.4 12.6 18.1 14.3 0.0 15.4 29.7 6.6 3.8 3.0 182

正社員になろうと
していない

57.4 12.5 5.9 11.0 14.0 0.7 21.3 14.0 2.9 10.3 7.3 136

正社員になろうと
した

58.0 16.7 4.3 14.5 20.3 0.7 9.4 41.3 5.1 4.3 0.7 138

正社員になろうと
していない

62.1 13.2 2.3 11.9 12.3 0.5 16.0 38.4 3.7 4.1 0.5 219
女性

男性

 

 
３．フリーターから正社員になるには 

 ではフリーターから正社員になろうとした理由は何だろうか。またその際の相談相手や悩

んだことはどのようなものだろうか。 
 正社員になろうとした理由については、前回調査と比較できる項目と今回追加した項目が

ある。 
 「安定した仕事につきたいと思ったから」（追加項目 60.2％）、「正社員のほうがトクだと

思ったから」（第１回 54％→第２回 31.7％）、「年齢的に落ち着いたほうがよいと思ったから」

（第１回調査 41％→第２回調査 22.2％）であり、項目が異なっているため単純な比較はで

きないが、「やりたいことが見つかったから」（19％→20.3％）というよりも、フリーターが

不安定である、ないしは損だという理由で、正社員になろうとする割合が高いことは変わら

ない。また直接比較できる項目の大きな変化は、「年齢的に落ち着いたほうがよいと思ったか

ら」という項目で起こっている。 
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図表３－８ フリーターから正社員になりたいと思った理由 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

夢に見切りをつけたから

結婚した、しようと思ったから

まわりの友達が就職しはじめたから

スキルを身につけたいと思ったから

やりたいことが見つかったから

年齢的に落ち着いたほうがいいと思ったから

正社員のほうがトクだと思ったから

安定した仕事につきたいと思ったから

2001

2006

 
 続いて年齢との関連を見ると（図表３－９）、男性では 20 代後半で、「年齢的に落ち着い

たほうがいいと思ったから」「夢に見切りをつけたから」や、「結婚した、しようと思ったか

ら」「正社員のほうがトクだと思ったから」を理由として挙げる割合が高くなる。女性も 20
代後半になると「年齢的に落ち着いたほうがいいと思ったから」「スキルを身につけたいとお

もったから」「正社員のほうがトクだと思ったから」を理由として挙げる割合が高い。 
 

図表３－９ 年齢とフリーター離脱行動のきっかけ 

 
やりた 
いこと 
が見つ 
かった 
から 

安定し 
た仕事 
につき 
たいと 
思った 
から 

夢に見
切りを
つけた
から

年齢的
に落ち
着いた
ほうが
いいと
思った
から

スキル
を身に
つけた
いと

思った
から

結婚し
た、し
ようと
思った
から

まわり
の友達
が就職
しはじ
めたか

ら

正社員 
のほう 
がトク 
だと 

思った 
から 

その他 N

男性 18 - 19 歳 21.4 57.1 0.0 14.3 14.3 0.0 7.1 35.7 0.0 14
20 - 24 歳 23.5 67.6 4.9 16.7 13.7 9.8 8.8 25.5 5.9 102
25 - 29 歳 23.3 62.9 7.5 32.1 12.6 17.0 6.3 35.8 6.9 159

女性 18 - 19 歳 13.3 80.0 0.0 20.0 13.3 0.0 6.7 13.3 0.0 15
20 - 24 歳 26.0 72.6 2.7 19.2 16.4 1.4 15.1 50.7 5.5 73
25 - 29 歳 21.6 67.2 1.6 23.2 20.8 0.0 3.2 40.8 9.6 125  

 
図表３－10 本人学歴とフリーター離脱行動のきっかけ 

やりたいこ
とが見つ
かったから

安定した仕
事につきた
いと思った

から

夢に見切り
をつけたか

ら

年齢的に落
ち着いたほ
うがいいと
思ったから

スキルを身
につけたい
と思ったか

ら

結婚した、
しようと
思ったから

まわりの友
達が就職し
はじめたか

ら

正社員のほ
うがトクだ
と思ったか

ら

その他 N

男性 高卒以下 22.7 61.0 5.0 22.0 14.2 16.3 7.8 29.8 5.7 141
高卒超 23.9 67.9 7.5 29.1 11.9 10.4 6.7 34.3 6.7 134

女性 高卒以下 22.1 68.8 2.6 20.8 14.3 1.3 9.1 40.3 6.5 77
高卒超 22.8 70.6 1.5 22.1 21.3 0.0 6.6 43.4 8.1 136  
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 本人学歴との関連を見ると、「安定した仕事につきたいと思ったから」「正社員のほうがト

クだと思ったから」「年齢的に落ち着いたほうがいいと思ったから」は高卒超で多く、女性の

高卒超ではスキルを身に付けたいという希望も多い。男性高卒以下では結婚が挙げられてい

る。 
 
 父学歴、母学歴にはそれほど大きな差は見られなかったが、経済的豊かさとの関連を見る

と、「やりたいことが見つかったから」は男女とも豊かな層で高く、男性で豊かな層では結婚

や年齢を理由とする割合が高い。女性で豊かな層では「正社員のほうがトク」という理由が

多く、女性で豊かでない層では年齢やスキルを理由に挙げている。 
 

図表３－11 経済的豊かさとフリーター離脱行動のきっかけ 
 やりたい

ことが見
つかった
から 

安定した 
仕事につ 
きたいと 
思ったか 

ら 

夢に見切
りをつけ
たから

年齢的に
落ち着い
たほうが
いいと
思ったから

スキルを
身につけ
たいと
思ったか

ら

結婚し
た、しよ
うと思っ
たから

まわりの
友達が就
職しはじ
めたから

正社員の 
ほうがト 
クだと 
思ったか 

ら 
その他 N

男性 豊か 28.3 65.7 6.1 28.3 14.1 16.2 8.1 34.3 7.1 99
豊かでない 22.3 62.6 5.8 23.0 12.9 10.8 7.2 32.4 5.8 139
該当者な 
し･わからない 13.5 67.6 8.1 27.0 10.8 16.2 5.4 24.3 5.4 37

女性 豊か 23.7 66.7 1.1 15.1 15.1 0.0 8.6 51.6 8.6 93
豊かでない 21.5 69.9 1.1 28.0 20.4 1.1 6.5 37.6 5.4 93
該当者な 
し･わからない 22.2 81.5 7.4 22.2 25.9 0.0 7.4 25.9 11.1 27  

 
なおフリーター３類型については、夢追求型で「夢に見切りをつけたから」がやや多いも

のの、３つの類型にはあまり差が見られなかった。 
 

図表３－12 フリーター３類型とフリーター離脱行動のきっかけ 

 
やりたい 
ことが見 
つかった 

から 

安定した 
仕事につ 
きたいと 
思ったか 

ら 

夢に見切
りをつけ
たから

年齢的に
落ち着い
たほうが
いいと

思ったか
ら

スキルを
身につけ
たいと
思ったか

ら

結婚し
た、しよ
うと思っ
たから

まわりの
友達が就
職しはじ
めたから

正社員の 
ほうがト 
クだと 

思ったか 
ら 

その他 N

夢追求型 19.5 68.8 10.4 27.3 16.9 11.7 5.2 36.4 3.9 77
モラトリアム型 22.2 65.9 1.8 25.1 14.4 10.2 9.0 38.9 4.2 167
やむを得ず型 22.3 69.1 4.3 28.8 15.8 7.2 9.4 33.1 7.2 139

 
 フリーターから正社員になろうとした際に悩んだことについて自由記述を見てみると、以

下のようなタイプが見出される。 
 
 ①学歴・資格・スキルがないことによる悩み 

学歴が低いと、資格などを取得していてもやとってくれない。（男性 22 歳）                               

  まともに学校に出ていればこんな苦労をしなくてもすんだのに…と思った事がある。（男性 27

歳） 
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   採用時期が限定されていて申込ずらい。実際業務に必要ないスキルや経歴を求めている理由が理

解できない。正社員の門はかなり狭い。（女性 28 歳・派遣も経験） 

                                                                                       

②正社員は自由や時間が拘束されるのではないかという悩み                                        
 アルバイトの時よりも時間が束縛される。責任がかかる。（男性 22 歳）                                     

 正社員になった方が安定はするだろうけど、かなり労働時間が長いこと（男性 26 歳） 

 
③正社員の仕事をこなせるか・何が向いているかわからないという悩み 

正社員にはなりたいが、何をしていいのか分からなかった。自分には何ができるか分からなかった。

（男性 27 歳）                                                                                         

 
４．フリーター離脱者の割合 

 それでは正社員になることを試みた者のうち、どのくらいが正社員になれたのだろうか。 
 第１回の調査では、フリーターから正社員への離脱率は男性で 75％、女子で 47％であっ

た。学歴別には、男性高卒以下が 73％、高卒超が 76％とほとんど違いはなかったが、女性

高卒以下が 55％、女性高卒超が 38％と、女性では学歴が低いほうが離脱率は高くなってい

た。 
 しかし第２回調査では、フリーターから正社員への離脱率は男性で 58.7％、女性で 53.6％
と男女間の差が縮まった。 
 本人学歴を見ると、男性ではほとんど学歴別の差は見られないが、女性では高卒以下が

38.4％、高卒超が 63.9％と差が大きく、女性において学歴が高いと離脱しやすい傾向が強ま

っている。高卒者は新規学卒時にも正社員になれる確率は下がっているわけだが、中途採用

においても正社員になれる機会が減っていることがうかがえる。 
 

図表３－13 正社員への離脱成功率（学歴） 

正社員に
なった

正社員に
はなって
いない

無回答 Ｎ

計 58.7 40.5 0.8 252
高卒以下 57.3 42.0 0.8 131
高卒超 60.3 38.8 0.8 121
計 53.6 45.9 0.6 181
高卒以下 38.4 60.3 1.4 73
高卒超 63.9 36.1 0.0 108

女性

男性

 

 
 年齢との関連を見ると、男性でも女性でも年齢が高いほうが正社員への離脱率が高い。 
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図表３－14 正社員への離脱率（年齢） 

正社員に
なった

正社員に
はなって
いない

無回答 Ｎ

計 58.7 40.5 0.8 252
18 - 19 歳 7.7 92.3 0.0 13
20 - 24 歳 50.5 47.4 2.1 95
25 - 29 歳 68.8 31.3 0.0 144
計 53.6 45.9 0.6 181
18 - 19 歳 8.3 91.7 0.0 12
20 - 24 歳 45.3 53.1 1.6 64
25 - 29 歳 63.8 36.2 0.0 105

男性 

女性 
 

 
 フリーター期間と離脱の関連を見ると、男女共に差が見られた。男性ではフリーター期間

が半年以内だと６割、女性だと７割が離脱できているが、３年超だと男性で半数、女性では

３割であり、フリーター期間が長いと離脱が難しくなる傾向が見られる。 
 

図表３－15 フリーター期間と離脱成否 
正社員に
なった

正社員には
なっていない

無回答 計 N

男性 6ヶ月以内 62.5 37.5 0.0 100.0 32
7ヶ月から1年 47.6 52.4 0.0 100.0 42
1年から2年 68.6 31.4 0.0 100.0 70
2年から3年 66.7 33.3 0.0 100.0 45
3年超 48.4 50.0 1.6 100.0 62
無回答 0.0 0.0 100.0 100.0 1
計 58.7 40.5 0.8 100.0 252

女性 6ヶ月以内 77.4 22.6 0.0 100.0 31
7ヶ月から1年 61.8 35.3 2.9 100.0 34
1年から2年 54.8 45.2 0.0 100.0 42
2年から3年 47.1 52.9 0.0 100.0 34
3年超 30.8 69.2 0.0 100.0 39
無回答 100.0 0.0 0.0 100.0 1
計 53.6 45.9 0.6 100.0 181  

 
 家庭的背景をみると、男性の場合、父学歴が高卒以下だと 67.2％、高卒超だと 52.0％と、

学歴が低いほうが離脱率は高くなっている。女性では高卒以下が 48.1％、高卒超では 58.9％
と逆転している。母学歴でも男性では母学歴が低い方が離脱率は高くなり、女性では母学歴

が高い方が離脱率は高くなる。両親学歴は性別によって異なる影響を与えている。 
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図表３－16 父学歴と離脱成否 

正社員に
なった

正社員には
なっていない

無回答 計 N

男性 高卒以下 67.2 32.8 0.0 100.0 116
高卒超 52.0 46.0 2.0 100.0 100
該当者なし・
わからない

51.4 48.6 0.0 100.0 35

無回答 0.0 100.0 0.0 100.0 1
計 58.7 40.5 0.8 100.0 252

女性 高卒以下 48.1 50.6 1.3 100.0 77
高卒超 58.9 41.1 0.0 100.0 90
該当者なし・
わからない

50.0 50.0 0.0 100.0 14

計 53.6 45.9 0.6 100.0 181  

 
図表３－17 母学歴と離脱成否 

正社員に
なった

正社員には
なっていない

無回答 計 N 

男性 高卒以下 66.9 33.1 0.0 100.0 148 
高卒超 45.9 51.4 2.7 100.0 74 
該当者なし・ 
わからない 50.0 50.0 0.0 100.0 30 
計 58.7 40.5 0.8 100.0 252 

女性 高卒以下 51.1 47.9 1.1 100.0 94 
高卒超 58.1 41.9 0.0 100.0 74 
該当者なし・ 
わからない 46.2 53.8 0.0 100.0 13 
計 53.6 45.9 0.6 100.0 181  

 
 生家の経済的豊かさについては、統計的には棄却されるものの、「豊か」な方が「豊かでな

い」方をやや上回っている。 
 

図表３－18 経済的豊かさと離脱成否 
 

正社員に

なった

正社員には

なっていない 
無回答 計 N 

男性 豊か 62.1 36.8 1.1 100.0 87 
豊かでない 55.0 44.2 0.8 100.0 129 
該当者なし・ 
わからない 63.9 36.1 0.0 100.0 36 

計 58.7 40.5 0.8 100.0 252 
女性 豊か 60.5 38.2 1.3 100.0 76 

豊かでない 47.5 52.5 0.0 100.0 80 
該当者なし・ 
わからない 52.0 48.0 0.0 100.0 25 

計 53.6 45.9 0.6 100.0 181  
 
 以上から家庭的背景と離脱率については、男性において親学歴が低いほうがフリーターか

らの離脱率が高いが、女性では親学歴が高いと離脱率が高く、経済的に豊かであると離脱に

成功しやすいという、一貫しない傾向が見られた。 
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 次にフリーター３類型との関連を検討する。 
 男性において正社員になれるかどうかは、「モラトリアム型」「夢追求型」「やむを得ず型」、

女性は「モラトリアム型」「やむを得ず型」「夢追求型」の順になった。 
 2001 年の調査では、男女とも、「やむを得ず型」「モラトリアム型」「夢追求型」の順にな

っており、その傾向は変化した。また離脱行動と離脱成否では異なる結果になった。 
 

図表３－19 フリーター３類型と離脱成否 

正社員に
なった

正社員には
なっていない

無回答 合計 N

男性 夢追求型 56.0 42.0 2.0 100.0 50
モラトリアム型 63.7 35.3 1.0 100.0 102
やむを得ず型 51.3 48.7 0.0 100.0 76
計 57.9 41.2 0.9 100.0 228

女性 夢追求型 37.0 63.0 0.0 100.0 27
モラトリアム型 64.6 33.8 1.5 100.0 65
やむを得ず型 43.1 56.9 0.0 100.0 65
計 51.0 48.4 0.6 100.0 157  

 
 
５．どうやってフリーターから正社員へ離脱するか 

 次に、フリーターからどのように正社員になったのかについて、離脱成功者 245 名につい

て入職経路を検討した。サンプルが小さいため男女別の分析とはしていない（無回答は省略）。 
全体としては「インターネット・新聞」などのオープンな情報を使った割合が 31.4％、「親・

保護者・親戚・知人の紹介」26.7％、「パートや契約社員からの登用」が 20.8％、「公的機関

の（学校含む）紹介」が 17.4％となった。 
 

図表３－20 フリーターから正社員への採用経路 

 
公的機関の 

紹介
派遣会社・
民間・ NPO

親・保護
者・親戚・
知人の紹介

インター
ネット・新
聞など

パートや契
約社員から
の登用

その他・ 
無回答 Ｎ

計 17.4 3.4 26.7 31.4 20.8 0.4 236
18 - 20 歳 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 1
20 - 24 歳 14.9 1.4 29.7 31.1 21.6 1.4 74
25 - 29 歳 18.6 4.3 24.8 31.7 20.5 0.0 161
高卒以下 19.2 1.0 36.4 23.2 20.2 0.0 99
高卒超 16.1 5.1 19.7 37.2 21.2 0.7 137  

 
 
年齢・本人学歴・家庭的背景について検討してみると、本人学歴による差が見られた。高

卒以下だと「親・保護者・親戚・知人の紹介」が 36.4％と高く、高卒超だと「インターネッ

ト・新聞」などが 37.2％と３分の１を占め、本人学歴によって正社員になるルートが異なっ
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ていることが分かる。これらは先行研究と整合的である2。 
家庭的背景については、父学歴・母学歴・生家の経済的豊かさとも統計的に有意な差は見

られなかった。 
フリーターの離脱についての相談相手は、「親・保護者」が 53.8％、「学校で知り合った友

人」22.9％、「恋人・配偶者」が 22.2％と高い。 
 

図表３－21 フリーター離脱の際の相談相手 

 

親・保護
者

兄弟姉妹
職場やバ
イト先の
上司

職場やバ
イト先の
友人・同

僚

学校で知
り合った
友人

学校の
先生・
職員・
相談員

趣味をと
もにする
友人

恋人・配
偶者

カウン
セラー
等の専
門家や
公的な
支援機
関

その他
誰もいな

い
無回答

53.8 12.5 12.9 14.8 22.9 2.8 15.2 22.2 1.4 2.1 17.8 0.9  
 
 学歴別に見てみると、高卒以下では、「恋人・配偶者」を相談相手とする割合が高いと離脱

に成功しており、「学校で知り合った友人」「職場やバイト先の友人・同僚」「兄弟姉妹」「保

護者」で高いと離脱に失敗していた。 
 

                                                 
2 なお参考までに厚生労働省が実施した平成 16 年の「雇用状況調査」によれば、ハローワークの紹

介が４割弱を占めている。この調査は、正社員の割合が男性では半数、女性の４分の１となっている。

ただし公表データでは、就業形態別の経路は分からないので、これ以上の分析はできない。転職につ

いて調査研究を行なった渡辺（1991）は、ブルーカラーで人的つながりを利用した者が多いことを報

告しているが、本調査でも、離脱後の職種とクロスすると、各セルは少ないものの、生産工程・建設

の仕事や運輸･通信・保安の仕事で人的つながりを通じた経路の割合が高く、サービス・販売の仕事

で「パートや契約社員からの登用」の割合が高くなっており、職種によるリクルートの違いがあらわ

れていることがうかがえる。 
 

 
ハローワーク 

を通じて 
友人・知人・
親族を通じて

民間の就職
斡旋

就職情報誌・
インターネッ

トなど

学校、専門学
校、教育訓練
校などを通じ 

て 
その他

計 100.0 38.3 21.0 3.5 22.1 0.6 14.5 
19 歳以下 100.0 45.9 32.4 1.3 9.5 0.0 10.8 
20-24 歳 100.0 40.2 23.2 2.7 18.7 0.9 14.3 
25-29 歳 100.0 35.4 21.2 4.0 27.3 0.0 12.1 
30-34 歳 100.0 38.9 15.3 4.2 20.8 1.4 19.4 
計 100.0 38.4 14.5 2.5 27.6 3.2 13.8 
19 歳以下 100.0 39.7 21.8 1.3 24.3 0.0 12.8 
20-24 歳 100.0 37.4 16.5 2.2 26.4 3.3 14.3 
25-29 歳 100.0 30.3 16.7 3.0 33.3 3.0 13.6 
30-34 歳 100.0 49.4 8.6 2.5 22.2 3.7 13.6 

男 
性 

女 
性 

 
参考 雇用状況実態調査：性年齢階級別入職経路（平成 16 年）より筆者作成 
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図表３－22 正社員への離脱と相談相手（高卒以下） 
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 高卒超では、「保護者」「恋人・配偶者」を相談相手として選ぶ割合が高いと離脱に成功し

ており、「学校で知り合った友人」「趣味を共にする友人」で高いと離脱に失敗しているが、

それほど大きな差ではない。 
 

図表３－23 正社員への離脱と相談相手（高卒超） 
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続いて離脱成功者の離脱後の仕事について検討する。 
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職種については本人学歴によって異なり、男性高卒超では専門技術や販売・サービスの割

合が高くなり、高卒以下では生産工程・建設の仕事や運輸・通信・保安の仕事の割合が高く

なる。女性でも高卒超で専門技術の割合が高い。 
 

図表３－24 本人学歴と職種 

専門・技術
的な仕事

事務の仕
事

販売の仕
事

サービスの
仕事

生産工程・
建設の仕事

運輸・通信・
保安の仕事

その他 N

男性 高卒以下 25.3 1.3 12.0 14.7 20.0 20.0 6.7 75
高卒超 31.5 4.1 20.5 20.5 8.2 8.2 6.8 73
計 28.4 2.7 16.2 17.6 14.2 14.2 6.8 148

女性 高卒以下 21.4 17.9 28.6 0.0 10.7 3.6 17.9 28
高卒超 36.2 18.8 21.7 13.0 0.0 0.0 10.1 69
計 32.0 18.6 23.7 9.3 3.1 1.0 12.4 97  

 
家庭的背景については、父学歴・生家の経済的豊かさでは統計的な差がないが、母学歴で

は女性高卒超において、専門技術や販売・サービスの割合が高くなる。 
企業規模については、年齢・本人学歴・家庭的背景による違いは見られなかった。 

 
図表３－25 企業規模 

公務 1000人以上 300～999人 30～299人 無回答 N

男性 10.8 10.1 27.7 50.7 0.7 148

女性 14.4 9.3 35.1 40.2 1.0 97  

 
６．本章の要約と提言 

 本章ではフリーターから正社員への離脱について分析した。 
フリーターから正社員への離脱の全体像を示したのが、図表３－26 である。 

 
図表３－26 フリーターから正社員への離脱 

 

 離脱行動の有無 離脱成否 

男性58.7％（ 75 ％） 
女性53.6％（ 47 ％） 

男性 50.5 ％（73％)
女性 36.3 ％（53％） 男性40.5 ％ 

女性45.9 ％ 

男性 49.5％
女性 63.3％

フリーター 
経験者 

正社員になろうとした
ことがない

正社員になろうとした
ことがある

正社員になっ
ていない

正社員になっ
た

 
注：カッコ内は、2001 年調査の数値 
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①フリーターから正社員へ離脱を試みる割合は、この５年で男女問わず大きく低下した。 
 また正社員へ離脱を試みる割合として、本人学歴別にみると、第１回調査では女性にのみ

学歴の影響が見られたが、第２回調査では男女共に本人学歴が高いほど離脱を試みる割合

が高くなった。なお離脱行動に対する家庭的背景の影響は見られなかった。また女性につ

いては、フリーター期間が短いほど試みる割合は高かった。フリーター３類型との関連を

見ると、夢追求型で離脱しようとする割合が低くなっている。 
②正社員になろうとする理由については、「安定した仕事につきたいと思ったから」「正社員

のほうがトクだと思ったから」「年齢的に落ち着いたほうがよいと思ったから」が上位で

あることは変わらない。また直接比較できる項目の大きな変化は、「年齢的に落ち着いた

ほうがよいと思ったから」という項目で起こっている。 
③フリーターから正社員へ離脱を試みたうち離脱に成功したのは、第１回の調査では男性で 

75％、女子で 47％だったが、第２回調査では男性で 58.7％、女性で 53.6％と男女間の差

が縮まった。学歴別には、第１回、２回とも男性ではほとんど違いはなかったが、女性は

第１回調査では学歴が低いほうが離脱率は高くなっていたが、第２回調査では学歴が高い

ほうが離脱成功率は高くなった。家庭的背景と離脱率については、一貫した傾向が見出せ

ないものの、男性の場合、親学歴が低いほうがフリーターからの離脱成功率が高かった。

またフリーター３類型別には、男性は離脱成功率が高い順に、「モラトリアム型」「夢追求

型」「やむを得ず型」、女性は「モラトリアム型」「やむを得ず型」「夢追求型」の順になっ

た。 
④現在は離脱行動を起こしていない者でも、いずれは正社員や自営になろうと考えているこ

とから（第１章参照）、具体的な離脱行動に結びつくような働きかけが求められる。他方

で、今の仕事や将来についての悩みは、離脱行動をした経験がある者で悩んでいる割合が

高く、悩んでいる場合の相談相手には職場やバイト先のソーシャル・ネットワークが機能

しており、フリーターから正社員への離脱行動を促している可能性がある。ソーシャル・

ネットワークについては、第４章で詳しく検討される。 
④離脱方法は、「インターネット・新聞」などのオープンな情報、「親・保護者・親戚・知人

の紹介」、「パートや契約社員からの登用」、「公的機関の（学校含む）紹介」が主なもので

あった。学歴別に見ると、高卒以下だと親・保護者・親戚・知人の紹介」が高く、高卒超

だと「インターネット・新聞」などが３分の１を占め、本人学歴によって正社員になるル

ートが異なっている。離脱後の職種とクロスすると、生産工程・建設の仕事や運輸･通信・

保安の仕事で人的つながりを通じた経路の割合が高く、サービス・販売の仕事で「パート

や契約社員からの登用」の割合が高くなっている。 
 
 以上のように、フリーターから正社員に離脱しようと試みる割合（離脱行動）は、なぜ 2001
年から 2006 年にかけて低くなったのだろうか。いくつかの仮説を整理した。 



－ 92 － 

 すでに前章で述べたように、フリーター経験が一般化したため、フリーターであることに

問題を感じ、あえてフリーターを抜け出そうとするプッシュ要因は弱くなり、労働市場の状

況も悪く、正社員の需要も少なかったため、プル要因も存在しなかったことが挙げられるだ

ろう。 
また前章で得られた知見によれば、フリーター生活への不満が弱い夢追求型が全体に占め

る割合が増え、その結果、フリーターを離脱しようと考えない割合が高まったことや、年齢

が上がってもフリーターとしての仕事内容は変化するものの、仕事には困らないため、フリ

ーターを離脱しようする理由が弱くなった（ただし第１回調査でも年齢が高いほうが「アル

バイト先が見つからなくて困った」と答える割合は低かった）、なども考えられる。景気の影

響で労働市場の状況は改善されているものの、離脱行動を起こさなければ離脱することは難

しい。この点については、終章でも議論する。 
 なお離脱行動割合は、2001 年調査でも見られたように、性別による差が大きかったが、そ

のなかの離脱成功率をみると、2006 年には男女の差はほとんどなくなり、特に学歴別に見る

と、高卒超学歴の女性の離脱率は男性を上回っている。もちろん女性のほうがフリーターに

なる確率は高いわけだが、正社員への離脱率はけして男性にひけをとらないことから、女性

のアスピレーションを高めるような支援が検討されてよい。 
 離脱段階に関する支援としては、学歴が高い層でオープンな情報を用いる割合が高いとい

う知見が見られたが、インターネットなどのオープンな情報の利用は人的つながりを用いる

場合と比較して、何を基準にすればよいのか、また迷ったときに誰に相談すればよいのかわ

からないという状況になりやすい。高学歴層は一般に問題解決能力が高いことから、相談機

関の利用の推進も必要である。 
また離脱行動をするかどうかについては、家庭的背景の影響は見られなかったが、離脱の

成否については、親学歴が低いほうが離脱率は高いが、経済的豊かさについては、豊かなほ

うで離脱率が高いという、一貫しない傾向が見られた。なお父学歴と生家の経済的豊かさの

本調査での一般的な関係を見てみると、学歴が高い方が経済的に豊かな傾向となっている。

サンプルの小ささが結果のゆらぎに影響しているのかもしれない。 
 

図表３－27 父学歴と経済的豊かさ 

   計 豊かであ
る

やや豊か
あまり豊
かでない

豊かでな
い

わからな 
い N 

高卒以下 100.0 7.1 33.9 34.7 11.5 12.8 859 
高卒超 100.0 8.2 48.1 25.6 7.1 11.0 954 
該当者なし・わ
からない 100.0 5.4 22.8 31.0 14.1 26.6 184 
無回答 100.0 0.0 33.3 33.3 0.0 33.3 3 
計 100.0 7.5 39.7 30.0 9.7 13.3 2000  
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フリーターは若いときの一時的な働き方だとみなされているため、社会保険は不十分なこ

とが多く、また正社員としての採用の際にもフリーター経験は職歴とみなされないことも多

い。現状を前提にするならば、離脱行動をいかに促せるかが今後の重要な課題となることは

まちがいない。 
しかし同時に、フリーター経験がこれだけの広がりを見せている現状においては、フリー

ターから正社員に離脱する支援だけでは十分ではない。フリーターの増加に対応して、フリ

ーターの仕事をある程度長期に安定した仕事に転換していく制度について議論すべき時期に

来ていると言えよう。 
 
参考文献 
渡辺深，1991，「転職」『社会学評論』42 巻１号． 
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第４章 若者のソーシャル・ネットワークと就業・意識 

 
１．はじめに 

 本章では、若者のソーシャル・ネットワーク（相談ネットワーク）に注目し、その実態に

ついて就業状況との関連を中心に検討するとともに、ネットワークのあり方が意識（特に、

結婚に関する意識）を規定している可能性について考察する。 
 本調査研究は若者の包括的な移行の実態をさぐることを目的としている。つまり、学校か

ら職業への移行過程それ自体に特に焦点を合わせるというよりも、より「包括的」に、つま

り領域横断的かつ対象を全域的にカバーして問題を把握することが意図されている（序章参

照）。そのための試みの一つが、ソーシャル・ネットワークへの注目である。上述のような包

括的な把握をめざす上で、若者のソーシャル・ネットワークに注目することは、就業という

側面にとどまらずに、若者が生きる“世界”のあり方をより全域的かつ具体的な形で切り出

すことを可能にすると考えられる。なお、若者が取り結んでいる社会関係は多様なものであ

るが、ここでは特に自らの悩みを相談する相手を取り上げる。つまり、ここでソーシャル・

ネットワークという表現で想定しているのは、若者の多様なパーソナル・ネットワークのう

ちの相談ネットワークである。 
 本章で具体的に試みるのは、次の二点である。第一に、若者の相談ネットワークについて

の調査結果を概観しつつ、特に就業状況と相談ネットワークのあり方の関連について検討す

ることである。具体的には、非典型雇用であることや失業・無職であることが、相談ネット

ワークのあり方をどう規定している／いないのかについて探ることになる。第二に、相談ネ

ットワークのあり方と、若者の意識のあり方の関連について検討することである。具体的に

は、特に独身者の結婚に関する意識を取り上げ、相談ネットワークのあり方によって結婚へ

の志向が規定されている可能性について考える。 
 一つ目の点を検討する理由は、いわゆるフリーターやニートへの関心が高まり、若者の就

業への移行過程に関心が向けられる中で、若者のソーシャル・ネットワークのあり方も注目

されるようになってきたにもかかわらず、そのような観点からの考察が十分なされていると

はいえないからである。特に、スムーズに移行できなかった若者に関して、彼ら／彼女らが

どのようなソーシャル・ネットワークを有している／いないのかについて知ることは、具体

的な支援の方策を考える上でも重要であろう1。 
                                                 
1 フリーターやニートについて、そのソーシャル・ネットワークのあり方の特徴（の仮説）が言及さ

れる早い例としては、玄田（2002）や玄田・曲沼（2004: 44-48）がある。具体的なデータに基づく

研究としては、移行期に困難に直面した若者へのインタビューに基づいた沖田（2004）や堀（2004）、
「社会的排除」層にとってのローカルなネットワークの意味を考察した内田（2005）が挙げられる。

また、計量的なデータから、ソーシャル・ネットワークと若者の進路・就業の関係を検討した例は、

樋口（2005）・堀（2006）・内田（2006）がある。特に内田（2006）は、高校生への調査データから、

フリーターを高卒後の進路として展望する層の周囲の人間関係を分析している示唆的な研究である

が、それに対して本章は、既に学校を離れた者のデータから、就業状況（特に非典型雇用であること）
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 二つ目の点を検討するのは、少子化の進展の背景の一つとして晩婚化・未婚化が注目され

る中で、若者の結婚行動や結婚に関する意識をめぐって考察の蓄積が求められているからで

ある。既に近年、若者の不安定雇用の増大が結婚行動に影響している可能性を指摘する研究

が相次いで発表されている2。非典型雇用であることが結婚時期を遅らせていると聞くと、結

婚をためらわせる背景として所得の低さが想起されるかもしれないが、それだけではなく、

非典型雇用であることによって周囲の人間関係の広さ／狭さなどが影響を受けること、そし

てそのことゆえに結婚に関する意識も規定されることも考えられる。だとすれば、個々の若

者のソーシャル・ネットワークの具体的なあり方が、結婚に関する意識を規定している可能

性もあるのではないだろうか3。 
 以上のような考えから、本章では、「就業状況」→「ネットワーク」→「意識」という関連

性の有無について、18 歳から 29 歳の若者に関する調査データ4に基づいて考察を行うことと

する。 
 
２．質問項目の設計 

 議論に進む前に、相談ネットワークの情報を得るために用いた質問項目についてふれてお

くことにしよう。 
 質問文は、「あなたは現在、a～d のことについて悩みを持っていますか。もし悩みを持っ

ている場合には相談する相手について、あてはまる番号すべてに○をつけて下さい」という

ものであり、「a 今の自分の仕事や働き方について」「b これからの生き方や働き方について」

「c 人間関係について」「d 経済的な問題（お金のこと）について」のそれぞれについて、

相談する相手を複数回答で選んでもらうという形である。選択肢は、「悩みはない」「親・保

護者」「兄弟姉妹」「職場やバイト先の上司」「職場やバイト先の友人・同僚」「学校で知り合

った友人」「学校の先生・職員・相談員」「趣味をともにする友人」「恋人・配偶者」「カウン

セラー等の専門家や公的な支援機関」「その他」「誰もいない」である。 
 この質問項目は、若者のソーシャル・ネットワークのうち、相談ネットワークの状況を把

握するためのものである。これによって悩みがある場合の相談相手の選択状況がわかり、か

つ複数回答にしているため、相談相手の具体的な広がりや相談チャンネルの多様性について

                                                                                                                                                         
とソーシャル・ネットワークの関連について分析を試みるものである。 
2 非典型雇用化が結婚時期の遅れをもたらしている可能性を指摘するものとして、永瀬（2002）、樋

口・酒井（2004）、酒井・樋口（2005）、酒井・岩松（2005）などがある。 
3 野沢（2005）は、単に出会いの機会に限らず、結婚というものは二人の個人だけに関わる事柄では

なく、ネットワーク内に立ち現れる社会的な現象であると述べて、結婚がネットワーク的な現象であ

ることを指摘している。 
4 2006 年２月に労働政策研究・研修機構によって実施された、東京都（島嶼部を除く）の 18～29 歳

の男女 2000 人（正規課程の学生、専業主婦を除く）を対象とする、「第２回 若者のワークスタイル

調査」のデータ（以下で検討する相談ネットワーク関連の質問項目は第１回調査には含まれていない

ため、第２回調査のデータのみを対象とする）。詳細は序章を参照のこと。 
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もとらえることができる。ただし、調査票の紙幅の関係もあり、残念ながら相談ネットワー

クの規模（人数）や連絡頻度、複数の相談相手間の密度など、ネットワークそのものの特性

について踏み込んでたずねることはできなかった。そのこともあって、本章は記述統計的な

分析が中心となっていることをあらかじめ述べておく。 
 

３．相談ネットワークの状況 

 相談ネットワークの状況を、具体的にみていくことにしよう。 
 

図表４－１ 「悩みがある」と回答した人の割合（％） 

全体 男性 女性
n（人：男

性）
n（人：女

性）

今の自分の仕事や働き方
について

60.1 55.9 64.7 1038 962 p<.001

これからの生き方や働き方
について

69.2 64.6 74.1 1038 962 p<.001

人間関係について 56.6 48.7 65.1 1035 958 p<.001

経済的な問題（お金のこ
と）について

62.9 59.6 66.4 1038 962 p<.001
 

 
 まず相談ネットワークの前提となる悩みの有無についてである（図表４－1）。a～d の４つ

の悩み（以下、順に「今の仕事」「これからの生き方」「人間関係」「経済的問題」とする）に

ついて「悩みがある」と回答した人の割合は、それぞれ男性で 55.9％、64.6％、48.7％、59.6％
であり、女性で 64.7％、74.1％、65.1％、66.4％であった。４つの悩みのいずれについても、

全体では過半数の人が「悩みがある」と回答しており、また男性より女性の方が悩みのある

人が有意に多くなっている。 
 

図表４－２ 「悩みがある」と回答した人の割合：配偶状態別（％） 

無配偶 有配偶
n（人：無
配偶）

n（人：有
配偶）

男性 54.6 62.4 865 173 p<.1
女性 66.6 52.3 830 132 p<.01
男性 63.7 69.4 865 173 n.s.
女性 75.8 63.6 830 132 p<.01
男性 47.8 53.2 862 173 n.s.
女性 66.7 55.3 826 132 p<.05
男性 56.6 74.6 865 173 p<.001
女性 65.3 73.5 830 132 p<.1

今の自分の仕事や働き方
について

これからの生き方や働き方
について

人間関係について

経済的な問題（お金のこ
と）について  

 
男女それぞれについて配偶状態別にみると5（図表４－２）、男性の場合、「今の仕事」と「経

済的問題」で有配偶者の方が悩みのある人が有意に多く、他の２つでも有意差はないものの

                                                 
5 この調査では、未婚の人と離別・死別して現在独身の人の区別ができないため、ここでは既婚／未

婚ではなく有配偶／無配偶という表現を用いる。 
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有配偶者の方が多い。女性の場合、「経済的な問題」のみで有配偶者の方が悩みのある人が多

く、他の３つの悩みについては無配偶の方が多い（いずれも有意）。次に、男女それぞれにつ

いて現職の就業状況（従業上の地位）による差を調べると（図表４－３）、有意差が検出され

たものは男性の「人間関係」の悩みだけだが、「今の仕事」「これからの生き方」「人間関係」

はいずれも男女とも正社員（公務員含む）と失業・無業で悩みがある人の割合が高く、パー

トや契約社員などがそれらよりも特に高い割合になるということはなかった。「経済的問題」

は若干傾向が異なるものの、４つの悩みのいずれについても、特に非典型雇用（パート・契

約社員など）であるからといって悩みのある人の割合が大きくなるという傾向はうかがえな

かった。 
 

図表４－３ 「悩みがある」と回答した人の割合：現在の就業状況別（％） 

正社員
パート・契

約
自営

失業・無
業

n（人：正
社員）

n（人：
パート・契

約）

n（人：自
営）

n（人：失
業・無業）

男性 57.7 52.8 54.3 58.7 572 343 70 46 n.s.
女性 67.3 61.6 55.6 73.3 443 448 18 45 n.s.
男性 64.9 64.1 58.6 73.9 572 343 70 46 n.s.
女性 74.7 73.4 61.1 82.2 443 448 18 45 n.s.
男性 53.1 44.0 37.1 47.8 571 341 70 46 p<.05
女性 67.5 63.1 61.1 66.7 440 447 18 45 n.s.
男性 59.3 59.8 60.0 60.9 572 343 70 46 n.s.
女性 63.0 69.0 61.1 75.6 443 448 18 45 n.s.

注）表中の「正社員」は「正社員（公務員を含む）」、「パート・契約」は「パート・アルバイト・契約社員・派遣社員」を
　　 それぞれ略記したもの（以下の表も同じ）。

今の自分の仕事や働き方
について

これからの生き方や働き
方について

人間関係について

経済的な問題（お金のこ
と）について

 

最後に、学歴別にみた場合、男性では４つの悩みのいずれも学歴間に有意差がみられず、

女性では「これからの生き方」「人間関係」「経済的問題」で有意差が検出された（図表４－

４）。その多くで、「高等教育中退」や「大学・大学院卒」で悩みのある人の割合が高くなっ

ている。 
図表４－４ 「悩みがある」と回答した人の割合：学歴別（％） 

高卒 専門卒
短大・高

専卒
大学・大
学院卒

中卒・高
校中退

高等教育
中退

男性 55.4 55.4 39.1 58.0 54.7 59.0 n.s.
女性 62.1 61.8 66.5 69.7 56.5 75.6 n.s.
男性 63.8 65.8 56.5 64.7 65.3 68.9 n.s.
女性 70.2 71.9 73.9 81.7 68.1 82.9 p<.05
男性 48.0 47.7 26.1 51.6 47.9 52.5 n.s.
女性 62.3 62.8 67.5 70.4 53.6 78.0 p<.05
男性 61.2 63.2 56.5 54.1 56.8 70.5 n.s.
女性 66.3 69.3 63.4 62.5 65.2 85.4 p<.10

n(人：高
卒）

n(人：専
門卒）

n(人：短
大・高専

卒）

n(人：大
学・大学
院卒）

n(人：中
卒・高校
中退）

n(人：高
等教育中
退）

男性 381 193 23 283 95 61
女性 282 199 161 208 69 41
男性 381 193 23 283 95 61
女性 282 199 161 208 69 41
男性 379 193 23 283 94 61
女性 281 199 160 206 69 41
男性 381 193 23 283 95 61
女性 282 199 161 208 69 41

人間関係について

今の自分の仕事や働き方
について

人間関係について

経済的な問題（お金のこ
と）について

これからの生き方や働き方
について

今の自分の仕事や働き方
について

経済的な問題（お金のこ
と）について

これからの生き方や働き方
について
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 次に、悩みのある人の相談ネットワークについて、具体的な検討を行う。 
 まず、４つの悩みそれぞれについて、誰を相談相手として選んでいるかを概観する（図表

４－５）。全体として、相談相手として選ばれているのは家族関係・職場関係・友人・配偶者

などにほぼ集約されており、それ以外の立場（「学校の先生・職員・相談員」や「カウンセラ

ー等の専門家や公的な支援機関」）の比重は非常に小さくなっている。男女別にみると、４つ

の悩みに共通するのは、「親・保護者」「兄弟姉妹」「恋人・配偶者」を選ぶ割合は女性の方が

男性よりも有意に高く、「職場やバイト先の上司」「誰もいない」を選ぶ割合は男性の方が女

性よりも有意に高いという点である。また、「今の仕事」「これからの生き方」では職場関係

の人が選ばれているが、「経済的問題」では職場関係よりも「親・保護者」を選ぶ人が多い、

という大まかな傾向もうかがえる。 
 

図表４－５ 悩みの相談相手の選択割合（％） 

親・保護者 兄弟姉妹
職場やバ
イト先の上

司

職場やバ
イト先の友
人・同僚

学校で知り
合った友

人

学校の先
生・職員・
相談員

趣味をとも
にする友

人

恋人・配偶
者

専門家や
公的な支
援機関

その他 誰もいない n（人）

男性 32.1 11.2 29.3 38.3 31.0 1.7 21.2 26.4 0.9 4.0 4.0 580
女性 48.6 18.6 21.5 48.1 39.9 3.5 24.4 37.8 1.1 5.1 2.1 622

*** *** ** ** ** # *** #
男性 35.8 10.1 19.4 26.5 30.7 1.2 25.2 28.2 1.0 4.8 4.3 671
女性 50.1 18.5 11.1 29.6 41.0 2.2 24.7 39.8 1.4 5.5 2.2 713

*** *** *** *** *** *
男性 17.9 9.3 18.3 32.3 35.5 0.6 25.4 26.8 0.4 3.4 5.0 504
女性 34.9 15.4 13.5 34.5 44.9 1.0 25.5 37.0 1.0 4.0 2.9 624

*** ** * ** *** #
男性 53.8 9.7 10.0 14.5 12.8 0.6 12.8 28.4 0.0 4.2 6.8 619
女性 64.5 13.8 4.2 12.8 15.8 0.5 11.9 35.4 0.6 3.4 4.5 639

*** * *** ** #
***p<.001、**p<.01、*p<.05、#p<.10

経済的な問題（お金のこ
と）について

人間関係について

これからの生き方や働き方
について

今の自分の仕事や働き方
について

 
 
 続いて、相談相手の選択状況を、男女それぞれについて配偶状態別に検討する（図表４－

６）。４つの悩みのほとんどに共通するのは、男女とも無配偶者に比べて有配偶者では、「親・

保護者」「学校で知り合った友人」を選ぶ割合が低く、「恋人・配偶者」を選ぶ割合が、有配

偶者でより高くなっている。結婚に伴い、配偶者が男女ともさまざまな悩みの相談相手とし

て大きな比重を占めるようになっていること（それに対応して、職場関係はそれほど変わら

ないが、親や学校時代の友人の比重は下がっていること）がわかる。例外も若干あるものの、

「恋人・配偶者」以外が選ばれる割合がどの悩みについても有配偶者は無配偶者よりおおむ

ね低く、相談内容によらず、有配偶になると相談相手が配偶者に集中する傾向があることが

わかる。 
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図表４－６ 悩みの相談相手の選択割合：配偶状態別（％） 

親・保護者 兄弟姉妹
職場やバ
イト先の上

司

職場やバ
イト先の友
人・同僚

学校で知り
合った友

人

学校の先
生・職員・
相談員

趣味をとも
にする友

人

恋人・配偶
者

専門家や
公的な支
援機関

その他 誰もいない n（人）

男・無配偶 35.4 12.5 29.7 38.1 35.8 1.9 23.9 18.9 1.1 3.6 4.4 472
男・有配偶 17.6 5.6 27.8 38.9 10.2 0.9 9.3 59.3 0.0 5.6 1.9 108

*** * *** ** ***
女・無配偶 49.7 18.3 21.5 49.0 43.0 3.8 25.7 34.0 1.1 4.9 2.2 553
女・有配偶 39.1 21.7 21.7 40.6 14.5 1.4 14.5 68.1 1.4 7.2 1.4 69

# *** * ***
男・無配偶 39.9 11.6 20.0 27.4 35.0 1.3 27.4 19.1 1.3 4.7 4.7 552
男・有配偶 16.7 3.3 16.7 22.5 10.8 0.8 15.0 70.0 0.0 5.0 2.5 120

*** ** *** ** ***
女・無配偶 50.6 19.2 11.4 30.8 44.2 2.4 25.8 35.5 1.4 4.9 2.5 629
女・有配偶 46.4 13.1 8.3 20.2 16.7 1.2 16.7 72.6 1.2 9.5 0.0 84

* *** + ***
男・無配偶 20.4 10.2 19.7 34.0 40.0 0.7 28.4 18.2 0.5 2.9 5.1 412
男・有配偶 6.5 5.4 12.0 25.0 15.2 0.0 12.0 65.2 0.0 5.4 4.3 92

** # # *** ** ***
女・無配偶 36.3 15.1 13.4 35.2 48.1 0.5 26.0 34.1 0.7 4.0 3.3 551
女・有配偶 24.7 17.8 13.7 28.8 20.5 1.4 21.9 58.9 2.7 4.1 0.0 73

# *** ***
男・無配偶 60.2 11.2 10.2 15.9 15.9 0.6 15.5 13.7 0.0 4.3 8.2 490
男・有配偶 29.5 3.9 9.3 9.3 0.8 0.8 2.3 84.5 0.0 3.9 1.6 129

*** * # *** *** *** **
女・無配偶 68.6 14.4 4.4 13.7 17.9 0.4 12.9 28.2 0.7 3.3 5.0 542
女・有配偶 41.2 10.3 3.1 8.2 4.1 1.0 6.2 75.3 0.0 4.1 2.1 97

*** *** # ***
***p<.001、**p<.01、*p<.05、#p<.10

人間関係について

経済的な問題（お金のこ
と）について

これからの生き方や働き方
について

今の自分の仕事や働き方
について

 
 
 次に、相談相手の選択状況を、男女それぞれについて就業状況（従業上の地位）別に概観

する（図表４－７）。 
 

図表４－７ 悩みの相談相手の選択割合：現在の就業状況別（％） 

親・保護者 兄弟姉妹
職場やバ
イト先の上

司

職場やバ
イト先の友
人・同僚

学校で知り
合った友

人

学校の先
生・職員・
相談員

趣味をとも
にする友

人

恋人・配偶
者

専門家や
公的な支
援機関

その他 誰もいない n（人）

男・正社員 28.8 9.1 35.8 43.6 30.9 1.2 17.6 32.1 0.3 3.3 1.8 330
男・パート・契約 35.4 17.1 23.8 35.4 34.3 2.2 27.1 14.4 0.0 5.0 6.1 181

男・自営 39.5 7.9 10.5 23.7 15.8 2.6 23.7 47.4 0.0 2.6 5.3 38
男・失業・無職 40.7 3.7 7.4 14.8 33.3 0.0 22.2 11.1 14.8 3.7 14.8 27

*** ** # ***
女・正社員 49.3 15.8 26.2 53.0 43.6 3.0 19.5 36.9 0.3 3.0 2.7 298

女・パート・契約 44.9 19.9 18.8 47.8 34.8 2.9 27.9 39.9 1.8 6.2 1.1 276
女・失業・無職 63.6 27.3 6.1 15.2 42.4 6.1 36.4 24.2 0.0 12.1 3.0 33

** *** # *
男・正社員 32.3 7.8 22.4 28.3 31.5 0.5 21.8 36.9 0.3 3.8 2.2 371

男・パート・契約 39.5 15.0 18.6 28.2 30.5 1.8 30.5 13.6 0.0 5.0 6.8 220
男・自営 36.6 2.4 7.3 9.8 14.6 2.4 29.3 46.3 0.0 7.3 7.3 41

男・失業・無職 50.0 14.7 2.9 14.7 44.1 0.0 23.5 8.8 17.6 8.8 8.8 34
** * * ***

女・正社員 48.6 17.2 13.3 35.3 44.4 0.6 18.7 38.4 0.3 2.7 1.8 331
女・パート・契約 48.9 19.8 9.7 26.1 37.1 3.0 29.2 41.6 2.1 7.6 2.7 329
女・失業・無職 67.6 16.2 2.7 8.1 35.1 5.4 35.1 29.7 2.7 10.8 2.7 37

# *** **
男・正社員 18.2 8.6 21.8 34.0 35.3 0.7 21.1 31.4 0.7 2.8 2.6 30

男・パート・契約 14.7 10.0 15.3 35.3 36.0 0.0 35.3 14.0 0.0 4.0 7.3 150
男・自営 19.2 7.7 3.8 11.5 23.1 3.8 23.1 57.7 0.0 3.8 7.7 26

男・失業・無職 36.4 18.2 9.1 13.6 50.0 0.0 22.7 18.2 0.0 4.5 18.2 22
* * ***

女・正社員 34.3 13.8 16.2 39.4 48.8 1.0 20.2 34.3 0.0 1.7 3.0 297
女・パート・契約 33.0 15.6 11.7 31.9 41.1 0.4 29.4 39.4 1.1 6.0 2.5 282
女・失業・無職 40.0 26.7 6.7 13.3 36.7 0.0 33.3 30.0 6.7 6.7 3.3 30

** *
男・正社員 49.0 6.5 12.4 16.5 11.2 0.6 7.4 37.2 0.0 3.5 6.5 339

男・パート・契約 60.0 14.1 7.8 14.6 14.6 0.5 19.5 13.2 0.0 5.4 7.8 205
男・自営 54.8 9.5 4.8 2.4 9.5 2.4 21.4 50.0 0.0 4.8 2.4 42

男・失業・無職 67.9 14.3 0.0 10.7 25.0 0.0 17.9 7.1 0.0 0.0 3.6 28
* ***

女・正社員 65.6 12.5 6.1 14.0 17.9 0.4 6.5 31.5 0.4 0.7 6.5 279
女・パート・契約 62.1 13.6 2.6 12.9 14.6 0.0 16.8 40.5 1.0 5.2 3.6 309
女・失業・無職 64.7 23.5 0.0 2.9 11.8 2.9 14.7 14.7 0.0 5.9 0.0 34

**
***p<.001、**p<.01、*p<.05、#p<.10　　十分なセル数がある場合のみ検定を行っている
注）女性の自営は少数のため割愛している。

経済的な問題（お金のこ
と）について

人間関係について

これからの生き方や働き
方について

今の自分の仕事や働き方
について

 
 
「失業・無職」や「自営」では、「正社員（公務員を含む）」（以下「正社員」と略記）や「パ

ート・アルバイト・契約社員・派遣社員」（以下「パート・契約」と略記）ほどには職場関係

の人を相談相手に選ぶ人が少ないことが確認できるが、これは当然ながら周囲に職場関係の
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人が多くないことの表れであろう。注目されるのが「恋人・配偶者」であり、男性では４つ

の悩みすべてで有意差がみられたが、女性では「経済的問題」にのみにとどまった。男性に

関して、「恋人・配偶者」を選ぶ人の割合が、正社員と自営で高く、パート・契約と失業・無

職で低いという傾向が、４つの悩みに共通してみられる。確かに、男性の有配偶率は就業状

況によって大きく異なり、正社員は 23.4％、自営は 35.7％が有配偶であるのに対して、パー

ト・契約の有配偶率は 4.1％、失業・無職に至ってはゼロ（0.0％）であり（図表４－８）、

このことが影響している可能性がある6が、今回の対象者の有配偶率は全体で 15.3％（男性

全体・女性全体でそれぞれ 16.7％・13.7％）にとどまっており、８割以上を占める無配偶者

（その場合、配偶者ではなく恋人になる）も検討する必要がある。詳細は略すが、４つのど

の悩みについても、非典型雇用や失業・無職の無配偶男性で恋人を相談相手に選ぶ割合は有

意に低いことが確認できる。このことから、パート・契約や失業・無職で恋人・配偶者を選

ぶ人の割合が低いのは、確証はできないものの、そもそも恋人や配偶者がいない人が多いの

で相談相手として選べないためという可能性も考えられる。 
 

図表４－８ 就業状況別の有配偶率（％） 
有配偶率 n(人）

男・正社員 23.4 572
男・パート・契約 4.1 343
男・自営 35.7 70
男・失業・無業 0.0 46

χ^2=84.949，d.f.=3，p<.001
女・正社員 8.8 443
女・パート・契約 18.8 448
女・自営 33.3 18
女・失業・無業 6.7 45

χ^2=26.164，d.f.=3，p<.001 
 

 最後に、回答者の学歴による相談相手の選択状況の違いを、男女別にみることにする（図

表４－９）。この表からは明瞭な特徴はとらえにくいが、全般的にみて、少なくとも就業状況

ほどには、学歴は相談相手の選択状況にはっきりした影響を与えてはいないといえる7。 
 
 
 
 
 
 
                                                 
6 つまり、少なくとも東京においては、非典型雇用の 20 代男性が結婚する（している）可能性は著

しく低いということであり、非典型雇用であることが結婚に関する規範や意識と今なお明確に抵触し

ていることがうかがえる。 
7 なお、特に大きい数値ではないものの、男性の中学・高校中退者に関して、「今の仕事」「これから

の生き方」で「専門家や公的な支援機関」を選択している割合が相対的に高いことは注目される。 
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図表４－９ 悩みの相談相手の選択割合：学歴別（％） 
 
 親・保護者 兄弟姉妹 職場やバ

イト先の上
司

職場やバ
イト先の友
人・同僚

学校で知り
合った友

人

学校の先
生・職員・
相談員

趣味をとも
にする友

人

恋人・配偶
者

専門家や 
公的な支 
援機関 その他 誰もいない n（人）

男・高卒 31.8 12.8 26.1 37.0 28.4 2.8 23.2 27.0 0.5 3.3 1.9 211
男・専門卒 35.5 9.3 27.1 34.6 32.7 1.9 15.9 29.0 0.9 6.5 6.5 107

男・短大・高専卒 44.4 11.1 33.3 33.3 33.3 0.0 33.3 33.3 0.0 11.1 0.0 9
男・大学・大学院卒 28.7 9.1 33.5 44.5 35.4 1.2 20.7 21.3 0.6 4.3 3.7 164
男・中卒・高校中退 19.2 5.8 30.8 34.6 17.3 0.0 13.5 30.8 3.8 0.0 9.6 52
男・高等教育中退 55.6 22.2 33.3 36.1 41.7 0.0 36.1 30.6 0.0 2.8 2.8 36

女・高卒 48.6 21.1 21.1 42.9 36.0 4.6 26.3 33.7 1.1 3.4 2.3 175
女・専門卒 48.0 17.9 22.8 50.4 43.1 5.7 24.4 43.1 1.6 7.3 2.4 123

女・短大・高専卒 53.3 20.6 22.4 58.9 42.1 0.0 29.9 39.3 1.9 6.5 0.9 107
女・大学・大学院卒 51.0 13.8 24.8 48.3 45.5 4.1 20.7 35.2 0.7 2.8 2.1 145
女・中卒・高校中退 41.0 23.1 12.8 38.5 25.6 2.6 23.1 35.9 0.0 10.3 2.6 39
女・高等教育中退 35.5 19.4 12.9 38.7 29.0 0.0 12.9 48.4 0.0 6.5 3.2 31

#

男・高卒 37.9 12.8 18.9 21.8 28.8 2.1 25.1 29.2 1.2 5.8 2.9 243
男・専門卒 33.9 4.7 19.7 23.6 26.8 1.6 21.3 29.9 0.0 7.1 6.3 127

男・短大・高専卒 46.2 15.4 23.1 15.4 15.4 0.0 23.1 30.8 0.0 7.7 0.0 13
男・大学・大学院卒 31.7 7.7 18.0 35.5 42.6 0.5 25.7 23.0 1.1 3.3 3.3 183
男・中卒・高校中退 33.9 11.3 24.2 25.8 9.7 0.0 19.4 35.5 3.2 0.0 9.7 62
男・高等教育中退 47.6 19.0 19.0 28.6 38.1 0.0 45.2 28.6 0.0 4.8 2.4 42

女・高卒 48.5 17.2 8.6 24.2 37.9 3.5 28.8 36.9 1.5 4.0 1.5 198
女・専門卒 52.4 22.4 14.7 28.7 43.4 2.1 28.0 49.0 1.4 7.0 2.1 143

女・短大・高専卒 46.2 21.0 10.1 34.5 40.3 1.7 24.4 40.3 3.4 6.7 3.4 119
女・大学・大学院卒 50.6 14.1 14.1 35.9 50.0 1.8 18.8 35.9 0.6 4.1 1.8 170
女・中卒・高校中退 61.7 21.3 8.5 27.7 19.1 2.1 21.3 36.2 0.0 8.5 4.3 47
女・高等教育中退 47.1 20.6 2.9 17.6 35.3 0.0 20.6 41.2 0.0 5.9 2.9 34

# **

男・高卒 18.1 11.5 18.7 30.8 33.5 1.6 26.4 26.9 0.5 3.8 2.7 182
男・専門卒 15.2 5.4 16.3 32.6 33.7 0.0 22.8 28.3 1.1 6.5 8.7 92

男・短大・高専卒 16.7 0.0 50.0 0.0 33.3 0.0 16.7 33.3 0.0 0.0 0.0 6
男・大学・大学院卒 18.5 9.6 20.5 35.6 44.5 0.0 24.7 24.0 0.0 2.1 2.1 146
男・中卒・高校中退 17.8 4.4 8.9 31.1 20.0 0.0 17.8 33.3 0.0 0.0 13.3 45
男・高等教育中退 21.9 15.6 18.8 34.4 34.4 0.0 43.8 25.0 0.0 3.1 6.3 32

女・高卒 34.3 17.1 16.6 31.4 41.7 1.7 27.4 33.1 1.1 2.9 1.7 175
女・専門卒 33.6 16.0 11.2 31.2 47.2 2.4 25.6 47.2 2.4 5.6 2.4 125

女・短大・高専卒 43.5 14.8 13.0 38.0 46.3 0.0 26.9 38.0 0.0 5.6 1.9 108
女・大学・大学院卒 34.5 13.1 13.8 39.3 53.1 0.0 22.1 30.3 0.7 2.8 2.8 145
女・中卒・高校中退 32.4 13.5 5.4 35.1 24.3 0.0 29.7 35.1 0.0 2.7 8.1 37
女・高等教育中退 21.9 15.6 15.6 28.1 31.3 0.0 18.8 46.9 0.0 6.3 9.4 32

* #

男・高卒 51.9 9.9 7.7 10.7 15.0 0.4 15.5 26.6 0.0 4.3 4.7 233
男・専門卒 57.4 6.6 10.7 13.9 13.1 1.6 11.5 30.3 0.0 6.6 6.6 122

男・短大・高専卒 38.5 0.0 0.0 23.1 0.0 0.0 7.7 53.8 0.0 0.0 7.7 13
男・大学・大学院卒 57.5 9.8 9.8 19.0 15.0 0.7 12.4 21.6 0.0 2.6 9.2 153
男・中卒・高校中退 46.3 13.0 25.9 16.7 3.7 0.0 7.4 40.7 0.0 1.9 9.3 54
男・高等教育中退 53.5 14.0 4.7 16.3 7.0 0.0 11.6 34.9 0.0 7.0 7.0 43

女・高卒 68.4 16.6 1.6 13.9 11.8 1.1 12.8 28.9 0.5 2.1 4.3 187
女・専門卒 60.9 13.8 7.2 10.9 13.8 0.0 10.1 44.2 0.7 4.3 5.8 138

女・短大・高専卒 65.7 12.7 2.9 11.8 20.6 0.0 10.8 39.2 2.0 2.0 3.9 102
女・大学・大学院卒 63.8 10.8 6.9 15.4 21.5 0.8 10.8 31.5 0.0 3.1 3.8 130
女・中卒・高校中退 55.6 15.6 4.4 15.6 15.6 0.0 26.7 37.8 0.0 4.4 6.7 45
女・高等教育中退 65.7 11.4 0.0 5.7 11.4 0.0 0.0 37.1 0.0 11.4 2.9 35

#

***p<.001、**p<.01、*p<.05、#p<.10  十分なセル数がある場合のみ検定を行っている

人間関係について 

経済的な問題（お金のこ 
と）について 

今の自分の仕事や働き方 
について 

これからの生き方や働き方 
について 

 
 
 以上の概観からいくつかポイントを抽出するならば、（１）相談内容によらず、有配偶にな

ると相談相手が、職場関係を比較的保持しつつ、「親・保護者」「学校で知り合った友人」か

らシフトし、配偶者に集中する傾向があること、（２）失業・無職や自営では、職場関係の人

を相談相手に選ぶ人が少ないこと、つまり逆に言うならば、正社員やパート・契約社員など

にとっては、職場は相談相手の「供給源」として大きな存在であるということ、（３）男性の

場合、正社員と自営では、「恋人・配偶者」を選ぶ人の割合が他よりも高いということ、の各

点が挙げられる。 
 これらから示唆されるのは、職場が単なる仕事の環境というだけでなく、人間関係のリソ

ースを提供する場としても機能しているということである。仕事関係を中心に、さまざまな

悩みについての相談ネットワークが供給される場として、職場をとらえることが必要である。



－ 102 － 

見方を変えると、失業・無職のため職場をもたないということは、単に仕事をもたないとい

うだけでなく、相談ネットワークの供給源をもたないことまでも含意しているといえよう。 
 
４．相談ネットワークの広がり 

 前節でみたのは、相談ネットワークの実態としての、誰が相談相手としてよく選ばれてい

るか／いないかの状況であった。つまり、回答者と相談相手の二者間の関係のみをみていた

ことになる。しかし、ひとつの悩みについて相談相手は一人しかいないわけではなく、複数

の相談相手がいることもあるので、相談ネットワークを十分にとらえるにはさらなる検討が

必要である。 
 そこで本節では、回答者が個々の悩みにどのような相談相手の組み合わせを選んでいるの

かについて検討する。つまり、一人が複数の人とどのようなネットワークをつくっているの

かに注目し、相談ネットワークの広がりについて分析する。 
 なお、当該の質問項目では相談相手の選択肢が（「誰もいない」も含めて）11 件もあるた

め、ここでは４つのカテゴリーに整理した。１つ目は「家族」で、これは「親・保護者」と

「兄弟姉妹」からなる。２つ目は「職場関係」で、「職場やバイト先の上司」と「職場やバイ

ト先の友人・同僚」が該当する。３つ目は「友人」で、「学校で知り合った友人」と「趣味を

ともにする友人」が含まれる。４つ目は「恋人・配偶者」である。相談相手として選ばれる

割合がおおむね５％以下と低かった残り４つの選択肢（「学校の先生・職員・相談員」「カウ

ンセラー等の専門家や公的な支援機関」「その他」「誰もいない」）は、この新しい４つのカテ

ゴリーには含まれていない。 
 そして、個々のカテゴリーについて、それを構成する選択肢のうちのいずれか１つでも選

択されていれば、そのカテゴリーが相談相手として選ばれているとみなす。たとえば「家族」

の場合、ある回答者が「親・保護者」と「兄弟姉妹」のいずれか１つでも選択しているので

あれば、その回答者は「家族」を相談相手に選んでいると考える。このようにして、11 件の

選択肢の選択状況を、４つのカテゴリーの選択状況に変換してとらえることにする。４つの

カテゴリーのそれぞれについて、選ぶ／選ばないという２つの可能性があるため、相談ネッ

トワークの組み合わせは 16 パターンあることになる。相談相手に選ばれている場合に１、

選ばれていない場合に０という値を割り当て、割り当てた値を４桁に順に並べて表記すると、

相談ネットワークの 16 パターンを４桁の数値で表現することができる（図表４－10）。たと

えば、相談相手として「親・保護者」と「職場やバイト先の友人・同僚」のみを選んでいる

場合、「家族」と「職場関係」というカテゴリーに該当するため、その相談ネットワークは

「1100」と表記される。以下では、相談ネットワークを表現する際に、適宜この４桁の数値

を用いることにする。また、４つの個々の相談先に言及する際は、それぞれを「相談チャン

ネル」と呼ぶことにする。 
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図表４－10 相談相手の組み合わせと表記法 
表記 家族 職場関係 友人 恋人・配偶者
0000 × × × ×
0001 × × × 〇
0010 × × 〇 ×
0011 × × 〇 〇
0100 × 〇 × ×
0101 × 〇 × 〇
0110 × 〇 〇 ×
0111 × 〇 〇 〇
1000 〇 × × ×
1001 〇 × × 〇
1010 〇 × 〇 ×
1011 〇 × 〇 〇
1100 〇 〇 × ×
1101 〇 〇 × 〇
1110 〇 〇 〇 ×
1111 〇 〇 〇 〇

〇：相談相手として選ばれている
×：相談相手として選ばれていない
注）4桁の数値は、1000の位が「家族」、100の位が「職場関係」、
　　10の位が「友人」、1の位が「恋人・配偶者」にそれぞれ
　　割り当てられている。  

 
 このように整理したのは、相談ネットワークがどれだけ多様な“世界”に開かれているか

に注目しているからである。たとえば、「職場やバイト先の上司」と「職場やバイト先の友人・

同僚」は異なる選択肢を設けているが、この２つが選ばれているとしても、回答者とのつな

がり方は上司であれ同僚であれ「職場」を介するという点で共通である。いわば、上司も同

僚も同じ一つの“世界”の出身だと考えられる。これに対して、たとえば「兄弟姉妹」と「職

場やバイト先の友人・同僚」の２つが選ばれているとき、この２つは回答者とのつながり方

が共通ではない（「家族」と「職場」）ので、それぞれ異なる“世界”の人だとみなすことが

できる。したがって、「職場やバイト先の上司」と「職場やバイト先の友人・同僚」が選ばれ

ている場合と、「兄弟姉妹」と「職場やバイト先の友人・同僚」が選ばれている場合を考える

と、どちらも「２つ」という点で同じとみなしてしまえば、後者がより多様なつながり方を

していることが消えてしまうのである。ここでは、ソーシャル・ネットワークがいかなる多

様性を含みこんでいるかを把握するという意図があるので、11 の選択肢を整理・集約するに

際して、４つの異なる“世界”を表すものとして、上述の４カテゴリーを設けたというわけ

である。 
 なお、４つのカテゴリーがどれも選ばれなかった場合は「0000」となるが、これは 11 の

選択肢の中の「誰もいない」と同一ではない。「誰もいない」は相談相手が一切いないという

意味だが、「0000」はあくまでも４カテゴリーには相談相手がいないということなので、４

カテゴリーに含まれない「学校の先生・職員・相談員」「カウンセラー等の専門家や公的な支

援機関」「その他」だけを相談相手として選んでいる場合も「0000」に含まれている。しか

し実際にはそのようなケースは多くなく、４つの悩みのすべてにおいて、「0000」の過半数
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を占めるのは「誰もいない」である8。 
 
 以上のような方法で 16 パターンに整理された相談ネットワークが、実際にどのような状

況であるのかを、続けて４つの悩みごとに検討することにしよう。 
 まず、図表４－11 を例にして、相談ネットワークのパターンを整理した表について説明す

る。この表は、「今の自分の仕事や働き方」についての悩みに対して、どのような相談ネット

ワークのパターンが選択されているかを示したものである。ここでは、性別・配偶状態別に

分けた上で、さらに就業状況（従業上の地位）ごとにみることにした。就業状況としては、

特に「正社員」「パート・契約」「失業・無職」の３つをとりあげて比較する9。このような形

で検討するのは、基本属性（特に就業状況）によってネットワークのあり方が規定されてい

る可能性が高いと考えたためである。なお、有配偶者のうち、男性の「パート・契約」、およ

び男性・女性の「失業・無職」については、該当者が非常に少ないためここでは検討してい

ない。この表は、それぞれの属性について、選ばれた割合が多いパターンから順に列記して

いる。たとえば、「男性・無配偶・正社員」の場合、「0100」つまり職場関係の人にだけ相談

するというパターンが 25.6％を占めて最も多く、次に多いのは「0110」つまり職場関係の人

と友人に相談するというパターンで、11.6％を占めている、という形である。 
 表の内容を具体的にみていくと、「今の自分の仕事や働き方」についての悩みの場合、男性

の無配偶者では、正社員で 25.6％を占めて最も多い「0100」（職場関係のみ）が、パート・

契約では２番目に多いものの 16.5％に減り、失業・無職ではわずか 3.7％（１人）になって

いる。職場関係を含むパターンは、他のものも同様に、正社員やパート・契約である程度の

割合があるとしても、失業・無職ではごくわずかになっている。これに対して、「0010」（友

人のみ）は正社員では 10.4％だがパート・契約では 17.1％を占め最も多く、失業・無職でも

最も多くその比率は 29.6％にまで達する。同様に、「0000」（相手がいない10）や「1000」（家

族のみ）も、正社員、パート・契約、失業・無職の順に、それぞれ 4.8％・9.4％・18.5％、

4.0％・12.4％・25.9％となっており、「今の仕事」の悩みについては、正社員では職場関係

の人にだけ相談するというパターンが多かったのが、非典型雇用では友人や家族にだけ相談

するというパターンも加わり、失業・無職では友人のみ・家族のみ・相手がいないという３

パターンで全体の４分の３を占めるほどになっている。今の仕事に関する悩みである以上、

                                                 
8 「今の仕事」の場合、相談ネットワークが「0000」である人は 63 人（全体の 3.2％）で、そのうち

の 57.1％（36 人）が「誰もいない」と回答している。同様に、「これからの生き方」・「人間関係」・「経

済的問題」の場合、それぞれ「0000」である人は 86 人（4.3％）・66 人（3.3％）・101 人（5.1％）で、

そのうち 52.3％（45 人）・65.2％（43 人）・70.3％（71 人）が「誰もいない」と回答している。 
9 「自営」などは、該当者数が多くないことや、典型雇用／非典型雇用の間で対比するという関心か

ら、ここでは割愛した。 
10 上述したとおり、「0000」に含まれるのは相談相手が一切いないケースだけではないが、その過半

数を占めるのが「誰もいない」という回答であることを考慮し、要約的に表現する際は「相手がいな

い」と表すことにする。 
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職場関係の人が相談相手として選ばれるというのは理解しやすいが、その比重が高いといえ

るのはあくまでも正社員であって、パート・契約では、友人や家族にだけ相談して職場関係

の人は選ばれないというパターンも多くなり、失業・無職では職場関係の人を選ぶパターン

は目立たなくなってしまっている。大まかな傾向として、職場関係の人を選ぶ割合は、正社

員＞パート・契約＞失業・無職となっており、友人や家族を選ぶ割合や、相手がいない割合

は、正社員＜パート・契約＜失業・無職となっているとまとめられよう。つまり、職場関係

の人が相談相手として選ばれないとき、友人や家族がより選ばれるようになるという「代替

関係」の存在がうかがえる。 
 同様の傾向は、女性の無配偶者でも確認できる。正社員で上位を占める「1110」（親・職

場関係・友人）や「0100」（職場関係のみ）が、パート・契約では横ばいないしやや比率を

下げ、失業・無職ではいずれも１名にとどまっている。反対に、「0010」（友人のみ）・「1000」
（親のみ）・「1010」（親と友人）は、正社員よりもパート・契約で若干多く、失業・無職で

はこの３つが上位を占めるほどに多くなっている。男性の場合ほど正社員とパート・契約の

間の差は明瞭ではないが、同様の傾向がおおむねみられるといえよう。 
 有配偶者の場合は、男女とも職場関係に加えて配偶者が相談相手に選ばれているパターン

の割合が非常に多く、有配偶者にとって配偶者は相談相手として大きな存在になっているこ

とがわかる。その中でも「0001」（配偶者のみ）が多く、相談相手の配偶者への集中傾向が

うかがえる。 
 以上から、「今の仕事」についての悩みの相談ネットワークに関しては次の点が指摘できる。

無配偶者の場合、男女ともおおむね、正社員は職場関係の人の比重が高く、パート・契約で

はそれより低く、失業・無職ではさらに低い。友人・家族・「相手がいない」の割合は、失業・

無職で高く、次いでパート・契約であり、正社員では前二者より低い。正社員において職場

関係の人が占めている部分を、失業・無職では友人や家族（男性では「相手がいない」も）

が埋め合わせている形になっており、しかも「0010」（友人のみ）や「1000」（家族のみ）の

ように、単一の相談チャンネルしか有しないケースが多くを占めていることが注目される。

また男性における「相手がいない」の割合の高さも注目される。有配偶者の正社員では、男

女とも配偶者と職場関係が主要な相談相手となっている。 
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図表４－11 「今の自分の仕事や働き方」についての悩みの相談ネットワーク

0100 25.6 0010 17.1 0010 29.6 1110 14.4 0100 13.4 1010 25.8
0110 11.6 0100 16.5 1000 25.9 0100 12.9 1110 13.0 1000 19.4
0010 10.4 1000 12.4 0000 18.5 0110 10.3 0010 11.8 0010 16.1
1110 9.6 1010 10.6 0001 3.7 1111 7.7 1000 8.4 1011 9.7
1100 5.2 0110 10.0 0100 3.7 0010 6.6 1010 8.0 1111 9.7
0000 4.8 0000 9.4 0110 3.7 1100 6.6 1001 6.3 0000 6.5
1010 4.8 1110 8.2 1010 3.7 1101 6.6 0101 5.0 0001 3.2
1000 4.0 1100 4.7 1101 3.7 1000 5.5 1011 5.0 0011 3.2
1011 4.0 1111 3.5 1110 3.7 1010 5.5 1111 5.0 0100 3.2
0101 3.6 0001 1.8 1111 3.7 1011 5.5 0001 4.6 1110 3.2
1111 3.6 0101 1.8 0011 0.0 0000 4.8 0110 4.6 0101 0.0
0011 2.8 0011 1.2 0101 0.0 0111 4.4 0111 4.2 0110 0.0
0111 2.8 1011 1.2 0111 0.0 0011 3.0 1100 4.2 0111 0.0
1001 2.8 0111 0.6 1001 0.0 0001 2.2 0011 2.9 1001 0.0
1101 2.8 1001 0.6 1011 0.0 0101 2.2 1101 2.1 1100 0.0
0001 1.6 1101 0.6 1100 0.0 1001 1.5 0000 1.3 1101 0.0
n（人） 250 n（人） 170 n（人） 27 n（人） 271 n（人） 238 n（人） 31

0100 26.3 0001 25.9 0001 21.1
0001 22.5 1001 18.5 1111 21.1
0101 20.0 0100 14.8 0100 13.2
0110 5.0 0101 11.1 1001 13.2
1001 5.0 1101 7.4 1101 7.9
0000 3.8 0011 3.7 0000 5.3
1111 3.8 0110 3.7 1000 5.3
0011 2.5 0111 3.7 1100 5.3
0111 2.5 1010 3.7 0010 2.6
1000 2.5 1100 3.7 0011 2.6
0010 1.3 1111 3.7 1011 2.6
1010 1.3 0000 0.0 0101 0.0
1011 1.3 0010 0.0 0110 0.0
1100 1.3 1000 0.0 0111 0.0
1110 1.3 1011 0.0 1010 0.0
1101 0.0 1110 0.0 1110 0.0
n（人） 80 n（人） 27 n（人） 38

女性・無配偶・
パート・契約

女性・無配偶・
失業無職

男性・無配偶・
正社員

男性・無配偶・
パート・契約

男性・無配偶・
失業無職

女性・無配偶・
正社員

男性・有配偶・
正社員

女性・有配偶・
正社員

女性・有配偶・
パート・契約

 
 
 次に、「これからの生き方や働き方」についての悩みに関しても、無配偶の男性では、「今

の仕事」の場合と同様の相談ネットワークの特徴が確認できる（図表４－12）。すなわち、

職場関係の人を選ぶ割合は、正社員＞パート・契約＞失業・無職となっており（例えば「0100」
（職場関係のみ））、友人や家族を選ぶ割合や、相手がいない割合は、正社員＜パート・契約

＜失業・無職となっている（例えば、「0010」（友人のみ）・「1000」（親のみ）・「0000」（相

手がいない））。 
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図表４－12 「これからの生き方や働き方」についての悩みの相談ネットワーク 

0010 16.4 0010 19.6 0010 23.5 1000 11.9 0010 13.3 1000 29.4
0100 15.3 1000 14.8 1000 23.5 0010 11.6 1010 12.9 1010 23.5
1000 11.4 1010 13.4 1010 17.6 1110 9.2 1000 10.8 0010 14.7
0110 8.9 0000 11.0 0000 17.6 1010 8.6 1001 7.6 0011 8.8
1010 8.5 0100 11.0 1110 5.9 0110 7.9 1110 7.6 0000 5.9
0000 5.0 0110 7.2 1111 2.9 0100 7.6 1011 7.2 1011 5.9
0001 4.6 1110 6.2 0111 2.9 1111 6.3 0001 6.5 1111 5.9
1110 4.6 1100 5.7 0100 2.9 1001 5.9 0011 5.8 0001 2.9
1001 4.3 0011 2.4 0001 2.9 0001 5.6 0000 5.0 1001 2.9
1100 3.9 0101 1.9 1101 0.0 1011 5.6 0110 5.0 0100 0.0
0011 3.6 1111 1.9 1100 0.0 1100 5.3 0100 4.7 0101 0.0
1011 3.6 1011 1.4 1011 0.0 0011 5.0 1100 4.3 0110 0.0
1111 3.6 0111 1.0 1001 0.0 0000 3.3 1111 4.0 0111 0.0
0101 2.8 1001 1.0 0110 0.0 0111 3.0 0111 2.5 1100 0.0
1101 2.1 1101 1.0 0101 0.0 1101 2.0 0101 1.8 1101 0.0
0111 1.4 0001 0.5 0011 0.0 0101 1.3 1101 1.1 1110 0.0
n（人） 281 n（人） 209 n（人） 34 n（人） 303 n（人） 278 n（人） 34

0001 36.7 0001 35.7 0001 21.6
0101 13.3 1001 21.4 1011 15.7
0100 12.2 0011 10.7 1001 13.7
0011 6.7 0101 7.1 1000 9.8
0111 5.6 1000 7.1 0000 5.9
0010 4.4 0000 3.6 0011 5.9
1001 4.4 0110 3.6 0100 5.9
0000 3.3 1100 3.6 1101 5.9
0110 3.3 1110 3.6 1111 5.9
1000 3.3 1111 3.6 0010 2.0
1011 3.3 0010 0.0 0101 2.0
1010 1.1 0100 0.0 0110 2.0
1100 1.1 0111 0.0 1010 2.0
1111 1.1 1010 0.0 1100 2.0
1101 0.0 1011 0.0 0111 0.0
1110 0.0 1101 0.0 1110 0.0
n（人） 90 n（人） 28 n（人） 51

男性・無配偶・
正社員

男性・無配偶・
パート・契約

男性・無配偶・
失業無職

女性・無配偶・
正社員

女性・無配偶・
パート・契約

女性・無配偶・
失業無職

男性・有配偶・
正社員

女性・有配偶・
正社員

女性・有配偶・
パート・契約

 
 

しかし、「今の仕事」についての悩みの場合に比べて、親や友人などの職場以外の相談チ

ャンネルの存在感は比較的大きく、特にパート・契約では、「今の仕事」のときは職場関係が

上位にみられたが、「これからの生き方」では男女とも職場関係が上位にみられなくなってい

る（これは２位・３位に「0101」（職場関係と配偶者）・「0100」（職場関係のみ）がある男性

の正社員とも異なる特徴である）。非典型雇用の場合、「今の仕事」の悩みは職場の上司や同

僚に相談できても、今の仕事を越えた「これからの生き方や働き方」の悩みになると、より

深い関わりをもつ別の人間関係（友人や家族など）でなければ相談できないということなの
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かもしれない。無配偶の女性の場合は、全体として職場関係と「相手がいない」の２つ以外

のものに回答が集まる形になっており、今の仕事を越えた将来についての悩みは友人や家族

に相談するという、パート・契約および失業・無職の無配偶男性でみられた傾向が、正社員

についてもあてはまる結果となっている。また有配偶者では、男女とも配偶者が主要な相談

相手となっている。  
続いて、「人間関係」についての悩みである（図表４－13）。 

 
図表４－13 「人間関係」についての悩みの相談ネットワーク

0010 23.7 0010 25.4 0010 27.3 0010 17.8 0010 15.7 0010 22.2
0100 20.7 0100 19.7 0000 18.2 0100 11.9 0100 9.5 1000 22.2
0110 12.5 0110 15.5 1000 18.2 0110 11.1 0011 9.1 1010 18.5
1000 6.9 0000 9.2 0011 9.1 1110 8.5 1000 7.9 0001 7.4
0000 4.7 1010 7.7 1010 9.1 1010 6.7 1110 7.9 1011 7.4
0011 4.7 1000 6.3 1110 9.1 1000 5.9 0001 7.4 1111 7.4
0001 4.3 0011 5.6 0111 4.5 1111 5.9 1010 7.4 0000 3.7
1010 3.4 1110 2.8 1011 4.5 0001 5.6 0110 7.0 0011 3.7
1100 3.4 0001 2.1 0001 0.0 1011 4.8 1011 7.0 0100 3.7
1110 3.4 0111 1.4 0100 0.0 0011 4.4 0000 5.0 0101 3.7
1111 3.0 1100 1.4 0101 0.0 0000 4.1 1001 4.1 0110 0.0
0101 2.6 1111 1.4 0110 0.0 0111 3.7 0111 2.9 0111 0.0
1011 2.6 0101 0.7 1001 0.0 1100 3.0 1100 2.9 1001 0.0
1101 1.7 1101 0.7 1100 0.0 1001 2.6 1111 2.9 1100 0.0
0111 1.3 1001 0.0 1101 0.0 1101 2.6 0101 2.1 1101 0.0
1001 0.9 1011 0.0 1111 0.0 0101 1.5 1101 1.2 1110 0.0
n（人） 232 n（人） 142 n（人） 22 n（人） 270 n（人） 242 n（人） 27

0001 38.0 0001 25.9 0001 20.0
0100 16.9 0100 14.8 0100 17.5
0011 9.9 1001 11.1 1111 10.0
0101 9.9 0011 7.4 0010 7.5
0010 7.0 0111 7.4 0101 7.5
0000 5.6 0010 3.7 1000 7.5
0111 2.8 0101 3.7 0000 5.0
1000 2.8 0110 3.7 0011 5.0
1001 2.8 1000 3.7 1001 5.0
0110 1.4 1010 3.7 1010 5.0
1010 1.4 1011 3.7 1011 5.0
1011 1.4 1100 3.7 0110 2.5
1100 0.0 1101 3.7 1101 2.5
1101 0.0 1111 3.7 0111 0.0
1110 0.0 0000 0.0 1100 0.0
1111 0.0 1110 0.0 1110 0.0
n（人） 71 n（人） 27 n（人） 40

女性・無配偶・
正社員

女性・無配偶・
パート・契約

女性・無配偶・
失業無職

男性・無配偶・
正社員

男性・無配偶・
パート・契約

男性・無配偶・
失業無職

男性・有配偶・
正社員

女性・有配偶・
正社員

女性・有配偶・
パート・契約
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無配偶者の男女の各タイプすべてにおいて「0010」（友人のみ）が最も高い割合を占めてい

るが、引き続きこの悩みについても、職場関係と友人・家族・（男性の場合）「相手がいない」

の間の代替関係がおおむね確認できる。有配偶者での配偶者の存在の大きさも同様である。 
 最後に、「経済的な問題」についての悩みであるが（図表４－14）、これでは一転して「1000
（家族のみ）」が無配偶の男女の各タイプすべてにおいて最も多くなっており、しかも非常に

高い割合で、他のものに大きく差をつける形になっている。 
 

図表４－14 「経済的な問題（お金のこと）」についての悩みの相談ネットワーク 

1000 35.4 1000 44.8 1000 57.1 1000 42.2 1000 38.7 1000 54.8
0100 12.1 0000 11.9 0010 17.9 1001 10.8 1001 12.1 0010 12.9
0000 11.7 0010 9.8 1010 7.1 0000 7.2 0001 8.1 1001 9.7
0010 6.7 1010 8.8 0000 3.6 0001 6.8 0010 6.9 0000 6.5
0001 5.4 0100 4.6 0100 3.6 1010 5.6 0000 6.0 0001 6.5
1010 5.4 1110 4.6 0111 3.6 1110 5.2 1010 6.0 1010 6.5
1100 5.4 1001 3.6 1011 3.6 0010 4.0 1011 4.4 1100 3.2
1001 4.2 1100 3.6 1110 3.6 0100 4.0 0110 3.6 0011 0.0
1110 3.3 0001 3.1 0001 0.0 1100 4.0 0011 3.2 0100 0.0
0101 2.5 0110 2.6 0011 0.0 0011 2.4 1100 2.8 0101 0.0
0110 2.5 0111 1.0 0101 0.0 1111 2.0 1110 2.4 0110 0.0
1111 2.1 0011 0.5 0110 0.0 0110 1.6 0100 2.0 0111 0.0
1011 1.7 1101 0.5 1001 0.0 1011 1.6 1111 1.6 1011 0.0
1101 1.3 1111 0.5 1100 0.0 0101 0.8 0101 1.2 1101 0.0
0111 0.4 0101 0.0 1101 0.0 0111 0.8 0111 0.4 1110 0.0
0011 0.0 1011 0.0 1111 0.0 1101 0.8 1101 0.4 1111 0.0
n（人） 240 n（人） 194 n（人） 28 n（人） 249 n（人） 248 n（人） 31

0001 56.6 0001 56.7 0001 36.1
1001 17.2 1001 20.0 1001 24.6
0101 6.1 1000 13.3 1000 9.8
1000 5.1 0000 3.3 1011 8.2
0100 4.0 0100 3.3 0000 4.9
0000 3.0 1100 3.3 0100 4.9
1101 3.0 0010 0.0 1101 4.9
1100 2.0 0011 0.0 0101 3.3
0110 1.0 0101 0.0 0010 1.6
0111 1.0 0110 0.0 1010 1.6
1011 1.0 0111 0.0 0011 0.0
0010 0.0 1010 0.0 0110 0.0
0011 0.0 1011 0.0 0111 0.0
1010 0.0 1101 0.0 1100 0.0
1110 0.0 1110 0.0 1110 0.0
1111 0.0 1111 0.0 1111 0.0
n（人） 99 n（人） 30 n（人） 61

女性・無配偶・
正社員

女性・無配偶・
パート・契約

女性・無配偶・
失業無職

男性・有配偶・
正社員

女性・有配偶・
正社員

女性・有配偶・
パート・契約

男性・無配偶・
正社員

男性・無配偶・
パート・契約

男性・無配偶・
失業無職
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男性については、職場関係と友人・家族・「相手がいない」の間の代替関係がゆるやかな形で

確認できるものの、全体的に職場関係は無配偶男性の正社員以外ではあまり選ばれていない。

有配偶者での配偶者の存在の大きさは、他の悩みと変わらない。 
 以上、４つの悩みごとに相談ネットワークの広がりについて検討してきた。「経済的な問題」

についての悩みは家族への集中傾向がうかがえ、やや例外的な特徴をもっていたが、他の３

つに関しては、おおむね共通して、職場関係と友人・家族・（男性のみ）「相手がいない」の

間に代替関係がみられた。前節の最後にふれたように、職場が相談ネットワークを供給する

場として重要性をもつことがここでも確認できたが、それは特に正社員、中でも男性正社員

にとって大きな存在であることがわかった。その存在は、パート・契約ではやや薄らぎ、失

業・無職ではきわめて希薄なものになる。代わって重要性をもつのが家族や友人であり、職

場関係の人を相談ネットワークにもたないときに、それを家族や友人が代替する形になって

いる。家族や友人の存在は女性でより明瞭であり、男性正社員ほどに職場関係の人の比重の

高さが際立つことはない。それに対して、無配偶の男性では「相手がいない」の割合が低く

なく、家族や友人と同様に職場関係を代替する形で、パート・契約や失業・無職である程度

の割合を占めている。女性では、職場関係の人が相談相手に選べない場合でも「相手がいな

い」の割合は決して高くならないが、無配偶の男性では無視できない程度に達している。こ

のことは、無配偶男性の相談ネットワークにおいて職場関係がもつ重みが、それがない場合

は他にもう相談先がないという人がいるという形で、逆方向から示されているといえよう。

有配偶の場合は、いずれの悩みにおいても配偶者が特に中心的な相談相手になっていること

が確認された。 
 まとめよう。非典型雇用であったり、失業・無職であったりすることは、相談ネットワー

クの重要な供給源である職場関係の人が自らのネットワークに加わりにくい（加わらない）

ことを帰結する。その部分は、主に家族や友人によって相談ネットワークが補われることに

なる。しかし無配偶の男性の場合、家族や友人でさえなく、「相手がいない」という形になる

例も無視できない割合で存在している。相談ネットワークの広がりについてたとえて言うな

らば、非典型雇用や失業・無職であることによって“世界”が広がりにくくなっている、と

表現できるかもしれない。 
 
５．相談チャンネルの限定 

 相談ネットワークの選択状況を検討した前節に続き、本節では、複数の相談チャンネルを

利用しているかどうかという点に注目して分析する。前節でもある程度視野に入れて論じて

いたが、個々の悩みの相談相手の選択が、限られた相談チャンネルのみを選んでいるのか、

それとも複数の相談チャンネルを選んでいるのかという点に焦点を合わせて検討する。ここ

では特に、無配偶者に限って検討することにしよう。 
 前節でみた表を、相談チャンネル数によって集計しなおしたのが図表４－15-18 である。
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相談チャンネル数とは、４つの相談先（家族、職場関係、友人、恋人・配偶者）のうちのい

くつを選択しているかである。たとえば、これらの表で相談チャンネル数が３の欄にある数

値（％）は、「0111」「1011」「1101」「1110」の４パターンの相談ネットワークの合計割合

である。またこの表では、相談チャンネル数が少ない場合として、０または１のものを合計

した割合も示し11、さらに平均相談チャンネル数も併記した。この表をみることによって、

前節でみた相談チャンネルの“代替”を別の形で理解することができる。 
 「今の仕事」についての悩みの場合（図表４－15）、男女とも正社員ほど相談チャンネル

数が多く、失業・無職ほど相談チャンネル数が少ないという傾向がおおむね確認できる。男

性で「0000」（「相手がいない」、相談チャンネル数０）が失業・無職ほど割合が高まるのも

改めて確認できる。相談チャンネル数が０または１のものを合計した割合も、正社員ほど少

なく失業・無職ほど多くなっており、平均相談チャンネル数も、正社員ほど多く失業・無職

ほど少ない。相談ネットワークに職場関係が加わらない分の差（の一部）が、この平均相談

チャンネル数の差に現れているといっていいだろう。なお男性に比べて女性では、同様の傾

向はあるものの、相談チャンネル数が０の割合は男性ほど高くなく、平均相談チャンネル数

の差も比較的小さい。これは女性の場合、男性のように職場関係が加わらない分を代替しき

れず「相手がいない」になるケースが、相対的に少ないことが含意されている。実際、平均

相談チャンネル数も男性より多く、女性が男性よりも多チャンネルの相談ネットワークを有

していることがわかる。 
 

図表４－15 今の自分の仕事や働き方についての悩みと相談チャンネル数（％） 

チャンネ
ル数

男性・無配
偶・正社員

男性・無配
偶・パート・
契約

男性・無配
偶・失業無
職

チャンネ
ル数

女性・無配
偶・正社員

女性・無配
偶・パート・
契約

女性・無配
偶・失業無
職

0 4.8 9.4 18.5 0 4.8 1.3 6.5
1 41.6 47.6 63.0 1 27.3 38.2 41.9
2 30.8 28.8 7.4 2 29.2 31.1 29.0
3 19.2 10.6 7.4 3 31.0 24.4 12.9
4 3.6 3.5 3.7 4 7.7 5.0 9.7

0～1合計 46.4 57.1 81.5 0～1合計 32.1 39.5 48.4
平均チャ
ンネル数 1.75 1.51 1.15 平均チャ

ンネル数 2.10 1.94 1.77  
 

以上の特徴は、「これからの生き方」（図表４－16）や「人間関係」（図表４－17）につい

ての悩みの場合でも、正社員／パート・契約／失業・無職の３つの間のコントラストはやや

薄れるものの、おおむね共通してみられるものである。「経済的な問題」（図表４－18）はや

                                                 
11 相談チャンネル数が０または１のものに着目するのは、個人が有しているネットワークの広がりに

おいて、相談チャンネル数が１つ以下か、あるいは２つ以上かによって大きな違いがあると考えるか

らである。抽象的な表現になるが、「２つ以上の世界に関わっている」場合は、一方の世界経験から

他方の世界経験を相対化することができるが、「１つの世界とだけ関わっている」場合は、そうでは

ない（不可能ではないが容易ではない）。以上から、相談チャンネル数が１つ以下か・２つ以上かと

いう区別に特に注目する必要があるとここでは考えている。 
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や例外的で、３つの対比も一層曖昧になるが、これについての悩みでは家族への集中がみら

れたことを反映し、就業形態によらず、相談チャンネル数が０または１のものの合計割合は

他の悩みよりも多く、平均相談チャンネル数は他の悩みよりも少ない傾向がみられる。また、

４つのどの悩みについても、男性よりも女性の方が多チャンネルの相談ネットワークを有し

ている傾向が確認できる。 
 
図表４－16 これからの生き方や働き方についての悩みと相談チャンネル数（％） 

チャンネ
ル数

男性・無配
偶・正社員

男性・無配
偶・パート・
契約

男性・無配
偶・失業無
職

チャンネ
ル数

女性・無配
偶・正社員

女性・無配
偶・パート・
契約

女性・無配
偶・失業無
職

0 5.0 11.0 17.6 0 3.3 5.0 5.9
1 47.7 45.9 52.9 1 36.6 35.3 47.1
2 32.0 31.6 17.6 2 34.0 37.4 35.3
3 11.7 9.6 8.8 3 19.8 18.3 5.9
4 3.6 1.9 2.9 4 6.3 4.0 5.9

0～1合計 52.7 56.9 70.6 0～1合計 39.9 40.3 52.9
平均チャ
ンネル数 1.61 1.45 1.26 平均チャ

ンネル数 1.89 1.81 1.59  
 
図表４－17 人間関係についての悩みと相談チャンネル数（％） 

チャンネ
ル数

男性・無配
偶・正社員

男性・無配
偶・パート・
契約

男性・無配
偶・失業無
職

チャンネ
ル数

女性・無配
偶・正社員

女性・無配
偶・パート・
契約

女性・無配
偶・失業無
職

0 4.7 9.2 18.2 0 4.1 5.0 3.7
1 55.6 53.5 45.5 1 41.1 40.5 55.6
2 27.6 31.0 18.2 2 29.3 32.6 25.9
3 9.1 4.9 18.2 3 19.6 19.0 7.4
4 3.0 1.4 0.0 4 5.9 2.9 7.4

0～1合計 60.3 62.7 63.6 0～1合計 45.2 45.5 59.3
平均チャ
ンネル数 1.50 1.36 1.36 平均チャ

ンネル数 1.82 1.74 1.59  
 
図表４－18 経済的な問題（お金のこと）についての悩みと相談チャンネル数（％） 

チャンネ
ル数

男性・無配
偶・正社員

男性・無配
偶・パート・
契約

男性・無配
偶・失業無
職

チャンネ
ル数

女性・無配
偶・正社員

女性・無配
偶・パート・
契約

女性・無配
偶・失業無
職

0 11.7 11.9 3.6 0 7.2 6.0 6.5
1 59.6 62.4 78.6 1 57.0 55.6 74.2
2 20.0 19.1 7.1 2 25.3 29.0 19.4
3 6.7 6.2 10.7 3 8.4 7.7 0.0
4 2.1 0.5 0.0 4 2.0 1.6 0.0

0～1合計 71.3 74.2 82.1 0～1合計 64.3 61.7 80.6
平均チャ
ンネル数 1.28 1.21 1.25 平均チャ

ンネル数 1.41 1.43 1.13  
 
 失業・無職のケース数が多くないなどの理由で、統計的な有意性の検討を十分に行えない

ものも多々あるため、ここでは大まかな指摘として述べることしかできないが、その限りに

おいて以下のようにまとめることにしよう。全体として、正社員よりもパート・契約の方が、

そしてそれよりも失業・無職の方が、相談ネットワークのチャンネルが少数（チャンネル数

が１ないし０）である傾向がみられる。非典型雇用や失業・無職であることによって、単に
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相談チャンネルの一つとしての職場関係の分が欠けやすくなるというだけでなく、相談ネッ

トワーク全体のあり方が多方向的でない形でつくられる可能性があるといえる12。 
 
６．相談ネットワークと結婚に関する意識 

 前節までで論じてきたのは、主に就業状況によって相談ネットワークのあり方が規定され

ている可能性についての議論であった。本節では、相談ネットワークのあり方が若者の意識

のあり方を規定している可能性について検討する。具体的には、相談ネットワークのあり方

によって無配偶者の結婚に関する意識が規定されているかどうかを考える。 
 
 まず、結婚に関する意識の回答状況を概観しよう。この調査では、結婚に関する意識を以

下の７つの中からあてはまるものを選ぶという形で調べている。すなわち、「すでに結婚して

いる」、「まもなく結婚することが決まっている」、「すぐにでもしたい」、「今はしたくないが、

いずれはしたい」、「良い相手がいればしてもよいが、必ずしもしなくてもよい」、「結婚する

つもりはない」、「わからない」の７つである。以下では無配偶者のデータのみを用いて考察

するので、このうち「すでに結婚している」という回答は対象とはせず、無配偶者が残りの

６つからどれを選んでいるかを検討する。 
 男女別に回答状況をみると（図表４－19）、女性の方が「すぐにでもしたい」が多くなっ

ている。さらに年齢をクロスすると（図表４－20）、年齢が 25-29 歳のグループの方が、18-24
歳のグループよりも男女とも「まもなく結婚することが決まっている」「すぐにでもしたい」

「必ずしもしなくてもよい」が多く、「今はしたくないが、いずれはしたい」「わからない」

が少ないことがわかる。 
 

図表４－19 無配偶者の結婚に関する意識（％） 
まもなく結
婚すること
が決まって
いる

すぐにでも
したい

今はしたく
ないが、い
ずれはした
い

必ずしもし
なくてもよ
い

結婚する
つもりはな
い

わからない n（人）

男性 4.3 5.7 51.1 17.8 5.2 16.0 865
女性 5.9 10.4 52.8 16.7 3.0 11.2 830

χ^2=26.370，d.f.=5，p<.000  
 
 

                                                 
12 なお、以上とは別に、学歴別の相談チャンネル数を調べてみると、「今の仕事」と「これからの生

き方」についての悩みの相談ネットワークにおいて、女性の学歴別の相談チャンネル数に有意差が検

出される。「今の仕事」では、相談チャンネル数が０または１である人の割合が、中卒・高校中退者

の女性で 59.0％、高等教育中退者の女性で 54.8％を占めて他の学歴タイプよりも抜きん出て高くなっ

ている。「これからの生き方」でも、同じ割合が中卒・高校中退者の女性で 53.2％、高等教育中退者

の女性で 55.9％であり、他の学歴タイプではすべて５割未満の値になっている中で、顕著な値である。

中退者のネットワークという観点からのさらなる検討は、今後の課題としたい。 
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図表４－20 無配偶者の結婚に関する意識：年齢別（％） 
まもなく結
婚すること
が決まって
いる

すぐにでも
したい

今はしたく
ないが、い
ずれはした
い

必ずしもし
なくてもよ
い

結婚する
つもりはな
い

わからない n（人）

男性・18-24歳 2.0 4.5 52.5 16.7 4.9 19.3 491
男性・25-29歳 7.2 7.2 49.2 19.3 5.6 11.5 374

χ^2=25.800，d.f.=5，p<.000
女性・18-24歳 4.1 9.0 58.1 13.3 3.4 12.0 465
女性・25-29歳 8.2 12.1 46.0 21.1 2.5 10.1 365

χ^2=22.001，d.f.=5，p<.01  
 
 以下、ケース数が不十分なセルが生じるため統計的な検定は行っていないが、就業状況で

クロスすると、就業状況ごとの違いが顕著なのは男性の方である（図表４－21）。「まもなく

結婚することが決まっている」と「すぐにでもしたい」の合計割合が正社員では 16.0％であ

るのに対し、パート・契約では 3.6％にすぎず、失業・無職ではゼロ（0.0％）である。非典

型雇用や失業・無職の男性で有配偶率が低いことは上でふれたが、無配偶男性の意識の面で

もこのような特徴があることは注目される。また男性に関して、「まもなく結婚することが決

まっている」「すぐにでもしたい」「今はしたくないが、いずれはしたい」の３つと残りの３

つの回答について、双方の合計割合を求めると、正社員や自営ではほぼ７：３となるが、パ

ート・契約や失業・無職ではほぼ５：５となり、結婚への志向の差が浮かび上がってくる13。 
 

図表４－21 無配偶者の結婚に関する意識：就業状況別（％） 
まもなく結
婚すること
が決まって
いる

すぐにでも
したい

今はしたく
ないが、い
ずれはした
い

必ずしもし
なくてもよ
い

結婚する
つもりはな
い

わからない n（人）

男性・正社員 7.1 8.9 53.2 15.8 3.4 11.6 438
男性・パート・契約 1.2 2.4 47.1 20.7 7.6 21.0 329

男性・自営 4.4 4.4 62.2 15.6 4.4 8.9 45
男性・失業・無職 0.0 0.0 50.0 17.4 6.5 26.1 46

女性・正社員 6.7 9.9 54.7 17.3 2.0 9.4 404
女性・パート・契約 5.5 11.0 51.9 15.9 3.3 12.4 364

女性・自営 8.3 16.7 41.7 8.3 8.3 16.7 12
女性・失業・無職 2.4 7.1 45.2 16.7 9.5 19.0 42  

 
 学歴別にみると（図表４－22）、男性では大学・大学院卒で「まもなく結婚することが決

まっている」の割合が高いこと、高卒や中卒・高校中退で「わからない」の割合が際立って

高く、結婚への志向が強くないことがわかる。また女性では、中卒・高校中退と高等教育中

退で「今はしたくないが、いずれはしたい」が少なく、他のタイプと比べて特徴的な結果に

なっている。 
 

                                                 
13 「わからない」は、少なくともその選択肢からは、結婚に関する意識の具体的な内容は明示され

ていない。しかしここでは、回答状況から判断して、結婚に関して中立的な意識を示しているのでは

なく、結婚に関して消極的な（少なくとも積極的ではない）意識を示していると解釈している。 
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図表４－22 無配偶者の結婚に関する意識：学歴別（％） 
まもなく結
婚すること
が決まって
いる

すぐにでも
したい

今はしたく
ないが、い
ずれはした
い

必ずしもし
なくてもよ
い

結婚する
つもりはな
い

わからない n（人）

男性・高卒 3.2 5.8 50.6 14.7 4.2 21.5 312
男性・専門卒 3.8 4.4 55.7 17.7 5.7 12.7 158

男性・短大・高専卒 0.0 16.7 61.1 11.1 5.6 5.6 18
男性・大学・大学院卒 6.3 5.2 52.4 21.4 5.2 9.5 252
男性・中卒・高校中退 2.9 7.1 40.0 12.9 7.1 30.0 70
男性・高等教育中退 5.7 5.7 47.2 26.4 5.7 9.4 53

女性・高卒 2.4 10.6 52.4 16.3 4.1 14.2 246
女性・専門卒 6.5 10.7 55.0 15.4 2.4 10.1 169

女性・短大・高専卒 9.7 9.7 58.2 14.2 1.5 6.7 134
女性・大学・大学院卒 7.2 8.8 57.2 17.5 0.5 8.8 194
女性・中卒・高校中退 3.9 5.9 29.4 27.5 11.8 21.6 51
女性・高等教育中退 8.8 26.5 29.4 17.6 5.9 11.8 34  

 
最後に年収別にみると（図表４－23）、「まもなく結婚することが決まっている」の割合が

男女とも年収が多いほど高くなっていることがわかる。また、男性は大まかな傾向として年

収が高いほど結婚への志向が強まっているが、女性はそれほど顕著ではなく、年収の高い層

では結婚への志向だけでなく「必ずしもしなくてもよい」の割合も高くなっているなど、複

雑な状況が確認できる。 
 

図表４－23 無配偶者の結婚に関する意識：年収別（％） 
まもなく結
婚すること
が決まって
いる

すぐにでも
したい

今はしたく
ないが、い
ずれはした
い

必ずしもし
なくてもよ
い

結婚する
つもりはな
い

わからない n（人）

男性・0-100万円 0.0 5.4 51.4 17.6 8.1 17.6 74
男性・101-200万円 2.0 4.9 45.6 21.1 5.9 20.6 204
男性・201-300万円 3.7 4.3 56.5 17.7 3.3 14.4 299
男性・301-400万円 8.5 9.8 51.8 14.0 4.9 11.0 164

男性・401万円- 16.3 14.0 44.2 18.6 4.7 2.3 43

女性・0-100万円 3.4 10.1 47.2 18.0 3.4 18.0 89
女性・101-200万円 4.4 9.2 56.0 15.2 2.8 12.4 250
女性・201-300万円 7.0 11.7 54.4 15.8 1.7 9.4 298
女性・301-400万円 7.8 10.4 50.6 24.7 2.6 3.9 77

女性・401万円- 10.3 13.8 41.4 20.7 3.4 10.3 29  
 

 続けて、以上のような結婚に関する意識が、相談ネットワークのあり方によって規定され

ている可能性を検討する。具体的には、相談ネットワークにおける相談チャンネル数が、結

婚への志向と関連しているかどうかをまず調べることにする。 
 図表４－24 は、男女別に相談チャンネル数（０～１または２つ以上）と結婚に関する意識

の関連をみたものである14。「経済的な問題」の男性の場合を除き、すべてにおいて有意差が

                                                 
14 なお、結婚に関する意識を扱うことから、相談チャンネルの中から「恋人」を除いたものを用いて

分析する方が望ましいという考え方もありうるが、ここではそうせずに、「恋人」も含む相談ネット

ワーク全体を用いて分析している。仮に「恋人」を除いて分析する場合、実際には「恋人」を含めて
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検出されており、ほとんどにおいて表の左側の３つの回答（「まもなく結婚することが決まっ

ている」「すぐにでもしたい」「今はしたくないが、いずれはしたい」）の割合が、相談チャン

ネル数が０～１の場合よりも２つ以上の場合で高くなっている。 
 

図表４－24 相談チャンネル数と結婚に関する意識 

 今の自分の仕事や働き方について（％）

まもなく結婚
すぐにでも

したい
いずれは

したい
しなくてもよ

い
するつもりは

ない
わからない n（人）

男性・相談チャンネルが2つ以上 6.3 9.4 56.3 16.1 2.2 9.8 224
男性・相談チャンネルが0～1つ 2.0 4.4 49.6 19.0 8.1 16.9 248

χ^2=22.971，d.f.=5，p<.001
女性・相談チャンネルが2つ以上 8.2 11.4 56.3 16.8 0.9 6.5 352
女性・相談チャンネルが0～1つ 3.0 10.9 48.8 18.4 5.0 13.9 201

χ^2=23.982，d.f.=5，p<.001

これからの生き方や働き方について（％）

まもなく結婚
すぐにでも

したい
いずれは

したい
しなくてもよ

い
するつもりは

ない
わからない n（人）

男性・相談チャンネルが2つ以上 6.1 6.9 58.4 16.3 2.4 9.8 245
男性・相談チャンネルが0～1つ 2.3 4.9 48.0 20.9 6.2 17.6 306

χ^2=20.423，d.f.=5，p<.01
女性・相談チャンネルが2つ以上 7.5 12.6 55.9 16.6 1.1 6.4 374
女性・相談チャンネルが0～1つ 5.1 9.4 51.8 16.5 3.9 13.3 255

χ^2=16.546，d.f.=5，p<.01

人間関係について（％）

まもなく結婚
すぐにでも

したい
いずれは

したい
しなくてもよ

い
するつもりは

ない
わからない n（人）

男性・相談チャンネルが2つ以上 6.3 7.6 56.3 18.4 1.9 9.5 158
男性・相談チャンネルが0～1つ 2.8 5.1 48.4 18.9 6.3 18.5 254

χ^2=14.542，d.f.=5，p<.05
女性・相談チャンネルが2つ以上 7.3 12.0 55.3 17.7 1.3 6.3 300
女性・相談チャンネルが0～1つ 7.2 9.2 47.0 18.3 3.2 15.1 251

χ^2=15.302，d.f.=5，p<.01

経済的な問題（お金のこと）について（％）

まもなく結婚
すぐにでも

したい
いずれは

したい
しなくてもよ

い
するつもりは

ない
わからない n（人）

男性・相談チャンネルが2つ以上 5.9 8.9 54.8 16.3 5.2 8.9 135
男性・相談チャンネルが0～1つ 4.5 5.1 49.0 20.0 5.1 16.3 355

χ^2=7.890，d.f.=5，n.s.
女性・相談チャンネルが2つ以上 11.2 14.7 49.2 17.8 0.5 6.6 197
女性・相談チャンネルが0～1つ 6.1 9.9 52.5 15.9 4.3 11.3 345

χ^2=16.298，d.f.=5，p<.01  
 

つまり、相談チャンネル数が多い相談ネットワークを有しているほど、結婚への志向が強

いというわけである。これが文字通りに成り立っているのだとすれば、仮説的に考えたとお

りに、自らの相談ネットワークにおいて多くのチャンネルをもつ人は、より多様な“世界”

とつながりを有していて、自分の悩みを相談できるほどの信頼できる人間関係を複数の方向

にもっており、そしてそのことから、結婚に関しても積極的な意識をもつようになっている

                                                                                                                                                         
２つの相談チャンネルをもつケースも、「恋人」を除けば１つになるため、相談チャンネル数が「０

～１」のカテゴリーに含めて分析することになるだろう。しかしそうしてしまうと、相談チャンネル

数が１つ以下か２つ以上かの区別を重視する観点（注 11 参照）からは、その区別が曖昧になり議論

全体の意味が変わってしまうことになる。そのような理由から、ここではあくまでも相談ネットワー

ク全体を扱うという判断をしている。 
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といえるのだろうか。そう結論づけるためには、これまでみてきた就業状況による相談ネッ

トワークの違いを考慮する必要がある。つまり、仮に就業状況が相談ネットワークを規定し

ているのであれば、就業状況こそが結婚に関する意識を規定していて、相談ネットワークは

擬似相関しているにすぎないという可能性もあるだろう。続けて、この点を検討しなければ

ならない。 
 ここでは、就業状況をさらにクロスするというシンプルな方法で検討する。十分な数に達

しないセルがあるため統計的検定は行わないが、就業状況でコントロールしてもなお、相談

チャンネル数が０～１の場合と２つ以上の場合の間で結婚に関する意識に差が見られた６つ

の例を、図表４－25 に示した。いずれも、相談ネットワークの相談チャンネル数が２つ以上

の場合の方が、０～１の場合よりも結婚への志向が強いと解釈できる結果になっている15。 
 

図表４－25 相談チャンネル数と結婚に関する意識：就業状況別 
今の自分の仕事や働き方について（％）

まもなく結婚
すぐにでも

したい
いずれは

したい
しなくてもよ

い
するつもりは

ない
わからない n（人）

男性・正社員・チャンネルが2つ以 9.7 14.2 56.0 14.9 0.7 4.5 134
男性・正社員・チャンネルが0～1つ 3.4 7.8 58.6 14.7 5.2 10.3 116

女性・パート契約・チャンネルが2つ 6.9 11.8 55.6 18.8 0.0 6.9 144
女性・パート契約・チャンネルが0～ 3.2 8.5 48.9 19.1 6.4 13.8 94

これからの生き方や働き方について（％）

まもなく結婚
すぐにでも

したい
いずれは

したい
しなくてもよ

い
するつもりは

ない
わからない n（人）

男性・正社員・チャンネルが2つ以 9.8 10.5 57.1 16.5 3.0 3.0 133
男性・正社員・チャンネルが0～1つ 4.1 9.5 54.1 15.5 2.7 14.2 148

男性・パート契約・チャンネルが2つ 2.2 2.2 56.7 20.0 2.2 16.7 90
男性・パート契約・チャンネルが0～ 0.0 0.8 40.3 26.9 10.1 21.8 119

人間関係について（％）

まもなく結婚
すぐにでも

したい
いずれは

したい
しなくてもよ

い
するつもりは

ない
わからない n（人）

女性・パート契約・チャンネルが2つ 6.8 12.1 57.6 17.4 0.8 5.3 132
女性・パート契約・チャンネルが0～ 9.1 9.1 43.6 18.2 4.5 15.5 110

経済的な問題（お金のこと）について（％）

まもなく結婚
すぐにでも

したい
いずれは

したい
しなくてもよ

い
するつもりは

ない
わからない n（人）

男性・パート契約・チャンネルが2つ 4.0 4.0 54.0 18.0 10.0 10.0 50
男性・パート契約・チャンネルが0～ 0.7 1.4 38.9 26.4 6.9 25.7 144  
 
 これらの表から、次のように述べることができる。（１）無配偶の男性正社員では、「今の

                                                 
15 この６つの例について、結婚に関する意識を２件法に整理すると検定が可能になり、いずれも有意

差が検出される（詳細は略）。すなわち、「まもなく結婚することが決まっている」「すぐにでもした

い」「今はしたくないが、いずれはしたい」の３つを「結婚への志向あり」とし、「良い相手がいれば

してもよいが、必ずしもしなくてもよい」「結婚するつもりはない」「わからない」の３つを「結婚へ

の志向が弱い」とした２件法である。 
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仕事や働き方」および「これからの生き方」の悩みの相談チャンネルが多いと、結婚への志

向が強い。（２）無配偶の男性パート・契約社員では、「これからの生き方」および「経済的

問題」の悩みの相談チャンネルが多いと、結婚への志向が強い。（３）無配偶の女性パート・

契約社員では、「今の仕事や働き方」および「人間関係」の悩みの相談チャンネルが多いと、

結婚への志向が強い。（１）～（３）はいずれも正の関連であり、相談チャンネルが少ないと

結婚への志向が弱くなると表現することもできる。 
 つまり、この（１）～（３）に関しては、就業状況の影響とは関係なく、相談ネットワー

クのあり方が結婚に関する意識を規定していると考えることもできよう。したがって、すべ

ての場合ではなく（１）～（３）の場合に限られるかもしれないが、相談ネットワークのあ

り方は結婚に関する意識を規定しているといえるのではないだろうか。いわば世界が広がれ

ば、結婚への志向も高まるというわけである。 
 非典型雇用と結婚をめぐっては、非典型雇用であるために収入が低く、そのことが結婚時

期の遅れにつながるというロジックが想起されるかもしれないが、ここでみたように相談ネ

ットワークのあり方が結婚に関する意識を規定しているのだとすれば、これまでの議論に基

づいて次のようにいえるかもしれない。すなわち、非典型雇用ないし失業・無職であること

によって、相談ネットワークが限られたチャンネルしかもたないものにとどまってしまい、

そのことによって結婚への志向も弱いものとなってしまっている、という展開である。相談

ネットワークが限定的で、いわば世界が広がっていかないために、結婚への志向も高まらな

いままになってしまうというわけである。非典型雇用と晩婚化・未婚化を結びつける論理に

関して、低所得という回路で結びついているという可能性以外に、ソーシャル・ネットワー

クが限られているために結婚への志向も消極的になり、結果的に結婚可能性が低くなるとい

う回路が存在する可能性が示唆されているといえよう16。 
 なお、（１）～（３）はいずれも悩みの存在を前提としているものであるが、悩みの有無自

体が結婚への志向にとって問題なのではなく、そうした悩みがあったとしても、複数の相談

チャンネルがあれば結婚への志向は高まるのであり、反対に悩みがあるのに相談相手が１つ

以下のチャンネルに限られているとき、結婚への志向は高まらないということである。複数

の相談チャンネルをもっていること――広い世界を生きていること――は、人間関係が発

展・展開する可能性に対する肯定的な認識につながりやすいということなのかもしれない17。 

                                                 
16 岩澤・三田（2005: 26）は職場結婚の衰退による出会いの場の減少を指摘する中で、職縁に代わる

出会いの場として、友人などの私的なネットワークが活用される可能性にふれている。しかし本節の

検討をふまえると、ソーシャル・ネットワークのあり方自体が一様ではないために、そうした形でネ

ットワークを活用することができない若者がいる可能性があり、かつそうした若者こそが結婚への志

向が低くなっていることが考えられる。 
17 また、（２）と（３）はどちらもパート・契約社員に関するものだが、男女間で結婚への志向と関

連する悩みの種類が重なっておらず、相談ネットワークが及ぼす効果が男性と女性で異なっているこ

とを示しており興味深い。仮に、ここでみてきた結婚への志向を、結婚に限定せずに、未来を肯定的

にとらえる積極的な志向として拡大して解釈するならば、この（２）と（３）は、非典型雇用の若者
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７．まとめ 

 以上の考察から得られた知見を、以下にまとめる。 
 第一に、若者にとって職場とは、単なる仕事の環境というだけでなく、さまざまな悩みに

ついての相談ネットワークが供給される場としても機能している。したがって、失業ないし

は無職であるということは、単に仕事をもたないというだけでなく、相談ネットワークの供

給源をもたないということも含意している。 
 第二に、（第一の点としてふれたように）非典型雇用ないし失業・無職であることは、相談

ネットワークの重要な供給源である職場関係の人が自らのネットワークに加わりにくいこと

――いわば、世界が広がりにくいということ――を意味する。その部分は、主に家族や友人

によって代替される形になっている。無配偶の男性に関しては、そのような代替が十分でな

く、「相手がいない」という形になる例も無視できない割合で存在している。 
 第三に、大まかな傾向の指摘にとどまるが、正社員よりもパート・契約の方が、そしてそ

れよりも失業・無職の方が、相談ネットワークのチャンネル数が１ないし０と少数になる傾

向がみられる。非典型雇用や失業・無職であることによって、多方向的でない形の小規模で

限定的な相談ネットワークが帰結されやすい。 
 第四に、相談ネットワークのあり方は、若者の結婚に関する意識を規定している可能性が

ある。限られた回路においてのみではあるが、相談ネットワークのあり方が多チャンネル的

であれば――世界が広ければ――結婚への志向も高まる傾向があり、逆に、相談ネットワー

クが限られたチャンネルしかもたず狭いままであれば、結婚への志向も高まらないままにな

ってしまう傾向がある。このことから、非典型雇用と晩婚化・未婚化の間に、ソーシャル・

ネットワークが限られているために結婚可能性が低くなるという回路が存在する可能性が示

唆される。 
 就業前の学生である限りにおいて、多くの若者のソーシャル・ネットワークは決して広が

りをもつものとはいえないだろう。やがてさまざまな社会的経験を経ることで、新たな人間

関係をつくりソーシャル・ネットワークが徐々に広がっていくという形が、多くの若者にと

っておそらく一般的であり、そしてその社会的経験の最も主要なものが就業であると考えら

れる。 
 しかし以上の検討から浮かび上がるのは、非典型雇用や無業にとどまっていることは、ソ

ーシャル・ネットワークが広がっていく契機をもたないまま時間を経ていくことになるとい

う可能性である。親や兄弟姉妹、学生時代の友人などからそれほど広がらないままだとすれ

ば、新たに生じてくるさまざまな悩みは、その中で果たして相対化されたり解消されたりす

るのだろうか。ごく限られた人たちの中でのみ過ごし続けることにより、どのような事態が

もたらされうるのか、そして実際にもたらされているのかには注意する必要がある。 
                                                                                                                                                         
へのアウトリーチに際して、どのような悩みに照準して関わっていくか・その若者の性別によってど

のような悩みに照準すべきかといった点に関するヒントとして解釈できるかもしれない。 
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 そしてさらに、家族や学生時代の友人といった相談相手は、時間の経過に伴いつながりが

強まることは実際には多くないだろう。親は年を重ねていき、兄弟姉妹も家を離れていくか

もしれない。学生時代の友人も、それぞれの人生を歩む中で離れていくことは大いにありう

るだろう。その意味で、そうした人たちの存在が、相談ネットワークにおいて比重が小さく

なっていくことは不可避だといえる。それにもかかわらず、職場をはじめとする新たな場で

ネットワークをつくることができないのだとすれば、悩みを相談するチャンネル数の減少、

さらには「相手がいない」という事態も起こっていくと思われる。こうしたソーシャル・ネ

ットワーク形成をめぐる困難の可能性を何らかの形で視野に入れることが、若者の包括的な

移行支援においても求められているといえる。 
 今回の調査対象者は 29 歳までであるが、この若者たちが 30 代を迎えたときに、どのよう

なソーシャル・ネットワークの中で生きているのかについても考察が求められているといえ

よう。非典型雇用の広がりを考えると、30 代以上の世代におけるソーシャル・ネットワーク

のあり方も検討することも、本章では基本的なものにとどまった分析をさらに洗練・発展さ

せることとともに、今後の重要な課題であるといえる。 
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終章 要約と政策提言 

 
１．本報告書の要約 

 本報告書では、若者の移行について就業を中心に検討し、移行のありようを包括的に明ら

かにすることを試みた。最後に、本報告書で見出された知見について要約する。 
 

第１章では、学校から職業生活への移行に注目して、2001 年調査と比較する形で、今回

の調査結果を検討してきた。この検討で明らかになったことは、おおまかには次の７つにま

とめられる。 
①2001 年と比べて、大都市の若者では、アルバイト・パートなどの非典型就業者が増え、正

社員が減った。アルバイト・パートの年収が正社員の半分程度であることは変わらないが、

正社員の労働時間が長くなっているため、１時間あたりの収入にすると差は小さくなってい

る。 
②学歴によって就業形態が規定される傾向が強まった。高等教育卒業者では正社員比率が高

い傾向は変わらず、高卒や学校中退者ではアルバイト・パート比率が大幅に高まった。この

傾向は、離学時点から始まっており、最近の景気拡大の影響は大卒採用には及んでいるが、

高卒や学校中退者には及んでいないといえる。 
③低学歴の若い世代で、生家の豊かさや親の学歴が子どもの就業形態を規定するという 2001
年調査結果は検証されなかった。しかし、これらの階層的要因は子どもの学歴に直結してお

り、学歴を通じて就業形態に影響していることが示唆された。 
④離学以降の就業経験からキャリアを類型化し、これを 2001 年と比べると、離学時も現在

も正社員ではない「非典型一貫」型が増えた。「非典型一貫」は学校中退や高卒で特に多く、

またこの特徴は強まった。さらに、正社員以外の他の就業形態から正社員に移行する者が減

少した。特に高卒の若い層で正社員への移行が大きく減った。 
⑤20 歳代後半層に注目すると、現在、非典型雇用の者のうち、離学直後に非典型雇用や失業・

無業状態だった者が男性で７割、女性で６割を占める。現在失業・無業状態であれば、離学

直後に非典型雇用か無業・失業状態だった者が、男性で７割、女性で５割を占める。現在正

社員であれば、離学直後に正社員であった者が男性の７割、女性の８割を占める。中途で正

社員になりにくい状況があることが示唆される。 
⑥20 歳代後半層において、「非典型一貫」に注目すると、現在の就業形態として非典型雇用

を望ましいとする比率は、男性で５割弱・女性で６割強と多いが、３年後に希望する就業形

態は正社員か自営である者が男性では８割を超え、女性では独身者に限れば６割近くいた。

将来の希望は、自由回答によれば、アルバイト先での正社員登用や店の経営などの自営、芸

能系の仕事でのプロなどが多い。ただし、必ずしも目標に向かって着実に進んでいるとはい

えない。 
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⑦20 歳代後半層の将来の見通しやこれまでの進路の順調感については、キャリア別の差異が

大きく、「非典型一貫」型が将来の見通しや経済的自立、生活満足感などにおいて特に低い。

しかし、2001 年時に比べて全体に肯定的な傾向に変わっており、「正社員定着」との差は縮

小している。若年層における非典型雇用が一般化するなかで、「正社員定着」型でないことを

問題とは受け止めなくなったと推察される。 
 
 これらのファインディングスから今後の若者の就業をめぐる政策展開においては、次のよ

うな点に留意することが重要だと思われる。 
①教育・職業能力開発機会の充実とドロップアウトの予防 

低学歴や学校中退者では正社員としての就業機会が減り、高等教育終了が正社員の就業

機会獲得に必要な条件となってきている。一方、高等教育進学の制約になっているのが親

の経済力・階層である。それだけに、親の経済力に関わりなく職業につながる能力を向上

させる機会の充実が重要である。また、高等教育非進学の背景には文化的要因もあること

から、伝統的な高等教育ばかりでなく、産業界と連携した職業能力開発など幅広い教育機

会の充実が必要であり、また効果的だと思われる。同時に、高校や高等教育機関からの中

途退学が就業機会を制限しているため、その予防と中退後の就業への移行支援も必要であ

る。 
②正社員への登用、新卒枠の柔軟な運用 

非典型雇用から正社員への登用制度や慣行をもつ企業は少なくないが、実際に登用され

る人員は限られている。本調査では、高卒者において正社員登用がむしろ減っている傾向

が見られた。一方、「非典型一貫」型キャリアの若者には内部登用を期待しているものが

少なくないことが窺われた。今後、正社員経験のない 20 代後半以降の者の増加が予想さ

れるが、その正社員への経路の設計・拡充のために、正社員登用や中途採用に積極的な企

業、新卒枠を柔軟に運用し正社員経験のない既卒者の採用を進める企業などを支援するこ

とも効果的だと思われる。 
③非典型雇用者の均衡待遇の推進と労働時間の短縮 

正社員への経路を広げる一方、若年アルバイト・パートの年収が正社員の半分の水準で

ある事態への対応も必要である。雇用形態による格差は、収入以外にも、能力開発機会、

将来展望などさまざまな面に及ぶと思われる。家族形成期でもある若い時期に収入や将来

展望に欠ける状態が長引くことは、少子化の進展にも拍車を掛けかねない。これを補う均

衡待遇の推進や企業外での技能形成できる枠組みなどの対策が重要であろう。また、今回

の調査では、１時間あたりの収入に計算しなおすと、正社員との格差の縮小が見られたが、

そこには、若年正社員の労働時間の長時間化があった。非典型雇用者の待遇の問題は正社

員の待遇の問題でもある。景気拡大基調の中で、総合的に公正な労働条件の実現とその改

善を図っていくことが重要である。 
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④非典型雇用・無業者のキャリア形成支援・若年女性のキャリア形成支援 
若年期の非典型雇用が一般化する中で、20 歳代後半の非典型雇用者のなかにも、正社員

でないことをキャリア形成上の危機だとは受け止めない傾向が出てきている。現実には、

非典型雇用から正社員への移行の経路が整備されているとはいえない中で、本人の想いと

社会の現実との不整合状況が拡大しているように思われる。それだけに、この先 30 歳代、

40 歳代と課題を先送りすることなく職業的自立を促す支援が改めて重要である。職業・生

活キャリアの始点としての若年期であるという視点から、そのスタートをスムーズに切る

ための幅広い支援の充実が期待される。特に、若年女性においては、職業的な展望を持た

ずに非典型雇用を受け入れる者と、正社員就業を続けながら親元で独身の生活を続ける者

に早くから分かれる傾向が見られた。育児・家事に関わる個々の女性の意思を尊重しなが

らも、職業能力の発揮と家族形成が両立できる選択肢を用意し、選択の幅を広げることが、

今後少子高齢化社会の進展とともに期待される女性の職業能力発揮を促すために必要だ

と思われる。 
 

第２章では、フリーター経験率とフリーター理由、フリーター３類型、フリーター経験評

価について、2001 年からの変化に留意しながら分析した。 
①東京都の 18-29 歳層においては、2001 年の約 36％から 2006 年にはおよそ半数がフリー 

ターを経験するようになった。特に 10 代では男女とも７割を超え、高卒以下学歴では男

性で６割、女性で７割を超えている。 
②フリーター理由を 2001 年と 2006 年で比較すると、「仕事以外にしたいことがあるから」

「つきたい仕事のための勉強、準備、修行期間として」「なんとなく」が増加した。「自分

に合う仕事をみつけるため」「学費稼ぎなど、生活のため一時的に働く必要があったから」

「自由な働き方をしたかったから」については減少した。年齢・学歴・家庭の経済的豊か

さによって、フリーター理由は異なっていたが、特に経済的な豊かさについては、男女と

も豊かでない層で「仕事以外にしたいことがあるから」が高く、豊かな層で「つきたい仕

事のための勉強、準備、修行期間として」の割合が高い。また女性では「学費稼ぎなど、

生活のため一時的に働く必要があったから」「家庭の事情で」を上げる割合が豊かでない

層で高く、家庭の経済的状況が特に女性を直撃している。 
③フリーター３類型について検討したところ、2001 年に比べて夢追求型が増加し、やむを得

ず型は減少した。特に夢追求型は年齢が高い層で増加した。10 代後半層の女性ではやむを

得ず型が増加し、男性ではモラトリアム型が増加した。フリーター３類型については、年

齢ではなく、世代からも解釈できると考えられるが、かつて年齢があがると減少していた

夢追求型は、年齢があがっても減少しなくなった。また生家が経済的に豊かでないと、や

むを得ず型が多いという傾向が強まった。 
④フリーター期間について検討したところ、３年以上フリーター経験がある者が４分の１を
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占め、年齢別に見ると、男性の 20 代後半層では 37.9％が、女性では 35.1％が３年以上の

フリーター経験があった。また半年以内の割合は減少した。学歴別には、男性ではあまり

差は見られないが、女性では学歴が低いとフリーター期間が長い。 
⑤年齢によって経験職種は変化しており、18-19 歳層は男女とも店員やウエイトレスを経験

した割合は、男性が７割、女性は８割を占めるが、20 代後半層になるとその割合は下がり、

かわりに男性は土木・建設現場、女性は事務や雑貨小物屋・本屋等の店員が増加する。学

歴別にみると男性では土木・建設現場では高卒以下の若者の割合が高く、女性では事務で

高卒超の割合が高くなる。 
⑥フリーター経験の評価についての変化は見られず、「いろいろな経験をすることができた」

「自由な時間を持てた」「人間関係に関する能力が身についた」が上位を占め、「やりたい

仕事に直接役立つ能力が身についた」「やりたい仕事に就くための人脈やチャンスを得た」

「やりたい仕事がはっきりした」などは低い水準でとどまっている。 
この点については５年間で変化はなく、フリーター経験の評価は、この５年間であまり

変化はなかったことがうかがえる。 
ただし詳しく見てみると、「アルバイト先がなかなかみつからなくて困った」という割

合が男女とも豊かでない層で高く、「人間関係に関する能力が身についた」が男性では豊

かな層で、女性では豊かでない層で高い。また「社会的に認められていないと思った」割

合が特に男性の豊かな層で高かった。経済的豊かさは、フリーター経験の評価を左右して

いる。 
 

大都市の若者においては、この５年間でフリーター経験は一般化したが、特に若い低学歴

層においては、フリーターを経験しない方が珍しくなった。これほどまでにフリーター経験

が一般化すると、かつてのフリーター経験と今日のフリーター経験は同じではありえないこ

とが予想される。かつてのフリーターは「選択」の様相を見せていたが（実際はそうでなく

とも）、今日、高校以降の進学をしない若者にとって、フリーターになることは「選択」の結

果ではなくなっている。本調査だけではうかがい知ることはできないが、フリーターの分析

にあたっては、こうした変化にも留意することが必要である。 
直近の１、２年を除くと、この５年間労働市場の状況はよいとは言えなかったが、フリー

ター３類型については、2001 年調査では年齢が上がると夢追求型は減少していたが、2006
年調査では年齢を問わず一定数を占めるようになった。この点についての解釈は難しいが、

仮説としては、第１章で見たように、正社員の労働条件が悪化し、特に長時間労働になった

ことから、仕事が中心の正社員と、仕事以外にも力を注げるフリーターとの二者択一を迫ら

れるようになったということも考えられる。他方で、生家の経済的豊かさがフリーター３類

型の分布に影響を及ぼすようになっており、豊かでない層でやむを得ず型が多く分布するよ

うになった。 
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また経験職種については年齢と世代を区別するのは難しいが、年齢から検討すると、若い 
ときはサービス・販売職が中心であるが、年齢を経ると異なる仕事に変化していた。日本労

働研究機構が 1999 年にインタビュー調査を行なった際には、フリーターは若くないと仕事

が見つからないとの意見が見られたが、フリーターの需要が高まっている今日においては、

年齢が 20 代後半になっても仕事はある。これは「アルバイト先がなかなか見つからなくて

困った」という割合は、年齢があがると減少していることからも確認できる。しかし年齢が

あがってもフリーターとしての仕事に困らないという状況は、フリーターから離脱しようと

する志向を弱めるように働くことも予想される（次章参照）。 
同様に、フリーター期間が半年以内という、短期のフリーター経験者は少なくなり、長期

化したフリーターが増加しているということは、フリーター期間が長期化すると離脱が難し

くなるという前回調査の知見と照らし合わせると、次章で検討するフリーターから正社員へ

の離脱を困難化させることが予想される。 
こうしたフリーター経験の一般化、フリーター理由、フリーターとしての職種、フリータ

ー期間についての変化が、フリーターから正社員への離脱に大きな影響をもたらしている点

については、次章で検討される。 
 

第３章では、フリーターから正社員の離脱について検討した。 
①フリーターから正社員へ離脱を試みる割合は、この５年で男女問わず大きく低下した。 
 また正社員へ離脱を試みる割合として、本人学歴別にみると、第１回調査では女性にのみ

学歴の影響が見られたが、第２回調査では男女共に本人学歴が高いほど離脱を試みる割合

が高くなった。なお離脱行動に対する家庭的背景の影響は見られなかった。また女性につ

いては、フリーター期間が短いほど試みる割合は高かった。フリーター３類型との関連を

見ると、夢追求型で離脱しようとする割合が低くなっている。 
②正社員になろうとする理由については、「安定した仕事につきたいと思ったから」「正社員

のほうがトクだと思ったから」「年齢的に落ち着いたほうがよいと思ったから」が上位で

あることは変わらない。また直接比較できる項目の大きな変化は、「年齢的に落ち着いた

ほうがよいと思ったから」という項目で起こっている。 
③フリーターから正社員へ離脱を試みたうち離脱に成功したのは、第１回の調査では男性で 

75％、女子で 47％だったが、第２回調査では男性で 58.7％、女性で 53.6％と男女間の差

が縮まった。学歴別には、第１回、２回とも男性ではほとんど違いはなかったが、女性は

第１回調査では学歴が低いほうが離脱率は高くなっていたが、第２回調査では学歴が高い

ほうが離脱成功率は高くなった。家庭的背景と離脱率については、一貫した傾向が見出せ

ないものの、男性の場合、親学歴が低いほうがフリーターからの離脱成功率が高かった。

またフリーター３類型別には、男性は離脱成功率が高い順に、「モラトリアム型」「夢追求

型」「やむを得ず型」、女性は「モラトリアム型」「やむを得ず型」「夢追求型」の順になっ
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た。 
④現在は離脱行動を起こしていない者でも、いずれは正社員や自営になろうと考えているこ

とから（第１章参照）、具体的な離脱行動に結びつくような働きかけが求められる。他方

で、今の仕事や将来についての悩みは、離脱行動をした経験がある者で悩んでいる割合が

高く、悩んでいる場合の相談相手には職場やバイト先のソーシャル・ネットワークが機能

しており、フリーターから正社員への離脱行動を促している可能性がある。ソーシャル・

ネットワークについては、第４章で詳しく検討される。 
④離脱方法は、「インターネット・新聞」などのオープンな情報、「親・保護者・親戚・知人

の紹介」、「パートや契約社員からの登用」、「公的機関の（学校含む）紹介」が主なもので

あった。学歴別に見ると、高卒以下だと親・保護者・親戚・知人の紹介」が高く、高卒超

だと「インターネット・新聞」などが３分の１を占め、本人学歴によって正社員になるル

ートが異なっている。離脱後の職種とクロスすると、生産工程・建設の仕事や運輸・通信・

保安の仕事で人的つながりを通じた経路の割合が高く、サービス・販売の仕事で「パート

や契約社員からの登用」の割合が高くなっている。 
 
 以上のように、フリーターから正社員に離脱しようと試みる割合（離脱行動）は、なぜ 2001
年から 2006 年にかけて低くなったのだろうか。いくつかの仮説を整理した。 
 すでに前章で述べたように、フリーター経験が一般化したため、フリーターであることに

問題を感じ、あえてフリーターを抜け出そうとするプッシュ要因は弱くなり、労働市場の状

況も悪く、正社員の需要も少なかったため、プル要因も存在しなかったことが挙げられるだ

ろう。 
また前章で得られた知見によれば、フリーター生活への不満が弱い夢追求型が全体に占め

る割合が増え、その結果、フリーターを離脱しようと考えない割合が高まったことや、年齢

が上がってもフリーターとしての仕事内容は変化するものの、仕事には困らないため、フリ

ーターを離脱しようする理由が弱くなった（ただし第１回調査でも年齢が高いほうが「アル

バイト先が見つからなくて困った」と答える割合は低かった）、なども考えられる。景気の影

響で労働市場の状況は改善されているものの、離脱行動を起こさなければ離脱することは難

しい。この点については、終章でも議論する。 
 なお離脱行動割合は、2001 年調査でも見られたように、性別による差が大きかったが、そ

のなかの離脱成功率をみると、2006 年には男女の差はほとんどなくなり、特に学歴別に見る

と、高卒超学歴の女性の離脱率は男性を上回っている。もちろん女性のほうがフリーターに

なる確率は高いわけだが、正社員への離脱率はけして男性にひけをとらないことから、女性

のアスピレーションを高めるような支援が検討されてよい。 
 離脱段階に関する支援としては、学歴が高い層でオープンな情報を用いる割合が高いとい

う知見が見られたが、インターネットなどのオープンな情報の利用は人的つながりを用いる
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場合と比較して、何を基準にすればよいのか、また迷ったときに誰に相談すればよいのかわ

からないという状況になりやすい。高学歴層は一般に問題解決能力が高いことから、相談機

関の利用の推進も必要である。 
フリーターは若いときの一時的な働き方だとみなされているため、社会保険は不十分なこ

とが多く、また正社員としての採用の際にもフリーター経験は職歴とみなされないことも多

い。現状を前提にするならば、離脱行動をいかに促せるかが今後の重要な課題となることは

まちがいない。 
しかし同時に、フリーター経験がこれだけの広がりを見せている現状においては、フリー

ターから正社員に離脱する支援だけでは十分ではない。フリーターの増加に対応して、フリ

ーターの仕事をある程度長期に安定した仕事に転換していく制度について議論すべき時期に

来ていると言えよう。 
 

第４章では、若者のソーシャル・ネットワーク（相談ネットワーク）に注目し、その実態

について就業状況との関連を中心に検討するとともに、ネットワークのあり方が意識（特に、

結婚に関する意識）を規定している可能性について考察した。若者のソーシャル・ネットワ

ークに注目することは、就業という側面にとどまらずに、若者が生きる“世界”のあり方を

より全域的かつ具体的な形で切り出すことを可能にすると考えられる。検討から得られた知

見を、以下にまとめる。 
①若者にとって職場とは、単なる仕事の環境というだけでなく、さまざまな悩みについての

相談ネットワークが供給される場としても機能している。したがって、失業ないしは無職

であるということは、単に仕事をもたないというだけでなく、相談ネットワークの供給源

をもたないということも含意している。 
②非典型雇用ないし失業・無職であることは、相談ネットワークの重要な供給源である職場

関係の人が自らのネットワークに加わりにくいこと――いわば,世界が広がりにくいとい

うこと――を意味する。その部分は、主に家族や友人によって相談ネットワークで代替さ

れる形になっている。無配偶の男性に関しては、そのような代替が十分でなく、「相手が

いない」という形になる例も無視できない割合で存在している。 
③大まかな傾向の指摘にとどまるが、正社員よりもパート・契約の方が、そしてそれよりも

失業・無職の方が、相談ネットワークのチャンネル数が１ないし０と少数になる傾向がみ

られる。非典型雇用や失業・無職であることによって、多方向的でない形の小規模で限定

的な相談ネットワークが帰結されやすい。 
④相談ネットワークのあり方は、若者の結婚に関する意識を規定している可能性がある。限

られた回路においてのみではあるが、相談ネットワークのあり方が多チャンネル的であれ

ば――世界が広ければ――結婚への志向も高まる傾向があり、逆に、相談ネットワークが

限られたチャンネルしかもたず狭いままであれば、結婚への志向も高まらないままになっ
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てしまう傾向がある。このことから、非典型雇用と晩婚化・未婚化が、低所得という回路

で結びついているという可能性だけでなく、ソーシャル・ネットワークが限られているた

めに結婚可能性が低くなるという回路が存在する可能性もある。 
 
 就業前の学生である限りにおいて、多くの若者のソーシャル・ネットワークは決して広が

りをもつものとはいえないだろう。やがてさまざまな社会的経験を経ることで、新たな人間

関係をつくりソーシャル・ネットワークが徐々に広がっていくという形が、多くの若者にと

っておそらく一般的であり、そしてその社会的経験の最も主要なものが就業であると考えら

れる。 
 しかし以上の検討から浮かび上がるのは、非典型雇用や無業にとどまっていることは、ソ

ーシャル・ネットワークが広がっていく契機をもたないまま時間を経ていくことになるとい

う可能性である。親や兄弟姉妹、学生時代の友人などからそれほど広がらないままだとすれ

ば、新たに生じてくるさまざまな悩みは、その中で果たして相対化されたり解消されたりす

るのだろうか。ごく限られた、自分と似た立場の人たちの中でのみ過ごし続けることにより、

どのような事態がもたらされうるのか、そして実際にもたらされているのかには注意する必

要がある。 
 そしてさらに、家族や学生時代の友人といった相談相手は、時間の経過に伴いつながりが

強まることは実際には多くないだろう。親は年を重ねていき、兄弟姉妹も家を離れていくか

もしれない。学生時代の友人も、それぞれの人生を歩む中で離れていくことは大いにありう

るだろう。その意味で、そうした人たちの存在が、相談ネットワークにおいて比重が小さく

なっていくことは不可避のことだといえる。それにもかかわらず、職場をはじめとする新た

な場でネットワークをつくることができないのだとすれば、悩みを相談する「相手がいない」

という事態も起こっていくと思われる。こうしたソーシャル・ネットワーク形成をめぐる困

難の可能性を何らかの形で視野に入れることが、若者の包括的な移行支援においても求めら

れているといえる。 
 今回の調査対象者は 29 歳までであるが、この若者たちが 30 代を迎えたときに、どのよう

なソーシャル・ネットワークの中で生きているのかについても考察が求められているといえ

よう。非典型雇用の広がりを考えると、30 代以上の世代におけるソーシャル・ネットワーク

のあり方も検討することも、本章では基本的なものにとどまった分析をさらに洗練・発展さ

せることとともに、今後の重要な課題であるといえる。 
 
２．本稿の知見と政策提言 

 本稿は、就業を中心としつつ、若者の移行をトータルに捉えることを試みてきた。もちろ

ん本報告書の分析では包括的に若者の移行を捉えられたとは言えないものの、いくつかの重

要な知見が得られている。 
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 第一に、就業の状態は若者の生活全体に大きな影響を与えている。正社員であることは経

済的安定をもたらし、離家や家族形成につながるだけでなく、相談ネットワークにみる若者

の生活世界をも左右している。不安定な移行の状態にあるということは、単なる経済問題に

とどまらず、若者の将来展望や視野の狭さにもつながっていくのである。若者を不安定な状

態に放置することは、年金や税金などの経済問題にとどまらず、どのような社会的帰結を生

むのかについて、私たちは敏感である必要がある。 
第二に、非典型雇用であることの意味は変容し、移行期間が長期化している。かつてフリ

ーターになる際には、正社員ではない働き方をするのだという明確な意識を伴っていたよう

に思われる。しかし非典型雇用が一般化し、移行が長期化する中においては、いわばフリー

ター状態であることは当然のこととなり、20 代後半になってもフリーターの「危機感」は生

じなくなった。自分と同質の人とすごす生活世界の中では、フリーターから正社員になろう

という新たな世界へのインセンティブも機能しにくい。とりわけ若年女性においては、若年

男性の状態がかつての親世代とは異なっているにもかかわらず、はじめから非典型雇用にの

み将来を展望する者も少なくない。 
第三に、学歴は正社員としての就業機会を規定するようになっている。そのメルクマール

となる高等教育への進学は、少子化が進み 18 歳人口の減少がすすむ今日、親の経済力にか

かっている。若者が受けられる費用負担のない公的な職業訓練も限られており、家庭的背景

が移行を左右する傾向が強まっている。しかし現在政策的に充実されつつあるのは、児童手

当などの初期の経済的支援であり、もっとも教育費負担が重くなる 18 歳以降の経済的支援

は、貸与としての奨学金に限られている。奨学金制度は進学インセンティブがきわめて高い

若者層には有効であろうが、まずは生活費を捻出する必要のあるような社会的背景の若者層

にとって現実的な選択肢とはならない。 
 第四に、正社員と非典型雇用間の賃金格差は大きなまま存在しているが、正社員の長時間

労働が進んだため、その格差は結果として縮小の方向に向かっている。また現状の評価につ

いても、かつてみられた正社員と非典型雇用の格差は小さくなっている。正社員であること

は相対的に恵まれた状態にあるとはいっても、彼らに問題がないわけではなく、極端な長時

間労働に垣間見られるように、むしろその問題は拡大しつつあるように見受けられる。正社

員と非典型雇用の問題は、一体のものとして議論される必要がある。本稿ではその問題性に

十分に迫れてはいないが、若者支援はフリーター・ニート支援ではなく、若者全体を視野に

入れた包括的支援である必要があろう。 
 
 
 
 
 



－ 131 － 

 以上から、次のような政策的な方向が導かれる。 
 
①学歴獲得機会の拡大と、職業能力開発機会の提供 

広井（2006）が指摘するように、「教育は最大の社会保障」であり、若い時期に教育や職

業訓練を受ける機会を提供することは安定した移行に結びつく。 
短期的には、経済的負担を減らしながら実践的な職業能力を獲得できるような職業能力開

発機会として、日本版デュアルシステムの活用が考えられる。日本版デュアルシステムは、

「働きながら学ぶ」ことを目的として、座学と企業実習が組み合わされたしくみである。労

働 政 策 審 議 会 建 議 「 今 後 の 職 業 能 力 開 発 施 策 の 在 り 方 に つ い て 」 に よ れ ば

（http://www.mhlw.go.jp/houdou/2005/12/dl/h1221-2a.pdf）、企業が主体となって「自社の

ニーズに応じた教育訓練機関における理論面での基礎教育」と「訓練生を自社において一定

期間雇用する形で行う実習」を効果的に組み合わせるという、日本版デュアルシステムを発

展させた「実践型人材養成システム」を、就労、就学に次ぐ「第三の選択肢」として普及定

着させることが目指されている。生活費を賄いながら、実践的な職業能力を獲得できる仕組

みが普及すれば、移行における若者の負担を減らすことになるだろう。ただし「実践型人材

養成システム」は、初期の教育訓練を個人に負担させる可能性がぬぐいきれないという問題

が残されている（濱口 2006）。 
また中卒者や高校中退者については、就業というよりも進学に対する支援が安定した雇用

を獲得するのに効果的であろう。 
長期的には、欧米諸国のように、義務教育以降でも若者に教育や職業訓練を受ける権利を

保障していくような政策が検討されてよい。 
 
②若者の働き方全体の見直しと非典型雇用の処遇の再検討 
 非典型雇用者の増大は若者の移行の不安定化に結びついているが、非典型雇用は若いとき

の一時的な働き方ではなくなっている。社会保険などの処遇についての改善とともに、非典

型雇用者の職業能力開発機会の提供を進めていくことが重要である。また正社員の長時間労

働などの働き方の問題についても、あわせて支援が必要である。 
 
③企業に対して、正社員登用や、フリーター経験を職歴として評価するように働きかけるこ

と 
 現在非典型雇用として就業している職場での正社員登用を希望する若者は少なくないが、

実際に正社員登用を利用して正社員になったのは２割程度に限られている。一定期間以上の

就業には正社員への登用が求められる。またフリーター経験を職歴として評価しない企業は

少なくないが、これだけフリーター経験が広まっている現在においては、意味のあるフリー

ター経験も少なくない。企業に採用の理解を求めていくことは欠かせない。 
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④若者のソーシャル・ネットワークを広げる機会を設けること 
 ソーシャル・ネットワークの分析に示されたように、フリーターや無業者は正社員に比べ

て、ソーシャル・ネットワークを広げる機会を得られていない。さまざまな人々（同じ若者

層や、それ以外の人々も含めて）と出会うきっかけとなるような機会を社会的に設けること

が求められる。また学校段階でも、学校行事やイベント、学校以外の機関への所属など、多

様な機会を設けることによって、異なる世界への経路が開かれる可能性がある。 
 
⑤就業以前の問題でつまずいている若者に対して、トータルな支援が可能になるようなしく

みを整えること 
 本稿では調査の設計上対象者とはなっていないが、序章で述べたようなヤングホームレス

など就業に先立って抱えている問題が大きい若者層については、公的扶助がないと安定した

就業に向かうことは難しいため、就業支援と公的扶助を統合した支援が求められる。それぞ

れが抱えている問題全体に対するトータルな支援が求められる。 
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巻末資料 
 
図表１ 調査時点の就業状況（2001 年調査） 
 単位；％

男女計 男性 女性
100.0 100.0 100.0

正社員・公務員 71.5 77.8 64.3
パート・アルバイト 14.8 10.5 19.7
派遣・契約 5.1 3.1 7.3
自営・家業従事 6.5 6.5 6.4
失業 1.2 1.1 1.3
無業（仕事以外、何もしていない) 1.0 1.0 1.0  
 
図表２ 現職就業職種（就業形態別・2001 年調査） 

 単位；％ 
正社員 パート・ア

ルバイト
派遣・契

約
自営・家
業従事

合計 
男性計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

専門・技術的な仕事 21.3 7.8 29.8 4.2 19.0 
管理的な仕事 1.6 0.0 0.0 0.3 1.3 
事務的な仕事 16.2 7.2 21.9 0.0 14.3 
販売の仕事 19.4 26.7 10.1 21.7 20.0 
サービスの仕事 13.8 34.5 9.0 29.2 16.9 
生産工程・建設・軽作業 18.8 15.6 11.8 37.1 19.5 
運輸・通信・保安の仕事 8.6 7.0 17.4 3.7 8.4 
その他の仕事 0.3 1.1 0.0 3.7 0.6 
無回答 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0 

女性計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
専門・技術的な仕事 22.0 9.7 19.0 15.4 18.9 
事務的な仕事 49.2 15.8 55.7 25.4 41.4 
販売の仕事 17.2 27.0 20.8 37.8 20.8 
サービスの仕事 8.8 42.7 3.4 20.8 16.0 
生産工程・建設・軽作業 1.9 4.3 0.0 0.0 2.1 
運輸・通信・保安の仕事 0.0 0.3 1.1 0.0 0.1 
その他の仕事 0.5 0.2 0.0 0.6 0.4 
無回答 0.5 0.0 0.0 0.0 0.3  
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図表３ 現職・勤務先企業規模（就業形態別・2001 年調査） 
単位；％

正社員
パート・ア
ルバイト

派遣・契
約

自営・家
業従事

合計

男性計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
公務 4.5 0.5 1.1 0.0 3.7
1,000人以上 15.3 9.9 27.2 0.0 14.1
300～999人 12.3 5.2 11.7 0.0 10.7
29～299人 33.9 29.7 29.5 1.6 31.1
29人以下 33.6 53.2 30.6 97.6 39.9
わからない 0.0 1.0 0.0 0.0 0.1
無回答 0.3 0.5 0.0 0.8 0.3

女性計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
公務 5.7 0.8 4.5 0.0 4.3
1,000人以上 28.6 11.8 27.4 0.0 23.2
300～999人 13.2 7.8 10.8 0.0 11.0
29～299人 26.3 30.5 40.0 0.0 26.5
29人以下 24.8 48.4 7.6 100.0 33.2
わからない 0.5 0.3 4.7 0.0 0.7
無回答 1.0 0.5 5.0 0.0 1.1  

 
図表４ 性別・学歴別の現在の就業状況（2001 年調査） 

   単位；％

学歴計 高校卒
短大･高
専･専門
学校卒

大学・大 
学院卒 

中卒・高 
校中退 

高等教育
中退

正社員 77.0 71.5 80.0 84.9 66.7 69.8

パート・アルバイト 10.4 12.4 7.9 7.5 14.4 18.6

派遣・契約 3.0 2.7 5.4 1.6 0.4 6.2

自営・家業従事 6.5 7.5 5.8 3.7 15.0 5.2

失業 1.1 0.6 0.5 2.2 0.8 0.3

無業（仕事以外、何もしていない） 1.0 2.1 0.3 0.1 2.8     -

就業経験なし 1.0 3.2     -     -     -     -
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

正社員 62.6 54.3 66.3 75.6 22.7 16.9

パート・アルバイト 19.2 27.2 16.7 7.3 48.5 42.7

派遣・契約 7.1 5.7 6.4 12.1     - 2.2

自営・家業従事 6.3 6.4 8.0 0.2 12.9 16.9

失業 1.2 1.0 1.7 0.5 1.5 4.5

無業（仕事以外、何もしていない） 0.9 1.4 0.3 1.7 1.5     -

学生・その他 0.3     -     - 1.3     -     -

就業経験なし 2.4 3.9 0.7 1.3 12.9 16.9
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

男 
性 

女 
性 

合計 

合計  

注)学歴計には学歴不明を含む。 



－ 137 － 

図表５ 性・年齢・学歴別現在の就業状態（2001 年調査） 
単位；％

高卒18- 
19歳 

高卒20- 
24歳 

高卒25- 
29歳 

高校中
退等18-
19歳

高校中
退等20-
24歳

高校中
退等25-
29歳

短大・専
各卒24
歳以下

短大・専
各卒25-
29歳

大学卒 
24歳以 
下

大学卒 
25-29歳 

高等教
育中退
24歳以
下 

高等教
育中退
25-29歳

男性計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

正社員 42.8 74.4 75.5 53.8 44.2 78.0 72.4 84.0 71.0 88.2 56.3 79.1

パート・アルバイト 26.9 15.7 6.9 26.3 37.2 3.2 15.8 3.8 12.4 6.3 29.4 11.0

高卒18- 
19歳 

高卒20- 
24歳 

高卒25- 
29歳 

高校中
退等

短大専
卒24歳

短大専
卒25-29

大卒24
歳以下

大卒25-
29歳

高等教 
育中退 

女性計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
正社員 63.4 46.8 57.8 22.7 74.9 58.8 78.4 75.4 16.9 
パート・アルバイト 23.9 32.5 24.3 48.5 14.1 18.9 8.4 6.7 42.7 

 
 
 
図表６ 年収および１時間当たり収入＊２の正社員とアルバイト・パートの比較 

（性・学歴・年齢別／2001 年調査） 
 正社員 アルバイト・パート 

１時間当た 
り収入（千 

円） ＊1 
１時間当たり収入 

（千円）
＊1

高卒 18-19 歳 0.60 0.62 103

高卒 20-24 歳 1.05 0.83 79
高卒 25-29 歳 1.43 1.01 71
短大専卒 24 歳以下 0.95 0.70 74
短大専卒 25-29 歳 1.28 1.08 85
大卒 24 歳以下 1.38 0.76 55
大卒 25-29 歳 1.43 0.63 44

高卒 18-19 歳 0.82 0.65 79

高卒 20-24 歳 1.05 0.71 68

高卒 25-29 歳 1.25 0.81 65

短大専卒 24 歳以下 1.10 0.70 64

短大専卒 25-29 歳 1.38 0.75 54
大卒 24 歳以下 1.23 0.80 65

大卒 25-29 歳 1.34 0.73 54

注） *1 年収を上下５％の数値を除いた平均値とし、そこから、時間当たり収
入は（およその年収）／（週労働時間×52 週）でもとめた。なお、年収及び
労働時間は上下５％の数値を除いた平均値を用いた。
*2 正社員(公務含む)を 100 としたときのアルバイト・パートの収入・１時間
当たり収入の比。 

2001 年調査

の時間当た 
り年収比

＊2

男 
性 

女 
性 
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図表７ 世帯状況別の就業状況（2001 年調査） 
単位；％

未婚単身 未婚親元 既婚
男性 100.0 100.0 100.0

正社員 69.9 72.0 91.4
パート・アルバイト 16.7 12.9 1.0
派遣・契約 4.6 2.7 2.0
自営・家業従事 7.1 7.4 5.6
失業 0.1 2.0 0.0
無業（仕事以外、何もしていない） 1.6 0.9 0.0
就業経験なし 0.0 2.0 0.0

女性 100.0 100.0 100.0
正社員 70.5 68.3 16.4
パート・アルバイト 18.7 16.6 14.9
派遣・契約 5.8 6.7 4.2
自営・家業従事 2.2 4.7 8.6
失業 0.3 1.4 0.9
無業（仕事以外、何もしていない） 0.3 1.3 0.1
専業主婦 0.0 0.0 49.0
その他 0.0 0.0 0.9
就業経験なし 2.2 1.0 4.9  

 
図表８ 離学直後の状況（2001 年調査） 

 単位：％

男女計 男性 女性 高校卒
専門・
各種卒

短大・ 
高専卒 

大学・ 
大学院 
卒 

中卒・
高校中
退 

高等教
育中退

正社員 65.2 62.0 68.3 57.8 72.4 79.5 77.2 29.1 27.0
パート・アルバイト 20.0 20.8 19.1 27.0 16.1 9.7 12.5 36.9 41.7
派遣・契約 3.5 3.5 3.4 2.2 3.6 6.2 2.6 2.2 11.3
自営・家業従事 2.8 3.9 1.8 3.8 3.2 1.2 0.7 9.5 0.3
無業（求職、迷っていた、何もしていない） 6.4 7.3 5.5 7.4 3.8 3.1 5.1 21.5 11.0
その他（進学準備、結婚準備）・無回答 2.2 2.5 1.8 1.9 0.9 0.3 1.9 0.8 8.7

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

 
 



－ 139 － 

図表９ これまで経験した働き方（複数回答・2001 年調査） 
 単位；％

男性 女性 男女計
１ヶ月以上無職だったことがある 29.2 29.6 28.8
正社員 78.7 79.1 78.4
公務員 3.5 3.3 3.7
契約社員・嘱託 8.1 7.4 8.9
派遣社員 5.4 3.6 7.2
パート 9.2 4.6 13.8
社会人アルバイト 33.1 35.2 31.1
自営業・自由業 3.9 4.6 3.1
家族従業員 6.9 7.1 6.7
その他の働き方 0.3 0.6 0.1
無回答 0.3 0.3 0.2
合計 100.0 100.0 100.0  
 
図表 10 キャリア類型の分布（性･学歴別／2001 年調査） 

 単位；％ 

高卒 専門卒
短大・
高専卒

大学・
大学院

卒

中卒・
高校中

退

高等教
育中退

その他 
不明 合計 

男性 正社員定着 25.4 38.0 53.0 59.1 8.3 16.2 36.6 
正社員転職 13.3 14.0 12.2 10.7 16.0 4.8 12.4 
正社員から非典型 2.4 3.6 2.6 1.6 2.8 0.7 5.6 2.4 
正社員一時他形態 7.6 13.7 5.8 8.7 8.0 
非典型一貫 14.3 10.1 17.4 7.8 13.0 24.4 16.7 11.9 
他形態から正社員 26.8 14.5 14.8 8.4 33.5 48.8 77.8 20.2 
現在自営･家業 7.8 6.2 3.7 15.0 5.2 6.6 
現在無業 1.6 2.0 2.8 1.3 
その他 0.8 0.8 0.5 

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
女性 正社員定着 23.5 39.4 45.3 57.2 37.9 

正社員転職 6.1 9.3 11.3 5.6 17.9 7.8 
正社員から非典型 18.7 13.1 12.9 8.6 3.5 11.0 13.3 
正社員一時他形態 6.9 7.9 7.3 1.3 20.5 35.7 6.5 
非典型一貫 17.1 13.1 11.3 11.8 55.7 47.9 28.6 15.2 
他形態から正社員 19.9 4.5 7.5 11.0 26.1 11.5 
現在自営･家業 6.6 12.6 4.4 0.2 14.8 20.5 17.9 6.4 
現在無業 1.1 0.2 2.9 1.0 
その他 1.5 0.3 

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

合計 

合計  
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図表 11 キャリア類型の分布と変化（性･学歴･年齢別／2001 年調査） 

 単位；％

性 別 高卒 18- 
19 歳 

高卒 20-
24 歳

高卒 25-
29 歳

短大・専
各卒 24
歳以下

短大・専
各卒 25-

29 歳

大学卒 
24 歳以 

下 
大学卒
25-29 歳

男性 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
  (離学直後の正社員比率） 29.6 47.5 60.0 66.8 76.0 61.5 84.2

正社員定着 18.4 33.3 21.0 49.6 33.6 50.6 61.2
正社員転職 8.9 9.5 16.8 21.1 5.1 12.0
正社員から非典型 2.5 2.0 2.6 4.3 3.1 0.3 1.8
正社員一時他形態    - 2.4 12.5 12.8 12.6 5.1 6.0
非典型一貫 34.2 16.9 9.2 20.1 5.8 12.3 6.7
他形態から正社員 27.2 30.9 23.7 9.8 16.8 10.2 8.1
現在自営･家業    - 4.8 11.3 3.3 7.0 6.0 3.2
現在無業 8.9 0.1 1.4    -    - 10.2    - 
その他    -    - 1.4    -    -    - 1.0

女性 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
  (離学直後の正社員比率） 60.6 40.3 73.8 79.2 74.2 73.1 73.8

正社員定着 59.1 18.1 21.7 63.1 25.0 67.6 49.5
正社員転職    - 3.0 9.1 6.5 13.7 3.6 7.1
正社員から非典型 1.6 18.7 21.4 5.2 19.7 1.7 13.6
正社員一時他形態    -    - 12.7 4.9 10.0    - 2.3
非典型一貫 27.6 23.4 11.2 16.7 8.1 16.4 8.4
他形態から正社員 11.8 27.0 16.4 1.6 10.0 3.6 16.4
現在自営･家業    - 6.7 7.5 2.0 13.2    - 0.3
現在無業    - 3.0    -    - 0.2 3.6 2.3
その他    -    -    -    -    - 3.6    -  

 
図表 12 現在の就業形態別望ましい働き方（現在、３年後／25-29 歳／2001 年調査） 

 単位：％

合計 
正社員
(公務含

む)

アルバ
イト・

パート

契約・
派遣等

自営・
家業

合計
正社員 
(公務含 

む) 

アルバ
イト・

パート

契約・
派遣等

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
自営・家業 12.6 5.7 8.1 27.6 84.9 9.9 2.5 6.7 6.2
アルバイト・パート 5.3 1.3 44.6 1.7 0.7 11.5 0.8 52.0 1.6
派遣・契約 2.4 1.7 2.7 27.6 0.3 8.2 5.2 7.5 29.2
正社員・公務員 78.2 89.5 43.2 43.1 14.0 66.3 88.9 27.8 63.0
専業主婦・その他 1.5 1.8 1.4 0.0 0.0 4.2 2.6 6.1 0.0
自営・家業 33.5 27.8 30.2 31.6 90.4 19.2 11.1 19.4 33.7
アルバイト・パート 0.6 0.0 3.6 0.0 0.0 16.9 12.0 32.2 1.6
派遣・契約 1.2 1.3 2.7 0.9 0.0 6.8 7.7 7.3 2.5
正社員・公務員 61.8 68.7 56.3 54.7 4.8 41.9 52.1 21.8 52.7
専業主婦・その他 3.0 2.2 7.2 12.8 4.8 15.3 17.1 19.4 9.5

望ましい就業形態 

現 在 の 就 業 形 態 
男  性 女  性 

現在もっ 
とも望まし 
い働き方 

3 年後に 
実現した 
い働き方 
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図表 13 キャリア類型別望ましい働き方（現在、３年後／25-29 歳／2001 年調査） 
単位：％

望ましい就業形態
正社員
定着

他形態
から正
社員

非典型
一貫

正社員
から非
典型

正社員
定着

他形態
から正
社員

非典型
一貫

正社員
から非
典型

自営・家業 1.9 9.3 18.0 4.5 1.9 0.0 13.4 2.7
アルバイト・パート 2.0 1.9 32.3 25.8 0.0 4.0 35.1 35.7
派遣・契約 1.0 5.6 12.8 4.5 1.9 7.9 10.9 16.6
正社員・公務員 94.0 81.4 35.7 65.2 92.5 84.2 37.7 40.2
専業主婦・その他 1.0 1.9 1.1 0.0 3.7 4.0 2.9 4.9
自営・家業 15.7 38.8 32.3 27.0 9.4 16.1 30.1 20.1
アルバイト・パート 0.0 0.0 2.6 1.1 11.3 7.9 19.2 23.6
派遣・契約 1.9 1.9 1.9 2.2 9.4 0.0 4.3 6.8
正社員・公務員 81.4 57.4 51.1 69.7 49.1 68.2 28.3 34.3
専業主婦・その他 1.0 1.9 12.0 0.0 20.7 7.9 18.1 15.2

男性

現在もっと
も望ましい
働き方

3年後に
実現した
い働き方

女性

 



単純集計表

合計 男性 女性
18-19
歳

20-24
歳

25-29
歳

N 2000 1038 962 226 781 993
自営業・自由業 6.8 9.8 3.5 4.4 6.1 7.9
家族従業者（家の仕事） 2.2 2.9 1.4 1.3 1.3 3.0
パート・アルバイト 20.6 16.2 25.4 49.1 21.4 13.5
派遣社員 4.7 2.9 6.5 3.1 4.1 5.4
契約社員・嘱託 3.4 2.7 4.1 2.7 3.5 3.4
正社員 56.1 58.2 53.8 31.4 57.9 60.3
公務員 4.6 5.8 3.2 4.4 4.4 4.7
その他 0.7 0.8 0.6 1.3 0.9 0.4
働かない／主婦など 1.1 0.7 1.5 2.2 0.5 1.2
無回答 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.1
自営業・自由業 17.5 25.5 8.7 10.2 15.9 20.3
家族従業者（家の仕事） 2.2 2.4 1.9 3.1 1.4 2.5
パート・アルバイト 8.2 2.2 14.7 10.6 6.1 9.3
派遣社員 2.4 0.8 4.2 2.7 2.0 2.6
契約社員・嘱託 1.9 0.6 3.2 1.3 1.5 2.2
正社員 57.0 59.2 54.7 63.3 60.7 52.7
公務員 5.4 6.7 3.8 4.9 5.9 5.0
その他 1.8 2.2 1.4 1.8 2.6 1.2
働かない／主婦など 3.7 0.3 7.4 2.2 3.7 4.0
無回答 0.1 0.1 0.1 0.0 0.1 0.1
悩みはない 39.9 44.1 35.3 49.1 40.7 37.2
親・保護者 24.4 17.9 31.4 24.3 26.6 22.7
兄弟姉妹 9.1 6.3 12.1 8.8 7.8 10.1
職場やバイト先の上司 15.2 16.4 13.9 10.6 15.4 16.1
職場やバイト先の友人・同僚 26.1 21.4 31.1 17.3 25.1 28.8
学校で知り合った友人 21.4 17.3 25.8 20.4 24.2 19.4
学校の先生・職員・相談員 1.6 1.0 2.3 3.1 2.2 0.8
趣味をともにする友人 13.8 11.8 15.8 15.5 12.4 14.4
恋人・配偶者 19.4 14.7 24.4 8.0 16.8 24.1
カウンセラー等の専門家や公的な支
援機関

0.6 0.5 0.7 0.0 0.4 0.9

その他 2.8 2.2 3.3 2.7 1.9 3.4
誰もいない 1.8 2.2 1.4 2.2 1.7 1.8
悩みはない 30.8 35.4 25.9 36.7 30.9 29.4
親・保護者 29.9 23.1 37.1 32.3 32.7 27.1
兄弟姉妹 10.0 6.6 13.7 11.9 9.3 10.1
職場やバイト先の上司 10.5 12.5 8.2 7.5 11.8 10.1
職場やバイト先の友人・同僚 19.5 17.1 21.9 12.8 20.7 19.9
学校で知り合った友人 24.9 19.8 30.4 23.9 27.0 23.5
学校の先生・職員・相談員 1.2 0.8 1.7 2.7 1.7 0.5
趣味をともにする友人 17.3 16.3 18.3 17.7 15.0 18.9
恋人・配偶者 23.7 18.2 29.5 10.2 20.0 29.6
カウンセラー等の専門家や公的な支
援機関

0.9 0.7 1.0 0.0 0.8 1.1

その他 3.6 3.1 4.1 2.7 3.3 3.9
誰もいない 2.3 2.8 1.7 3.1 2.0 2.2
悩みはない 43.3 51.2 34.7 45.1 45.1 41.4
親・保護者 15.4 8.7 22.7 15.5 17.5 13.7
兄弟姉妹 7.2 4.5 10.0 7.1 6.5 7.7
職場やバイト先の上司 8.8 8.9 8.7 5.8 9.6 8.9
職場やバイト先の友人・同僚 18.9 15.7 22.3 12.8 19.2 20.0
学校で知り合った友人 23.0 17.2 29.1 25.7 24.3 21.2
学校の先生・職員・相談員 0.5 0.3 0.6 0.4 0.8 0.2
趣味をともにする友人 14.4 12.3 16.5 16.8 10.5 16.8
恋人・配偶者 18.3 13.0 24.0 11.1 15.2 22.4
カウンセラー等の専門家や公的な支
援機関

0.4 0.2 0.6 0.0 0.3 0.6

その他 2.1 1.6 2.6 1.3 1.9 2.4
誰もいない 2.2 2.4 1.9 4.0 1.7 2.1
無回答 0.4 0.3 0.4 0.4 0.1 0.5

現在、最も望まし
い働き方

今の自分の仕事
や働き方につい
て
（複数回答）

問３
悩みの
相談相
手

問２
望まし
い働き
方

これからの生き方
や働き方につい
て
（複数回答）

人間関係につい
て
（複数回答）

３年後に実現して
いたい働き方
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合計 男性 女性
18-19
歳

20-24
歳

25-29
歳

N 2000 1038 962 226 781 993
悩みはない 37.1 40.4 33.6 43.4 38.5 34.5
親・保護者 37.3 32.1 42.8 42.0 40.5 33.6
兄弟姉妹 7.4 5.8 9.1 7.1 6.7 8.1
職場やバイト先の上司 4.5 6.0 2.8 3.1 4.7 4.5
職場やバイト先の友人・同僚 8.6 8.7 8.5 5.3 9.2 8.9
学校で知り合った友人 9.0 7.6 10.5 6.6 9.5 9.2
学校の先生・職員・相談員 0.4 0.4 0.3 0.4 0.4 0.3
趣味をともにする友人 7.8 7.6 7.9 8.8 6.4 8.6
恋人・配偶者 20.1 17.0 23.5 7.1 14.0 27.9
カウンセラー等の専門家や公的な支
援機関

0.2 0.0 0.4 0.0 0.1 0.3

その他 2.4 2.5 2.3 1.8 2.3 2.6
誰もいない 3.6 4.0 3.0 3.5 3.1 3.9
かなりあてはまる 13.2 12.0 14.3 10.6 14.7 12.5
ある程度あてはまる 49.2 45.4 53.3 43.8 47.8 51.6
あまりあてはまらない 29.2 32.0 26.1 35.8 29.3 27.5
ほとんどあてはまらない 8.5 10.6 6.2 9.7 8.2 8.5
無回答 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
かなりあてはまる 12.7 11.3 14.2 11.5 11.9 13.6
ある程度あてはまる 53.4 49.8 57.2 39.8 51.1 58.2
あまりあてはまらない 27.7 30.3 24.8 42.0 29.7 22.9
ほとんどあてはまらない 6.3 8.6 3.7 6.6 7.3 5.3
無回答 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
かなりあてはまる 7.6 7.6 7.5 7.5 7.6 7.6
ある程度あてはまる 43.4 40.7 46.4 36.3 44.0 44.5
あまりあてはまらない 40.6 42.3 38.8 46.5 39.7 40.0
ほとんどあてはまらない 8.4 9.4 7.2 9.7 8.6 7.9
無回答 0.1 0.0 0.2 0.0 0.1 0.1
かなりあてはまる 11.1 13.4 8.6 7.5 9.6 13.1
ある程度あてはまる 38.0 38.2 37.7 22.6 33.8 44.7
あまりあてはまらない 34.6 33.8 35.3 41.6 39.2 29.3
ほとんどあてはまらない 16.4 14.5 18.3 28.3 17.4 12.8
無回答 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.1
かなりあてはまる 30.3 34.1 26.1 34.5 30.0 29.5
ある程度あてはまる 53.6 51.6 55.6 44.2 53.6 55.6
あまりあてはまらない 14.0 11.7 16.5 19.5 14.3 12.5
ほとんどあてはまらない 2.2 2.6 1.8 1.8 2.0 2.4
無回答 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
かなりあてはまる 33.9 34.8 32.8 33.6 35.5 32.6
ある程度あてはまる 45.8 43.9 47.8 42.5 43.9 48.0
あまりあてはまらない 17.6 18.4 16.6 21.2 17.9 16.4
ほとんどあてはまらない 2.8 2.9 2.7 2.7 2.7 2.9
無回答 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
かなりあてはまる 12.3 11.8 12.9 12.4 13.2 11.6
ある程度あてはまる 50.2 47.7 52.9 43.4 48.9 52.8
あまりあてはまらない 30.1 31.3 28.7 35.0 31.4 27.9
ほとんどあてはまらない 7.5 9.2 5.5 9.3 6.5 7.8
無回答 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
中学 2.6 3.1 2.0 6.2 2.6 1.7
高校 38.9 42.8 34.6 86.3 38.8 28.1
専門・各種学校 21.8 21.1 22.6 6.2 23.6 24.0
短大 8.8 1.1 17.0 0.0 9.7 10.0
高専 1.3 1.7 0.8 1.3 1.2 1.4
大学 25.5 28.9 21.8 0.0 23.9 32.5
大学院 1.1 1.2 1.0 0.0 0.0 2.2
その他 0.2 0.2 0.1 0.0 0.3 0.1
無回答 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
卒業 89.0 87.8 90.3 78.3 88.6 91.7
中途退学 10.9 12.1 9.6 21.2 11.3 8.3
無回答 0.1 0.1 0.1 0.4 0.1 0.0

卒業・中退の時
期 省略

問５
最後に
在学し
た学校

これまでの進路
選択は順調で
あった

現在の生活に満
足している

仕事以外に生き
がいがある

努力次第で将来
は切り開けると思
う

経済的に自立し
ている

将来の見通しは
明るい

自分の生活は、
周囲の人からうま
くいっていると思

経済的な問題に
ついて
（複数回答）

問４
仕事や
人生に
ついて

学校の種類

卒業か中途退学
か

－ 143 －

われている



合計 男性 女性
18-19
歳

20-24
歳

25-29
歳

N 2000 1038 962 226 781 993
就業状態 正社員 48.9 49.1 48.6 18.6 46.1 58.0

公務員 1.2 0.9 1.5 0.0 1.2 1.4
契約社員・嘱託 4.1 3.1 5.1 1.8 4.4 4.3
派遣社員 2.2 1.6 2.7 2.7 1.5 2.5
パート・アルバイト 29.6 28.5 30.8 48.7 32.5 23.0
自営業・自由業 1.1 1.6 0.4 1.3 1.2 0.9
家族従業者 1.2 2.1 0.2 0.9 0.8 1.6
無職で仕事を探していた 3.3 3.9 2.5 6.2 3.8 2.1
無職で資格試験準備 1.0 1.3 0.7 0.4 0.8 1.3
無職で進学・留学準備 1.7 2.0 1.2 5.8 1.7 0.7
専業主婦・結婚準備 0.6 0.0 1.1 0.0 0.5 0.7
特に何もしていない・迷っていた 3.9 4.3 3.3 10.2 3.8 2.4
その他 1.6 1.3 1.8 3.5 1.7 1.0
無回答 0.1 0.1 0.0 0.0 0.1 0.0
N 998 518 480 184 411 403
民間企業への応募 44.4 43.1 45.8 32.1 48.2 46.2
進学・留学を希望しての受験 15.7 17.6 13.8 32.6 13.6 10.2
資格試験の準備 8.1 8.3 7.9 2.7 6.1 12.7
無回答 34.5 34.2 34.8 34.2 33.6 35.5
親・保護者 66.7 64.3 69.4 72.8 70.3 60.3
兄弟姉妹 11.5 9.8 13.3 16.3 9.5 11.4
職場やバイト先の上司 3.3 4.1 2.5 2.7 2.7 4.2
職場やバイト先の友人・同僚 6.2 5.6 6.9 4.3 7.5 5.7
学校で知り合った友人 34.4 29.0 40.2 34.8 36.7 31.8
学校の先生・職員・相談員 25.4 24.9 25.8 37.0 29.4 15.9
趣味をともにする友人 14.9 15.3 14.6 12.0 14.1 17.1
恋人・配偶者 14.3 10.2 18.8 9.2 14.6 16.4
カウンセラー等の専門家や公的な支
援機関

1.0 1.0 1.0 1.1 1.2 0.7

その他 2.8 2.5 3.1 2.7 2.7 3.0
誰もいない 13.4 14.5 12.3 12.0 11.9 15.6
無回答 0.8 0.6 1.0 0.5 0.5 1.2
なった 24.8 28.8 20.6 2.2 20.9 39.2
なっていない 75.2 71.2 79.4 97.8 79.1 60.8
無回答 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

はじめて正社員
になった年月 省略

N 1249 668 581 46 455 748
1000人以上 22.6 21.3 24.1 15.2 22.2 23.3
300～999人 17.2 16.8 17.7 8.7 18.5 17.0
30～299人 29.5 28.6 30.6 30.4 30.1 29.1
29人以下 27.9 30.8 24.6 45.7 26.4 27.8
無回答 0.1 0.1 0.0 0.0 0.2 0.0
続けている 61.0 62.1 59.7 80.4 73.8 52.0
勤務先を変わった、やめた 38.8 37.6 40.3 19.6 25.7 48.0
無回答 0.2 0.3 0.0 0.0 0.4 0.0
N 2000 1038 962 226 781 993
正社員 49.3 53.7 44.5 19.5 48.5 56.6
公務員 1.5 1.4 1.6 0.0 1.4 1.9
契約社員・嘱託 5.0 4.0 5.9 2.2 4.7 5.7
派遣社員 4.0 2.4 5.6 2.2 3.2 4.9
パート・アルバイト 30.5 26.5 34.8 61.1 34.1 20.7
自営業・自由業 2.0 3.3 0.5 1.3 1.3 2.6
家族従業者 2.5 3.5 1.4 0.4 1.0 4.0
無職で仕事を探している 2.3 2.5 2.1 3.5 3.1 1.4
無職で仕事以外の活動 1.0 0.7 1.2 3.5 0.4 0.8
無職で特に何もしていない 1.3 1.2 1.4 4.9 1.2 0.5
その他 0.7 0.6 0.8 0.9 0.9 0.5
無回答 0.3 0.3 0.2 0.4 0.3 0.2

問７
現在
（最近1
週間）
の主な
状況

問６
卒業し
た直後
の就業
状態

その後正社員に
なったか

勤務先に勤めて
いるか

勤務先企業の規
模

卒業前の相談相
手
（複数回答）

卒業する前の活
動
（複数回答）

－ 144 －



合計 男性 女性
18-19
歳

20-24
歳

25-29
歳

N 1891 984 907 196 736 959
入職時期 省略
採用経路 民間企業の新卒採用 35.4 35.4 35.5 25.5 39.7 34.2

公務員・教員試験 2.2 1.6 2.9 0.0 2.4 2.5
その他 60.8 61.4 60.1 73.5 56.0 61.8
無回答 1.6 1.6 1.5 1.0 1.9 1.5
専門・技術的な仕事 20.9 24.1 17.4 4.1 20.5 24.6
管理的な仕事 0.4 0.5 0.3 0.0 0.1 0.7
事務の仕事 17.5 5.7 30.2 6.1 14.5 22.0
販売の仕事 19.7 21.5 17.8 21.4 20.4 18.9
サービスの仕事 20.5 18.4 22.7 40.3 23.9 13.8
生産工程・建設の仕事 7.2 12.0 2.1 11.7 6.0 7.3
運輸・通信・保安の仕事 5.3 9.6 0.8 7.7 5.2 5.0
その他 8.3 7.9 8.7 8.7 9.1 7.6
無回答 0.2 0.3 0.0 0.0 0.3 0.1
公務 2.3 1.7 2.9 0.0 2.4 2.6
1000人以上 17.3 14.3 20.5 7.7 17.3 19.3
300～999人 14.1 13.0 15.2 7.1 15.6 14.3
30～299人 26.5 26.6 26.4 30.6 27.2 25.1
29人以下 39.1 43.7 34.1 53.1 36.7 38.1
無回答 0.8 0.6 1.0 1.5 0.8 0.6
平均値 46.2 49.5 42.6 39.2 45.1 48.4
中央値 45 50 40 40 45 48
平均値 254.2 285.2 220.3 155.4 229.9 293.0
中央値 250 300 209 150 236 300
N 2000 1038 962 226 781 993
１ヶ月以上無職だったことがある（学生
や主婦ではなく）

30.3 30.8 29.7 26.5 30.0 31.4

これまで働いたことはない 1.0 1.0 0.9 4.9 0.6 0.3
正社員 55.3 56.9 53.4 20.4 51.7 66.0
公務員 1.5 1.2 1.8 0.0 1.3 1.9
契約社員・嘱託 8.6 7.2 10.0 1.8 7.0 11.3
派遣社員 7.9 5.6 10.4 3.1 7.4 9.4
パート・アルバイト 50.5 48.4 52.8 71.7 51.0 45.3
自営業・自由業 2.4 3.4 1.2 1.3 2.2 2.7
家族従業者 3.5 4.7 2.2 0.9 2.2 5.1
その他の働き方 0.9 1.1 0.6 0.4 1.0 0.8
無回答 0.4 0.3 0.4 0.0 0.0 0.7
N 1146 556 590 169 438 539
６ヶ月未満 8.7 11.0 6.6 16.6 7.8 7.1
６ヶ月～１年未満 19.2 18.9 19.5 41.4 17.6 13.5
１年～１年６ヶ月未満 11.5 12.4 10.7 16.0 13.7 8.3
１年６ヶ月～２年未満 11.3 12.1 10.5 10.1 15.3 8.3
２年～２年６ヶ月未満 9.6 9.5 9.7 5.3 11.4 9.5
２年６ヶ月～３年未満 7.0 6.5 7.5 6.5 6.6 7.4
３年以上 32.1 29.1 34.9 4.1 27.6 44.5
無回答 0.6 0.5 0.7 0.0 0.0 1.3
はい 42.8 49.5 36.4 17.2 40.2 52.9
いいえ 56.5 50.0 62.5 82.8 59.4 45.8
無回答 0.8 0.5 1.0 0.0 0.5 1.3
N 490 275 215 29 176 285
やりたいことが見つかったから 22.9 23.3 22.3 17.2 24.4 22.5
安定した仕事につきたいと思ったから 66.5 64.4 69.3 69.0 69.3 64.6
夢に見切りをつけたから 4.3 6.2 1.9 0.0 4.0 4.9
年齢的に落ち着いたほうがいいと思っ
たから

23.7 25.5 21.4 17.2 17.6 28.1

スキルを身につけたいと思ったから 15.5 13.1 18.6 13.8 14.8 16.1
結婚した、しようと思ったから 7.8 13.5 0.5 0.0 6.3 9.5
まわりの友達が就職しはじめたから 7.3 7.3 7.4 6.9 11.4 4.9
正社員のほうがトクだと思ったから 36.3 32.0 41.9 24.1 35.8 37.9
その他 6.7 6.2 7.4 0.0 5.7 8.1
無回答 0.4 0.0 0.9 0.0 0.6 0.4

問８
学校を
卒業後
の多様
な働き
方につ
いて

正社員になろうと
した経験あるか

正社員以外の働
き方の期間

正社員になろうと
したきっかけ
（複数回答）

勤務先の企業規
模

年収（万円）

1週間の労働時
間（時間）

問９
正社員
以外の
働き方
につい
て
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（複数回答）

職種



合計 男性 女性
18-19
歳

20-24
歳

25-29
歳

N 490 275 215 29 176 285
親・保護者 53.5 47.3 61.4 62.1 60.2 48.4
兄弟姉妹 12.4 9.8 15.8 10.3 10.8 13.7
職場やバイト先の上司 12.9 13.8 11.6 0.0 20.5 9.5
職場やバイト先の友人・同僚 15.1 14.2 16.3 24.1 19.9 11.2
学校で知り合った友人 23.3 20.4 27.0 34.5 22.2 22.8
学校の先生・職員・相談員 2.7 2.2 3.3 3.4 5.1 1.1
趣味をともにする友人 14.9 14.5 15.3 10.3 15.9 14.7
恋人・配偶者 21.8 18.9 25.6 13.8 18.8 24.6
カウンセラー等の専門家や公的な支
援機関

1.4 0.7 2.3 3.4 1.1 1.4

その他 2.2 1.8 2.8 3.4 3.4 1.4
誰もいない 18.4 22.9 12.6 13.8 14.8 21.1
無回答 0.8 0.7 0.9 0.0 2.3 0.0
正社員になった 57.1 60.0 53.5 13.8 48.3 67.0
正社員にはなっていない 42.2 39.3 46.0 86.2 50.0 33.0
無回答 0.6 0.7 0.5 0.0 1.7 0.0
N 280 165 115 4 85 191

入職時期 省略
採用経路 公的機関の紹介 17.5 15.2 20.9 25.0 14.1 18.8

親・保護者・親戚・知人の紹介 23.2 30.3 13.0 25.0 25.9 22.0
インターネット・貼紙・新聞・雑誌 28.2 25.5 32.2 0.0 28.2 28.8
派遣会社の紹介 3.2 0.6 7.0 0.0 0.0 4.7
パートや契約社員からの登用 17.1 18.2 15.7 25.0 18.8 16.2
民間・NPOなどの支援機関 0.7 1.2 0.0 0.0 1.2 0.5
その他 9.3 7.9 11.3 25.0 9.4 8.9
無回答 0.7 1.2 0.0 0.0 2.4 0.0

職種 専門・技術的な仕事 28.9 26.7 32.2 0.0 28.2 29.8
事務の仕事 11.8 3.0 24.3 25.0 3.5 15.2
販売の仕事 18.6 17.6 20.0 0.0 18.8 18.8
サービスの仕事 15.4 19.4 9.6 25.0 22.4 12.0
生産工程・建設の仕事 8.9 13.3 2.6 25.0 10.6 7.9
運輸・通信・保安の仕事 8.2 13.3 0.9 0.0 11.8 6.8
その他 8.2 6.7 10.4 25.0 4.7 9.4

企業規模 1000人以上 12.5 12.1 13.0 0.0 10.6 13.6
300～999人 10.0 9.7 10.4 0.0 14.1 8.4
30～299人 31.8 26.7 39.1 75.0 22.4 35.1
29人以下 45.0 50.9 36.5 25.0 52.9 41.9
無回答 0.7 0.6 0.9 0.0 0.0 1.0
N 1146 556 590 169 438 539
ある 87.1 89.7 84.6 92.9 90.2 82.7
ない 12.0 9.4 14.4 7.1 9.4 15.6
無回答 1.0 0.9 1.0 0.0 0.5 1.7
N 998 499 499 157 395 446
６ヶ月以内 12.2 12.8 11.6 15.3 11.4 11.9
７ヶ月から １年 21.8 20.0 23.6 53.5 19.7 12.6
１年から２年 24.0 26.1 22.0 19.1 26.8 23.3
２年から３年 17.7 18.0 17.4 8.9 23.3 15.9
３年超 23.9 22.8 25.1 3.2 18.5 36.1
無回答 0.2 0.2 0.2 0.0 0.3 0.2

フリーターの経験

フリーターの通算
期間

正社員になるとき
の相談相手
（複数回答）

正社員になった
か

問１０
フリー
ター経
験につ
いて
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合計 男性 女性
18-19
歳

20-24
歳

25-29
歳

N 998 499 499 157 395 446
ファーストフードの店員やウエイトレス 33.0 25.3 40.7 43.9 32.4 29.6
コンビニやスーパーの店員 32.4 33.9 30.9 33.8 35.4 29.1
ガソリンスタンド店員 8.2 12.8 3.6 7.0 8.1 8.7
雑貨小物屋・本屋等の店員 9.8 6.0 13.6 5.1 9.6 11.7
お弁当・総菜屋・パン屋等の店員 9.3 6.0 12.6 10.2 10.1 8.3
ゲーセン・カラオケ 7.8 9.2 6.4 4.5 8.1 8.7
アパレル・洋服販売 4.8 2.8 6.8 3.8 4.8 5.2
調理・コック 11.8 16.2 7.4 8.3 11.9 13.0
皿洗い・洗い場 7.2 9.6 4.8 4.5 7.8 7.6
出前・配達 9.0 17.0 1.0 11.5 8.9 8.3
チラシ・ビラ配り 8.6 6.6 10.6 8.3 9.1 8.3
イベントスタッフ 10.3 8.8 11.8 7.0 8.9 12.8
遊園地・球場 2.7 2.2 3.2 1.3 2.8 3.1
風俗関係 2.5 2.4 2.6 1.3 3.8 1.8
清掃・ビルメンテナンス 5.4 9.2 1.6 3.8 5.8 5.6
土木・建設現場 8.5 16.0 1.0 6.4 6.6 11.0
製造・組立 5.7 6.6 4.8 3.8 5.3 6.7
事　務 14.8 7.2 22.4 3.8 13.4 20.0
塾・予備校教師 2.0 2.4 1.6 0.6 1.8 2.7
その他 13.2 12.4 14.0 6.4 15.9 13.2
無回答 0.1 0.2 0.0 0.0 0.0 0.2
仕事以外にしたいことがあるから 22.2 24.2 20.2 19.1 23.0 22.6
つきたい仕事のための勉強や準備、
修行期間として

24.5 27.5 21.6 24.8 22.5 26.2

自分に合う仕事を見つけるため 35.7 36.3 35.1 25.5 40.0 35.4
正社員として採用されなかったから 11.9 11.8 12.0 7.0 13.4 12.3
学費稼ぎなど、生活のために一時的に
働く必要があったから

17.6 18.6 16.6 24.2 15.9 16.8

なんとなく 26.8 28.9 24.6 29.9 27.6 24.9
正社員はいやだったから 9.8 7.2 12.4 6.4 10.1 10.8
家庭の事情で 8.9 5.0 12.8 8.3 7.1 10.8
自由な働き方をしたかったから 23.1 18.8 27.5 18.5 27.1 21.3
その他 4.9 4.4 5.4 3.8 5.3 4.9
無回答 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
仕事以外にしたいことがあるから 13.5 15.4 11.6 10.2 13.7 14.6
修行期間として 15.9 18.2 13.6 15.9 13.9 17.7
自分に合う仕事を見つけるため 19.1 20.4 17.8 14.0 23.3 17.3
正社員として採用されなかったから 7.1 6.6 7.6 6.4 6.3 8.1
生活のために一時的に働く必要があっ
たから

9.4 10.4 8.4 17.2 8.9 7.2

なんとなく 12.6 14.4 10.8 20.4 11.1 11.2
正社員はいやだったから 2.0 1.6 2.4 1.9 2.3 1.8
家庭の事情で 4.8 1.4 8.2 5.1 3.8 5.6
自由な働き方をしたかったから 9.9 7.6 12.2 6.4 11.4 9.9
その他 5.1 3.6 6.6 2.5 4.8 6.3
無回答 0.4 0.2 0.6 0.0 0.5 0.4
やりたい仕事に直接役立つ能力が身
についた

19.2 20.8 17.6 14.0 17.7 22.4
急に日数を減らされたり、来なくていい
といわれて困った

7.3 5.6 9.0 6.4 7.8 7.2
アルバイト先がなかなか見つからなくて
困った

11.8 10.6 13.0 14.6 13.9 9.0
やりたい仕事に就くための人脈やチャ
ンスを得た

13.1 14.4 11.8 9.6 13.2 14.3
人間関係に関する能力（人とうまく話せ
る等）が身についた

41.9 41.9 41.9 36.9 45.8 40.1

やりたい仕事がはっきりした 16.4 15.6 17.2 10.8 16.2 18.6
将来に不安を感じた 33.0 34.9 31.1 22.9 36.7 33.2
いろいろな経験をすることができた 57.3 54.9 59.7 49.7 58.2 59.2
社会的に認められていないと思った 15.6 16.6 14.6 8.9 15.2 18.4
生活が不安定だった 24.4 28.9 20.0 14.0 25.3 27.4
自由な時間が持てた 47.0 42.9 51.1 31.8 48.1 51.3
正社員に比べて収入が少なかった 31.6 31.9 31.3 22.9 32.2 34.1
無回答 0.6 0.6 0.6 1.9 0.3 0.4

最も重要なもの

問１３
フリー
ター経
験で感
じたこと

問１２
フリー
ターに
なった
理由

問１１
フリー
ターで
経験し
た仕事

－ 147 －

（複数回答）

（複数回答）

（複数回答）



合計 男性 女性
18-19
歳

20-24
歳

25-29
歳

N 2000 1038 962 226 781 993
１人で 13.8 17.8 9.5 11.1 12.3 15.6
父や母と 66.6 61.6 71.9 82.7 77.1 54.6
兄弟姉妹と 39.1 35.6 42.7 58.4 49.6 26.4
配偶者や子供 16.0 17.1 14.9 1.3 7.2 26.3
その他 7.6 7.7 7.5 9.3 8.3 6.6
無回答 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
すでに結婚している 15.3 16.7 13.7 0.9 6.3 25.6
まもなく結婚する 4.3 3.6 5.1 0.9 3.5 5.7
すぐにでもしたい 6.8 4.7 8.9 5.8 6.5 7.2
今はしたくないが、いずれはしたい 44.0 42.6 45.5 45.1 54.5 35.4
必ずしもしなくてもよい 14.7 14.8 14.4 13.3 14.6 15.0
結婚するつもりはない 3.5 4.3 2.6 3.1 4.2 3.0
わからない 11.6 13.3 9.7 31.0 10.4 8.1
N 1699 855 844 149 667 883
結婚・子供・退職・仕事しない 14.5 16.1 12.9 17.4 13.9 14.5
結婚・子供・退職・再就職 39.8 31.1 48.7 33.6 38.7 41.8
結婚・子供・仕事続ける 28.5 32.9 24.2 24.8 29.1 28.8
結婚・子供なし・仕事続ける 2.6 1.9 3.3 0.7 2.5 2.9
わからない 14.4 17.9 10.8 23.5 15.7 11.8
無回答 0.1 0.1 0.1 0.0 0.0 0.2
N 2000 1038 962 226 781 993

父親 中学 7.3 8.0 6.4 9.3 5.6 8.1
高校 35.7 36.9 34.4 39.4 34.1 36.2
専門学校・各種学校 7.1 6.1 8.1 7.1 7.0 7.0
短大・高専・大学・大学院 40.7 38.2 43.2 33.6 43.5 40.0
該当者なし 0.7 0.9 0.4 0.4 0.6 0.7
わからない 8.6 9.7 7.3 10.2 8.8 8.0
無回答 0.2 0.2 0.1 0.0 0.3 0.1

母親 中学 4.4 3.9 4.9 4.4 4.0 4.6
高校 47.1 48.7 45.3 50.0 43.1 49.4
専門学校・各種学校 14.0 12.1 16.0 15.5 16.0 12.1
短大・高専・大学・大学院 26.8 25.0 28.6 20.8 28.6 26.7
該当者なし 0.1 0.0 0.1 0.0 0.1 0.0
わからない 7.7 10.2 5.0 9.3 8.1 7.0
無回答 0.1 0.1 0.1 0.0 0.1 0.1
豊かである 7.5 7.0 7.9 7.5 8.6 6.5
やや豊か 39.7 38.1 41.4 31.0 38.5 42.5
あまり豊かでない 30.0 31.1 28.8 32.3 30.9 28.8
豊かでない 9.7 10.2 9.0 11.5 8.8 9.9
わからない 13.3 13.6 12.9 17.7 13.2 12.3
無回答 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

問１６
両親の
最終学
歴

問１７
経済的
豊かさ

問１４
一緒に
住んで
いる人

問１５
結婚に
ついて

希望する女性の
生き方
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（複数回答）
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第 2 回 若者のワークスタイル調査  
  

ご協力のお願い 

「第２回 若者のワークスタイル調査」は若者の働き方について把握し、若者に対する支援について考えるた

めに、厚生労働省所管の（独立行政法人）労働政策研究・研修機構が行うものです。 

皆様にご回答いただいた結果は、すべて統計的に処理し、分析することにしており、研究目的以外に使用した

り、個人としての情報をそのまま公表したりすることはありませんので、是非ご協力くださいますようお願い申

し上げます。なお、調査の実施にあたっては、アクロスに調査の委託をしております。                  

2006 年 2 月   

調査実施主体： 労働政策研究・研修機構 「若者の包括的移行支援研究会」 

    URL: http://www.jil.go.jp/   TEL: 03-5991-5183、5186（堀、小杉） 

調査委託機関：株式会社 アクロス 金子 

 

 

 

 

 

Ⅰ．あなたの生活や働くことについてうかがいます。 

問１ あなたの性別        

生まれた年   １９              年（昭和             年）  現在          歳 

 

問２ いろいろな働き方をしている人がいますが、現在のあなたにとって最も望ましい働き方はどれですか。ま

た、３年後のあなたにとって、最も望ましい働き方はどれだと思いますか。下の      の中からあて

はまるもの１つを選んで             に番号を記入して下さい。 

 

 a．現在、最も望ましい働き方      

 b．３年後に実現していたい働き方  

 

 

 
 
 
 
 
SQ2-1 将来について具体的にお考えのことがあれば以下に詳しくご記入下さい。 

（１年後に今のアルバイト先で正社員になる、など。） 

 

 

 
 

ご記入のお願い 

1. 対象者は18～29歳です。正規課程の学生および専業主婦（夫）は対象者ではありません。（科目等履修生

は対象者です。） 
2. 特に断り書きがなければ、あてはまる項目の番号に○をつけるか、あてはまる数字を記入して下さい。

3. 調査について不明の点がありましたら、上記担当までお問い合わせ下さい。 

１．男性  ２．女性 

１． 自営業・自由業       
２． 家族従業者（家の仕事）   
３． パート・アルバイト     
４． 派遣社員 
５． 契約社員・嘱託 
６． 正社員 
７． 公務員 
８． その他→ 
 
 
 
 
９．働かない／専業主婦など 

具体的に： 
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問３ あなたは現在、a～dのことについて悩みを持っていますか。もし悩みを持っている場合には相談する相

手について、あてはまる番号すべてに○をつけて下さい。 

 B 悩みがある

a

b

c

d

10 11

10 11

10 11

10 11

趣
味
を
と
も
に
す
る

友
人

そ
の
他

誰
も
い
な
い

職
場
や
バ
イ
ト
先
の

上
司

職
場
や
バ
イ
ト
先
の

友
人
・
同
僚

学
校
で
知
り
合
っ

た

友
人

7 8 9

3 4 5 6 7 8 9

3 4 5 6

7 85 6

7 86 9

3 4

恋
人
・
配
偶
者

カ
ウ
ン
セ
ラ
ー

等
の
専
門

家
や
公
的
な
支
援
機
関

学
校
の
先
生
・

職
員
・
相
談
員

9

3 4 5

親
・
保
護
者

兄
弟
姉
妹

1

2

2

1

2

2

1

1これからの生き方や働き
方について

人間関係について

経済的な問題（お金のこ
と）について

A
 
悩
み
は
な
い

0

0

0今の自分の仕事や働き方
について

0

 

 

問４ 下のa～ｇには、仕事や人生についての様々な状況があげてあります。それぞれについてあなたにどの程

度あてはまるか、最も近い番号１つに○をつけて下さい。 

a これまでの進路選択は順調であった。 1 2 3 4

b 1 2 3 4

c 将来の見通しは明るい。 1 2 3 4

d 経済的に自立している。 1 2 3 4

e 努力次第で将来は切り開けると思う。 1 2 3 4

f 仕事以外に生きがいがある。 1 2 3 4

g 現在の生活に満足している。 1 2 3 4

自分の生活は、周囲の人からうまくいって
いると思われている。

かなり
あてはま

る

ある程度
あてはまる

あまり
あてはまら

ない

ほとんど
あてはま
らない
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Ⅱ．あなたのこれまでの経歴についてうかがいます。 
問５ あなたの最後に在学した学校を教えて下さい。（なお、ここでいう学校には自動車学校や、短期英会話教

室のようなお稽古事のための学校は含みません。）また、卒業の有無と時期についても教えて下さい。 
 

a．学校の種類 

 

 

 

 b．卒業か中途退学か、その時期 

                     時期： 西暦           年  
                             
問６ その学校を卒業（中退）した直後、どのような就業状態でしたか。１～13 のうち、あてはまる番号１つ

に○をつけて下さい。 
 

 

 

 

 

 

 

 
SQ6-1 卒業（中退）する前に、次のような活動をしましたか。あてはまる番号すべてに○をつ

けて下さい。 
 
 

 
 

SQ6-2 卒業（中退）を前にして、その後のことについて誰かに相談しましたか。あてはまる番

号すべてに○をつけて下さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
SQ6-3 その後、正社員や公務員になりましたか。あてはまる番号１つに○をつけて下さい。 

 
 
                                                      

 
 
SQ6-4 はじめて正社員や公務員になったのはいつですか。 

     西暦           年       月       次ページにつづく   

１．卒業    ２．中途退学 

１．正社員        ３．契約社員・嘱託    ８．無職で仕事を探していた 
２．公務員        ４．派遣社員       ９．無職で公務員・教員などの資格試験準備 

５．パート・アルバイト  10．無職で進学・留学などの準備 
６．自営業・自由業    11．専業主婦・結婚準備 
７．家族従業者      12．特に何もしていない・迷っていた 

                                   13．その他→ 
 具体的に： 

１．親・保護者           ７．趣味をともにする友人 
２．兄弟姉妹            ８．恋人・配偶者 
３．職場やバイト先の上司      ９．カウンセラーなどの専門家や公的な支援機関

４．職場やバイト先の友人・同僚   10．その他   
５．学校で知り合った友人      11．誰もいない 
６．学校の先生・職員・相談員 

１．民間企業への応募       ３．公務員試験・教員試験など資格試験の準備 
２．進学・留学を希望しての受験 

１．なった   ２．なっていない

１． 中学  ３．専門・各種学校 ５．高専  ７．大学院 

２． 高校  ４．短大      ６．大学  ８．その他→ 
具体的に： 

３～１３に○をつけた方は次の問いにお答え下さい。

１、２に○をつけた

方は、ＳＱ６-４
に進んで下さい。 

１に○をつけた方 ２に○をつけた方は次のページの 問７ へ進んで下さい。
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SQ6-5   その勤務先企業の規模は、次のどれですか。あてはまる番号１つに○をつけて下さい。 

 
SQ6-6   現在もその勤務先に勤めつづけていますか。あてはまる番号１つに○をつけて下さい。 

（同じ企業に籍があっての出向や教員の配属がえも「続けている」と考えて下さい。）      
 
 
  
問７ それでは現在 （最近１週間）の主な状況は次のどれでしたか。１～11のうち、あてはまる番号１つに○

をつけて下さい。 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
     SQ7-1 現在、お仕事をしている方にうかがいます。 現在のお仕事に関するb～dのそれぞれの項目      
                について、あてはまる番号１つに○をつけて下さい。aは西暦年を、eと fはおよその数字を 

記入して下さい。 
   a．入職時期  西暦                    年 
 

      b．採用経路 

     

 

c．職種 

 

 

 

 

 

 

    

    

 d．勤務先の企業規模  

 

  

e．1 週間の労働時間（残業含む）   約             時間 

 f．現在のおよその年収        約             万円 

１．公務  ２．1000人以上  ３．300～900人  ４．30～299人  ５．29人以下

１．続けている    ２．勤務先を変わった、辞めた

１．正社員       ８．無職で仕事を探している 
２．公務員       ９．無職で仕事以外の活動 
３．契約社員・嘱託        → 
４．派遣社員 
５．パート・アルバイト 
６．自営業・自由業   10．無職で特に何もしていない 
７．家族従業者     11．その他 

                  → 

具体的に： 

具体的に： 

１． 民間企業の新卒採用  ３．その他→ 
２． 公務員・教員試験 
 

具体的に： 

１． 専門・技術的な仕事（教師・看護士・エンジニアなど） 
２． 管理的な仕事（会社や役所で課長以上） 
３． 事務の仕事（一般事務・経理など） 
４． 販売の仕事（販売やセールスなど） 
５． サービスの仕事（ウエイトレス、調理師、美容師など） 
６． 生産工程・建設の仕事（工場オペレーターや組立工、大工など） 
７． 運輸・通信・保安の仕事（運転、配達、警察官など） 
８． その他→ 

具体的に： 

１． 公務       ３．300～999人     ５．29人以下 

２． 1000人以上    ４．30～299人 

１～７に○をつけた方は、

次の問いにお答え下さい。

８～11 に○

をつけた方

は、次ページ

の 問８ へ
進んで下さ
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Ⅲ. 多様な働き方について、うかがいます。 

問8 学校を卒業(中退)してからこれまでを振り返って、次のような働き方や無職を経験したことがありますか。

あてはまる番号すべてに○をつけて下さい。なお、学生として正規の課程に在学していた時代の無職やパ

ート・アルバイト経験は含みません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
問９ いろいろな働き方がありますが、契約社員・嘱託、派遣社員、パート・アルバイトなど、正社員以外の働

き方をしたことがある方にうかがいます。 
  SQ9-1 正社員以外の働き方をしている期間は、通算でどのくらいですか。 

 

 

 

 
SQ9-2 これまで正社員以外の働き方をやめて、正社員になろうとした経験はありますか。 

     
 

                              
SQ9-3 正社員になろうとしたことがある方にうかがいます。正社員になろうとしたきっかけはなんですか。

あてはまる番号すべてに○をつけて下さい。  
 
 
 
 

 

 

 

                                    

 

 
                                    

                                    次ページにつづく 

１．1ヶ月以上無職だったことがある（学生や主婦ではなく）     
２．これまで働いたことはない        
３．正社員 
４．公務員 
５．契約社員・嘱託 
６．派遣社員                       
７．パート・アルバイト                                               
８．自営業・自由業   
９．家族従業者                 
10．その他の働き方→ 
 
                        ↓ 

具体的に： 

１．6ヶ月未満          ５．２年～２年６ヶ月未満 
２．6ヶ月～１年未満       ６．２年6ヶ月～３年未満 
３．１年～１年６ヶ月未満     ７．３年以上 
４．１年6ヶ月～２年未満 

１．はい    ２．いいえ 

１． やりたいことが見つかったから。 
２． 安定した仕事につきたいと思ったから。 
３． 夢に見切りをつけたから。 
４． 年齢的に落ち着いたほうがいいと思ったから。 
５． スキルを身につけたいと思ったから。 
６． 結婚した、しようと思ったから。 
７． まわりの友達が就職しはじめたから。 
８． 正社員のほうがトクだと思ったから。 
９． その他→ 

具体的に： 

５～７に○をつけた方は次の問いにお答え下さい。 ５～７に○のない
、、

方は最終ページの 問14 へ進んで下さい。

１に○をつけた方 ２に○をつけた方は７ページの 問10 へ進んで下さい。
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SQ9-4  正社員になろうとしたときに、誰かに相談しましたか。１～10のうち、あてはまる番号すべてに

○をつけて下さい。    
 
 
 
 
 
 
 
          

 
SQ9-5   正社員になろうとした時に、悩んだり感じたことがあれば自由にお書き下さい。 
 

 

 
 

SQ9-6 その後、正社員になりましたか。あてはまる番号１つに○をつけて下さい。 
 

 

                                

SQ9-7 正社員になった方にうかがいます。正社員になった直後の勤務先に関するb～dのそれぞれの 
項目について、あてはまる番号１つに○をつけて下さい。aは西暦年を記入して下さい。 

a．入職時期         西暦          年 

    b．採用経路   

 

 

 

 

 

 

c．職種 

   

 

 

 

 

 

 

d．企業規模  

 

１． 親・保護者            ７．趣味をともにする友人 
２． 兄弟姉妹             ８．恋人・配偶者 
３． 職場やバイト先の上司       ９．カウンセラー等の専門家や公的な支援機関

４． 職場やバイト先の友人・同僚    10．その他 
５． 学校で知り合った友人             11．誰もいない 
６． 学校の先生・職員・相談員       

１．正社員になった    ２．正社員にはなっていない

１． ハローワークなど、公的機関の紹介    ５．パートや契約社員からの登用

２． 親・保護者・親戚・知人の紹介      ６．民間・NPOなどの支援機関 
３． インターネット・貼紙・新聞・雑誌    ７．その他 ↓ 
４． 派遣会社の紹介 
 具体的に： 

１．専門・技術的な仕事（教師・看護婦・エンジニアなど） 
２． 管理的な仕事（会社や役所で課長以上） 
３． 事務の仕事（一般事務・経理など） 
４． 販売の仕事（販売やセールスなど） 
５． サービスの仕事（ウエイトレス、調理師、美容師など） 
６． 生産工程・建設の仕事（工場オペレーターや組立工、大工など） 
７． 運輸・通信・保安の仕事（運転、配達、警察官など） 
８． その他→ 

１．1000人以上  ２．300～999人  ３．30～299人  ４．29人以下 

具体的に： 

１に○をつけた方 ２に○をつけた方は次のページの 問10 へ進んで下さい。
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Ⅳ. あなたのフリーター経験(パート・アルバイト)についてうかがいます。 

問 10 あなたは、これまでにフリーターを経験したことがありますか。 

 

 
                                

    SQ10-1 フリーターの通算期間はどのくらいですか。      

               年         ヶ月 

問 11 これまでフリーターで経験した仕事はどのようなものですか。次の中からあてはまる番号すべてに 
     ○をつけて下さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                        
 
問 12 あなたはなぜフリーターになったのですか。あてはまる番号すべてに○をつけて下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 SQ12-１ ○をつけた理由のうち、最も重要なものの番号を選んで１つ記入して下さい。    
 
問 13 フリーター経験を通じて、次のように感じたことはありますか。１～12 のうち、あてはまる番号すべ

てに○をつけて下さい。     
             

 

 
 
 

１．ある     ２．ない 

１． ファーストフードの店員やウエイトレス     11．チラシ・ビラ配り 
２． コンビニやスーパーの店員           12．イベントスタッフ 
３． ガソリンスタンド店員             13．遊園地・球場 
４． 雑貨小物屋・本屋等の店員           14．風俗関係 
５． お弁当・総菜屋・パン屋等の店員         15．清掃・ビルメンテナンス 
６． ゲーセン・カラオケ                 16．土木・建設現場 
７． その他の販売→                               17．製造・組立 
                          18．事務 
８． 調理・コック                 19．塾・予備校教師 
９．皿洗い・洗い場                                20．その他→ 
10．出前・配達                   

具体的に： 

具体的に： 

１． 仕事以外にしたいことがあるから。           ６．なんとなく。 
２． つきたい仕事のための勉強や準備、修行期間として。   ７．正社員はいやだったから。 
３． 自分に合う仕事を見つけるため。            ８．家庭の事情で。 
４． 正社員として採用されなかったから。          ９．自由な働き方をしたかったから。 
５．学費稼ぎなど、生活のために一時的に働く必要が       10．その他 ↓ 

あったから。 
 
 

具体的に： 

１．やりたい仕事に直接役立つ能力が身についた。    ７．将来に不安を感じた。 
２．アルバイト先から急に日数を減らされたり、     ８．いろいろな経験をすることができた。

来なくていいといわれて困った。          ９．社会的に認められていないと思った。

３．アルバイト先がなかなか見つからなくて困った。   10．生活が不安定だった。 
４．やりたい仕事に就くための人脈やチャンスを得た。  11．自由な時間が持てた。 
５．人間関係に関する能力（人とうまく話せるなど）   12．正社員に比べて収入が少なかった。 

が身についた。 
６．やりたい仕事がはっきりした。           

１に○をつけた方 ２に○をつけた方は最終ページの 問14 へ進んで下さい。
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Ⅴ．あなたのご家族のことについてうかがいます。 
問14 現在のあなたはどなたかと一緒にお暮らしですか。あてはまる番号すべてに○をつけて下さい。 

 

 

問 15 結婚についてうかがいます。あてはまる番号１つに○をつけて下さい。 

 

 

 

 

 
                          
                          
                    

Q15-1 自分の実際の生活や、結婚相手がどう希望しているかは別にして、あなたが女性の場合、あな

た自身が希望する生き方は、次の１～５のうちのどれですか。あなたが男性の場合、結婚相

手に希望する生き方はどれですか。あてはまる番号１つに○をつけて下さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 

問 16  あなたのご両親の最終学歴について、あてはまる番号１つに○をつけて下さい。 

中学 高校
専門学校・
各種学校

短大・高専・
大学・大学院

該当者なし わからない

a 父親 1 2 3 4 5 6

b 母親 1 2 3 4 5 6  
問 17 あなたのご実家（または保護者の家）の経済的豊かさはどのくらいですか。あてはまる番号１つに○

をつけて下さい。 
 

 

 

         

長時間にわたり、どうもありがとうございました。 

１．１人で  ２．父や母と   ３．兄弟姉妹と  ４．配偶者や子供   ５．その他

１．すでに結婚している。 
２．まもなく結婚することが決まっている。 
３． すぐにでもしたい。 
４． 今はしたくないが、いずれはしたい。 
５． 良い相手がいればしてもよいが、必ずしもしなくてもよい。

６． 結婚するつもりはない。 
７．わからない。 

１． 結婚し子供を持ち、結婚または出産の機会に退職し、その後は仕事を持たない。 
２． 結婚し子供を持ち、結婚または出産の機会にいったん退職し、子育て後に再び仕事を持つ。

３． 結婚し子供を持つが、仕事も一生続ける。 
４． 結婚するが子供は持たず、仕事を一生続ける。 
５． わからない。 

豊かである            豊かでない   わからない 

１…………２…………３…………４        5 

１～５に○をつけた方は次の問いにお答え下さい。

ここからは全員がお答え下さい。 

６、７に○をつけた方は 問16 へお進み下さい。 



－ 157 － 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



－ 158 － 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



－ 159 － 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



－ 160 － 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



－ 161 － 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



－ 162 － 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



－ 163 － 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



－ 164 － 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



－ 165 － 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



－ 166 － 
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